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1 題 目

(本題) 新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

(副題) 現場ベースの競争戦略論の提案

2 要 旨

近年､新規事業や環境変化の激しい業界などを対象として､戦略のダイナミ

ズムをとらえる戦略論の研究が注目されているが､実際に戦略が形成されてい

くプロセスを現場の実践者たちの行為に遡って分析した事例研究は少ない｡

本研究の目的は､第-に､現場において戦略が形成されていく実態をとらえ

るための分析フレームワークを提案することであり､第二に､業界の常識に焦

点をあて実践者の視点をとりこみ､営業担当者や技術担当者たちの行為を追う

ことで戦略形成プロセスを明らかにすることである｡

競争戦略論と研究方法論は相互に密接に関連することから本研究ではこのふ

たっを同時に追究している｡ひとつは競争戦略論の立場から､現場においてい

かにして戦略が形成されていくのかそのプロセスを探求する戦略形成プロセス

の研究であり実践者として企業-の貢献をねらっている｡もうひとつは研究方

法論の立場から､見えづらい戦略形成プロセスを見るための分析フレームワー

クの研究であり､研究者として学界-の貢献を目指すものである｡

本研究では､戦略形成プロセスを ｢事業開始当初に設定した事業の定義が､

企業活動を経ることによって受動的に変化していくプロセス､あるいは環境の

変化を先取りして能動的にみずから事業の定義を書き換えていくプロセス｣と

定義している｡その上で､戦略形成プロセスをとらえるために､事業の定義､

営業戦略およびこれらを策定LT=時点における業界の常識と､営業活動を経験

し一定期間を経過した時点における再構築された事業の定義等の変容をとらえ

る事例分析フレームワークと案件毎の顧客の業務､受注概要､営業活動におけ

る営業担当者､技術担当者たちの行為を記述した受注の流れ､矛盾や課題をど

のように克服したかを示す矛盾の克服､企業 ･組織間関係等からなる案件分析



フレームワークの2種類の分析フレームワークを提案している｡

事例研究では､衛星通信サービスの新規事業会社をとりあげ､個々の法人営

業案件について､案件ごとに実践者たちの具体的な行為を追いながら､いかに

して受注を獲得し､競争優位を構築していったかを案件分析フレームワークを

用いて分析すると同時に事業構造､業界特性もふまえて総合的な分析 ･検討を

行なった｡さらに､一定期間を経た後で､事業定義がどのように書き換えられ

ていったか､すなわち競争戦略がどのように変容していったかについて､分析

フレームワークを用いて分析検討した結果､｢事業の定義は業界の常識と密接に

関係する､事業開始時の初期体験の微妙な差が戦略形成に大きな影響を与える､

意図的戦略と創発的戦略の目利きや乗り換えが競争優位につながる｣の 3点が

示唆された｡

競争戦略論の系譜および事例研究の結果をふまえ､現場で使える競争戦略論

を提案する｡ひとつは､現場の実践者たちがおりなす多様でアグレッシブな活

動が企業の戦略形成に大きな影響を与える場合があり､その際の実践者たちは､

ショーンらが提案する法律や制度で裏付けられた高度な専門家のイメージを持

つ反省的実践家よりも､むしろ作業仮説を持ちながらに臨機応変に行動する｢作

業仮説人｣としてとらえることを提案する｡戦略形成プロセスは､このような

現場の作業仮説人たちがおりなす､実績､共感的批判､継続の 3つの側面から

説明できると指摘する｡ふたっ目は､受注活動のプロセスの中で発生する矛盾

を克服していく際のツールとして ｢弁証法的矛盾克服のフレームワーク｣を提

案している｡みっつ目は､実践者志向の ｢事業変革モデル ･業界変革モデル ｣

の提案である｡事業変革モデルは､実践者 (作業仮説人)を中心として､環境

の内と外､公式な戦略 (事業の定義)と日常の論理 (業界の常識)の 4つの戦

略形成の鍵概念を配置したもので､企業の実践者たちの戦略思考､実践を支援

するツールである｡⊥方､業界変革モデルは､自企業や競争事業者を氷山モデ

ルで表わしたものであり､業界を構成する各主体者たちとの関係を含む業界全

体の構図を把握するのに役立つ.よっつ目は､なぜなぜ (why)を繰 り返しなが

ら作業仮説をもって実践し検証していく戦略思考 ･戦略実践を行なう実践者

(Who)を中心にすえるWhy･Who戦略の提案である｡Why･恥o戦略の核心は人材

育成と活用であり､実践者全員が戦略実現においては主人公と位置づけられる｡

最後に､事例研究の結果と提案する現場ベースの競争戦略論に則って､事例研

究対象企業-提案を行なった｡

本研究で提案するフレームワークやモデルは完成されたものではなく､現場

の実践者と研究者が育てていくものとされる｡そして､実践者たちが思考し検
討する際に利用しやすくするため､図表を多用し便宜を図っている｡ (以上)
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冒 吹

序章 研究の背景と目的

(1)研究の背景

(2)研究の目的

(3)研究の目指す方向

(4)論文の構成

(5)本論文の主張

注釈 (序章)

第 1章 戦略論の系譜

1.1 戦略論の流れ

1.1.1 戦略の定義

(1)小林喜一郎 (1999)

(2)バーニー (2002)

(3)大前研一 (1975､1977､2001)

(4)チャフイー (1985)

1.1.2 経営戦略論の主要な流れ

1.2 経営戦略論の新たな潮流 -

1.2.1 河合忠彦 (2004)『ダイナミック戦略論』

1.2.2 青島矢一 ･加藤俊彦 (2003)『競争戦略論』

1.2.3 沼上幹 (2000)『行為の経営学』 ･-----

1.3 既存の戦略理論に対する批判と課題 ------

1.3.1 ダイナミック戦略論に対する批判と課題 --

1.3.2 現場における競争戦略実践を支援するためには

注釈 (第 1章) ･--･--･･---･-････--･----

第2章 事例研究の方法 --･-----･--

2.1 戦略形成プロセスをみるための基礎理論

2.1.1 ものを見る方法としての社会学 -

(1)社会学からのアプローチ

(2)行為､行動､実践

2.1.2 研究方法の総動員

2.1.3 社会的構築主義 ､

2.2 研究のスタンス

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

2.2.1 戦略研究を行 う上での前提
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2.2.2 研究の視点

(1)経営者の視点

(2)現場と研究者 との距離

(3)存在論的仮定と認識論的仮定

2.3 事例研究の方法

2.3.1 常識 --

2-ll

(1)バーガー&ラックマン (1966)『邦訳 :日常世界の構成』と山口節郎

(2)シュッツ (1970)『邦訳 :現象学的社会学』

(3)ギデンズ (1976)『邦訳 :社会学の新しい方法規準』など

(4)加護野忠男 (1988)『組織認識論』

(5)中村雄二郎 (1977)『哲学の現在』など

2.3.2 変数のシステムと行為のシステム

2.3.3 反省的実践家

2.4 分析フレームワークの提案

2.4.1 事例分析フレーム

(1)事業の定義

(2)営業戦略

(3)業界の常識

2.4.2 案件分析フレーム

(1)受注概要

(2)受注の流れ

(3)矛盾の克服

(4)企業 ･組織間関係

注釈 (第2章)

第3章 事例研究

3.1 事例研究の概要

3.1.1 衛星通信業界

3.1.2 対象企業

3.1.3 事例の選定基準

3.2 事例研究 (個別分析)

4

3.2.1 ､個別分析 (事例 Ⅰ)

(1)受注概要

(a)顧客企業の概要

(b)受注概要

(2)受注の流れ
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(3)矛盾の克服

(4)企業 ･組織間関係

(5)業界の常識の変化

(a)企業間関係 (業界モデル)

(b)企業 ･組織間関係

3.2.2

3.2.3

3.2.4

3.2.5

3.2.6

3.2.7

個別分析 (事例Ⅱ)

個別分析 (事例Ⅲ)

個別分析 (事例Ⅳ)

個別分析 (事例Ⅴ)

個別分析 (事例Ⅵ)

個別分析 (事例Ⅶ)

3.3 事例研究 (総合)

3.3.1 業界の常識の変容

3.3.2 企業間関係

3.3.3 事業の定義の再構築 -

3.3.4 創発的戦略形成プロセス

3.3.5 現実の再生産と再構成

3.3.6 事例分析フレームワーク

3.4 本事例研究方法の限界 --

3.4.1 事例研究の暗黙の前提

3.4.2 方法論上の限界 ･-･-

(1)事例研究の対象範囲

(2)分析データ (指標)の客観性

(3)業績の視点

3.5 業界構造､業界特性の分析

3-22

3-33

3-46

3-57

3-66

3-77

3-87

3-87

3-89

3-92

3-94

3-96

3-97

3-97

3-97

3-99

3.5.1 業界構造

3.5.2 業界特性

(1)時間特性

(2)技術特性

(3)顧客特性

注釈 (第3章)

篇4章 現場ベースの競争戦略論の提案

4.1 共通感覚論からのアプローチ

(1)解決方法を共有する

(2)業界の常識を形にする

3-108



(3)戦略の制度化を図る

4.2 作業仮説人の提案

(1)現場の実践者を重視する視点

(2)作業仮説

(3)作業仮説人の提唱

(4)作業仮説人の実践

4.3 弁証法的矛盾克服の構図

(1)弁証法的矛盾克服のフレームワーク

(2)矛盾克服の事例

4.4 事業変革の構図

(1)各スクールの目で見た戦略形成

(2)戦略形成の鍵概念

(3)事業変革モデル

(4)why･Who戦略の提案

4.5 対象企業-の提案 ･---･-

4.5.1 衛星通信業界固有の戦略

4.5.2 対象企業 (J社)-の提案

(1)事業の再定義に対する提案

(2)業界の各主体者-の働きかけの提案

(3)日常の論理に対する提案

(4)事業システムに対する提案

(5)実践者に対する提案

注釈 (第4章)

第 5章 まとめ

5.1 結語

5.2 課題

5.3 今後の展望

注釈 (第 5章)

あとがき

参考文献
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図表一覧

序章 研究の背景と目的

図 1計画的および創発的戦略

図2研究の目指す方向

図3研究の全体像

図4論文の全体構成

第 1章 戦略論の系譜

図表 (なし)

第2章 事例研究の方法

図2-1現実､研究法､理論の関係

図2-2業界の常識をささえる理論

図2-3行為の準拠枠

図2-4競争者の差別化の氷山

図2-5事例分析フレームワーク

表 2-1事業の定義 (記述様式)

図2-6業界の常識の定義

図2-7業界の常識の階層

図2-8案件分析フレームワーク

図2-95つの競争要因

図2-10価値相関図

図2-11業界モデル

第 3章 事例研究

図3-1業界の定義 (衛星通信)

表 3-1衛星通信業界の発展ステージ

図 3-2社史 (1998.4.1-2004.3.31)

図 313個別案件一覧

表 3-2事業の定義<事業開始時>

図 3-4営業戦略<事業開始時>

- 表 3-3顧客分類<事業開始時>

表 3-4顧客との関係<事業開始時>

図3-5事例 (F社)全国雷観測ネットワーク

図 3-6事例 (F社)受注概要



図3-7事例

図3-8事例

表 3-5事例

図3-9事例

図3-10事例

表 3-6事例

図3-11事例

図3-12事例

図3-13事例

図3-14事例

図3-15事例

図3-16事例

図3-17事例

表3-7事例

図3-18事例

図3-19事例

図3-20事例

(F社)雷 ･気象情報配信システム

(F社)受注までの流れ

(F社)矛盾とその解決策

(F社)企業間関係 (業界モデル)

(F社)企業 ･組織間関係

(A社)事業概要

(A社)衛星通信利用の流れ

(A社)衛星通信導入の狙い (社内利用)

(A社)衛星通信導入の狙い (授業強化)

(A社)衛星通信導入の狙い (IPデータシステム)

(A社)受注概要

(A社)衛星教育システム

(A社)受注までの流れ

(A社)矛盾とその解決策

(A社)企業間関係 (業界モデル)

(A社)企業 ･組織間関係

(D社)受注概要

図3-21事例 (D社)コンテンツ配信システム

図3-22事例

表 3-8事例

図3-23事例

図3-24事例

図3-25事例

図3-26事例

図3-27事例

表 3-9事例

図3-28事例

図3-29事例

図3-30事例

図3-31事例

図3-32事例

図3-33事例

表 3-10事例

表 3-11事例

図3-34事例

図3-35事例

(D社)受注までの流れ

(D社)矛盾とその解決策

(D社)企業間関係 (業界モデル)

(D社)企業 ･組織間関係

(Na社)受注概要

(Na社)voD配信システム

(Na社)受注までの流れ

(Na社)矛盾とその解決策

(Na社)企業間関係 (業界モデル)

(Na社)企業 ･組織間関係

(Na社)業界の常識の変化

(S社)受注概要

(S社)衛星テレビ会議システム

(S社)受注までの流れ

(S社)矛盾とその解決策

(S社)ネットワークの選定経緯

(S社)企業間関係 (業界モデル)

(S社)企業 ･組織間関係



図3-36事例

図3-37事例

図3-38事例

図3-39事例

表 3-12事例

表 3-13事例

図3-40事例

図3-41事例

図3-42事例

(Nb社)受注概要

(Nb社)遠隔教育システム (移行当初)

(Nb社)遠隔教育システム (将来)

(Nb社)受注までの流れ

(Nb社)矛盾とその解決策

(Nb社)顧客の要求-の対応策

(Nb社)企業間関係 (業界モデル)

(Nb社)企業 ･組織間関係

(C社)受注概要

図3-43事例 (C社)コンテンツ配信システム

図3-44事例

表 3-14事例

表 3-15事例

図3-45事例

図3-46事例

図3-47事例

(C社)受注までの流れ

(C社)矛盾とその解決策

(C社)顧客の要求-の対応策

(C社)企業間関係 (業界モデル)

(C社)企業 ･組織間関係<本格利用に向けた体制 (当初)>
(C社)企業 ･組織間関係<本格利用に向けた体制 (最終)>

表 3-16業界の常識の変容

図3-48送達確認回線の例 (事例 Ⅰ③)

表 3-17業界の常識の分類

表 3-18企業間関係 (案件全体)

表 3-19企業間関係 (事例別一覧)

表 3-20顧客との関係

表 3-21事業の定義の再構築 (事業開始 3年後)

図3-55衛星受信ルータ開発のコンセプ ト

図3-56付加価値の伝播

第4章 現場ベースの競争戦略論の提案

図4-1共通感覚論からのアプローチ

図4-2共通感覚は組織のOS
表 4-1作業仮説人モデル

図4-3弁証法的矛盾克服のフ▲レ-ムワーク

図4-4矛盾克服の事例 (事例Ⅱ矛盾①)

+図4-5XSR2000開発秘話

図4-6経営戦略をめぐる対概念

表 4-2戦略形成の鍵概念

図4-7事業変革モデル (BトQM)

9



図4-8事業変革モデル (BトCQM)

図4-9業界変革モデル (ⅠトMLM)
表4-3Why･Who戦略

資料

参考資料 1衛星受信装置 (XsR2000)

参考資料2TCP/IP高速化装置 (BSR2000)
参考資料3衛星IP-VPNマルチキャストサービス

参考資料4MegaWavePro-Ⅴ&IPサービス (Ⅴ&IPエンコーダ)
参考資料5MegaWavePro-Mobileサービス
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序章 研究の背景と目的

(1)研究の背景

新規事業会社において事業を成功に導くのは容易ではない｡たとえ事業が短

期的に成功したとしても長期間にわたって存続することはさらに難しい｡事業

が成功するかどうかあるいは長期にわたって存続するかどうかを常に特定の理

由に帰することは困難であると考えられるが､一方において事業開始当初に策

定された戦略､および事業開始後において見直された戦略如何によって､企業

の命運が決定される場合も多いと考えられる｡

経営とは､｢継続的 ･計画的に事業をすること､そのための組織｣(広辞苑)

とすれば､ウェーバーも ｢一定の継続的 ･計画的に事業を遂行すること､また

そのための組織である｣と定義しておりこのような定義は古くからあるものの､

経営学としての歴史は他の学問に比較して新しい｡(*1)

経営学の歴史に経営戦略論が本格的に登場するのは､チャンドラーであり､

アンソフで､いずれも1960年代である｡例えばチャンドラー (1962)は､戦略

を ｢企業の基本的長期目標 ･目的を決定し､さらにこれらを遂行するのに必要

な行動様式を採択し諸資源を割り当てることである｣と定義している｡また､

アンドリュース (1971)は､｢戦略を企業の目標､意図並びにそのための主要な

ポリシーのパターンである｣と定義 し､戦略の策定 (formulation)と実行

(implementation)について戦略論を展開した｡その後､多くの戦略論が誕生

し現在では経営学の中心というべき分野となっているが､一方においてどれが

正しい戦略の定義なのか､どのような戦略が有効であるかを断定することは困

難である｡

戦略論の分類については､たとえばミンツバーグら (1998)は戦略サファリ

(STRATEGYSAFARI)と名づけ､戦略形成の観点から戦略論の学派を 10のスク

ールに分類している｡(*2)しかし､経営の現場においてはこれらのスクールの

どれかのやり方をただ追随するだけでは済まされない｡

戦略は実現されなければ価値がないし､また業績をもたらすことができなけ

れば無用の産物と言われかねない｡企業の戦略は､単純明快､心地よいキャッ

チフレーズや美しい絵で表現されることがあるが､一方において戦略実践の現

場においては､複雑怪奇とも思える課題や難問が待ち構えており､丹念にこれ

らを解決していかなければ戦略を実現することは難しい｡

一方､近年､新規事業や環境変化の激しい業界などを対象として､戦略のダ

イナミズムをとらえる戦略論の研究に注目が集まってきている｡ た-とえば､野

田 (2001)や河合 (2004)らによるスタティック理論からダイナミック理論の

流れ､青島 ･加藤 (2003)らによる個別アプローチから複眼的テプロ-チの流
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れ､沼上 (2000)の 『行為の経営学』やミンツバーグら (1985)の戦略形成プ

ロセス (strategyformationprocess)(*3)に着目する流れがある｡

宇田川 (*4)は1｢戦略の実現過程とは､組織内にある集団･個人によって様々

な手がかりをもとにつくり出された認知の準拠枠が､組織内のコミュニケーシ

ョン過程を通じて組織内の正当性を獲得し､間主観的な準拠枠つと存在論的変

移を遂げるプロセスである｣と指摘している｡戦略形成のプロセスをあきらか

にするためには､既存の戦略論を理論的に比較､分類することによって新たな

戦略論を見出すのではなく､伊丹 (2003)の ｢現実が理論をつくる｣(*5)との

見地にたって､現場の実践者たちが日常の行為の中でうみだし活用していると

思われる現場理論を現場で発生する矛盾や課題を解決している行為を追うこと

によって見出すことが求められている｡

(2)研究の目的

企業の存続および競争優位を獲得するには､何よりも顧客の活動を支援する

魅力ある製品 ･サービスを他社に先駆けて提供することが必須条件と考えられ

る｡現実における戦略は､図 1に示されるように計画的戦略 (deliberate

strategy)と創発的戦略 (emergentstrategy)のふたっを併せ持つものととら

えられる｡

図1計画的および創発的戦略

? ,I //

A -三 二 : I

/ '' I j

寧巳翫

創 発 的 戦 略

iii iiZ

出所 :ミンツバーグ他 (1998) (邦訳 『戦略サファリ』東洋経済新報社､1999)P13図卜2

新規事業においては､事業開'始の際に意図された戦略に基づき､計画的な戦

略が策定され､そして実践される｡しかし､事業開始時には予期されない事象

によって計画的な戦略の一部は実現されず､~その一方で最初から明確に意図さ
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れたものではないが､行動のひとつひとつが集積され､そのつど学習する過程

で戦略の一貫性やパターンが形成される場合がある｡本論文では､創発的戦略

を､企業家によって意図された戦略 (intendedstrategy)に則って思慮深く計

画された (deliberate)"計画的戦略"に対するものとして ｢意図せざる戦略

(unintendedstrategy)｣ととらえる｡この意図せざる戦略である創発.的戦略

は､｢組織の中にいる複数の行為者に依存し､この戦略に基づく戦略適応のプロ

セスを説明するには行為に基づく分析枠組みが必要である｣と玉井 (1996)は

指摘している｡このような現実の戦略形成プロセスを把握するための事例分析

フレームワークを提案することが本研究の第-の目的である｡

次に､事例研究として法人向けの営業現場をとりあげ､事業の定義が案件の

受注あるいは失注という営業活動を経験することによってダイナミックに変化

していく模様をこのフレームワークを用いて事例分析を行う｡ミンツバーグ

(1987)は戦略の源泉に主観的意図に基づく行為の存在およびコンテクス トを

明らかにしているが､しかしそのような競争優位をもたらすような行為と結び

つく主観的意図がどのようにして生まれたかについては明らかでない｡現場に

おいて戦略を実現する元となる戦術をどのように実現しているかを明らかにす

るには行為者そのものに踏み込む必要がある｡(*6)本研究の第二の目的は､業
界の常識に焦点をあてながら実践者側の視点をとりこみ､営業担当者や技術担

当者たちの行為を追うことで戦略形成プロセスを明らかにしていくことにある｡

(3)研究の目指す方向

本研究においては､図 2に示すように競争戦略論と研究方法論のふたっの分

野を同時に追究しようとしている｡

なぜなら､どうしたら持続的な競争優位を構築できるのだろうかという立場か

ら戦略形成プロセスを見ることと､どのようにしたらその実態のリアリティあ

ふれる把握ができるのだろうかということは､実は相互に密接に関係すると考

えられるからである｡

ひとつは競争戦略論の立場から､現場においていかにして戦略が形成されて

いくのかそのプロセスについて探求するものであり､実践者として企莱-の貢

献をねらうものである｡内容としては､戦略論におけるダイナミック理論､複

眼的アプローチや戦略形成プロセスに関する研究に学びつつ､事例研究をふま

えて現場ベースの競争戦略論の構築をねらっている｡

もうひとつは研究方法論の立場から､戦略の形成に関わる戦略論の探求に加

え､現場における戦略形成プロセスを見えざるものから､いかにして見えるよ

うにするかの方法について研究を行なう｡本研究では主として社会学の知見を

活用し､実践者たちの行為に着目する分析フレームワークを提案する｡〉
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図2研究の目指す方向

競争戦略論

研
究
方
法
論

宮 rスタティック理論→ダイナミック理論 (野田･河合畑
TQヤ)>

1i
4 ･個別ア7.ローチ-複眼的アプローチ (青島･加藤)一ヽ

qh=r-:Ib磨讐誓竺警 警 三欝謬

≡;享三軍 :芋 二-I-;-i-I-…=----I---.- __〆謹 潜 慌 箭 二 )
･行為 (ウェーバー)

･意味 (ホワイ ト･シュッツ) ,1
-■.■--.._------._---..._-__-.._----●_,.._.._----._■_--I---I_-jL--._.-I

→統合 (バーガー-ルックマン･ギデンズ) '

抄サ中々､k哉抄叫訳 ン.センス僧鮎 共通戚酎 璃 芸雄二肘

｢

空 軍 ;㌫ ii/;
tl

l

三血土管聾醍 通感覚)雪 露 雄二郎)
(C)2006,/J､林満男

研究の全体像を図 3に示す｡コンセプトとしての競争戦略論と研究方法論を

結ぶものとして本研究では､実践者たちの行為に着目している｡また､現実の

戦略形成がどのように実践されているのか､そしてそれをとらえるための分析

フレームワークを結ぶものとして事例研究を行なう｡･なお事例研究においては､

｢業界の常識｣に焦点をあててみていく｡
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本研究では現場の実践者たちに焦点をあてている｡そのため､論文の記述に

あたっては､実践者たちの行為や検討状況を確実に捉えるために､文章表記で

とどめることなく彼らが現場で日常利用している図表を積極的に取りあげてい

る｡分析フレームワーク (図表)は､本研究の結果が示すようにそのまま再利

用するのではなく､利用の都度､実践者たちが随時見直し修正を加えながら作

業仮説を発見し､モデル化の可能性を探る際の対話を促進するツールとして､

現場で活用することを想定している｡

(4)論文の構成

本論文は､図4に示されるように5つの章から構成される｡

図4論文の全体構成

現場での業務の実践

(c)2006,小林浦男

第 1章では､戦略論の系譜をたどり､特に本研究が必要とされる理由､競争

戦略論における位置づけを明らかにする｡

第 2章では､最初に戦略形成プロセスをみるための基礎理論を整理する｡次

に､事例研究の方法論について､研究のスタンスを整理した後､本論文で提案

する ｢事例分析フレームワーク｣および ｢案件分析フレームワーク｣を構成す

る鍵概念､用語について整理を行う｡そして､それぞれのフレームワークが依

拠する戦略論および組織論に言及しながら､フレームワークを使 う目的､利用

･方法について説明を行 う｡ i
第 3章では､第 2章で整理 したフレームワークを用いて､衛星通信サービス

の新規事業会社における法人営業に焦点をあてて事例分析を行 う｡事例分析か

ら得られた結果を整理した後､その分析を補完する観点から､特に事業構造､
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業界特性について分析 ･検討を行なう｡

第 4章では､現場で使える競争戦略論を提案する｡具体的には､競争戦略論

の系譜､および事例研究の結果をふまえ､事例対象企業のケースにおいては､

持続的競争戦略優位をもたらす源泉として創発プロセスが重要であることを指

摘する｡そして現場の実践者たちがおりなす多様でアグレッシブな活動が企業

の戦略形成に大きな影響を与える場合があるとの観点から､これらの実践者た

ちを作業仮説人としてとらえることを提案する｡さらに､受注活動のプロセス

(受注の流れ)の中で発生する矛盾を克服していく (状況をみる)ための ｢弁

証法的矛盾克服のフレームワーク｣を提案する｡また､事業変革の模様を傭撤

する ｢業界変革モデル｣をあわせて提示する｡さらに､事例研究と競争戦略論

の研究から得られた示唆をもとに､事例研究の対象企業における持続的競争優

位構築に向けて提案を行 う｡

第 5章では､本研究で得られた結論と提案を整理し､残された課題と今後の

展望について述べる｡

あとがきでは､現場ベースの戦略理論を里山にたとえて､自社にとっての戦

略の形成､戦略の実践において､日常の事業活動をとおして自分たちの戦略理

論を育てていくこと､その戦略を不断に再構築していくプロセスそのものが企

業の生き残りにとって致命的に重要であるとの見解を述べて本論文のまとめと

している｡

(5)本論文の主張

本論文のオリジナリティは､第 2章で提案される事例分析フレームワークと

案件分析フレームワークを中心とする一連の分析ツールと､第 4章で提示され

る現場の実践者たちを作業仮説人モデルとしてとらえる提案､現場で発生する

矛盾の克服や問題の解決を図るための弁証法的矛盾克服のフレームワークの提

案､戦略形成の鍵概念と実践者志向の事業変革モデル ･業界変革モデルの提案

および創発的な戦略形成を期待､活用するWhy･Who戦略の提案である｡

本論文の結論は第 5章で述べられるが､結論を先取りして言えば､戦略形成

プロセスの事例研究の結果､以下の3点が考察された｡

①事業の定義は業界の常識と密接に関係する

②事業開始時の初期体験の微妙な差が戦略形成に大きな影響を与える

③意図的戦略と創発的戦略の目利きや乗りかえが競争優位につながる
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注釈 (序章)

*1:権泰吉 (2004)｢最終講義 :経営学の学問的性格と課題｣『権泰吉教授退任

記念論文集』文鼻堂､p202

*2:Mintzbergetal(1998)は､戦略の形成についての考え方を 10のスクー

ル (デザイン ･スクール/プラニング･スクール/ポジショニング ･スクール/ア

ントレプレナー ･スクール/コグニテイブ ･スクール/ラー三ング ･スクール/パ

ワー ･スクール/カルチャー ･スクール/エンバイtjメント･スクール/コンフィ

ギュレーション ･スクール)に分類して提示している｡最初の 3つのスクール

は戦略形成のプロセスよりも､実際の戦略の内容を重視し､市場における戦略

ポジションの選択に焦点をあてている｡アントレプレナーからェンバイロメン

トまでの 6スクールは､戦略形成プロセスのある特有な側面にフォーカスし､

理想的な戦略的行動の規範を示すというよりも､むしろその特有な視点から､

実際どのように戦略が形成されていくのかを記述的に示している｡ コンフィギ

ュレーション･スクールは､9つのすべてのスクールを包括 ･統合する中で､戦

略策定プロセス､戦略の内容そのもの､組織構造とその状況など戦略のさまざ

まな要素を､起業家的成長や安定した成熟期などのステージや状態に明確に区

分している｡このスクールのもう 1つの側面として､戦略形成プロセスをトラ

ンスフォーメーションのプロセスとみなし､その中に､｢戦略的変革｣について

多くの規範的文献や実践を組み入れている｡

*3:戦略については一般に策定 (formulation)ということばが使われるが､本

研究で注目する創発戦略では意識的で慎重な考察の結果として生まれるもので

はないので､形成 (formation)としてとらえる｡後述するように､戦略形成

(strategyformation)には､再生産 (reproduction)と再構成 (restructuring)

のふたっの側面がある｡

*4:宇田川 (2004)は､戦略の実現を組織内にある集団 ･個人によって創り出さ

れた認知の準拠枠が､組織内のコミュニケーション過程を通じて組織内の正当

性を獲得し､間主観的な準拠枠-と存在論的変移を遂げるプロセスとしてとら

えている｡本論のスタンスは､基本的にこの定義にそっているが､正当性の獲

得としてはコミュニケーションに加え､パワーの介入､道徳性も含めてとらえ

ている｡

*5:伊丹は､｢現実が理論を作る｣には2つの意味 (①現場の観察が理論を作る､

②現実の経験が理論の暗黙の前提を作る)があると説明している｡ .

*6:玉井 (1996)は､｢行為者のゴンテクス トは､主観的な意図と結びついた行

為を具体化し普及していくための必要条件であって行為を支える主観的な意図

の形成を促進するものではない｡行為者に裁量可能な位置を確保し､パラドッ
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クス的な状況に位置づければ､適応的な行為が生じるという保証はない｡それ

は自由な行為者を仮定したときしか成立しないのである｡(塩次､1994)｣従っ

て､行為者そのものに踏み込んだ議論が必要となる､と指摘している｡
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第 1章 戦略論の系譜

はじめに､小林喜一郎､バーニー､大前研一らによる戦略の定義の整理を行

い､本研究における戦略の定義づけを試みる｡次にミンツバーグら (1998)の

分類による各スクールの戦略論について､戦略の定義､戦略の視点を備略して

いく｡

次に､近年精力的に提案されてきている戦略のダイナミズムをとらえようと

する競争戦略論､たとえば､野田 (2001)や河合 (2004)らによるスタティッ

ク理論からダイナミック理論-の流れ､青島 ･加藤 (2003)らによる個別アプ

ローチから複眼的アプローチ-の流れ､および沼上 (2000)の 『行為の経営学』

やミンツバーグら (1985)の戦略の形成過程に着目した研究をとりあげ､批判

的に検討していく｡

最後に､これらの先行研究をふまえ､戦略論自体に対する批判､現行の競争

戦略論の課題について言及し､本研究の位置づけを明らかにする｡

1.1 戦略論の流れ

経営学の歴史は他の学問に比較して新しいが､経営戦略は､経営学の中では

中心的なテーマとなっている｡経営戦略が全社的な戦略としてまた企業の長期

的存続の観点からとられるのに対して､競争戦略 (competitivestrategy)は､

個々の事業分野の競争にかかわる戦略であり､事業戦略 (businessstrategy)

ともいわれている｡本研究は､新規事業会社における競争戦略について､その

戦略形成プロセスを研究対象としているが､競争戦略そのものに焦点があてら

れたのは比較的歴史が浅いため､競争戦略に絞った定義づけの研究は多くはな

い｡一方において､戦略としては経営戦略と競争戦略には共通する視点が多い

と考えられる｡

そこで､1.1では､主として経営戦略について先達の定義を整理し､本研究に

おける戦略の定義づけを行なった後､主要な戦略論についてサーベイを行う｡

1.1.1 戦略の定義

戦略 (strategy)という概念はもともと軍事の世界から生まれたもので､そ

の歴史は古い｡広辞苑 (改定二版)によれば､｢いくさのはかりごと｡各種の戦▲

, 闘を総合し､戦争を全面的に運用する方法｡転じて､政治社会運動などにおい

て､主要な敵とそれに対応すべき味方との配置を定めることをいう｡｣としてい

る｡すなわち､いくさに勝つための策略でありその方法を示している｡

戦略という概念は軍事用語から派生してきたものであるが､経営における戦

略の定義についてはさまざまな考えが存在 し､いまだに確固とした定義がなく
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議論がつきない状況となっている｡これは研究者のスタンスや研究を行う目的

の違い､あるいは戦略に何を期待するかによっても戦略の定義が異なっている

ことを示すものといえよう｡

経営戦略について､代表的な研究者の定義を小林喜一郎､バーニーらの議論

を参考にして整理すると以下のとおりとなる｡

(1)小林喜一郎 (1999)

①Rumeltの戦略 (1980):戦略とは目的や政策や計画のセットであり､

企業の活動範囲や生き残りや成功-の接近方法を定義するものである｡

②Mintzbergの戦略 (1987):5P､すなわち計画 (Plan)､策略 (Ploy)､

パターン (Pattern)､ポジション (Position)､視点あるいは考え方

(Perspective)である｡

③Learned､Christensen､AndrewsとGuthの戦略 (1965):戦略とは目的

と主要な政策のパターンであり､それらのゴールを達成するための計画で

あり､その企業はどんなビジネスにいてどこ-いこうとしているのか､企

業の特徴は何でこれからどうなろうとしているのか､を定義するものであ

る｡

④chandlerの戦略 (1966):戦略とは企業の長期目標を決め､これを実行す

るのに必要な行動を採用し､資源を割りあてることである｡

⑤Ansoffの戦略 (1965):戦略とは企業目標を達成するための手段であり､

事業活動に広範な概念を示し､機会を追求するための指針 ･選択を行うた

めの意思決定ルールを提供するものである｡

⑥Teeceの戦略 (1990):戦略とはエコノミックレントを創 り出し､増大させ､

守るため､企業のポジショニングやマネジメントを決める問題である｡

⑦porterの戦略 (1980):戦略の中心となるのは､競争の発生する業界におい

て有利なポジションを捜すことである｡

⑧Quinnの戦略 (1980):戦略とは組織目標､政策､行動を全体を通して統合

するパターンないし計画である｡

⑨Hoferとschendelの戦略 (1979):戦略とは､製品と市場のマッチング､

地理的テリトリーから定義された範囲 (スコープ)､資源配分と差別化能力

の開発､競争優位の構築､シナジーの発揮という各要素を､コーポレー ト

レベル､事業レベル､機能レベルという3つの組織レベルごとに構築して

いくことである｡ 小林は､戦略論を見る 8つの視座､その視座を形成す

る4つの次元である<計画一実行>､<計画的一非計画的>､<静的一動的>､

<中身-プロセス>を提示しこれらの戦略の定義を整理 したうえで､戦略につ

いては二者択一的ではなくて広範囲にかつ包括的に接近していくことが重要で
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あるとしている｡

そして､｢戦略とは､企業がその外的な環境を考慮しつつ､自ら定義したドメイ

ン (主戟場)に対し､意思をもって資源を蓄積､配分していくためのルールを

規定していくことであり､それは明示的である場合もあれば暗黙のうちに備わ

っていくものであることもある｣としている｡

(2)バーニー (2002)

･戦争の全体計画､個別の活動方針､およびそれらのなかでの個別具体的行動

計画 (YonClausewitz,1976:177)

･そのプレーヤーが､すべての可能な状況の下でどのような選択肢を選ぶかを

明示する包括的計画 (YonNeumann&Morgenstem,1944:79)

･長期的視野に立って企業の目的と目標を決定すること､およびその目的を達

成するために必要な行動オプションの採択と資源配分 (Chandler,1962)

･①資源の基本的ミッション､目的､目標の策定､②それらを達成するための

政策と行動計画､③それらの組織目標を達成するために戦略が実行されること

を担保する方法論 (steiner&Miner,1977:7)

･企業の基本的目標が達成されることを確実にするためにデザインされた包括

的かつ統合されたプラン (Glueck,1980:9)

･無数 の行動 と意思決定のなかに見出 され るパター ン (Mintzberg&
McHugh,1985:161)

･組織の目標を達成するための方法 (‖atten&Hatten,1988)

･組織の意図された目的を満たすために策定された計画と取られた行動

(Miller&Dess,1933:5)

･コア ･コンピタンスを活用し､競争優位を獲得するために設計された､統合

かつ調整された複数のコミットメントと行動

(Hitt,Ireland&Hoskisson,1997:115)

(出所 :バーニー (2002)邦訳 :表 卜1｢戦略｣の定義例)

これらの定義をまとめたバーニーは､戦略を ｢いかに競争戦略に成功するか､

ということに関して一企業が持つ理論｣と定義し､リス トアップされた各々の

戦略の定義は､この定義を個別状況に応用したさまざま例であるとしている｡

(3)大前研一 (1975､1977､2001)･

大前 (1975､1977)は､ポーターの 『coMPETITIVESTRATEGY』(1980､邦訳 『競

争の戦略』1982)やハメルとプラハラドの 『coMPETINGFORTHEFUTURE』(1994､

邦訳 『コア ･コンピタンス経営』1995)､あるいはクリステンセンの 『THE

INNOVATOR,sDILEMMA』(1997､邦訳 『イノベーションのジレンマ』2000)､/'i-
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ニーの 『GAININGAND SUSTAININGCOMPETITVEADVANTAGE』(1991)などに先駆

けて日本に ｢戦略論｣を持ち込んだと述べているが､そこでは企業戦略を 3つ

のC(Customer(顧客)､Competitor(競争相手)､Company(企業))を用いて次

のように定義している｡

｢戦略とは､顧客が求めているものに対する競争相手との相対的な力関係を､

自社にとってよりよいものに効率よく変化させ､持続させるための計画や作業

であり､その結果､競合企業に対する優位性が継続的に維持される｣

この中で大前研一は､｢変革しなければならないのは個人であり企業であって,

個人や企業が変わるには ｢気概｣が必要である｡戦略に魂を吹き込むのは人で

あってマネジメントのスタイルである｣等､ものの本質をとらえる戦略的思考

とヒトを重視した議論を展開している｡この議論の前提にあるのは､｢こうすれ

ば企業は成功する､あるいは事業がうまく発展するという､戦略と呼ばれる ｢型

紙｣､すなわち､経営学者の言うところのフレームワークでは､何も見えなけれ

ば､答えもでない.｣(大前研一 (2001))というものであり､戦略の型紙は存在

せず､経営を担う人々の戦略思考とそれに基づく実践を通して実現されるもの

という基本的なスタンスをとっている｡

(4)チャフイー (1985)

チャフイーは､戦略に関する唯一の定義はないかもしれないとしながらも､

これまでの戦略の共通認識を以下のように 7つにまとめている｡この 7つの特

徴を一言で言おうとすれば､それはほとんど ｢とらえどころのない複雑ななに

ものか｣ということになってしまう｡

①戦略は組織と環境の双方に関与する

②戦略の本質は複雑である

③戦略は組織全体の繁栄に影響を与える

④戦略は内容とプロセスの双方に関係する

⑤戦略は完壁に計画的ではない

⑥戦略にはヒエラルキーが存在する

⑦戦略にはさまざまな思考プロセスが関係する

小林喜一郎､バーニー､およびチャフイーらの議論からみてわかるとおり､

戦略の定義自体が非常に広い範囲にかかわり､戦略がどのような視座から生ま

れてきたものかによってその定義は異なってくることを示している｡定義づけ

を行なう研究者が事業を担う企業者や人々をどのような人間観､どのような存

在として見ているかによっても異なってくると考えられる｡これは逆に言えば､

定義が生まれてくる特定の視座あもいは複数の視座を重視するかという戦略を
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見る目､戦略-託する思い､そして事業を担う人々をどのようにとらえるかと

いう視点の中に､戦略の定義づけがすでになされつつあるように見える｡

したがって戦略形成プロセスの研究をテーマとする本論文では､戦略を

①何を事業とするかを定義づけるもの (What)

事業が対象とする市場や競合企業などを明確に定義づけすることが戦略の

出発点であるとのスタンスを採用する

②事業の成功を導くもの (Howto)

事業の定義に基づき､どのようにすれば成功を導くかに関して､自ら意思を

もって資源の蓄積､配分などを行う実践的なものであるというスタンスを採

用する

③経営を担う人々からうまれ､経営を担う人々を方向づけるもの (Who)

経営に魂を吹き込むのは.人である｡戦略の策定 ･実践において中心をなすの

は人であり､事業の遂行とともに戦略は人々によって再生産され､また再構

築されていくものであるとのスタンスを採用する

④戦略は絶えず問い続けられ､見直されていくもの (Why)

戦略は常に利害関係者との関係において優劣が評価される｡相手がある戦略

ゆえに､常に問い続け､見直していかなければ､優位性を維持することはで

きない｡そして､戦略を固定的なものとしてはとらえない

という4つの側面を重視するものとしてとらえる｡

すなわち､戦略を ｢事業を成功に導くための事業の定義づけであり､実践し

ていくための方針を定めた一企業の理論であって､人々によって実践され絶え

ず問い続けられ見直されながら､再生産され再構築されるもの｣と定義する｡

1.1.2 経営戦略論の主要な流れ

本研究は､主として個別の事業に関わる競争戦略に焦点をあてようとしてい

るが､競争戦略は経営戦略に対しては下位に位置し､経営戦略を実現する上で

の手段ととらえることができる｡ ここでは､経営戦略に関わる先行研究､戦略

理論の系譜をたどるなかから競争戦略からみた限界､これらの限界を克服しよ

うとする最近の研究をみていく｡

戦略論の系譜をたどる場合､戦略論を見るいくつかの視座あるい提次元を提

起し､その視座による分類にそ1-3て各戦略論をみるとその戦略論が何に関心を

もって展開しようとしているのか､あるいは他の戦略論との関係が把握しやす

い｡本研究の基本的なスタンスは ｢戦略とは実践されなければ価値がないJL､

また戦略の定義で示したように､｢事業を成功に導くこと｣に何らかの形で貢献

しようとするものである｡ここでは戦略を固定的な枠組み (型紙)や静的なも
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のとしてとらえるのではなくて､それが策定され事業の経験を通してあるひと

っの実践がのちに大きな戦略パターンを創発するケースがあることを早くから

指摘しているミンツバーグらが整理した10のスクール (学派)の分類にそって

戦略論の系譜を概観 していく｡

ミンツバーグ (1998)らが著した 『戦略サファリ』では､各スクールをメタ

ファとして動物にあてはめ､それらのスクールが揮然一体となっている戦略論

の模様をサファリになぞらえて､議論を展開している｡各スクールの特徴を基

本要素 (起源､基礎となる学問､推進者､意図されたメッセージ､実現された

メッセージ､教訓､キーワード)､内容とプロセス (戦略､基本的なプロセス､

変化､中心人物､組織､リーダーシップ､環境)および状況 (最適な適合環境､

適合しやすい組織形態､最適な壊階)の項目にまとめている (邦訳 :p400､表

12-1)｡また､各スクールがどの時代に最も活発に活動していたかを出版部数､

注目度に着目して､進化の状況として示している (邦訳 :p381､図12-1)｡そし

て､戦略形成という観点から､各スクールがどのような関係に配置できるかに

ついて､戦略形成マップ(邦訳:p395､図12-2)､プロセスの細分化 (邦訳:p396､

図12-3)として整理している.

『戦略サファリ』には､ほとんどの主要な戦略論が網羅されていると思われ

るので､ここでは各スクールを概観していくこととする｡

(ヨデザイン･スクール [コンセプト構想プロセスとしての戦略形成]

戦略形成における最も基本的な考え方を提唱するスクールで､具体的には､

企業の内的評価 (組織の持つ強み､弱み)と外的評価 (外部環境に潜む脅威､

機会)を適合させることにより戦略を形成するとしている｡基本モデルは､SWOT

(strengths/Weaknesses/Opportunities/Threats)分析であり､戦略を練る場

合の基礎を提示する｡SWOT分析は､単純さゆえに事業の構想段階や再構築を行

う場合に､思慮深く環境分析を行う際のチェックリス トとして､また事業の構

想力を養 うために用いられる場合も多い｡SWOT分析の限界を意識しつつ､これ

を戦略の実現性に高める必要がある｡

デザイン･スクールに対しては､戦略形成における学習プロセスを回避する､

戦略策定 (思考)と実行 (行動)を分断するなどとの批判があるものの､事業

のグランド戦略をとらえて明確に方針を示す場合には強力である｡

②プラニング･スクール [形式的策定プロセスとしての戦略形成]

典型的には､ トップ ･マネジメントとよりも企画スタッフが主導権をもって

時間軸と組織のヒエラルキーにそって､目標､予算､プログラムに関する運用

プランに落とし込まれていく｡形式を尊重するあま'り､戦略の内容が十分に議
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論されずに､形式的に戦略が長期計画､中期計画､そして年度計画として機械

的に落とし込まれていく危険性が指摘される｡

企業目標を達成する上で､将来にわたっての姿を提示する､それを達成する

ために必要な計画をたてようとすることは､戦略的コントロールの観点から戦

略策定にとってまた戦略の実行にあたっても必要である｡と同時に､適宜その

内容の吟味し､変革が必要な場合には形式にとらわれず､これを捨てることも

必要となる｡

③ポジショニング･スクール [分析プロセスとしての戦略形成]

ポーターに代表されるポジショニング ･スクールは､戦略それ自体の重要性

を強調し､戦略のジェネリック (包括､一般)化を推し進めた.このスクール

では､デザイン･スクールやプラニング ･スクールに基礎を置きながらもそれ

らがどんな状況下においても戦略が無数にあると主張するのに対して､鍵とな

る戦略は経済市場におけるポジションを確立することだという限られたものが

望ましいとするものである｡ポーターは､｢基本的には､企業が取り得る競争優-

位のタイプは 2つある｡低コストか差別化である｣と主張した｡そしてその基

本戦略は､コスト･リーダーシップ､差別化および集中の3つとしている｡

他のスクールに比較して最も決定論的であり､｢戦略的な対決が始まってしま

えば､与えられた状態で戦うしかない､状況を変えられるのは戦いの前か後か

だけ｣としている｡戦略の実現において､戦略策定者やこれを支援する学者や

コンサルタントを圧倒的に優性においているが､一旦､対決が始まれば現場の

マネージャたちの実践のありようが勝敗を決する場合も多い｡戦略の実現に不

可欠な柔軟性や､ダイナミックな学習を軽視している｡

戦略の構想をかためていく上で簡潔な概念を提供しており∴基本戦略として

置かれた状況に合った適切な戦略を見つけるための分析ツールとして､あるい

は何に着目すべきかといった演緯的で計画的なものとしてとらえる場合には強

力なベンチマークとなり得る｡戦略の実現は､このスクールが想定している静

的で秩序だったものではなく､もっと変化に富んだダイナミックなものである

が､それに対応するには他のスクールの考え方と組み合わせるなど､活用方法

の工夫が期待される｡

④アントレプレナー ･スクール [ビジーヨン創造プロセスとしての戦略形成]

戦略形成は､一人のリーダーの直観､判断､知恵､経験､洞察から生まれる

としている. このスクールの起源はシュンベータの ｢創造的破壊｣に遡る占戦

略の形成が一人の起業家に依存するため､その思考プロセスがどんなものであ

るか他人からは理解できず､組織全体への学習に結びつきにくいなど多くの課
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題が指摘されている｡しかし､能動的な特性や個人的なリーダーシップ､そし

て戦略ビジョンは､戦略を形成していく上で､･特に創業期における企業や､戦

略スタッフを抱えるまでにない小規模の企業においては､強力な個性とリーダ

ーシップをもつ起業家が必要とされるであろう｡

現場における戦略の実現にあたっては､リーダーのもつ比重が圧倒的に大き

いことは認めつつも､その企業のおかれた状況によっては､実務を行う実践家

たちの能動的な実践そのものにも光をあてる必要があると考えられる0

⑤コグニテイブ ･スクール [認知プロセスとしての戦略形成]

このスクールにおける戦略とは､戦略家の心の中で創造されるものである｡

戦略家のマインドを解明するために認知心理学を応用し､人間の認知領域にお

いてビジョンや戦略が一体どのようなプロセスで形成されるかを探求する｡個

人という観点から戦略の形成にせまるもので､より実証主義的で世界を客観的

にとらえ知識を処理したり構造化したりする流派と､すべてを主観的にとらえ

世界を解釈するものとしてとらえる流派のふたっがある｡客観世界と主観世界

とを架橋する視点も出てきている｡

戦略家たちはほとんど独学で､体験を通して知識や思考方法を学んでいるQ

彼らが創り出す戦略の形成過程は複雑な創造的な行為であり､十分に解明され

てはいないが､成功している企業家の資質や条件､思考方法などについて学び､

それを実践することは､競争優位をもたらす戦略形成においてひとつのヒント

ともたらすと考えられる｡

⑥ラーニング･スクール [創発的学習プロセスとしての戦略形成]

計画的で トップダウン的な戦略形成ではなく､創発的に現われた戦略をいか

に組織という集合体の中に根付かせていくかに焦点をあてたもので､創発戦略

と組織学習が主要テーマとなる｡つまり組織が何をなすべきというよりも､複

雑でダイナミックな状況に直面したときに､組織がどのように動くかに関心を

もち､実際の戦略形成の過程に関する分析と洞察を行 うものである｡創発学習

(戦略形成の草の根モデル)においては､このプロセスを管理することは､戦

略の出現を前もって予想することではなくて､その出現を認識し､適当な時期

に介入することとしている｡

ラーニング･スクールの基本にあるのは､時の経過に従って学習するという

ことである｡たとえば､『知識創造企業』では､重要なことは､暗黙知を形式知

に変換することであるとしており､第1線にいる社員の暗黙知と経営幹部の暗

黙知を統合し､形式知に変換して､新製品や新技術に組み入れるミドルマネジ

ャーの役割を強調している｡
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環境がダイナミックに変化し予測不可能な場合には､明確な戦略にまとめる

ことは期待できず､その際に柔軟に対処する手段としての学習アプローチは不

可欠となろう｡ただし､学習を強調しすぎることは､戦略の脱中心性､すなわ

ち組織全体に戦略がいきわたらずに､個別に勝手に戦略が生まれてくる危険性

を本質的にもっている｡このスクールの知見を有効に活用するには､学んだこ

とをどのように活かしていくのか､戦略がどのようにして生まれたのか､ある

いは創発された戦略をどのようにして選択し組織全体の戦略として育てていく

のか､といったことを具体的に経験していくしかない｡

⑦パワー ･スクール [交渉プロセスとしての戦略形成]

戦略形成において政治的パワー･マネジメントは､極めて重要な要素であり､

それらを除外したプロセスとして戦略形成を考えることは､現実的に意味をな

さない｡パワーを組織内部の個人やグループの､合法的､あるいは非合法的活

動をも含む政治的な活動 (ミクロ･パワー)と､戦略形成時に､組織が積極的

に外部環境や他の組織をコントロールもしくは協力するプロセスから自ら有利

な方向-と導くための活動 (マクロ･パワー)に分類される｡

マクロ･パワーは､戦略同盟や戦略的アライアンスなどとワンセットでとら

える必要がある｡ブランデンバーガ-とネイルバフはゲーム論を応用して､競

争関係にある企業間関係を共創関係に変える戦略を提唱している｡

経済活動は､かならずといってよいほど政治的要素を帯びていると考えられ

るため戦略形成をとらえる際には､経済面ばかりではなく経済と政治の 2面で

とらえる必要がある｡そして組織内と組織間に横たわるパワーをあわせて考慮

する必要がある｡

⑧カルチャー ･スクール [集合的プロセスとしての戦略形成]

ミンツバーグらは､カルチャーの構成要素を､世界に対する解釈とその解釈

を反映する行動としてとらえており､それは､社会的プロセスの中で集合的に

共有された信念として凝縮するとしている｡共有化された信念は､伝統や慣習､

行動スタイル､さらには企業の持つストーリーやシンボルそして製品といった

目に見えるものまでにも強く反映され､企業文化として根づくことになる｡

カルチャーの本質は､｢組織の心 (mind)｣､共有化された信念であ.り､それが

濃厚な場合には､イデオロギ二という言葉が使われる｡

ミンツバーグは､カルチャー ･スクールにバ⊥ニーらの㍑Ⅴ(ResourceBased

viewofthefirm)を含めている｡その理由として､組織の発展段階において､

企業の内的能力を根づかせることの重要性を強調しているが､実際にはカルチ

ャーを根づかせることと同じだという理由からである｡カルチャー ･スクール
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に対しては､その概念の唆昧さ､どんな変化も一貫性のあるマネンジメントと

いう観点からの阻止できる､戦略的優位性と組織の独自性が同等であるととら

えている (他と違うことはいいこと)との問題､危険性が指摘されている｡

カルチャーが戦略に対して､ある時は強化するものとして､変化-の抵抗と

して､あるいは再構成する際のパースペクティブとして機能するとすれば､戦

略形成のプロセスをみる上で､組織に共有された信念や価値観､思考スタイル

などの変化をみていく必要があるだろう｡

⑨ェンバイロメント･スクール [環境-の反応プロセスとしての戦略形成]

このスクールは､環境が戦略を決定し､組織はあくまでも環境に従属する受

動的なものとしてとらえている｡環境とは､組織以外のすべてを指している｡

このスクールの発端は､条件適合理論に遡るが､ミンツバーグ等はこの理論に

おける環境の抽象性を批判するとともに､組織において確認される環境の側面

として､(a)安定性 (安定しているものから動的なものまで)､(b)複雑性 (単純

なものから複雑なものまで)､(C)市場の多様性 (統合化されたものから多様性

のあるものまで)､(d)対立 (親密な関係から対立関係)の 4つのグループに要

約している｡

エンバイロメント･スクールは､環境の制約を受けながらも､(a)組織の選択

の幅をひろげる､(b)組織にとって何が制約をなっているのかをあきらかにする､

(C)各組織サイクルにおいて最適な選択を行う､うえで示唆するものがある｡

⑩コンフィギュレーション･スクール [変革プロセスとしての戦略形成]

これまで述べたすべてを包括するもので､変革をマネージしようとするスク

ールであり､組織が置かれている状況をどのようにとらえ､次の変化をどのよ

うにコントロールするかという考えを示すものである｡前者は､コンフィギュ

レーション (配置､構成の状態)と呼ばれるある特定の安定した状態であり､

後者は､トランスフォーメーション (変革)と呼ばれる変化のプロセスである｡

すなわち､戦略形成とはあるべきコンフィギュレーションの状態にトランス

フォームするためのプロセスそのものであり､いかにして統合的なパースペク

ティブのもとでこれが可能となるのかが生き残りの鍵となるといえる0

コンフィギュレーション･スクールを除く 9つのスクールは､それぞれ長所

と短所をあわせもっている｡一方､これらのスクールを併用､あるいは統合す

る観点からコンフィギュレーション ･スクールが生まれたが､これは有能なマ

ネージャたちが､与えられたコンフィギュレーション状態にあわせて､"適宜"

ふさわしいスクールから概念やツールを借用している現場の実践と重なり合う
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ようである｡

時間の経過や環境の変化によって戦略が変わるものだとすれば､逆にいえば

すべてに通用する総合的な戦略はないということである｡一方､コンフィギュ

レーション ･スクールでは､いっ､どのような状況､タイミングでそれぞれの

スクールを採用したらいいかは示してはおらず､どのスクールを採用しても限

界に突き当たるのである｡別の見方をすれば､戦略を競合相手よりも有利に立

つことだとすれば､決定論的な回答を特定のスクールからただちに得られるこ

とを期待できないのは至極当然のことであろう｡

1.2 経営戦略論の新たな潮流

経営戦略論の研究は､前述のミンツバーグらの研究 (*卜1)に示されるよう

に､経営環境の変化など時代の影響を受けてその関心が変化しており､なかで

も新たな潮流として､戦略のダイナミズムをとらえる戦略論と企業活動の見え

ざる資産に焦点をあてた戦略論が注目されている｡これらの戦略論の多くは､

前述のデザイン･スクール､プラニング ･スクールやポーター理論に代表され

るポジショニング･スクールの弱点を克服するものとして登場してきた｡

前者の戦略のダイナミズムをとらえる戦略論の研究としては､野田 (2001)

や河合 (2004)らによるスタティック理論からダイナミック理論の流れ､青島 ･

加藤 (2003)らによる個別アプローチから複眼的アプローチの流れ､沼上 (2000)

やミンツバーグら (1985)の戦略の形成過程に着目する流れがある｡

後者の企業活動の見えざる資産に焦点をあてる研究としては､伊丹 (1984)

の 『新 ･経営戦略の論理 見えざる資産の論理』から伊丹 ･軽部編著 (2004)

『みえざる資産の戦略と論理』などの20年以上に及ぶ一連の研究などがある.

これらにくわえて､活動理論やコミュニティ･プラクティスなどの概念を用

いて戦略を実践している現場の業務そのものから戦略をとらえようとする流れ

も出てきている｡そこでは､経営学や経済学の範境をこえて､認知心理学､文

化人類学あるいは社会学の理論などを援用しつつ現場でくりひろげられている

現実をいかに正しく捉えるかがテーマとなっている｡

これらの研究は別々のものではなく密接に関連しており､次節では､ダイナ

ミズムをとらえようとする最近の戦略論をサーベイし､それらの戦略論から得

られた示唆について言及し､本研究を行う意義を述べることとする｡.

1.2.1 河合忠彦 (2004)『ダイナミック戦略論』

河合は､既存の戦略論の多くをスタティック (静態的)戦略論とし､みずか

ら提唱する動態的な戦略論をダイナミック戦略論として､ミンツバーグらの戦

略サファリにおける10スクールの分類の延長線上に位置づけ､ダイナミック･
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スクールと呼んでいる｡河合のいうダイナミック戦略論とは､"ダイナミックな

環境変化"およびそれから生まれる "需要不確実性"を扱いうる戦略論を意味

しており､これは単一の狭義の理論として構築するのは困難 (同書 p20)とし､

いくつかの個別のモデルはフレームワークからなる "広義の理論"として構築

されるだろうと述べている｡そのダイナミック戦略論を構成するものとして､

①不確実性を分析的に理解して対応しようとする ｢法則型｣

②不確実性を所与として対応しようとする ｢不確実性型｣

③それらの適応型の戦略とは異なり､みずからの積極的な戦略によって環境

自体を自己に有利なように変化させてしまう ｢プロアクティブ型｣

の 3つのタイプをあげている｡これらの 3つの戦略タイプと､ダイナミックと

タ-ビュラントに大別した環境タイプとの組み合わせに対応するダイナミック

戦略論の関係を示し (図9-2 同書p277)､これらの3つの戦略タイプを環境の

不確実性のレベルに応じて使い分けなくてはならないとしている｡

同書は､環境の変化と不確実性の観点から従来の戦略論を整理し､多くの課

題があることを指摘したことは功績であるが､一方で実務者の観点から見ると

肺に落ちない､納得性に欠けるきらいがあるように感じられる｡例えば､

①従来､ダイナミック戦略論が存在しなかった｡そして経済バブル以降の

失われた10年をあらわにした原因のひとつとしてダイナミックな戦略論が

提示されなかったためとしている (同書 :はしがき､ i)

②第-の研究の目的をそのような状況の打開を試みることとし､すべての

企業に適用可能なより射程距離の長い戦略論を構築する

③戦略の具体的な適用については併用戦略が有効であるとし､例として利発

的インフラを形成し活性化する､環境がタ-ビュラントなどジネスではト

ップはできるだけ権限を委譲してミドルの自律性に期待する (同書p286)､

などを指摘しているが､これらがなぜ肺に落ちない理由を探ってみる0

①については､果たしてダイナミック戦略論が誕生していたら､長期間にわ

たる企業の低迷を避けることができたのであろうか､という単純な疑問である｡

長期低迷期間においても､優れた業績を上げ続けた企業が存在する一方で､経

済バブル期の負債の処理に追われた企業もあったが､この違いを説明するもの

のひとつとして戦略が取り上げられるべきではなかろうか｡すなわち､困難な

環境においても優れた業績を上げ続けた企業がどんな経営戦略を採用していた

のかどうか､これを説明する必要がある｡なによりも学者が戦略論を提示し､

その戦略にそって実行すれば事業が成功するようなスタンスは､あまりにも実

態からかけはなれ､また経営者や現場の実践者たちの能力や主体性を軽んじて

はいないだろうか｡

②については､"すべての企業に適用可能なより射程距離の長い戦略論"はそ
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もそも可能なものだろうかというものである｡基本的に戦略は､突き詰めれば

顧客をめぐる競争相手との戦いであり､どの社にも共通する戦略はありえない｡

仮にある条件を満たすものとしてモデル化したとしても､環境の変化､不確実

性の高まりとともに有効なモデルは複雑になる可能性があり､ダイナミックな

環境変化に対して迅速な対応が要求される経営現場では使いものにならない可

能性がある｡

③併用戦略が有効だろうということは､現実の経営では広く認識されており､

なんらかの形で複数の戦略理論が融合されて適用されているものととらえられ

るが､いっどんな状況でどのような形で併用するかを判断し､運用するのは簡

単ではない｡また､環境がタ-ビュラントであればこそ､逆にトップに権限を

集中し､全社的､緊急的に取組む場合の方が望ましい場合もあり､これらを規

範理論として示すことは無理があるのではなかろうか｡

つまり､ここで示されているダイナミック戦略論は､これまで提案されてき

た BCGマ トリクス､プラハラドらのコア ･コンピタンスなどの戦略論と新たに

提唱する 3つのタイプの戦略理論との関係を整理し､そして提唱する 3つの戦

略論を "構造的変化"､"不確実性"､"ダイナミック戦略"という3つの観点か

ら定義づけ､タイプ化したものであり､戦略理論における理論研究としてあら

たな境地を開いたものといえよう｡しかしながら､基本的には既存理論から新

しい理論を構築する規範研究であり戦略論の研究者にとっては新たな視点を提

供するかもしれないが､経営現場の実践者の立場からはこれらの戦略論の具体

的な適用イメージが浮かんでこないのである｡言い換えれば､理論的には 3タ

イプのダイナミック戦略論を環境の不確実性のレベルに応じて使い分けること

が必要だとしても､いつ､誰が､どのように適用したらよいのだろうかが見え

てこないのである｡また､同書でとりあげている事例は比較的知られているト

ピック的なものであるが､その事例は提唱するダイナミック理論でないと説明

できないものだろうか､他にもっとシンプルに説明する理論があるのではなか

ろうかという疑問が湧いてくる｡事例を最もよく説明するとともに､実践に適

用できる理論が現場にとって有用な戦略論である｡

1.2.2 青島矢一 ･加藤俊彦 (2003)『競争戦略論』

本書は経営戦略の全体像と個別の理論をわかりやすく説明している｡具体的

には､企業の ｢内｣｢外｣ならびに ｢要因｣｢プロセス｣の 2つの分類軸を用い

て､既存の主要な戦略理論を､ポジショ主ング∴資源､ゲーム､学習という 4

つのアプローチに分類して整理している｡｢内｣の能力にせよ､｢外｣ の構造に

せよ､どのような ｢要因｣ によって自社に利益をもたらすのかという点に焦点

をあてるのが ｢要因｣に注目する戦略論であり､いわゆる "What"を基軸とし
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ている｡それに対して､利益の源泉となる ｢要因｣自体がいかにして生み出さ

れるのか､という ｢プロセス｣に焦点をあてるのが､｢プロセス｣に注目する戦

略論であり､いわゆる"How"を基軸とするものである｡

実務家にとって本書が示唆する事項は多い｡経営戦略を ｢企業間で業績の違

いがなぜ生まれるのか｣という問いに答えるものとして位置づけた上で､現実

の戦略を描く場合､特定の理論の一貫性自体は役立たないとし､それよりも企

業業績を左右する要因がさまざまに存在することからそれらの要因を複合的に

勘案することがよい戦略を描く条件であるとしている｡そのため複数の戦略論

もしくは戦略的視点を取り込むことが重要であって､そのための統一した枠組

みで複数の理論を見ることの必要性を示している｡そのゆえ同書では､一貫し

て ｢論理｣､｢ものの考え方｣の重要性を指摘するとともに､それらの複数の論

理を自分のものにする､そしてそれを導くための異なる複数の ｢概念レンズ｣

を身に付けることをすすめている｡また､経営戦略を企業経営における地図 (冒

的は同じであってもそこに到達するまでの道筋として何に注目するかによって

は必要とされる地図は異なるし､同じ地図であっても選択する道筋は同じであ

るとは限らない)というとらえかたは､｢処方筆としてではなくガイ ドライン｣

として､また ｢ものの見方｣としての戦略論が存在するという立場に通じる｡.

同書では､ダイナミック戦略とは特にうたってはいないが､経営戦略を ｢企

業の将来像とそれを達成するための道筋｣とし､｢プロセスに着目するというこ

とはそこにいたるまでの過程を考えるということであるから､時間軸､つまり

ある時点からある時点までの変化が入った､より動態的 (dynamic)な分析とな

る｣(同書 p25)と説明しており､ここで提唱している複眼的戦略アプローチと

はまさにダイナミック戦略そのものであるといえよう｡

同書の経営戦略の理論のとらえ方や､競争戦略の 4つのアプローチは､競争

戦略の枠組みをうまくあらわしているが､あえて批判的にとりあげるものがあ

るとすれば､経営者や現場の実践者たちの意図や思いなどをなんらかの形で取

り込む必要があるのではなかろうかということである｡すなわち､｢社会科学が

対象としている人間は､意図や価値観を持ち､その実現に向かって思索し､予

測し､行動し､修正し､環境の影響を受けつつ､環境を変化させていく能動的

であり反省的な存在である｣(*1-2)ことをふまえ､客観性を重視した分析アブー

ローチに加えて､価値観や文脈を洞察する直観などの要素も考慮することが望

まれる｡

1･2･3 沼上幹 (2000)『行為の経営学』

沼上は､まえがきの中で､研究の問題群として､

①ミクローマクロ/ループの問題
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マクロの構造が個人の行為を決定するという側面とミクロな行為がマクロ

の構造を生成するという側面を綜合的にとらえる視点はないか

②事例研究に向けられた批判-の対応

個別の事例を丹念に追いかけるという研究スタイルを擁護する根本的な思

考が必要である

③経営の実践家との間に互いに意義深い対話の土俵を設定したい

事例研究技法の厳密化 ･洗練化の流れに乗らずに事例研究を擁護するため

のひとつの手近な道は､解釈学系の議論を展開するというものであるが､

解釈学系の議論では実践家との対話が困難であり､また法則定立的な研究

では見かけはともかく実際には対話になっていない

の 3つをあげている｡そして研究を進める上で､どのような方法論的立場に立

って研究を遂行するかが重要であるとし､<行為システム観>と<変数のシス

テム観>という2つの環境観を理念系として示した上で､事例研究における法

則定立アプローチについて､カバー法則モデルとメカニズム解明モデルを対照

的にとりあげて説明を行い､法則定立アプローチの存在論的仮定 (*巨3)と認

識論的仮定 (*卜4)には問題があると主張している｡

これらの問題を克服するためには､<意図>をもった行為者の行為と相互行

為に注目して､<行為のシステム>として環境を読み解いていく作業が､不変

の法則を確立するという目的には貢献しないが､企業環境の理解を深めていく

上で必要不可欠な作業としている｡そして行為システム記述の戦略論に対する

インプリケーションとして､他者の意図せざる結果を活用する間接経営戦略の

事例を紹介している｡

沼上は 『行為の経営学』において､社会科学の領域で不変の法則を確立する

ことが困難である根本的な理由は､社会を構成している人間に反省能力が備わ

っている､という点を指摘し､合理性を持ちながらも反省作用を行う実践家の

モデルをSchon(1983)にならって反省的実践家と呼んでいる｡反省的実践家は

長期的には経験や対話を通じてその知識と信念の限界を乗り越えることができ

るけれども､短期的にはそれに制約されることがあり､また知識を創造する主

体であると同時に､自ら創 り出した知識に縛られる存在でもあるとしている｡

基本的に沼上の示唆するところにほとんど同意するものの､あえて物足りな

いと感じる点をあげれば以下やとおりである｡ ･

①反省的実践家はオールマイティかという素朴な疑問 (*1-5)

②間接経営戦略としてとりあげている事例では､当事者たちは初めから

意識的に間接経営戦略として策定されたものではなかったのではなかろう

か｡そうだとしたら､間接経営戦略に気づくことと同時に､それを維持し

活用していくことも重要な戦略になる｡
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③変数システム記述による時間圧縮という ｢思考バイアスの問題｣を指摘し

ているが､時間圧縮による説明は経営の現場ではよく利用されている｡

時間展開を伴う説明が優れているとしても､説明する際の合理化の観点

(説明する時間を短くしたいという要求)や､一方では時間展開を伴う

説明が解釈を行う人によって異なりがちであり､あるいはそれをうまく

説明するための記述様式が見当たらないために､経営の現場で採用され

にくい理由となっているのではなかろうか｡

④反省的対話の経営学あるいは行為システム観にたった経営学がなぜ必要か

について説得力のある議論を展開している｡さらに､社会科学系の大学や

大学院では行為のメカニズムを解明する思考法を身につけさせていく必要

性を述べているが､その際の基点となるものとして "少なくとも必要最小

限の専門用語等を身につけないと反省的思考法を育成することはできない

"とし､大学で教育する意味を訴えているが､むしろ現場そのものに身を

おき､実際にどのように行為が行なわれているのか､その結果､どのよう

に戦略が形成されているのかを身をもって学ぶことが重要ではあるまいか｡

上記で説明した新しい戦略論から得られた知見は非常に示唆に富むものであ

るが､上述したように課題も散見される｡

1.3 既存の戦略論に対する批判と課題

戦略のダイナミズムをとらえる河合､青島 ･加藤､沼上らのダイナミック戦

略論をサーベイした｡本節では､これらの戦略論に対する批判と課題について

述べ､本研究の位置づけ､目指す方向を明らかにする｡

1.3.1 ダイナミック戦略論に対する批判と課題

河合の研究は､既存の理論から演鐸的に新しい理論を導き出した規範研究で

あるが､その戦略の具体的な適用については併用戦略が有効であるとしている｡

しかし､いっの時点で､誰が､どんな状況で､どのような形で併用するのかを

判断し､運用するのかなど､適用面では課題がある｡現場で適用するには､具

体的な適用事例などを示す工夫が求められる｡

青島 ･加藤も同様に複数の戦略論もしくは戦略的視点を取り込む複眼的アプ

ローチの重要性を指摘している｡しかし､実際にどのように地図を描いていく

のかを示しきれていないのではなかろうか｡すなわち､利益の源泉 (外/中)

と注目する点 (要因/プロセス)の2つの軸によって､4つの戦略論のアプロー

チを示し､戦略論の全体の見取り図を示しているが､結局事例として取り上げ

ているのは､それらの 4つに分類された枠組みで事例を説明しているようにみ

える｡しかし､戦略論のアプローチ自体が､コンフィギュレーション･アプロ
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-チのように時間と共に変容していく必要があるとするならば､ひとつの企業

を複数のアプローチを使いながら見ていく事例を充実させる必要がある｡

一方､沼上の研究は､本事例研究に対して､事例研究作業と平行して方法論

を研究するという手法や行為のシステムの生成と発展としてとらえる研究の方

法論などを提供してくれている｡あえて課題をあげるとすれば､上述の 4点に

加えて､時間展開を伴う説明や実際にシナリオをどのように作っていくのかを

分かりやすく示すことではなかろうか｡

いかに優れた戦略論であっても活用されなければ宝の持ち腐れである｡経営

の現場における戦略論の価値は､医療と同じように理論の整合性よりも結果に

よって判断されなければならない｡したがって戦略論を現場において現在から

未来を切り拓いて行く戦略の案内役として活用して頂くためには､まず現場の

実践者たちが理解し納得すること､そして実際に彼らに使ってもらう工夫をす

ることが前提となる｡

1.3.2 現場における競争戦略実践を支援するためには

小坂 (2003)は､解釈主義やその基本である社会的構築主義の立場からの研

究の成果は､その多くの事例において莫臣解でしかも長文のテキス トとなる傾向

があると指摘している｡ それゆえ研究の成果は研究者向きにではなく､まとま

った時間のとれない実践家たちが理解できる形式として工夫する必要があると

指摘し､図的表現の必要性を提案している｡(*仁6)

本研究は､まさにこの立場に立脚するものであり､実践者たちが経営の現場

で戦略を策定 ･実践する際に使って頂く現場ベースの競争戦略論の構築を目指

すものである｡そして､実践者たちが反省的思考 (戦略思考)を行なう際の､

また､図表を作成していく過程で全体の理解が促進し､誤解や情報不足を気づ

かせ､また相手の立場に共感を覚え､対話を促進させる道具としての図的表現

(モデルやフレームワーク)を豊富に提供するものである｡

第 2章では､これらの先行研究の成果と課題を手がかりとしながら､競争戦

略論および競争戦略形成プロセスを支える基礎理論をサーベイし､事例研究の

方法論について整理する｡なお戦略論において新たな潮流をなすもうひとつの

研究である ｢企業活動の見えざる資産に焦点をあてる研究｣については､事例

研究の中で必要に応じてとりあげることとする｡
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注釈 (第 1章)

*卜1:例えば､Mintzberg.et.al(1998)(邦訳､p381､図12-1 10スクールの

変化)における ｢戦略マネジメントにおける出版部数と注目度 (主観的評価)｣

によれば､規範的スクールでは､プラニング ･スクールやデザイン ･スクール

は､1970年代から1980年代に隆盛し､ポジショニング･スクールは､1990年

代に活発に活動している.一方､記述的スクールでは､1990年代以降をみると､

コグニテイブ ･スクール､ラーニング ･スクール､パワー ･スクールが活発と

なり､なかでもコンフィギュレーション ･スクールが突出している｡

*卜2:野中郁次郎 (2005)は､2005年 11月 11日に逝去された故 P.F.Drucker

博士の経営学における功績を紹介する論文で､彼が ｢マネジメント｣などの組

織と経営に関する新しい概念を生み出したのは､｢科学的な分析に偏らず､自ら

の多彩な経験に基づく直観を重視した､卓越したバランス感覚｣によるものと

した｡そして社会科学においては､科学的に一般法則を導き出すことは極めて

困難であることを述べるとともに､社会的存在としての人間を理解することの

重要性を指摘している｡

*卜3:存在論的仮定とは､組織体や組織環境といったものが何から構成され､

どのようなものであるかということに関する仮定である｡組織と環境が複雑な

多頭システムまたは象徴処理システムであるという存在論的な仮定から､それ

らがコントロール ･システムであるという存在論的な仮定-の変化が問題であ

ると指摘している｡

*卜4:認識論的仮定とは､組織体や組織環境に関する知識をどのようにすれば

獲得できるのかということに関する仮定である｡沼上 (2000)は､組織にせよ､

環境にせよ､そこに作用している法則を定立するためには背後にあるメカニズ

ムを解明する作業が最も重要であるというメカニズム解明モデルから､できる

限り広く多様な標本にわたって同じ変数関係が同じ時間順序で生起することを

確認することが肝要であるというカバー法則モデル-の変化が問題であると指

摘している｡

*卜5:石井淳顧(2003)は､戦略の審級(妥当な判断の帰属点)の残された課題と

して､沼上 (2000)に言及し､｢意図せざる結果を戦略 (意図)に組み込む｣と

いう論理は､無限の循環を誘発すると指摘する｡沼上がこの無限の循環を遮断

するために ｢反省的実践家｣の概念を導入しているが､この ｢反省的実践家｣

の概念は､｢反省的実践家の視線の及ぶ範囲の意図せざる結果しか扱えない｣と

指摘し､そして ｢反省的実践家｣がマジック ･カー ドとして働く危険性を指摘

している｡本研究では､理論上､反省的実践家は石井が指摘するようにオール

マイティであるかもしれないが､パワー (権力)やサンタション (法の強制力､
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道徳)の関係によってその無限循環は断ち切られると考えている｡

*1-6:小坂 (2003)は､解釈主義 IS研究において､社会的現実を記述するフレ

ームワークとして､｢弁証法的構造化フレームワーク｣という図的表現を提案し

ている｡このフレームワークは解釈学的循環を踏んでいるため､図を作成しな

がらそれを実施していることとしている｡ここのような実践と思考 (反省)を循

環しながら進めていく実践的なアプローチは､戦略形成プロセスにおいてもし

ばしば見受けられる｡
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第2章 事例研究の方法

本章の前段(2.1)では､事例研究を進めていく上での基礎理論の整理を行い､

後段 (2.2-2.4)では､それらの基礎理論に則って事例分析を進めるためのフ

レームワークについて検討を行う｡

戦略形成プロセスをみるための基礎理論としては､企業における人びとの行

為や活動という社会的現実をいかにとらえることができるのかという観点から､

主として社会学の知見を活用する｡社会学が ｢研究方法の発見と研究対象の発

見が同時に行われた｣(*2-1)といわれるが､まさに本研究における研究の進め

方も同様に研究方法を発見しながら､同時に研究対象を発見し､そしてその研

究の成果が再び研究方法を見直していくという方法を採用している｡

最初に､｢ものを見る方法としての社会学的アプローチ｣が戦略形成プロセス

を研究する上で必要な理由をバーガー&ケルナ- (1981)の 『社会学再考』か

ら整理を行う｡その上で､本研究において人びとをどのようなものとしてとら

えるのか､その前提を明らかにする｡

次に､現実をとらえていく上で要となる ｢行為｣､｢活動｣､｢実践｣について､

有福孝岳の 『行為の哲学』の議論をレビューし､本研究における主要な用語で

ある ｢行為｣について整理する｡

後段では､事例研究の方法論について､最初に研究のスタンスを整理した後､

本論文で提案する ｢事例分析フレームワーク｣および ｢案件分析フレームワー

ク｣をささえる鍵概念である ｢常識｣と ｢変数のシステムと行為のシステム｣

を中心に整理を行 う｡そして､それぞれのフレームワークが依拠する戦略論お

よび組織論に言及しこのようなフレームワークを採用する理由を述べる｡

2.1 戦略形成プロセスをみるための基礎理論

2.1.1 ものを見る方法としての社会学

(1)社会学からのアプローチ

バーガー&ケルナ- (1981)は､人間的現実にたいする社会学的アプローチ

は本質的に何からなりたっているのかを簡潔かつ明噺に言いなおすことを目的

として､具体的には､社会学者とは何をするものであり､社会学者は何者なの

か､を論じている｡そして社会学を "ものを見る方法"として位置づけている｡

本研究では､現場の実践者たちの行為を見る上で､この社会学から得られる知

見を活用しようとするものである｡

ノデーガ-&ケルナ-(1981)は､｢まず､社会学の本質をなす非常に特殊なもの

の見方が存在していなければならない｡すなわちそれは､目に見える人間世界

の体系の下には､社会学者の発見を待つ､隠れた目に見えない利害構造や権力
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構造が存在するという見方である｡ことは ｢顕在的｣なものだけで尽きるわけ

ではなく､｢潜在的｣なものが研究されるべきものとして存在しているのだ｡ご

く簡単にこれをいいかえるならつぎのようになろう｡世界は目に見えるとおり

のものではない､と.｣(*2-2)

このことは戦略形成を実践者たちがおりなす行為によって形成されていくも

のとすれば､そのプロセスの ｢顕在的｣なものだけでなく､｢潜在的｣なものも

同時にみていく必要があることを示唆している｡例えば､伊丹 (1984)では､

なにが本当の資源か､という議論の中で､見えざる資産 (invisibleassets)

の重要性を指摘している.また､エイベル(1993)の競争者の差別化の氷山(*2-3)
では､業績､市場戦略および事業の定義を ｢目に見える相違｣(visible

difference)とする一方で､資源､能力､組織の仕組みおよび戦略意図を ｢隠

れた相違｣(hiddendifference)としている｡これらの議論は､企業の競争優

位は､顕在化している見えるものだけでなくて､実は目に見えない､隠れてい

る資産や活動が支えていることを指摘している｡

また､｢人間的現象はそれ自体では何ごとをも語らない｡だからそれを解釈さ

れなければならない､ということである｡ それゆえ､解釈行為の明確化がウェ

ーバーの方法論の中心をしめるものとなった｡しかし､この明確化は無味乾燥

な方法論的考察以上のものをふくんでいた｡それは道徳的な､あるいは人間的

なともいえる次元をふくんでいたのである｡ほかの人たちの生の意味に対して

ねぼりづよく深い注意をはらい､社会現象の隠れた意味を ｢解読｣する行為の

うちには､特殊な実存的態度が存在する｡｣(*2-4)とし､｢社会学的なものの見
方とはいったいいかなるものであるのかということを明らかにする作業に､社

会学史上の他のだれよりも情熱的かつ持続的にとりくんだという意味で ｢ウェ

ーバー主義の精神｣-の回帰が重要だ｣(*2･･-5)と述べている｡社会現象の隠れ

た意味を解読する行為においては､道徳的な､そして人間的な次元をふくむこ

とを指摘すると同時に､ほかの人たちの生に対して敬意をもって､社会的世界

をあるがままに､見ようとすること､そして情熱的にかつ持続的に見ることの

大切さを述べている｡(*2-6)まさにこの態度こそが､企業活動における実践者

たちの日常の行為を見ていく上で必須条件といってよいだろう｡

.社会学者の使命として､｢社会学者には､｢ある｣と ｢べし｣､理解と願望､科

学的分析と行動のあいだの緊張を考えぬき､生きぬくという使命が存在する｡｣

(*2J7)と述べているが､このことは経営現場における実践者たちに求められ

る使命と共通する部分が多いのではなかろうか｡

一方で､｢社会学の再自覚とは､おそらく何よりもまず社会学の限界を知るこ

とでなければなるまい｡｣(*2-8)と述べているが､まさに社会学が人間の世界

を見るための非常に特殊な方法であって､しかもそれは情熱的にかつ持続的に
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見ることの大切ではあるものの､適用にあたってはその限界を常に知り､過大

な期待をすることなく謙虚に対応する必要があるといえよう｡

(2)行為､行動､実践

本研究においては､現場の実践者たちの行為に着目しようとしている｡行為

とは､広辞苑によれば､｢①おこない｡しわざ｡広義では､人間のあらゆる動作

を指し､思慮 ･選択 ･決心を経て意識的に行われる意志的動作で､善悪の判断

の対象となるもの｡②権利の得喪 ･変更など法律上の効果発生の原因となる意

思活動｡作為と不作為とに分ける｡｣とされる｡おこないのなかでも､特に思慮 ･

選択 ･決心を経て意識的に行われる意志的動作をさしている｡広い意味では意

図をもったおこないを指すようである｡

以下､行為について､有福とギデンズの議論をとりあげ､本研究とのかかわ

りを述べる｡さらに､｢行為のレベル｣と ｢行為のアスペクト｣について､宮台

(1991)にそって整理する｡

(a)有福孝岳 (1997)『行為の哲学』

有福は同書で､｢行為とは､人間が何らかの目的 ･目標の実現をめざして､自

覚的 ･意志的に遂行しようとする営みである｡それゆえ､行為は目的を設定す

るところに始まる｡目的を設定すれば､手段の選択ということが行われ､それ

らのためには､いろいろと思慮をめぐらし､いろいろな選択肢の中から最善の

ものを選ぶことに決断 ･決心 ･決意しなければならない｡行為は､倫理的､心

理的､法律的側面において解釈される｡｣ と述べている｡(*2-9)

さらに有福は､行為を行動との比較説明において､｢行為とは､本能的に行わ

れる行動とは違って､個人の自主的､自覚的に行われる行動である｡しかしな

がら､単に心の状態に止まるままでは､行為として所期の目的を達成すること

はできない｡行為は､人間のもとでは､たしかに内なる心において準備されね

ばならないが､心の中に止まるだけでは､真の行為とはならないし､それは行

為とは言えないものであり､単に思案と計画と立案だけの行為は､夢幻として

闇にきえゆt(のみである｡その点からすれば､行為は､必ず行動と化されねば

ならない｡｣(*2-10)とし､個人の自主的､自覚的に行われる行動であるとし､

その一方において必ず行動と化されるとし､行為が必然的に行動と結びつくこ

とを指摘する｡

｢意志的行為の本質をなすものは､すべての行為が自分自身に関係付けられて

いるという自己関係性の自覚であり､行為的主体性の確立である｡本能には明

確な自己意識や自由意志の自覚も不要であろうが､実行された行為としての行

動､つまり人間の行為は常にその主体-の関係とその自覚なしには､責任も成
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り立たず､責任のない行為とも言えないであろう｡｣(*2-ll)この指摘は､行為

とは主体者の意図を反映したものであって､実行された行為としての行動､す

なわち結果には責任がともなうということである｡すなわち､組織内において

行為は自由勝手に行えるものではなく､結果責任との関係において自己関係性

の自覚であり､行為者の主体性の確立が前提として求められるのである｡

また､実践と行為との関連において､｢実践とは､人間が行動によって､環境を

意識的自覚的に変化させることにはかならない.｣(*2-12)

｢行為の概念の中には行動と実践とが共に含まれている｡そのように､両概念

は､行為の概念よりも一層限定された､特殊の使い方を旨としているのである｡

これに対して､｢行為｣とは､より広い､より抽象的な､しかし､一層根源的基

底的な概念であり､そのゆえに､どちらにも応用可能な概念である｡｣(*2-13)

｢行為｣とは､｢活動性 ･はたらき｣またはその ｢結果｣ を意味している｡した

がって､｢行為｣は､狭義においては理論ではなく､実践であり､思惟や認識で

はなく､行動や活動である｡すなわち､行為の本来の面目は､心的活動にでは

なくて､身体的活動にある｡ そして､広義においては､もちろん両者を含めた

ものが行為であるo(*214)

有福の一連の説明において､｢行為｣は実践であり､思惟や認識ではなく､行

動や活動であるとし､心的活動ばかりではなくて本質的に身体的活動を伴うも

のであり､両者を一体でとらえることの必要性を指摘している｡

本研究では､行為を有福の広義の意味で用いる｡広義の ｢行為｣は､心的活

動ばかりではなくて本質的に身体的活動を伴うものであるということは､組織

メンバーに共有された情報である ｢常識｣ というものを五感という身体的な器

官を通して得られる ｢共通感覚｣(*2-15)としてとらえるということと深くか

かわってくるように思われる｡

｢行為｣ はどこまでも人間の働きであって､自然事象としての出来事ではな

いけれども､｢はたらき｣という語が原因的側面を表わし､行為がそもそも ｢は

たらきかける主体 (自己)｣と ｢はたらきかけられる客体 (他者)｣との間に成

り立つ ｢相互関係｣において成り立っもの､あるいはむしろ､そうした相互関

係を成り立たしめるものである｡(*2-16)行為はどこまでも ｢働きかけるもの｣

と ｢働きかけられるもの｣との間に成り立つものにはかならない｡(*2｣7)

つまり､行為は行為主体としての ｢私｣に関係づけられるとともに､｢私｣の行

為として､私の責任と名前において行われうると同時に､他者に対して働きか

けるものであると同時に働きかけられるものでもあることから､本質的に相互

行為と密接に関わっているものととらえられる｡

有福の議論を戦略形成の文脈でとらえれば､行為が私に関係づけられること

によってそれぞれの主体者が戦略の形成に能動的にかかわる可能性を示唆して
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いるように思われる｡そして行為は本質的に身体的活動でもあり､本質的に相

互行為と密接に関わるものであることから､中村のいう共通感覚とあわせてと

らえる必要がある､と考えられる｡

(b)ギデンズ (1976,1993)『邦訳 :社会学の新しい方法規準』

ギデンズは､『NewRulesofSociologicalMethod』(邦訳 :『社会学の新しい

方法規準』)(以下､NRSMと略記)の中で､自ら提唱する構造化理論にかかわる

基礎概念について言及し､社会学の新しい方法規準を提起している｡ここでは､

戦略形成プロセスの研究において密接に関連する行為､相互行為に関わる論点

を同書から抽出し議論する｡

ギデンズは､｢動作は直接的に観察し記述できるのに対し､行為の記述はさら

に進んだ過程､つまり推論ないし ｢解釈｣(たとえば ｢規則に照らして動作を解

釈すること｣)を必然的に伴うと想定する傾向がわれわれにはあるのである｡｣

という｡(*2-18)このことは､行為がコミュニケーションの手段であって､し

かもそれは意図をもったおこないであることから行為そのものにとどまらずに

さらに推論ないし解釈をも必然的に伴うものであると期待し､自明視している

ことを意味する｡つまり､目に見えるおこないそのものだけでは行為がもたら

すものを把握することはできず､行為者や関係者の解釈にまでふみこむ必要が

あることを示しているといえよう｡

｢行為は ｢生きられた経験｣のよどみない流れのなかにある｡そのような行

為を個々別々の部分や ｢断片｣にカテゴリー化する場合､それは､その行為者

の注意の再帰的過程､ないし他者のまなざしに依拠するのであるO｣そして､｢私

は､行為ないし行為作用を､《世界内事象の進行中の過程における､身体的存在

による､現実の､ないし企図された因果的介入の流れ》と定義づけることとし

たい｡｣とし､行為作用の観念は《プラクシス》概念と直接結びつくと説明する｡

さらに､｢行為概念に関して分析的に重要なのは次の二つの点､(a)ひとは ｢別

様にも行為しえたかもしれない｣ことと､(b)行為主体から独立した過程内事

象の流れによって構成されるものとしての世界は､あらかじめ定められた未来

を約束して峠いない｡｣と指摘している｡(*2-19)

ギデンズが指摘する上記の 2点は､戦略の研究において基本的な視点を提供

するものと考えている｡すなわち第 1点は､人間が関係する組織においては､

常に行為主体には別様に行為しえたかもしれないという可能性が残されている

ことである｡この別様の選択肢の可能性について成立させる条件は何か､別様

の選択肢をとった場合のリスクについて､考慮する必要がある｡第 2点は､こ

のような行為主体から独立して構成される世界において予め定められた未来は

約束されない､ということである｡換言すれば､予め定められた世界を約束す
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ることはできないが､それを実現するためには行為主体の継続的な行為が必要

であることを示唆している｡

『N由M』の結語としてギデンズは､行為作用の境界､および生産と再生産の

過程が考察される様態について､以下のように述べている.(*2-20)

｢B l 《人間の行為作用の及ぼす範囲は限定されている｡人間は社会を生産

する｡しかし､人間は､歴史のなかに位置づけられている行為者として社会を

生産するのであって､自分自身が選択する条件のもとでそうするのではない》｡

B 2 《構造は､たんに人間の行為作用に強制を加えるものとしてだけでなく､

行為作用を可能にするものとして､概念化されなければならない》｡

ギデンズの議論は､行為と社会の再生産､構造化の関係を探求するものであ

り､本研究における戦略形成プロセスをとらえる上で､理論的なバックグラン

ドを提供してくれる可能性があるのではなかろうか｡能動的な熟達者としての

現場の実践者たちの行為と､その結果､戦略が具体的に形成されていく構造(化)

が相互依存関係にあること､そして行為を時間的な流れの中で､構造を作る主

体であり同時に構造の制約を受ける存在としての人間の行為としてとらえる必

要があろう｡それゆえ戦略形成プロセスにおいては､実践者たちの (相互)行

為は､歴史的に､過去に作り上げられた (戦略が埋め込まれた)構造に制約さ

れると同時に､その構造に戦略を埋め込むことができるという両面でとらえる

必要があるということが示唆される｡

(C)行為のレベルと行為のアスペクト

行為は､モノとは違った性質を帯びている｡ 行為の意味は文脈によって変わ

る.行為の同一性の条件とは何か.宮台 (1991)は､行為のレベルから行為の

もつ側面をみる場合に､行為が ｢その行為｣であることについてみんなが合意

できる条件 (行為のレベル)として､①行為の物理的レベル､②行為の遂行的

レベル､③行為の帰責的レベル､の3つをあげている｡(*2-21)

一方､同一の行為がどんな種類のシステム(*2-22)に織り込まれているのか､

ということを ｢行為のアスペクト｣と呼ぶが､これには､自己システムにかか

わるアスペクト､相互行為システムにかかわるアスペクトおよび社会システム

･にかかわるアスペクトの3つに分類される｡(*2-23)

ここで行為のレベルをとりあげたのは､戦略形成プロセスをとらえるために

現場の実践者たちの行為に着目して分析を進めていく際に､同じようにみえる

行為であっても単純にモノのように同一であると断定できない場合があり､す

なわち行為者の身体行為の物理形式が同じように見えるからという理由だけで

同一と判断できないこと､そして文脈や､責任の帰属先なども考慮すべきであ

るということである｡
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また､行為のアスペクトについても同様に､行為をみる場合には､行為の主

体 ･対象として自己､相手および社会をとらえるが､その際､個人 (個々人)

の行為の前提供給は自己イメージであったり､相手についてのイメージであっ

たり､あるいは社会イメージであったりすることについて注意を払う必要があ

る｡ そして､これらの行為のアスペクトが実はひとつでなく複合的に織りなす

場合があることを肝に銘じる必要がある｡

2.1.2 研究方法の総動員

今田 (2000)は､｢科学とは､

① ｢なに｣(what)と ｢なぜ｣(why)に答えること

②問題となる現象を記述し説明すること

③究極の目的はリアリティ (現実)をどう捉えるかにある｣(*2-24)

としている｡そして､｢なに｣や ｢なぜ｣に答えるためには､｢いかに｣が決定

的に重要であると指摘している｡リアリティ (現実味)が ｢ある｣｢ない｣とい

われるように､リアリティはあくまで人間にとって関心を喚起する現象のこと

であるとし､リアリティがある､｢すなわち肺に落ちる｣｢納得がいく｣分析を

することが重要であると述べている｡その上で 《ある現象に対して主観的に思

念された意味が付与された状態》のリアリティをとらえるためには､《数理演樺

法》《統計帰納法》《意味解釈法》の 3つの研究方法を総動員する必要があると

述べている.(*2-25)そして､社会の現実を解き明かす事例として犯罪捜査の

例をあげて､社会科学の方法論は､｢物証｣､｢アリバイ｣､｢動機｣であらわされ

る 3つのリアリティに対応するかたちであらわれているとし､物証を探す行為

が 《帰納法》に､アリバイ崩しが 《演緯法》に､また動機の解明が 《解釈法》

に対応していると説明している｡(*2-26)

戦略の研究においては研究学派あるいはスクールに分類される場合が多いが､

それらの特定のスクールは､社会科学の方法論からみると､第 1章 (1.1.2 経

営戦略論の主要な流れ)で整理したように､ミンツバーグらの分類によるコン

フィギュレーション ･スクールが時間の経過とともにそれぞれのスクールを再

構成しながら活用するのを除けば､特定の方法論に依拠するものが多い｡すな

わち､社会の現実をとらえる研究の方法論という観点から戦略研究におけるス

クールをみると､例えば､デザイン･スクール時､主として 《演鐸法》による

規範的な戦略論に分類されるのに対して､エンバイロメント･スクールは､主

として 《帰納法》に分類される｡一方､コグニテイブ ･スクールは､《解釈法》

に重点がおかれているように思われる｡

戦略形成プロセスをいずれかの戦略理論を用いて､事業の開始当初から事業

の発展期､あるいは衰退期までをカバーすることは有用ではなかろう｡個別の
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商談や中核となるサービスや製品の開発をとらえても､差異化を通した市場に

おける位置取りであると同時に､組織としての能力を高めるための側面をも有

している｡このような多面的な側面の動態変化をとらえる必要がある｡

現場で起こっている戦略形成の背後に横たわっているメカニズムを解明する

には､なんらかの形で上述の 3つの研究方法 (演緯法､帰納法､解釈法)を総

動員し､現実に接近することが求められる｡図 2-1に､現実､研究法､理論の

関係を示す｡研究方法は､経営現場のリアリティ (ある現象に対して主観的に

思念された意味が付与された状態)と戦略理論を橋渡しする役割をもち､その

ため研究方法を総動員するとともに､諸学問の知見に謙虚に学ぶことが必要で

はあるまいか｡

本事例研究においては､可能な限り研究方法論を総動員することによって､

社会的現実をとらえることをめざすこととする｡

図2-1現実､研究法､理論の関係

経営現場の
リアリティ
をどう捉え
るか

研究方法の
総動員

諸学問分野
の知見

ダイナミック

な戦略理論

今田高俊編 ･友枝敏雄著 (2000) 『社会学研究法 リアリティの捉え方 (終章 :研究法と理論の接続)』

有斐閣､p269-295.を参考にして作成
(C)2006,小林満男

2.1.3 社会的構築主義 (*2-27)

近年､経営組織の分野において多くの新しい考え方が提案されてきているが､

社会的構築主義はその中のひとつ.として注目されている｡このようなアプロー

チは､｢ディスコース分析｣､｢脱構築｣､｢ポスト構造主義｣という表現で行われ

てきている｡(*2-28)

社会科学-のアプローチとしての社会的構築主義は､哲学､社会学､言語学

などを含む多くの学問から影響を受けており本質的に学際的である｡(*2-29)

同様に経営もまた､本質的に学際的なのだといえる｡全人格をかたむけ､他
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人との共同作業を通して目的を達成するには､学問を総動員する必要がある｡

実際､実践者は､特定の､単独の学問､ある分野の知識のみを頼りに行動して

いるのではない｡戦略形成プロセスを検討するということは､実践者たちがい

かに考え､いかに行動しているのかの原点に立ちもどって検討することが不可

欠である｡付加価値を生み出しているのは現場の個々人の人間である｡企業で

あれば､経営者から管理者､そして担当者にいたる個々の人間の営みこそが､

本当の付加価値､富を生み出している事実に着目しなければならない｡

従って､企業の戦略を考え実行するには､まずもって経営に対する絶大な権

限を持っている経営者に着目し､経営者の視点から戦略を検討することが第-

になすことである｡その上で､現場の業務を運営している中から湧き上がって

くる (かもしれない)創発的な戦略､あるいは初期に想定した戦略がいかに行

われているか (戦略形成)のプロセスをみていくことが必要となる｡

経営者の視点に立てば､必然的に学際的アプローチにならざるを得ない｡経営

者の仕事は､事業を成功に導くことであって特定の学説､理論にあわせること

が仕事ではないからである｡有用と考えられる学説､理論あるいは情報はすべ

からく利用するのである｡このような複雑な､学際的な日常の思考や行動をと

らえ､彼らを支援する経営理論が求められている｡従って､過度に抽象化した

理論は適用にあたってオプションが多すぎ判断に迷 うし､一方で一義的な処方

葦の提示は人間がからむ複雑で非決定的なできごとに対して誤りをもたらす可

能性が大きく､いずれの場合も経営者が求める有用な戦略にはなり得ないので

はなかろうか｡

木村 (2004)は､｢成果を生み出すのは経済ではない :実際に現場で実績を生

み出すのは個々人の人間である｡個々の人間の営みこそが経済を動かしている

のだ｣とい う当た りまえの事実に着 目することの重要性を指摘 している｡

(*2-30)このことは､学際的で､かつ個々の人びとの実践が経営戦略の実現を

担 うという現実を見るためには､社会的構築主義としてくくられるアプローチ

の仕方が参考となることを示唆する｡それゆえ本研究においては､社会的構築

主義のアプローチとされる方法を採用することとしたい｡

社会構築主義の定義については､バーの議論を以下に整理する｡バーは､｢社

会的構築主義の立場を特定すると言える唯一の特徴は存在しない｣と指摘して

いる一方で､以下に示す鍵になる諸仮定のうちの一つ以上があてはまるアプロ

ーチならば大まかに社会的構築主義に分類できるとも述べているO(*2-31)

①自明的知識-の批判的スタンス

②歴史的および文化的な特殊性

③知識は社会過程によって支えられている

④知識と社会的行為は相伴う
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さらに､バーは7つの点から社会的構築主義の説明を行っている｡(*2-32)

①反一本質主義

②反一実在主義

③知識の歴史的および文化的な特殊性

④思考の前提条件としての言語

⑤社会的行為の一形態としての言語

⑥相互作用と社会的慣行-の注目

⑦過程-の注目

ミンツバーグらが指摘する ｢意図せざる結果によって創発される戦略によっ

て実現される戦略｣は､当初､事業開始当初に意図し計画された戦略のとおり

にいくとは限らない｡現場の人々の実践によって戦略が形成されていくという

スタンスは､(a)自明の知識-の批判的スタンス､(b)歴史的および文化的な特

殊性､(C)知識は社会過程によって支えられている､(d)知識と社会的行為は相

伴う､という社会的構築主義の特徴と重なりあう｡いいかえれば､木村剛の議

論もミンツバーグらの指摘も､戦略の形成において､実際に付加価値を創造し

ている現場の人々の実践に目を向けることによって､｢未来-の選択肢を仮設し､

常に新たな可能性が生み出される余地を残しておくという非決定論的な立場｣

に立つものであり､本研究も基本的にこのアプローチに沿っている.(*2-33)

2.2 研究のスタンス

2.2.1 戦略研究を行う上での前提

｢戦略形成プロセスの事例研究｣という戦略研究を行う上で､企業そのもの

をいかにとらえるのか､企業の存在価値をどのように考えるかを抜きにしては

"画竜点晴を欠く"ことになろう｡戦略研究を行う上で､以下の 2点をその出

発点としたい｡

①企業の提供する製品､サービスが消費者 (顧客)に受け入れられ､社会に存

在する価値があること

和田 (1998)は､｢自社がいま現在､いかなる理由にしろすべての活動を停止

し､負債なしに消滅したとしたらユーザー､消費者､社会､関係しているステ

ー二クホルダーはどの程度困るか｣(*2-34)と自社の存在そのものを問うことの

大切さを指摘している｡この原点にたち､社会に対して付加価値を創造し存在

価値を高めていくための戦略形成プロセスをみていく｡

②企業は継続する以外に責任を果たせない

森田 ･西村 (2001)は､｢予想しがたい大きな変化があるときは､｢最適性｣

よりも ｢生存可能性｣がより重要になる｡環境激変の中で多くの企業が死に絶

えていくとき､生き抜く企業が最終的に覇者になる｣(*2…35)と指摘している｡
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たとえどんなに成果をあげてもそれが継続しなければ､顧客､株主､従業員な

どにとってより大きなメリットを提供することができない｡顧客などのステー

クホルダーとともに成長していく企業が求められる｡短期間の成功は､戦略形

成プロセスとして非常に興味を引くものであるが､一方において環境条件など､

自社にとって全く幸運としか言えない場合も多いようである｡本研究の関心は

成功をもたらす戦略がいかにしたら継続可能なのか､あるいはどうして成功が

短期間で終わってしまったのかというそのプロセスをみていくことにある｡

2.2.2 研究の視点

(1)経営者の視点

本研究は戦略､なかでも競争戦略の形成プロセスを対象としている｡戦略が

策定され実行されていく過程をいかにしたら正しくとらえることができるだろ

うか｡戦略が実現されたかどうかの評価は経営者の視点にたたなければならな

いが､実際に現場で生み出す成果は､日々実践する個々の人びと (実践者たち)

が担っている｡経営者の視点で戦略をとらえ組み直していくためには､個々人

の営みの集積が成果を生み出し戦略の実現を確かにしている姿そのものを把握

することが不可欠である｡

そのため本研究では､個々人のミクロの行為にさかのぼって分析するための

フレームワークの創出を目的のひとつにとしている｡そのフレームワークには､

経営者の視点､経営者の思い (戦略意図)が取り込まれている必要がある｡

(2)現場と研究者との距離

本研究では､研究対象と研究者との距離は､研究者からみて視界に入る範囲

を想定し､研究者の軸足は企業の内部においている｡研究者を対象企業の外部

におき､財務諸表分析､市場に出回っている製品やサービスについて競合製品

との比較､顧客-のインタビュー等を行うことだけで戦略形成プロセス全体を

とらえられるとは考えていない｡

むしろ､客観的といわれるこのような研究のアプローチに加えて､企業活動

を支える個々人を行為レベルで追いかけ､どこでどのような局面において後で

考えると "戦略を形成していく上で重要であった行為"が､なされたかを見てい

くことが必要であると考えている｡つまり､企業と環境の境界をまたいで

(Boundary-crossing)活動し成果に結びつけ､直接､間接に戦略形成プロセ

スにかかわっている実践者たちの行為をとらえられる位置に研究者を置くこと

とする｡
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(3)存在論的仮定と認識論的仮定

｢社会､組織はそもそもどのようなものか｣という存在論的仮定として､｢企

業は利益を生むためコントロールすべき対象である｣ という現実的な要請があ

る｡組織と環境は､複雑な多頭システムまたは象徴処理システムとしてみる見

方があるが､｢組織は個人ではできない目標の達成を複数の人びとが協働して実

現するシステム｣(*2-36)とすれば､目標を達成するために組織をコントロー

ルすることが困難であっても､やはりコントロールしたい対象としてとらえる

必要がある｡現実的には､事前に把握することができない事象が発生し､ある

いは意図せざる結果によって､当初想定した結果を得ることを保証することが

できないとしても､経営の現場においては､常に戦略の実現によって組織とし

ての目標の達成が期待されており､その期待に応える理論が求められている｡

また､｢組織をどのようにして認識することが可能か｣という認識論的仮定と

して､できる限り広く多様な標本にわたって同じ変数関係が同じ時間順序で生

起することを確認することが重要であると期待されている｡しかしながら､月

に見える事象をつかまえたとしても､それらの背後に横たわっているメカニズ

ムを解明する作業なくしては､現実を正しくとらえることはできない｡メカニ

ズムを解明することは､戦略形成プロセスをみていく上で最も重要な作業とし

て位置づけたい｡(*2-37)

2.3 事例研究の方法

2.3.1 常識

本研究では､戦略形成という社会的事実をみる上で行為に着目している｡

その行為を遂行していく際の意識的あるいは無意識的に媒介するものとしての

常識をどのようにとらえたらよいであろうか｡図 2-2に業界の常識をささえる

理論のイメージを示す｡｢常識｣と密接に関連すると思われるバーガー&ルック

マンの<常識的な知識>､シュッツの<蓄積された知識>､ギデンズのく相互

知識>､加護野忠男の<日常の理論>および中村雄二郎の<コモン･センス (常

識 ･共通感覚)>について､サーベイする｡

(1)バーガー&ルックマン (1966)『邦訳 :日常世界の構成』と山口節郎

意味の網目を織りなしているく知識>を欠いて社会は存在しえず､現実の社

会的構成を扱 う上では常識的な<知識>が中心的なものだと指摘しているので

ある｡また､現実をとらえるには､｢まず社会の通常の成員の常識に把えられる

かぎりでのこの現実なるものについて明らかにすることから出発しなければな

らない｣としている｡(*2-38)
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図2-2業界の常識をささえる理論

常識的な知識
(バーが-&ルックマン)

コモン･センス(常識
共通感覚)

(中村雄二郎)

⊂】

蓄 積 さ れ た 知 識

(シ ュ ツ ツ )

十 .//▲

相互知識
(ギデンズ)

業 界 の 常 識
(小林満男)

事業 ･業界等に関する知識

日常の理論
(加護野忠男)

(C)2006,小林満男

｢日常生活の世界は社会の通常の成員によって､彼らの生活の主観的に意味

のある行動のなかで､現実として自明視されているだけでない｡それは彼らの

思考や行動のなかにその源をもつと同時に､こうした思考や行動によって現実

的なものとして維持されている世界でもある｡それゆえ､われわれの主たる課

題に転じるまえに､われわれは日常生活における知識の土台について､つまり

間主観的な常識の世界が構成される主観的過程 (および意味)の対象化につい

て､明らかにすべく努めなければならない｡｣(*2-39)

｢常識は日常生活の現実に関する無数の先科学的､ないし擬似科学的な解釈

を含んでおり､この現実を自明のものとみなしている｡｣(*2-40)

山口節郎 (1977)は､『日常世界の構成』の訳者あとがきにおいて､｢理論化

されたさまざまな観念体系が成立しうるのもそれらが理論以前の<知識>がも

つ<有意性構造>や<妥当性構造>に支えられているからであって､観念体系

に究極的な妥当性を付与するのは､理論以前の常識的な<知識>であるからで

ある｡そして､バーガー&ルックマンは､常識的な<知識>による社会的現実

の構成という､主観 (体)的側面のみを強調するわけではない｡｣とし､さらに

｢日常的な<知識>は社会的現実を構成するだけでなく､逆に社会的現実によ

って構成されもするという､弁証法的な視点を導入することによって､著者た

ちは客観的な現実が主観的な現実-と内在化されてゆくプロセスをも重視す

る｡｣(*2-41)と彼らの主張をまとめている｡
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バーガー&ルックマンの主張をながながと引用した理由は､ひとつは､日常

世界の構成をとらえる上で､社会の成員がもつ常識的な<知識>である常識に

着目することによって社会の構成をとらえるという視点を､企業活動における

戦略形成プロセスをとらえるための研究方法として利用できるのではなかろう

かと考えるためである｡ふたっ目は､<ウェーバーかデュルケ-ムか>といっ

た方法論上の二者択一を克服しようと試みていること､その例として弁証法的

視点を導入していることである｡本事例研究では､現場で発生する矛盾を克服

していく際の構図を検討するが､その際に彼らの主張がひとつの指針をもたら

す可能性があると考えるためである｡

(2)シュッツ (1970)『邦訳 :現象学的社会学』

｢あらゆる社会科学は､思考と行為の間主観性を自明なことと考えている｡

他の人間が存在すること､人が人に対して行為すること､シンボルと記号によ

るコミュニケーションが可能であること､社会集団や制度や法体系や経済体系

などがわれわれの生活世界の不可欠の要素であること､この生活世界が固有の

歴史と､時間 ･空間に対する独自の関係をもっこと､-これらはすべて､あら

ゆる社会科学が研究を行ううえで､はっきりとあれ､暗黙にであれ､基礎とな

っている考えである｡そして､社会科学者は､これらの現象を扱うために､い

ろいろな方法論的装置一準拠図式､類型､統計的方法-を開発してきた｡しか

し､それらの現象そのものは単に自明なことと考えられている｡｣(*2-42)

このことは､｢社会科学の思考においては､人は単純に社会的存在とみなされ､

私は他者とその行為を理解でき､他者も私と私の行為を理解できると､前提さ

れている｡｣ためである｡

さらに､｢他者の意味や､他者の行為およびそのような行為の結果の意味を解

釈するということは､観察者や行為の受け手の自己解釈を前提としているので

はないのか｣といい､｢社会的相互関係を解釈するための方法は､もしそれが､

そうした方法の基礎にある仮定やその意味の注意深い記述に基づいていないな

ら､どのようにしてその正しさを保証されるのだろうか｣と問うている｡(*2-43)

シュッツの議論から本研究が学ぶものは､現実を把握するためには､フィール

ド･ワークにおける ｢思考と行為の間主観性｣の成り立ち難さを認め､その上

で､.方法の基礎にある仮定やその意味の注意深い記述に基づく必要があるとい

うことであろう｡ t

シュッツは､蓄積された知識の説明において､｢われわれ日常生活において

は ･- 常に蓄積された手持ちの知識というものをもっており､それを枠組み

として過去や現在の経験を解釈し､また未来の出来事についての予測を行って

いる｡こうした蓄積された知識は､それに固有な歴史をもっている｡この知識
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は経験というわれわれのこれまでの意識活動の内で､またそうした活動によっ

て構成されたものであり､今ではわれわれのごく当たり前の所有物となってい

るものであるo｣(*2-44)と指摘する｡

特定の ｢今｣において生じている経験は､｢再認識の綜合｣によって以前の経

験に ｢同一｣｢類似｣｢類同｣｢近縁｣といった様式で関係づけられ､｢見なれた｣

ものとされたり､｢目新しい｣ものと受取られたりする｡いずれの場合も､目下

の経験の解釈図式として働くのは手持ちの知識である｡いいかえればそれは､

蓄積された知識 (stocksofknowledge)であり､常識というものを時間的に説

明したものととらえることができるのではなかろうか｡

(3)ギデンズ (1976)『邦訳 :社会学の新しい方法規準』など

常識についてギデンズは､｢常識は､ものごとが自然的世界や社会的世界にお

いてなぜそのようなものとしてあるのか､あるいはそのようなかたちで生ずる

のかを説明するために依拠される､多少とも明確に表現された理論的知識を包

括するものとして､みなすことができる｡常識は､その特性において､決して

たんに実践的なもの- ｢お料理的知識｣-だけではない.常識は､通常かなり

な程度､文化の顕示的合理化にもっとも直接的なかたちで寄与する ｢専門家｣

の活動に由来し､またそれに対し敏感に反応する｣(*2-45)としている.すな

わち､直接的､反省のない､ハウツー的なものとして常識をとらえるのではな

く､毎日の観察や経験に基づいたものであって､専門家の活動に由来するもの

でもあるとし､常識を複合的な見地からとらえていることがわかる｡ ギデン

ズは､主張する構造化理論の中の主要な概念である相互行為について､相互行

為の生産には､3づの基本的な要素 (*2-46)があるとし､そのひとつである相

互行為の ｢有意味な｣ものとしてのコミュニケーションの生産にかかわる相互

知識 (mutualknowledge)について言及している｡(*2-47)

ギデンズの主張をまとめれば､知識は相互知識との関連でとらえられるべき

であって､相互知識には暗黙知が含まれ､その性格上は ｢輪郭的｣であること､

そして､相互知識は相互行為のなかでコミュニケーションのコンテキストがそ

れによって創造され､維持される 《解釈図式》の形で用いられるものであり､

また背後知識でもあるとし､常識と区別している｡そして､シュッツが ｢蓄積

された知識 (知識在庫)｣と呼ぶものは､分析的に ｢相互知識｣と ｢常識｣に分

離しうる要素を包含している (*2-48)としている｡

戦略形成プロセスを社会的に構成されるものとして相互行為による賜物とす

るならば､ギデンズがいうところの常識として分類される知識のみならず､む●

しろ相互知識に分類される知識に焦点をあてる必要がある｡
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(4)加護野忠男 (1988)『組織認識論』

加護野は､組織の変動や変革についての一連の研究のなかから､組織の変動

という問題を考えるには､ひとびとの ｢ものの見方｣､｢考え方｣がいかに変化

するかという問題を避けて通るわけにはいかないとし､『組織認識論』(1988)

のなかで､｢日常の理論｣をとりあげて､①意味の重要性､②学習を通じて､あ

るいは､相互作業を通じて発展するという視点､③ ｢日常の理論｣ がひとびと

の間で共有される側面､の3点を指摘している｡

｢日常の理論｣は､組織におけるひとびとの ｢見る｣､｢知る｣､｢わかる｣､｢選

ぶ｣､｢決める｣､｢学ぶ｣などの認識活動と緊密な関係を掃っている｡ひとびと

は､｢日常の理論｣をもとに､考え､行為しているのである｡これらの認識活動

は､人間の協同を生み出すうえで必須のものである｡｢日常｣の理論は､ひとび

とが情報を取り入れ､その意味を解釈し､行為を通じて表現する認識過程と深

くかかわっている｡｢日常の理論｣の利用と発展についてより確かな命題体系が

開発されれば､組織論そのものにおけるまったく新しい分析視角が確立やきる

のではないかと､われわれは考えている｡｢日常の理論｣に注目することによっ

て､組織現象を照射する新しい分析視点を確立することができる｡(*2-49)

加護野の指摘している ｢日常の理論｣とはどういうものであろうか｡それは､

あえて大胆に言えば､シュッツの蓄積された知識 (知識在庫)､ギデンズの相互

知識､あるいは中村のいう常識 (共通感覚)に近い概念ではなかろうか｡加護

野は ｢日常の理論｣を解く鍵は､現場の行為者の視点にたって動的なミクロの

分析を行うことにあるとし､シルバーマンの行為の準拠枠 (図2-3)の概念を用

いて以下のように説明している｡

｢シルバーマンは､日常の理論という用語を使っているわけではない｡しか

し､彼の分析枠組みには､｢制度化された知識ストック｣という体系化された知

識の存在､さらにはその共有-もちろんその程度には違いがあると考えられて

いるが-をさす概念が含まれている｡行為者はこの知識をもとに組織の役割体

系を与え､自らの行為に意味を与えているのである｡シルバーマンによれば､

このような知識ストックそれ自体あるいは共有された知識ストックのどれが利

用されるかは､組織のなかのさまざまな相互作用を通じて､変化してゆく｡変

化のテコとなるのは､行為である｡行為を通じた社会的相互作用が生み出した

意図せざる結果が､知識ストックの変化の源泉となっているのである.｣(*2-50)
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図2-3行為の準拠枠

組織外部の制度化された

知識のス トック (有限の
意味領域を含む)

組織の役割システム .→ 行為者の関与の程度 .→ 行 為

目的､状況の定義

出所 :Silvernan(1970),p151 大月博司他 (1999) 『戦略租織給の構想』同文館､p65

繰り返しになるが､加護野の ｢日常の理論｣にせよ､シルバーマンの行為の

準拠枠における ｢制度化された知識ストック｣も､それらは ｢常識｣としてく

くられる知識そのものにとどまるものではなく､組織のなかのさまざまな相互

作用 (ギデンズでいえば相互行為に相当する)という行為を通じての知識であ

ることが共通している｡

(5)中村雄二郎 (1977)『哲学の現在』など

中村は､『哲学の現在』(1977)､『共通感覚論』(1979)､『臨床の知とは何か』

(1992))などの一連の著作の中で､術語や専門用語を使わずに､自らのことば

でいくつかの概念の定義､説明を試みている｡ここでは､分析フレームワーク

に直接関連する ｢常識｣に限定して整理を行 う｡｢共通感覚｣､｢±モン･センス｣

については､事例分析結果をふまえて､第4章で議論する｡

『哲学の現在』では､｢日常的な立場に立った知は常識と呼ばれている｡この

常識あるいはコモン･センスは､世間一般に､あれこれ立ち入った専門的知識

に対するありふれた知識や厳密な学問的知に対するあいまいさを含んだ知とし

て､またその反面で､専門的知識よりも豊かな知識､学問的知よりも洞察力に

富んだ知として､考えられることが多い｡常識に対するこのような両義的な受

取り方も､このように常識が正当な経験の第一段階である日常的な経験の立場

にたった知であること､そして､ときに根源的な経験にもとづく知になりうる

ことによるわけである｡｣(*2'･-51)
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指摘のひとつ目は､･常識が両義的な性格をもつということである｡例えば､

ある文脈の中で ｢官の常識｣といえば､凡そその意味する内容の共有度合いは

高いと考えられる｡しかし､内容が表層的､あるいは話を単純化するために便

宜的に用いられる常識と､専門的知識よりも豊かな知識､学問的知よりも洞察

力に富んだ知としての常識は､簡単には見分けがつかないことが多い0

指摘のふたっ目は､常識が日常的な経験の立場に立った知である､というこ

とであり､常識があいまいさを含んだものであればなおさら､日常の経験をと

おして検証される必要があるということである｡

『共通感覚論』においては､｢日常性には､立派に日常性の原理がある以上､

弁証法的に屈折した裏の裏がある｡また､常識には､一筋縄では片づかないア

イロニカルなところがある｡学問､科学､真理､天才､独創性等々の力をため

し (テストし)､批判する働きも常識にはあるのだから.すなわち常識には一見

相矛盾した二つの側面がある｡一方でそれは､非科学的､非哲学的､非文学的

等々の消極的あるいは否定的な知識を意味している｡ところが他方では､反対

にかえって一人前の､ノーマルな､社会に通用する､実際的で健康的な常態の

知識のことを意味している｡前の意味で常識であることを恥ずべきことであり､

後の意味で常識的であることは誇るに値することだと思われている｡そしてこ

の二つの相矛盾した意味が､常識という観念のうちでどう折り合いをつけるか

が問題になるはずだが､常識自身は一向にその矛盾を気にしない｡たしかにこ

れは､常識の唆昧さを示しているけれども､それとともに常識の開かれた性格

を示している｡｣(*2-52)と述べており､常識がもつ相矛盾したふたっの側面に

ついて説明を行っている｡

ここでの説明での特徴は､常識のアイロニカルな性質､それゆえ学問､科学､

心理､天才､独創性等々の力をテス トする批判的な働きに言及していることで

ある｡これは常識の暖昧さを積極的にとらえ､独創性の温床となるべく常識の

開かれた性格を示している｡つまり､常識が暖昧模糊としたとらえどころのな

いものだとしても､それを日常の経験をとおして解いていくことにより､現実

をとらえるために積極的に活用できる可能性を示しているといえよう0

2.3.2 変数のシステムと行為のシステム

沼上 (2000)は環境記述様式をおおまかに2つに分類している｡ひとつは､｢変

数のシステム｣としての環境記述であり､もうひとつは ｢行為のシステム｣ と

しての環境記述である｡

環境記述様式においてシステムという用語を使っている理由は､｢行為主体の

行為が当該企業の利益ポテンシャルを高めたり低めたりする ｢諸力｣として把

握され最終的には変数に還元される｣(*2-53)ものとして､あるいは環境を意
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図をもった行為主体が複雑に相互依存している関係としてとらえるものとして

みており､かつそれらが互いに関連付けられて一体性を生み出すものとしてと

らえているためである｡

環境を ｢変数のシステム｣ として記述するということは､意図をもった行為

主体の行為と相互行為に即した環境記述を行 うのではなく､環境というひとつ

のシステムを諸々の変数とその変数の関係として記述することであるO-方､

環境を ｢行為のシステム｣として記述するということは､意図をもった行為主

体間の相互作用に注目して環境のメカニズムやダイナミクスを記述することで

ある｡これらの2つの記述様式は理念型である｡

｢環境を ｢変数のシステム｣として記述するか､｢行為のシスム｣として記述

するかという記述様式の相違は､研究者がどのような環境環を抱いているかと

いうことばかりでなく､その人が何を分析単位とし､どのようなインプリケー

ションを引き出そうとして研究をしているのかという問題関心によっても異な

ってくる｣､と指摘している｡その上で沼上は､ゲーム論に基づいた経営戦略論

や戦略のプロセス学派が ｢行為のシステム｣としての環境記述を行っているが､

近年ではポーターなどに代表される ｢変数のシステム｣が経営組織論において

支配的な記述様式になっていった状況について考察を加えている｡(*2-54)

沼上の議論は､行為システム記述によるメカニズム解明努力という研究指針

が有効であることを指摘するものである｡いいかえれば､実践家たちの主体性

やその<読み>の解釈を強調する立場にたっのであれば､時間の流れとそこで

展開される行為の連鎖や､解釈による解釈が幾重にも重ねられていくプロセス

を厚く記述 (thickdescription)することが重要であり､事例研究法が向いて

いることを指摘している｡

本研究による環境記述は､まさにこの議論の延長上にたっものであり､当初

策定された戦略が､現場の実践者たちが環境の状態に対してどのように相互作

用しているのか､そして主体者たちの行為の積み重ねによって再生産され､ま

た再構成されていくプロセスをみていく上で､｢行為のシステム｣による記述様

式を採用するものである｡一方において､｢行為のシステム｣による記述は､そ

の特徴から相当の期間と膨大な資料を必要とする｡そのため､研究者としての

厳密性を追求するには役立っだろうが､短時間で効率的な意思決定が乗められ

る経営現場においては､このような方法が有効性であると知りつつもそのまま

の形で採用されることは少ないのではなかろうか｡経営組織論における支配的

な環境記述が変数システム記述-変わっていった背景には､このような厚い記

述に対する現実世界からの効率化の要求が強かったことが原因としてあげられ

よう｡

そこで､本研究では戦略形成に関わるメカ主ズムを解明する観点から ｢行為
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のシステム｣ による記述を試みると同時にある時点における現状の姿をスナッ

プショット的にとらえる (時間圧縮して表現する)方法として ｢変数のシステ

ム｣による記述の両方を採用して､戦略形成プロセスをとらえることとしたい｡

それは､経営現場において､実践者たちが意思決定の効率化を図るために時間

圧縮した姿をとらえ､かつ一定時間が経過した後でその姿がどのように変化し

たかを結果的にとらえながらも､同時にどうしてそのような変化をもたらした

のかのメカニズムを解明するために解釈を繰り返しているという姿とオーバラ

ップするものである｡

2.3.3 反省的実践家

戦略形成プロセスをとらえるためには､能動的な主体である現場の実践者た

ちをどのような存在として位置づけるかという人間観を抜きにしては語れない｡

事例研究を開始する投階においては､現場の実践者たちを暫定的に反省的実践

家として位置づけ､事例研究をふまえてあらためて現場の実践者たちの概念化

を試みることとする｡

ショーン (1983)は､専門家を現実の問題に対処するために専門的知識や科

学的技術を合理的に適用する実践者としての技術的熟達者から､専門家の専門

性が活動過程における知と省察それ自体にあるする考え方にたち思考と活動､

理論 と実践 とい う二項対立を克服する専門家像 として ｢反省的実践家

(ReflectivePractitioner)を提案した｡(*2-55)反省的実践家たちである ｢有

能な実践家たちは､自分の行っていることについて考えることができ､実際に

当為の最中に考えることすらある｡このような能力が存在するために､反省的

実践家は理論の一方的な利用者ではなく､自らかなり複雑な実行理論をテスト

したり､創造したりしているのである｡彼らはこのような理論に基づいて予測

(仮説)をたて､実行に移し､その結果とその結果がもっている意味を克いだ

し､評価し､次の行為に移っていくのである｡彼らは､その結果を反省し､自

分たちの理論を柔軟に修正していく｡反省的実践家は､自分自身である種の理

論構築作業行っている理論家なのである｡｣としている｡(*2-56)

ショーンは､専門家像の転換という文脈において､それまでの現実の問題に

対処するために専門的知識や科学的技術を合理的に適用する実践者としての

｢技術的熟達者｣から､専門家の専門性が活動過程における知と省察それ自体

にあるし､思考と活動､理論と実践という二項対立を克服する専門家モデルと

して ｢反省的実践家｣を提示した｡反省的実践家の概念は､デューイの 『思考

の方法』における ｢反省的思考｣に由来するといわれるが､その基礎には､知

識は実践から生まれるとするプラグマティズムの発想がある｡

ギデンズは､行為主体の意識に関して従来の意識/無意識の二元論から､反
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省的意識､実践的意識と無意識の三層構造において把握するパーソナリティの

階層モデル (*2-57)を提示しているが､反省的実践家においては､反省的意識

と実践的意識の相互作用が行われていると考えられる｡

｢行為の背後にある知識とか信念のすべてが即座に､しかも何の努力なしに､

反省的意識によって捉えられるわけではない｡だが､反省的意識の下で時間を

かけて考えれば､行為の背後にある知識や信念のかなりの部分に到達すること

が原理的に可能になる､という点が重要なのである｡反省能力が備わっている

ということは､行為者が長期的には高度な学習能力を持っているということを

意味している｡｣(*2-58)

行為者が反省能力を備え､長期的には高度な学習能力を持つということは､

単純なものごとの延長線上においてあらわれる事象だけでなく､事前には予測

がつかなかった事象が発生した場合でも､それらの事象に立ち向かえる可能が

あるということを意味している｡それは行為者を受動的な主体としてではなく

個々の情報処理とか課題を解決する学習プロセスを経験していく能動的な主体

としてとらえる必要があることを意味する｡

つまり､｢経営現象も含めた社会現象は､社会のメンバーが反省的対話を通じ

て常に現時点の社会秩序を創 り変える活動を展開しているプロセスなのであり､

社会は静的な状態として在るもの (being)ではなく､何かに成ろうとしている

プロセス (becoming)なのである｡｣(Sztompka,1991)とすれば､当初策定され

た戦略もまた常に新しく形成されていくプロセスだとすれば､その戦略形成プ

ロセスの中心には反省能力を備えた実践者たちの反省的対話や学習プロセスが

横たわっているはずである｡したがって､戦略形成プロセスをとらえるには､

まず現場の実践者たちを暫定的に､能動的な主体である反省的実践家として位

置づけながら､一方では､常識や信念やさまざまな要因で制約された存在であ

ることに着目しながら､現場における彼らの行為を追うことが必要とされる｡

2.4 分析フレームワークの提案

2.4.1 事例分析フレームワーク

はじめに事例分析のフレームワークの意義､全体の構図の説明を行う｡その

上で､このフレームワークを構成する各チャー ト (記述様式)を用いる理由､

理論的な背景を述べる｡

企業を図 2-4に示すように､エイベルの競争者の差別化の氷山 (*2-3)でと

らえるならば､この氷山の現在から未来 (未来完了形)-の移り変わりを時系

列でみていくことが戦略形成プロセスであると定義する｡そして､これらの氷

山を形成する各層が時間の経過によってどのように変化を遂げていったのかを

みることにより戦略形成プロセスの実体をとらえることになるゐだろう｡ここ
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では､それらの層の変化を現場で働く人びとによって共有された知識 (業界の

常識)の変化に着目しながら､これらの変化を見ていく｡

図2-4競争者の差別化の氷山

出所 :D.ド.エーへ●ル(1993) (邦訳 『デュアル ･ストラテジー』白桃事房､1995)P126図7-1

本研究では､特定の戦略論に基づいたフレームワークを用いるのではなくて､

現場で繰 りひろげられている行為をできるだけゼロベースでとらえていく｡そ

こから現場理論構築の糸口とすることを狙っている｡したがって､事例分析に

とりかかる段階においては､戦略の共通認識としてはできるだけひろくとらえ

ることとする｡(*2-59)

競争戦略をみる場合､業界構造に着目する方法 (主として企業間関係)と組

織の学習､資源に着目する方法 (主として企業内関係)に大別される｡ここで

は､営業現場における行為に着目し､具体的な営業案件における取り組みの中

で､顧客が魅力を見出す付加価値がいかにつくりこまれるかについて分析を行

い､これらの多くの事例を経験した組織がどのように業界の常識､自社の事業

の定義および営業戦略を見直していったかを営業担当者の視点で追う0

事業開始時に策定する事業の定義は､衛星通信の技術的な特性や過去の営業

経験などで培われた業界の常識に大きな影響を受けていると考えられる｡事業

の定義やこれから導かれた営業戦略は､個々の案件の受注､失注の経験を経る

･ことによって随時書き換えられていくものと考えられる｡

本研究では､持続的競争優位をもたらす競争戦略がどのように形成されてい

くのかそのプロセスを研究対象としている｡そのため戦略形成に影響をあたえ､

あるいは戦略形成を具庵化していく営業戦略および個々の案件における課題解
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決の一連の過程を分析する.図2-5は､事例分析フレームワークであり､｢事業

の定義｣､｢営業戦略｣およびこれらを策定した時点における ｢業界の常識｣と､

営業活動を経験し一定期間を経過した時点における再構築された ｢事業の定義｣､

｢営業戦略｣と ｢業界の常識｣の変容をとらえるものである｡事例分析フレー

ムワークは､一定の期間における期首と期末における事業の定義､営業戦略お

よび業界の常識の変容をみると同時に､それぞれの営業案件についての案件分

析フレームワークを入れ子としてもつ二重の構造をとっている｡

図2-5事例分析フレームワーク

事業開始当初 一 一 時間の経過 一 一 一定期間経過後
｢‥~日二'.l_-I:'二~‥~''~‥~-. ~‥~‥~''-''~‥~-'~‥ll
競争戦略 -･一･-(案件毎の分析フレーム>･一･一

｣._._._....-__._._._,-

腰争L飾好

背後に横たわるメカニズム (顧客支援/背丈に
あった実現できる仕組み ･技術/原理原則など)

出所 :小林満男 (2004a)経営情報学会2004年春季全国大会予稿集 (1A-3) (C)2004,小林満男

以下､事例分析フレームワークにおいて中核をなす事業の定義､営業戦略お

よび業界の常識について､関連する理論について言及し､本フレームワークと

の関連を述べる｡

(1)事業の定義

戦略形成プロセスとは､とりもなおさず､｢事業の定義｣ を再構築 (*2-60)

していく過程とみることができる｡そこで本研究においては､事業開始当初に

設定した事業の定義が､企業活動を経ることによって受動的に変化 していくプ

ロセス､あるいは環境の変化を先取 りして能動的にみずから事業の定義を書き

換えていくプロセスを戦略形成プロセスととらえることとする｡はじめに､事

業の定義について､エイベル､ ドラッカー､榊原､根来の議論を整理する｡
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①ェイベル (1980)『邦訳 :事業の定義』および (1995)『邦訳 :デュアル ･ス

トラテジー』

本研究で使用する事業の定義に関する用語は､原則としてエイベルの定義に

よる.エイベル (1980)は､事業の定義と再定義の両方に関して､以下の作業

仮定をおいている｡(*2-61)

第 1:事業は3つの測度で定義することができると仮定する｡

1)事業の広がり (scope)

2)会社の提供物のセグメント間での差別化

3)競争各社の提供物の差別化

第 2:事業の広がりと差別性は3つの次元で見ることができると仮定する｡

1)顧客層

2)顧客機能

3)技術 ノ
また､事業と業界と市場を次のように定義している.(*2-62)

･事業は､顧客層と機能の選択によって定義され､通常は1つの主要技術に

もとづいたものである

･業界は､複数事業の境界によって定義されるが､それでも通常は単一技術

にもとづいたものである

･市場は､所与の顧客層向けの所与の機能用ということで定義される｡その

機能を遂行する顧客層内部での製造やマーケテイングの類似性が大きくな

ればなるほど､顧客と機能の点では市場はさらに大きく定義される

エイベルの事業の定義の特徴は､ある顧客向けの特定機能の遂行のための

代替的方法であり顧客の問題解決のひとつの形である技術を重視し､従来の顧

客層､顧客機能の2つの次元に技術軸を加えた点である｡

エイベルは､事業を定義することは､まさに戦略的計画策定の出発点になり､

すくなくとも企業が他の企業とは異なった独自の事業の定義を策定することに

よって競争的な差別的有利性を獲得できることを主張している｡その上で､自

企業の事業の定義を明示することと同時にすべての既存の競争相手や潜在的競

争相手の定義を明示的にすることが重要であることを述べている｡

エイベル (1980)においても､事業の定義は固定的にとらえるものではなく､

時間の経過に伴って実際どのように再定義されていくのか､どのように概念化

すべきかを課題としてあげている｡エイベル (1993)では､そのひとつの回答

として､今日を支配する (事業を運営する)､明日に向けて管理する (事業を変

革する)ことを区別し､その二面的な戦略として､デュアル･ス トラテジー (Dual

strategy:MASTERINGTHEPRESENT/PREEMPTINGTHEFUTURE)の概念を提唱し

ている｡そして､競争者の差別化の氷山 (図2-4)を示し､業績/市場戦略/事
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業の定義といった ｢目に見える相違｣も市場における相対的位置を理解する上

で重要であるが､資源/能力/組織の仕組み/戦略意図といった ｢隠れた相違｣

はさらに重要であることを述べている｡(*2-63)

エイベルの主張をまとめるならば､顧客層､顧客機能､技術に着目して事業

活動の広がりと差別性の観点から事業の定義を行うことにより､事業の焦点を

絞り込み､同時に市場占有率とか事業運営に必要なデータを測定し分析するこ

とに指針を与えることによって競争優位をもたらす､といえるだろう｡事業の

定義づけは､特に事業開始時や新製品の開発､あるいは M&Aなどの際には特に

重要な位置を占める｡事業を定義する際には､競争相手や潜在的競争相手の事

業の定義を明示的にすることとあわせ､自社の事業を多層的にとらえ､中でも

隠れた相違の部分を重要視することを述べているといえよう｡事業を多層的に

とらえる考え方は､『事業システム戦略』(*2-64)にも共通している｡

事業の定義はスナップショット的にとらえられがちであるが､エイベルは『事

業の定義』を提案した時から空間的な広がり (顧客層､顧客機能､技術)と同

時に時間的な広がりとあわせてとらえるべきであると述べている｡

② ドラッカー (1994)『邦訳 :企業永続の理論』

企業が永続するためには､前提としている ｢事業の定義｣が新しい現実に対

応するように ｢事業の定義｣を常に見直し､環境変化に対応すべきであると主

張している｡そして､創造的に破壊すべきであるとしている ｢事業の定義｣は､

｢(a)組織を取り巻く環境 (社会とその構造､市場､顧客そして技術)､(b)組織

の特定の使命に関する前提､(C)組織の使命を達成するために必要な中核となる

強みに関する前提｣の 3つから構成されているとする｡そして有効な事業の定

義の内容として､｢(a)環境､使命､中核的強みに関する前提は､現実に適合し

たものでなければならない､(b)環境､使命､中核的強みの3つの前提はそれぞ

れ､他の前提と適合しなければならない､(C)事業の定義は､組織全体に知られ､

理解されなければならない､(d)事業の定義は､恒常的に検証されなければなら

ない｣の 4点を指摘する｡その上で､成功企業であり続けるために､系統だっ

たモニタリングと事業の定義の検証を組織に組み込むことであるとしている｡

本研究では､現実と事業の定義の整合が企業永続にとって根本的に重要であ

るという認識を共通にしている｡戦略形成プロセスをとらえていくためには､

事業の定義がどのように変容していったかに注目することが重要であり､その

際､表面的に現われる事業の定義を構成する要素ばかりではなくて､それらが

前提としているところに入り込んで見る必要がある｡それゆえ事例分析におい

ても､事業の定義の再構築がどのようにモニタリングされ､検証されているの

か､言い換えればどのような日常の活動が結果として､事業の定義の再構築を
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もたらしたかという事業の定義レベル (事例分析フレームワーク)と個別の商

談における営業活動レベル (案件分析フレームワーク)をリンケージさせなが

ら全体像をとらえることとする｡

③榊原清則 (1992)『企業 ドメインの戦略論』
･ドメイン (domain) という言葉は､領土､範囲､領域､生育圏などの意味を

指すものであるが､経営学では ｢諸環境の中で組織体がやり取りする特定領域｣

であると定義される｡すなわち､ドメインの定義とは､企業がどのような事業

を選択するかという問題であり､ドメインを定義するということは､競争相手

と戦う土俵を特定することであると同時に企業のアイデンティティ (同一性､

あるいは基本的性格)を規定することである｡(*2-65)

榊原は､｢ドメインには､戦略領域としての側面とすでに具体化された現実の

事業領域の側面とがある｡戦略論の立場からみれば戦略領域としての ドメイン

がより重要である｡｣(*2-66)と指摘し､企業のドメインを構成する次元として､

エイベルの空間の広がりと時間の広がりに､意味の広がりを加え､

1)空間の広がり:組織体の活動の空間の広がり

2)時間の広がり:組織体の活動の時間の広がり

3)意味の広がり:組織体の活動の意味の広がり

の3つをあげている｡(*2-67)そして､｢これは､特定の経営者 ･管理者に固有

で特殊的なものか､それとも反対に､組織のメンバーや社会の共感を得ること

ができる一般的なものか､という対比で表される｡この次元は､ドメインがど

の程度明快で､理解可能で､納得できるものかということに関係する｡真善美

といった普遍性の高い価値や倫理性にもそれはかかわっている｡普遍性の高い

価値や倫理性の豊かなドメインは､意味の広がりが大きなドメインである｡｣

(*2-68)と説明している｡

自らの事業や提供する製品､サービスの意味領域もまたドメインを構成する

のである｡さらに､｢経営者や管理者が主観的に定義するドメインは､組織のメ

ンバーや外部の人々によって広く支持されたときに､初めてドメインとして機

能するようになる｡｣と説明している｡(*2-69)このように､ドメインは社会的

な相互的プロセスであり､組織を構成するメンバーによる共通認識や合意は､

ドメイン･コンセンサスと呼ばれる｡

ドメインの定義は､エイベルの事業の定義とは多くの点で共通しているが､

榊原は､企業組織のドメインの広がりを 3つの次元でとらえる見方を提唱した

理由として､｢多次元的視点こそドメインを見る上で決定的に重要である｡｢構

想の大きな経営｣､｢スケールの大きな経営｣というのは､これらの 3つの次元

の広がりが相対的に大きな経営をいうのである｡ひとつひとつの次元に沿って
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自社の位置づけをはっきりさせること､それが戦略決定におけるドメインの定

義の内容なのである｡｣と述べている｡(*2-70)

ドメインをとらえる際に多次元でとらえる必要性を強調していること､特に､

3つ目の軸として ｢意味の広がり｣に着目しているが､1992年当時､即ちバブ

ル経済の絶頂期にこれを指摘していることは､示唆的である｡意味の次元の戦

略 ドメインをいかに具体的に展開するかが本当の戦略であろう｡榊原は､企業

と社会の相互作用の観点から､新しい製品の意味が相互作用プロセスを経て生

まれてくる具体的な事例を示しているが､このようなダイナミックな現象を解

明する際の鍵として意味の広がりは重要である｡意味の広がりは､本研究で注

目している ｢業界の常識｣が従来の常識から新たな常識-変容 (深堀り､洗練)

していくことに､ほぼ対応するものと考えられる｡

また､｢意味は常に創っていくもの｣であり､時間の広がりとともに変容をと

げていくものである｡それも意識しようがしまいが､である｡経営学は､個々

の企業にとって､どこまでも個別論としてかかわりあうものである｡それゆえ

ドメインの定義にあたっては､｢きれい事｣､｢他人の言葉｣､｢カタカナのしゃれ

た用語｣などに惑わされずに､自企業のものとして個別に提起しなければなら

ない｡ ドメインの定義は､自らの特殊的な事情を考慮し､とことん考え抜くと

ころから生まれてくるの̀ではなかろうか｡

④根来龍之 (1994)『ソフトシステム方法論による事業定義の再構築』

ソフトシステム方法論 (SSM:SoftSystemsMethodology)とは､ソフトアプ

ローチと総称される新しい状況理解 ･改善方法論の中心を占めるものであり､

さらに効率的な手段の設計の前に､｢真の問題は何か｣ を探索しようとする｡

根来 (1994)は､SSMによって事業の方向づけの再定義 (Re-orientation)を

まず行ったうえで､プロセスの再構築 (Re-engineering)を進める方法を提案

している｡SSMの方法論的立場として､(a)個別主義､(b)当事者主義､(C)自省

主義､(d)解釈主義の4つをあげている｡この立場は､社会的構築主義の特徴と

共通する面が多い｡SSMが企業にもたらそうとする効果として､(a)気づきの創

出､(b)確信の獲得､(C)合意の形成､を指摘している｡(*2-71)

ssMは､｢ソフト｣な､つまり構造化されていない問題､すなわち ｢what･:何

をするか｣と ｢how:どのように行うのか｣の二つの質問が混在しているような

場合に､問題を構造化すること､つまり ｢what:何を｣と ｢how:どのように｣

が混在する状況を｢how:どのように｣だけの問題に転換する方法である｡(*2-72)

また､日常の場で何かを ｢マネージする｣ということは､時間とともに展開し､

相互に作用しあう事象 (events)と観念 (ideas)の流れに対処していくことで

ある｡SSMは､このような､あらゆる分野やレベルのマネージャーにとって､自
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分たちの課題に取組む手助けとなる｡SSMは､現実世界の混沌とした状況を取組

むための体系的な手立てなのである｡(*2-73)

本研究では､事業開始当初における事業戦略の策定において､また､事業開

始後における事業戦略の再構築された結果をみるために､この SSMによる事業

の基本定義の仕方 (*2-74)を参考にする｡SSMは基本的に､実践者がみずから

モデルを構築しながら問題解決をはかっていくいわゆるアクションリサーチの

形態をとるが､本研究では戦略形成プロセスをみていくために､具体的には事

業の定義が再構築されていく模様を､事業開始当初の事業の基本定義をこの定

義の仕方にそって整理し､これが一定期間後にどのように変化していったのか

をみるためのツールとして用いている｡

事業の基本定義が考慮すべき要素として､｢CARFWREG｣(*2-75)の8項目があ

げられている｡これらの要素を事業の定義におけるエイベルおよび榊原の議論

と比較すると､新たに ｢世界観 (WELTANSCHAUUNG)｣が加わっていることがわか

る｡SSMでは世界観を重要視している｡｢われわれが､観察した行為に意味があ

ると考えるのは､われわれの知性から与えられるより大きなイメージに､それ

を関係づけることによってである｡事実一般的には当然のことと考えている世

界についてのある特定のイメージ､すなわち世界観の見地からのみ､観察され

た行為はわれわれにとって意味がある｡｣(*2-76)世界観はそれぞれの観察者が

観察するものにたいして､それぞれの意味づけ (attributemeaning)を行うこ

とを可能とする頭の中のフィルタである｡このフィルタは経験､個性､政治､

社会､状況によって形成され､不断に変化しているものである｡(*2-77)この

ように世界観が異なるということは､行為者が同じ事象にたいして意味を付与

する際にその意味が異なってくる｡その結果､行為者はその意味に基づいた解

釈によって行動をおこすことになる｡そのため､世界観は問題を構造化してい

く上で重要であり､事業の定義においては､いかにしてこの世界観を見出して

いくのか､いかにして世界観を共有していくのかが課題になる｡

事例分析フレームワークを構成する事業の定義の記述様式を表 2-1に示す｡

事業の定義の様式は根来 (1994)に準ずるが､エイベル､ドラッカーおよび榊

原の議論をふまえつつ､事業の定義が考慮すべき要素のうち､｢その他｣として､

新規参入者､代替品供給者､補完的生産者､供給者､規制者の動向および自社

との関係を追加した｡
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表2-1事業の定義 (記述様式)

事 業 の名 称 事業の名称を文章で簡潔で表現する

[D]事業の定義 顧客層､どんな機能を顧客に提供するのか､誰と､何 (代替品)と競争するのか､何を魅力にして､その魅力をどんな自社能力
を追求して行くのかを文章で記添する

定義が孟すべき要 [C]顧客 どんな顧客層に

｢F1機能 どんな機能を

[R]競争事業者 誰と､何 (代替品)と競争して
｢Al宛未力 何を魅力として

｢R1督漉 どんな自社能力を使 うのか､どんな製品を提供するのか

[E]その他 新規参入者､代替品供給者､補完的生産者､供給者､斬 り者の動向など､この事業を展開する上で考慮すべきこと

[G]全体構想 企業内でこの事業のどんな位置づけを前提にしているか､業界内
秦 でどんな地位をめざすのか? 目標となる売上げと利益は?

[W]世界観 内的整合性 なぜその魅力で競争しようと考えるのか
外的整合性 この事業定義は､全体構想に適合的か

出所 :根来龍之 (1994)桝シ符坊 法軸による事業屋島の再件集 喝 2職 の基本刻 奴)仕劫 を参臥 -一朝加牛 (C)2006,小林満男

(2)営業戦略

営業戦略は､事業の定義にそって策定される｡営業戦略をみる枠組みとして､

消費財のマーケテイングの見地からアプローチする事例は多いが､一方におい

て企業や官公庁などその製品やサービス､それらの利用方法について造詣の深

い専門家､あるいは準専門家を顧客とするいわゆる法人営業に関わるものは少

ない｡また､法人を顧客とする営業においては､その扱 う製品､サービス自体

の良し悪しだけではなく､多くの要因によって購入するかどうかが決定される｡

コトラ- (*2-78)では､企業の戦略的プラニングについてマーケテイング･マ

ネジメントの見地から基本的な考え方､分析､計画のしかたについて述べてお

り営業戦略をみる枠組みとして参考となるが､ここではマーケテイングの 4P

(product/Price/Place/Promotion)にそって対象企業の営業戦略をみていく｡

なお事例研究では､｢営業力を競争優位の中核基盤にする必要がある｡営業力

を中核として､製品 ･技術開発力､ロジスティックスカ､さらには顧客サービ

スカを統合し､それによって強力な総合競争力をつくらなければ､国際競争の

中で日本企業の長期存続は不可能である (*2-79)｣という見解に共感し､営業

に軸足をおいて分析､検討を進めていくこととする｡

(3)業界の常識

営業の現場においては他の業務と同様に業界に関する常識を身につけること

は､営業業務を円滑に遂行する上で必須である｡一方､この常識と呼ばれるも
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のの範囲は組織にとって､また個々人にとって必ずしも一致するものではなく

暖味であり､定義することは困難だといわれている｡業界の常識とは､文字通

りの意味は､｢対象としている業界を構成するそれぞれの主体者 (事業者)たち､

およびその構成員たちで共有されている常識｣ということになる｡ これらは､

たとえば､業界内で広く普及している業界新聞､業界ニュースあるいはガイド

ブックにより､また身近に利用した経験やその見聞によって大枠としては共有

されていると考えられる｡その一方において､特定の主体者 (事業者)によっ

て､あるいは経験の差によってはその常識とされる範囲や共有の程度はかなり

違っているであろうと想像される｡また､常識がかなり経験などと密接に結び

ついたものとすれば､途端に漠としたとらえどころのないものとなってしまう

おそれがある｡

そのためここでは､暫定的に業界の常識を "業界に関する知識"としてとら

えることとし､"顧客､業界､経営､技術等に関する知識の中で (事例研究の対

象としている企業の)組織メンバーに共有されたもの"と定義する｡

業界の常識は､顧客､業界､経営､技術等に関する知識からなり､図 2-6に

示されるように組織メンバーに共有された部分の集まりとしてあらわされる｡

図2-6業界の常識の定義

知

出所 :小林満男 (2004C)､業界の常柚欄 励 らゝみた競争戦略､新 回ITh文セミト(竹野内什朝工学研究所)､2004.11 図表1 (C)2006･小林満男

これらの共有された知識は､行為をとおして絶えず変容していくものととらえ

られる｡業界の常識は､企業活動 (ミクロとしてとらえれば個々の行為)をと

おして本質的に空間的､時間的にダイナミックに変化する面を持ちながらも､

一方'Thは身体､記憶､ルーティングの中に､あるいは種々の手続きや制度とし

2-30



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

て埋め込まれた堅固な倉庫のようなものとしてとらえることができるのではな

かろうか｡

本研究では業界の常識を､行為者にとっては客観的な存在としてあらわれる

が､業界の常識そのものはもともと主観的に生み出され､社会的な過程におい

て間主観的に構成されたリアリティとして行為者に認知されるという社会的構

築主義の観点から捉えている｡その意味で､業界の常識は､シュッツのいう知

識在庫･(stocksofknowledge)､ギデンズのいう相互知識(mutualknowledge)と

重なりあうと考えられる｡組織メンバーに共有された業界の常識は､いわゆる

社内常識として､自社の企業活動を行なう際の判断基準､情報収集する際のフ

ィルタの特性に影響を与える｡すなわち業界の常識は､組織メンバーが行動す

る際の準拠枠として作用するものであり､行為の正当化-の道を開くものとと

らえられる｡業界の常識に変更がなければ相互行為は再生産されるが､一方で

これまでの業界の常識に大幅な変更を生じる場合には､行為の準拠枠は見直さ

れ相互行為は再構成されることになる｡(*2-80)

業界の常識の多くは､自社の事業の定義､経営戦略を定める際に考慮する事

項と重なり合っている.常識は､経営 トップから中間管理職､現場の第-線の

社員によって､また個々人によっても異なるものと考えられる｡ここでは､現

場業務を達成する上で組織メンバーに共有された業界に関する知識 (暗黙知を

含む)に焦点をあてている｡

本論文では､各利害関係者との交流､組織内メンバーとの対話など､実際の

商談に関わる営業活動をとおし､遭遇した矛盾や課題をどのように捉えなおし

解決していったのか､つまりそれまで組織メンバーが共有していた業界の常識

がどのように変わっていったかということと､競争優位 (短期的には受注の成

杏)がいかに密接に結びついているのかについて丹念に追い考察を試みる0

衛星通信業界における業界の常識は､図 2-6に示されるように衛星通信サー

ビスの顧客､業界､経営､技術等に関する知識の中で組織メンバーに共有され

たもので構成される｡その内容は､衛星通信技術､衛星通信サービスおよび衛

星通信サービス事業に関する知識などが含まれる｡一般に､衛星通信技術に関

する知識は､自然科学的な知識を背景としており､組織メンバーにおける共有

度合いは高い｡その一方で､サービスや事業については顧客の業界特性や技術

的特性に加え､それを設計､開発した人間の考えがしみこんでおり､組織メン

バーの経験などによっては解釈のバラツキが大きくなり､共有度合いは低くな

る傾向にあると考えられる｡図2-7に､業界の常識の階層の例を示す｡
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図2-7業界の常識の階層

法人営業の担当者に求められる知識は､技術そのものに関するものよりも､

サービスや事業など上位レイヤーに属する解釈の裁量がひろいものが多い｡

個々の担当者の準拠枠はそれぞれ異なっていても組織内のコミュニケーション

過程を通じて､あるいは受注という具体的な成果をあげることによって組織内

の正当性を獲得し､間主観的な準拠枠-と存在論的変移を遂げると考えられる｡

事例分析では､その変移の手がかりとして業界の常識に着目して検討を進めて

いく.(*2-81)

2.4.2 案件分析フレームワーク

案件分析フレームワークは図 2-8に示すように､｢顧客の業務｣､営業活動に

おける営業担当者､技術担当者などの行為を記述した ｢受注の流れ｣､矛盾や課

題をどのように克服したかを示す ｢矛盾の克服｣､｢企業 ･組織間関係｣および

特記事項を記述する ｢補足｣から構成される｡

沼上 (2000)は､経営学の領域で採用されてきた環境記述様式を ｢環境とい

うひとつのシステムを諸々の変数とその変数間の関係として記述する<変数シI

ステム観>と意図をもった行為主体間の相互作用に注目して環境のメカニズム

やダイナミクスを記述する<行為システム観>｣に分類し整理している｡ ふた

っの環境記述様式は､理念型であり､変数システム記述は実証主義的研究に密

接に関連し､例えばポーターの業界の構造分析では利益ポテンシャルを左右す

る要因 (5つの競争要因)に分解し､操作可能な変数に変換し分析する方法であ
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る｡一方､行為システム記述は解釈学的研究に密接に関連し､①意図をもった

行為主体､②相互依存関係､③意図せざる結果､に注目する環境観にたっもの

で時間展開を伴う説明を採用する｡案件分析フレームワークでは､変数システ

ム観による一般的な説明で終わらせずに､行為システム観にたち実践者の背後

にある思考回路を解釈して一般的に了解可能にする作業とその行為の社会的合

成プロセスの解明を行い､事業開始当初の意図された戦略が計画的戦略とは異

なる意図せざる戦略を創発していく模様をとらえる｡フレームワークで示され

る記述様式を活用して事例分析を行うことにより､営業活動の最前線において

競争優位がつくりこまれていく過程とその背後に横たわるメカニズムをみる｡

また､当初策定した競争戦略の根底を支えていた業界の常識が営業戦略および

案件の課題解決をとおして顧客や技術の動向等と関連しながら変容する模様を

とらえていく｡

以下､それぞれの案件分析に使う記述様式について､簡単に説明する｡

図2-8案件分析フレームワーク

変数システム観
i:7;:;=:;盤_i..H■■1p

≡:::‥が兜≒::.占.I:I/L>: 行為システム観1
･サー.)lJ.:くけL_.モ:f■=こ-､f:i■ご~.'1-㌧.;=.'

‥■■=Ti_三~=p:'-1.....=.-､:筆勢等
喜怒荻~≠:=..-Y.ン乾■.{i岩垂..ふ.㌔.==1≒■:1'.:iて=..=-::=::=■端

本受注を経験 (反省)して､当初設定した事業の定義､営業戦略､それらを

支える業界の常識が書き換えられ､豊かになる (案件を見る目が研かれる)

出所 :′J､林満男 (2004a)経営情報学会2004年春季全国大会予稿集 (lA-3)を一部修正 (C)2004/2006,小林満男

(1) 受注概要

[受注概要｣は､顧客の業務や受注要因について､変数システム観にたって

時間圧縮にした説明により簡潔にまとめたものである｡全体を傭略し､概要を

とらえることに主眼があるので 1枚の様式に､受注概要､顧客の業務､システ

ム構成､受注内容､製品 ･サービス利用のメリット､なぜこのサービス､この

製品が選択されたのか､受注のポイント､受注要因および参考事項を記述する｡

(2) 受注の流れ
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｢受注の流れ｣は､行為システム観にたって時間の経過にそって受注獲得に

向けた営業活動プロセスを記述する｡顧客から出される課題やそれを解決する

上で関係部署との間に生じる矛盾や葛藤を企業内外の関係者との対立あるいは

協力しあいながらいかにして克服し受注に結び付けていったかについて､現場

の営業担当者､技術担当者や経営者たちの行為を追う｡そして､各実践者たち

が従来持っていた業界の常識がその営業活動プロセスの中で､どのように変容

していったかについて拾い上げていく｡

(3) 矛盾の克服

｢矛盾の克服｣は､営業活動プロセスの中で発生した矛盾や葛藤､課題につ

いて､矛盾の内容､矛盾をどうとらえたか､解決策､解決策の結果および重要

成功要因 (KFS:keyfactorofsuccess)についてまとめたものである｡KFSは､

いかにして矛盾を克服するに至ったかについての研究者 (筆者)の解釈､見解

を示したものである｡

なお､ここでは矛盾 (contradiction)と葛藤 (conflict)をほとんど区別せ

ずに､｢あることを行おうとする場合に行為者間､あるいは集団間に生じる対立

の構図｣を指す意味で使用している｡また課題とは､｢顧客など利害関係者から

持ち込まれる宿題や検討事項｣を示すこととする｡(*2-82)

(4) 企業 ･組織間関係

対象企業を中心に､その企業間関係をみるための企業間関係図 (業界を形成

する 7つの主体者モデル)と､さらに対象企業の組織を含めた関係を傭轍する

ための企業間一組織関係図を作成する｡以下､これらの関係図が生まれた理論

的な背景を述べ､関係図を示す｡

①企業間関係図

ポーター (1980)は､｢競争の根は業界の経済的構造の中にあるわけで､個々

の競争しあう会社の行動が必ずしも激化の要因ではない｡競争状態を決めるの

は､図2-9が示すように､基本的に ｢業者間の敵対関係 (競争業者)､買い手の

交渉力 (買い手)､新規参入の脅威 (新規参入業者)､売り手の交渉力 (売り手)､

代替製品 ･サービスの脅威 (代替品)｣の5つの要因によるとされる｡これらの

5つの要因が結集して､業界の究極的な収益率-すなわち､長期的な投資収益率

を決める｡｣と説明している｡
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図2-95つの競争要因

出所 :M･E･ホ●ヤー(1980) (邦訳 『競争の戦略』タ●ィヤモンド社､1982)p18図表1-1

- 方､ネイルバフ&ブランデンバーガ- (1997)は､｢｢パイ｣を作りだすと
きには協調し､その ｢パイ｣を分けるときには競争する｡それがビジネスのゲ

ームだ｡企業は競争と協調を組み合せることにより､大きな利益を上げること

ができる｡｣と､グーL.理論を応用 した ｢競争<competition>+協調<

cooperation>→コ一 ･ペティション<CO-opetition>｣という現状打破の画期

的な概念を提案した｡この概念を具体化した価値相関図を図2-10に示す｡

図2-10価値相関図

顧 客

//

競 争相手 -

＼

企 業

供給者

ヽ ､

補完的 生 産 者

■ /

出所 :a.J.ネイ如､●フ&A.M.7.ランデンハ〇一が-(1997) (邦訳 『コ-べティション経営』日本経済新聞社)p29
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価値相関図は､誰がプレイヤーで､どんな役割を担っているかの観点から､

プレイヤーは､顧客､生産要素の供給者､競争相手および補完財を供給する者

(補完的生産者)の 4つに分類し､ゲーム全体を視覚的に理解できるようにひ

とつの図に配置し､すべてのプレイヤーとすべての相互依存関係を表示してい

る｡ビジネスにおいては､自分が成功するためには､必ずしも相手が失敗しな

くてもよく､多くの勝者が存在することは可能であるとしている｡ビジネス全

体をゲーム論でとらえ､競争と協調の両面､あるいは相互作用として見ている｡

ゲーム理論は様々な要因が絡み合っていて他の意思決定から独立に意思決定を

行えない場合に有効であるとしている｡

ネイルバフ&ブランデンバーガ- (1997)は､従来の競争戦略のように業界

が予め定義され､あるいは暗黙に定義された業界をターゲットとして競争戦略

を練るのではなく､むしろ業界の従来の境界を積極的に無視している｡それに

よって､競争や協調の関係を大きな構図でとらえることが可能であり､真のラ

イバル､真の協調者の見落としを避けようとしている｡また､ゲームのパート

ナーが複数の､場合によっては正反対の役割を同時に担うことを教えてくれる｡

つまり､従来の規制された境界や常識として見なしていた境界を大きな構図の

中で､あらためて見直す契機をあたえてくれる可能性がある｡

また､業界を形成する各主体者は､ネイルバフ&ブランデンバーガ- (1997)

が言う価値相関図で表わされるゲームの参加者である｡このゲーム-の参加者

の役割は多重的であり､かつ将来における企業の視点で見れば､あるいは商談

毎に､各ゲームの参加者は､それ以前の認識とは違った役割で登場する可能性

がある｡本研究では､この業界を形成する主体者たちの将来にむけた役割変化

に着目した企業間関係図を検討する｡この主体者たちの自企業から見た役割の

変化は､見方をかえれば自社の戦略形成プロセスと表裏一体をなすものととら

えられる｡

企業間関係図としては､ネイルバフ&ブランデンバーガ- (1997)の価値相

関図をベースとし､規制業界を定義する主体者として､ポーターの基本的な収

益性を規定する 5つの競争要因 (主体者)に､規制者と補完的生産者を加えた

｢業界を形成する7つの主体者モデル｣(『業界モデル』と略する)を提案する｡

業界モデルを図 2-11に示す.(*2--83)このモデルは､顧客の獲得をめぐって､

自企業､新規参入者､競争事業者､供給者､補完的生産者､代替品供給者及び

規制者が相互に関係することを示している｡業界を形成する 7つの主体者を以

下のように定義する｡
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者が自分以外のプレイヤーにも供給しているとき､そうしない場合よりも自分

-の供給が魅力的となる場合､そのプレイヤーを自分の補完的生産者と呼ぶ｡

(f)代替品供給者

代替品供給者とは､自社と競争事業者が提供する製品 ･サービスの代替品を

提供する事業者をいうが､必ずしも自社､競争事業者と同一の事業法で定義さ

れた業界に属するとは限らない｡顧客の目的を達成あるいは支援する様々な製

品 ･サービスは何かといった広い視野でもって検討する必要がある｡

(g)新規参入者 `

既存の製品 ･サービスに対して､何らかの新しい付加価値を持って参入する

事業者である｡新規参入によって､既存の業界がより競争的になるばかりでは

なく､従来存在しなかった新しい製品 ･サービスにより業界が拡張されたり､

全く新しい業界を生み出していく場合も出てくる｡

(h)競争事業者

自分以外のプレイヤーの製品を顧客が所有したときに､それを所有していな

いときよりも自分の製品の顧客にとっての価値が下落すると場合､その自分以

外のプレイヤーあるいは､供給者が自分以外のプレイヤーにも供給していると

き､そうしない場合よりも自分-の供給が魅力的でなくなる場合､そのプレイ

ヤーを競争事業者と呼ぶ｡

例えば､顧客は､自企業､競争事業者や新規参入者の提供する製品 ･サービ

スと代替品供給者が提供する代替製品･サービスについて比較選択を行うため､

自企業と競争事業者､新規参入者及び代替品供給者は一般に競争関係となる｡

規制者については､自企業､競争事業者及び新規参入者に対して規制は直接的

に作用するため､大きな影響を与えることとなる｡また､供給者､補完的生産

者や顧客にとっても間接的ではあるが規制の影響を受ける｡

ポーターの競争要因図では､競争状態を決めるのは基本的に 5つの要因であ

るとし､これらが結集して業界の究極的な収益率､即ち長期的な収益率を決め

るとしているが､5つの競争要因と業界を形成する主体者は必ずしも1対 1に対

応するわけではない.つまり､図2J11の業界を形成する各主体者をポーターの

競争要因で対応させてみると､ひとつの主体者 (事業者)はひとつあるいは 2

つ以上の要因を持つものとして登場してくる｡

②企業一組織間関係図

顧客､供給者あるいは補完的生産者等との関係は､通常は企業対企業の関係

としてとらえれば十分である｡しかし､営業活動の中で生じる矛盾､葛藤や課

題を解決しようとすると､自企業内のどの部署が関係しているのかを把握する

必要がある｡同じ課題を解決するのに､技術担当者たちは供給者 Aを担ぎ､営
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業担当者たちは供給者 Bを採用しようとする場合がある｡利害関係者と企業内

の特定の部署と強く結びついていると､これらの企業との関係を見直そうとす

る場合に企業内の特定の部署がその制約条件となる場合もある｡

このような関係を積極的に見出すため､企業間の関係とさらに企業内の特定

の部署を一体でとらえる企業 ･組織間関係図を作成する｡
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注釈 (第2章)

*2-1:P.L.Berger&H.Kellner(1981)邦訳 p4-5.そもそも ｢社会｣なるもの

の存在を知ることができるためには､まず一定の暴露的な視覚がなければなら

ず､それゆえ ｢社会学｣は研究対象を発見すると同時に世界を見るひとつの方

法でもあった｡

*2-2:P.L.Berger&H.Kellner(1981)邦訳p6.

*2-3:D.F.Abell(1993)邦訳p126.図7-1

*2-4:P.L.Berger&H.Kellner(1981)邦訳p14-15.

*2-5:P.L.Berger&H.Kellner(1981)邦訳p14.

*2-6:P.L.Berger&H.Kellner(1981)邦訳p15.

*2-7:P.L.Berger&H.Kellner(1981)邦訳p19.

*2-8:P.L.Berger&H.Kellner(1981)邦訳p22.

*2-9:有福 (1997)p15.

*2-10:有福 (1997)p16.

*2-ll:有福 (1997)p19.

*2-12:有福 (1997)p20-21.

*2-13:有福 (1997)p21.

*2-14:有福 (1997)p22.

*2-15:諸感覚の統合による総合的で全体的な感得力｡(中村 (1979))戦略形成

プロセスと ｢共通感覚｣のかかわりについては､本稿第 4章で述べる0

*2-16:有福 (1997)p22-23.

*2-17:有福 (1997)p23.

*2-18:A.Giddens(1976)初版邦訳p102.

*2-19:A.Giddens(1976)初版邦訳plO3-104.

*2-20:A.Giddens(1976)初版邦訳p232-233.

*2-21:宮台 (1991)p60-75.参照のこと｡

*2-22:宮台 (1991)p58.システムを可能なかぎり広く定義すれば､それは ｢カ

オス (混沌)ではない､何ものか｣ということであり､｢秩序とパターンを示す

何 らかの構造｣ がシステムである｡(ケネスE.ボールディング (1985)､邦訳

『トータル ･システム』plO)ここでは ｢システム｣を､｢複数の要素が､互い

に相手の存在のための前提を供給 し合 うところに形成されるループ (の網)で

ある｣､と定義している｡

*2-23:宮台 (1991)p75-82.参照のこと｡

*2-24:今田 (2000)序章 2.研究法とは何か､p2-3.

*2-25:今田 (2000)同上､p8.
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*2-26:今田 (1991)序章 6.全体的なリアリティ把握をめざして､p35-36,

*2-27:SocialConstructionismは､｢社会的構築主義｣(『社会的構築主義とは
何か』川島書店､｢社会構築主義｣(『家族とは何か』新曜社))､｢社会構成主義｣

(『ナラテイヴ･セラピー』金剛出版､『社会構成主義の理論と実践』ナカニシ

ャ出版)と訳されている｡本稿では､現場の主体者たちが<能動的に>､<身

体を備えた主体として>､<他者からの働きを受けとめながら〉振舞う (中村

(1992)､p63.)という主体者の能動的行為こそが戦略形成にとって根本的に必

要だとの立場から､｢社会的構築主義｣ を用いている｡

*2-28:高橋正泰 (2003)社会的構成主義と組織論､経営論集､50巻､第2号､

2003年 1月､p235.

*2-29:Burr,Ⅴ. (1995)邦訳p2.

*2-30:木村 (2004)p362. 木村は自らの経験をふまえ､企業経営においては

① ｢経営戦略｣の重要性を指摘しつつも営業や労務や人事や経理や総務におけ

る苦労に比べればたいしたことはない､と日々の業務の重要性を指摘し (同書

はしがき p2.)､さらに､② ｢予測を超えた威力を発揮する経営者たち｣のよう

にエコノミストたちのマクロの予測よりも企業家たちの主体性が重要であるこ

とを強調している｡(同書p66.)

*2-31:Burr,Ⅴ. (1995)邦訳p4-7.を参照のこと｡

*2-32:Burr,Ⅴ. (1995)邦訳p8-12.を参照のこと｡

*2-33:紺野登 (2005)p66.非決定論的アプローチの特徴として､『｢人間の意
思や行動は他の原因によっても決定されるものではなく､その人自身で決定す

ると主張する立場｣､｢可能主義 :多文化主義｣､｢状況的､帰納的アプローチ､

不確実性の活用｣､｢仮説-綜合一分析というpractice(実践)のプロセス｣､｢仮

説と実践の一体化を第一義とする｣､｢戦略の立案と実践は非分離である｣､｢不

確実性は変化の出現 (emergence)と見る｣』を指摘している｡

*2-34:和田勲生 (1998)p17.

*2-35:森田 ･西村 (2001)p204.

*2-36:大月博司他 (1999)p3.

*2-37:沼上 (2000)p67,p72,p94.

*2-38:P.L.Berger&T.Luckmann(1966)邦訳p32.
*2-39:P.L.Berger良T.Lucknann(1966)邦訳p33.

*2-40:P.L.Berger&T.Lucknann(1966)邦訳p34.

*2-41:P.L.Berger&T.Lucknann(1966)邦訳p354-355.

*2-42:A.Schutz(1970)邦訳p5.

*2-43:A.Schutz(1970)邦訳p6.

*2-44:A.Schutz(1970)邦訳p31.
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*2-45:A.Giddens(1976)邦訳p164-165.

*2-46:A.Giddensは､相互行為の生産の三つの基本的な要素として､①相互行

為の ｢有意味な｣ものとしての構成､②道徳的な秩序としての構成､③権力関

係の作業としての構成､をあげている｡

*2-47:A.Giddens(1976)邦訳 p15卜153.相互知識の説明は以下のとおり｡

①コンテキストの物理的側面-の言及は､ほとんどの形態の日常の相互行為が

生じる､相互主観的に ｢同意された｣世界の維持にとってたしかに根本的なこ

とである｡

② ｢直接的感覚的環境の認知｣ は相互知識に照らしてカテゴリー化され ｢解釈

される｣から､大部分暗黙のものである相互知識という背景からは､本来切り

離すことはできない｡

③私のいう ｢相互知識｣には､ボランニーが用いる ｢暗黙知｣が含まれている｡

④相互知識は､その性格上､｢輪郭的｣である｡

⑤相互知識は､相互行為のなかでコミュニケーションのコンテキストが､それ

によって創造され､維持される 《解釈図式》の形で用いられる｡

⑥こうした解釈図式は､分析的にいえば､発話の発語内的力を理解するための､

一連の生成的規則としてみなすことができる｡

⑦相互知識は､それが自明祝されており､大部分分節化されないままにあると

いう意味において､｢背後知識｣(backgroundknowledge)である｡

⑧相互知識は､行為者によって既成のものとして専有されるのではなく､自分

たちの生活の有する連続性の不可欠な要素として､行為者によって新たに生産

され､再生産されるのである｡

*2-48:A.Giddens(1976)邦訳 p164.

*2-49:加護野 (1988)p42.

*2-50:加護野 (1988)p30,p36.

*2-51:中村 (1977)p128.

*2-52:中村 (1979)p16.

*2-53:沼上 (2000)p47.

*2-54:沼上 (2000)p184-185.を参照のこと.

*2-55:Schon(1983)邦訳p214-215.解説 (秋田喜代美)を参考｡

*2-56:沼上 (2000)p229.Schon(1983)邦訳 p76-.Schonは､反省的実践家

の中心的概念である ｢行為の中の省察｣(①行為の中の知､②行為の中の省察､

③実践の中の省察)で説明している｡

*2-57:A.Giddens (1984)p7.p374.p375.①反省 的意識 (discursive

consciousTess)とは行為主体が言葉でははっきりと説明できる意識O②実践的
意識 (practicalconsciousness)とは言葉ではうまく説明できないが､それで
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も行為者が社会的実践において暗黙裡にどうすればいいかを知っている暗黙知

による知識｡③無意識 (unconsciousmotives/Cognition)

*2-58･:沼上 (2000)p230.

*2-59:Chaffee(1985)は､戦略の共通認識として7つ (①戦略は組織と環境

の双方に関与する/②戦略の本質は複雑である/③戦略は組織全体の繁栄に影響

を与える/④戦略は内容とプロセスの双方に関係する/⑤戦略は完壁に計画的で

はない/⑥戦略はヒエラルキーが存在する/⑦戦略にはさまざまな思考プロセス

が関係する)指摘している｡

*2-60:本稿では､｢事業の定義｣を変えていく (変化していくこと)▲を再構築

(restructuring)と呼ぶ｡D.F.Abellは､事業の定義の具体的な考え方はいず

れの意思決定レベルでも重要としながらも､事業の定義を策定するのは事業に

責任を有する事業部長が行うものとしトップダウン的なイメージをもつ再定義

(redefinition)という言葉を使っている｡本稿では､事業の定義は､日常の

業務の実践を通じて構築されていくもの､現場の主体者たちが現在の事業の定

義に従いっつも､将来の事業の定義づくりに参加し作り上げていくものという

スタンスから再構築という言葉を使用する｡

*2-61:D.F.Abell(1980)邦訳p22.

*2-62:D.F.Abell(1980)邦訳p256-257.

*2-63:D.F.Abell(1993)邦訳p127.

*2-64:加護野忠男 ･井上達彦 (2004)p207.など.加護野らは､企業を ｢マル

チレイヤー事業システム｣ととらえ､顧客に認識される表の価値/背後にある

活動システム/活動を支える経営資源 (個別資源を結合した能力レベル ･個別

資源のレベル)を価値システムのレイヤー/活動システムのレイヤー/資源シ

ステムのレイヤー/個別資源 (非システム)の4層でとらえている｡

*2-65:石井淳蔵他 (1996)p77.

*2-66:榊原

*2-67:榊原

*2-68:榊原

*2-69:榊原

*2-70:榊原

*2-71:根来

(1992)p12.

(1992)p4卜42.

(1992)p43.

(1992)p33.

(1992)p44-45.

(1994)p2卜22.

*2-72:BrianWilson(1990)邦訳p9-10.を参考.

*2-73:PeterB.Checkland&JimScholes(1990)邦訳pl

*2-74:根来 (1994)p22.｢図2事業の基本定義の仕方｣を参考

*2-75:Customer(S)(顧客)､Attractiveness(魅力)､Rival(S)(競争相手)､

Function(機能)､WeltanSchauung(世界観)､Resources(資源)､Environmental
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Constraints(その他)GfandImage(全体構想)の 8項目に､チェック項目と

して､前提となっている世界観に確信が持てるかどうかの観点から内的整合性

および外的整合性を加えている｡

*2-76:PeterB.Checkland(1981)邦訳p239.

*2-77:BrianWilson(1990)邦訳p39.

*2-78:PhilipKotler(1980)

*2-79:田村 (1999)p255.

*2-80:小林 (2005)p44.

*2-81:小林 (2005)p45.

*2-82:社会学では矛盾と葛藤 (コンフリクト)は明確に区分している｡例えば､

A.Giddens(1979)では､｢矛盾｣とはシステムを組織化する構造的原理の分離､

｢コンフリクト｣とは行為者間もしくは集合体間の闘争であり､社会的実践と

してはっきり現われる､としている｡本事例研究では､各主体者間で対立の構

図があるにも関わらず､顧客に対し競争事業者よりも魅力的な提案を行うため

に現場の主体者たちがいかに行動したかというその実践に焦点をあてて整理し

ている｡

*2-83:｢業界を形成する7つの主体者モデル｣の説明については､小林 ･根莱

(1998)p84-86.をもとに加筆､修正.

*2-84:P.F.Drucker(1954)邦訳上巻p46-47.｢われわれはまず､事業の目的を

考察する必要がある｡事業が社会の一機関である以上､事業の目的は事業それ

自身にあるのではなく､事業をその機関とする社会の中になければならない｡

かく̀して､事業の目的について正しい定義はただ一つしかない｡それは､顧客

を創造することである｡｣｢事業の成功にとって第一義的な重要性をもつものは､

事業家の価値判断ではなく､むしろ顧客の価値判断である｡｣というP.F.Drucker

の主張を取り入れている｡
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第3章 事例研究

本章では､第 2章で整理したフレームワークを用いて､衛星通信サービスの

新規事業会社をとりあげ､法人営業の視点から事例分析を行う｡事例分析は､

事業レベルのものと､個々の商談に関わる営業活動レベルの2階層でとらえる｡

具体的には､事業レベルについては事業開始時と一定期間経過後における再

構築された事業の定義をみるマクロレベルの分析と､個々の商談に関わる営業

活動がどのようなプロセスを経て受注あるいは失注となったのかについて､各

実践者たちの行為に焦点をあてながらそのプロセスを追うミクロレベルの分析

を併行しておこなう.一連のミクロレベルの分析結果から､実は個々の商談と

いう活動そのものが､マクロレベルである事業の定義の再構築に影響を与えて

いく､いわゆる戦略形成プロセスをみていく｡

また､本事例分析フレームワークを用いた分析を補完する観点から､特に衛

星通信事業をとりまく環境､事業構造､業界特性について､業界資料等を参考

にしながら分析 ･検討を進める｡

3.1 事例研究の概要

本節では､最初に事例研究の対象としている衛星通信業界の定義づけを行い､

衛星通信業界の発展ステージを僻轍する｡その中で､事例研究の対象とする企

業が生まれた背景とその企業について述べ､事例研究の対象事業､対象とした

期間､事例の選定基準および分析方法について述べる｡

3.1.1 衛星通信業界

本稿では､衛星通信業界を暫定的に規制 (*3-i)とサービスの提供形態の面

から定義して議論を進めていく｡｢業界｣の定義の仕方を図3-1に示す.

たとえば､メディア別に規定される法律によって明示的に規制された業界が

｢事業法による業界｣である｡通信業界 (電気通信事業法で規定される業界)､

放送業界 (放送法で規定される業界)という場合はこのケースに対応する｡な

お､衛星通信や移動通信､あるいはラジオ放送やテレビ放送といった電波を使

用する事業においては､事業法以前の問題として電波の利用､無線局の免許に

かかわる電波法による規制がある｡そのため､事業法による業界をみる際には､

同時に規制された電波を使う事業かどうかを同時にみる必要がある｡また､規

制の枠内で､行政指導など明示されない裁量的行政によって規定される業界を

｢行政指導による業界｣と定める｡この行政指導による業界の境界は､ネット

ワークの IP化などを背景とする技術革新やFMC(固定電話と移動電話を融合し

たサービス)の登場によるサー豆スのシームレス化によって暖昧化していくこ
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ととなる｡

一方､業界の実態はかならずLも法的に定義された業界と一致するとは限ら

ない｡むしろ各企業の競争戦略として事業法や行政指導の境界周辺で新たな製

品 ･サービスが生まれ､業界の範囲は常に変動しているものととらえることが

できる｡ここでは､業界の実態的定義として､｢規制の枠組みで形成される産業

で､顧客をめぐって競争と協調が繰りひろげられる場｣を考える｡(*3-2)

｢衛星通信業界｣ とは､法的には電気通信事業法で規制された事業の中で､

行政指導によって､固定通信 (海外 ･長距離､地域)､移動通信､衛星通信ごと

に新規事業者が設立されてきた経緯をふまえ､大枠としては衛星通信に分類さ

れる企業および関連する企業から構成される業界である｡具体的には､通信衛

星を保有する衛星系第 1種電気通信事業者､通信衛星を保有しないいわゆる付

加価値サービスを提供する衛星系第 2種電気通信事業者および関連する事業者

から構成される業界を ｢衛星通信業界｣とする｡ただし､通信衛星を利用しほ

とんど同じようなサービスを提供しても､それが放送法にもとづく放送と分類

されるサービスを提供する事業者は含めないこととする｡

図3-1業界の定義 (衛星通信)

電気通信事業法

電気通借役務利用放送法

放送法

有線テレビジョン放送絵

●.■■■■1■■■■■■■■.■■■ 一■■■■■ttA*ttJ+I++一I行政指導による業界

■ 地域 ;諾離 :…盟 …‥t.… … .… " 上 選 ....蔓壬禁体 ■

'謂豊 富,F ' 謂 露悪 葦雷; <衛星- 電話i II一◆■･■一■■ 事業法に

<電気通信役務糾用放送>

<衛星デジタ′l孝 チャンネル放送 瞭 託放送軍 勢 >

<衛星データ放送> ■.■■■.I る業界
<地上テレビジョン放送> ､
く地上ラジオ>専

規制さ業界群･CATV 予･CATV 予

電波法 - ;:::::::;主として無舶 メディア IE≡:』 拡張された衛盈通俗業界
電気通信役務利用放送痕施行後 (2002年1月以降)

出所 :/J､林 ･根来 (1998) 咽 2.1業界の定義､図4.6電気通信業界の定義｣を元に加筆､修正 (C)2006･'J琳 満男

衛星通信サービスは､サービスの提供形態から､電気通信事業者の公衆サー

ビスとして提供されるものと､特定の顧客向けの専用サービスとして提供され

るものからなる｡本稿では､特段明示しない場合には､衛星通信サービスのな

かでも､｢衛星専用サービス｣(*3-3)に焦点をあてている.

衛星通信業界の発展ステージを電気通信事業法が施行される (いわゆる電気
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通信の自由化がスタートする)昭和60年までを ｢夜明け前｣とすると､その後

今日に至るまでの発展ステージを傭轍すると､表 3-1のように 4つのステージ

にわけることができる｡

表3-1衛星通信業界の発展ステージ

発展ステーシ寸 1 2 2.5 3アナログ時代 デジタル移行時代 デジタル本格時代 メディア融合時代

(創業期) (第二次創業期) (本格競争期) (薪たな発展期)

時期 1985-1994 1995-1996 1997-2000 2001-

衛星通信業界の S60:通侶自由化 H7:隈押淡路大食災で ◎映像 (TV)とデ ータ受 ◎衛星./′移動.//地上油信が

:現JSAT設立 衛星瀞音が見直される 借 (PC)が転星通信に 複合/散会化､必要に応じ

:SCC設立 H8.範星デジhル映像 より､同一ハ ードウエア た選択が可能となる?

:SAJAC設立H5 :JSATと合併 逓倍開始 で実現 家屯とパソコンの融合が進む ◎メTl-イアの複合.敵合によりTAガ1デイアの大政争

衛星放 送弥菜を開始して ･衛星デジタル放送開始PerfecTVtDirtZCTy 時代が至味 ?

動向 1種事業者の雀宮状況 P以来 , 売り上l朔ミ伸び収 JSmLB) ◎技術革新により､さらに真率が 改善 (約半分は汝 一衛星インターネ ット､ 通信と瀞 Jの大旭な見直し

は慢性的こ赤字続き新規事業として衛星2種業者が乱立 厳しい経営 送で利用) 衛星データ配悟.放送 が行われる?

衛星デジタル放送､衛星 サービスに相次ぐ参入 ◎衛星ii.音事業者の淘汰が
インタ｢ネット等のサー ◎衛星i封音事集肴､アプリ 進むと同寺に新たな発最期

ビス開始こ向け準備､模索中 ケ-シヨンサー.ビス埠供者､コンテンツ事業者､ に入る?

状況が続く 衛星2種葉音 :10杜包ま 放送専業者等を巻き込んだ合従連衡が急速に甚む

新サービス ･アナログ映像伝送 ･NPD32デジタル映漁伝送 ･衛星インターネット ･VSAT(lP)社内TV/SNG ･ysAT(上州A制御//可搬局) ･衛星データ醐首一放送 ･電気通信役敬 遠 (2002.1)

出所 :小林 ･根来 (1998) ｢表4.1衛星通借業界の動向｣を元に加筆､修正

(C)2006,′J､林満男

昭和59年までの ｢夜明け前｣には電気通信事業法は存在せず､衛星通信業界

そのものが存在しないともいえる段階である｡実態は､国主導 (国､電電公社､

国鉄､NHK等を含む)による衛星通信､衛星放送の開拓の段階であり､通信衛星

や実験衛星を使って本格的なサービスを向けた研究開発や業務用として利用さ

れた｡電電公社を例にとれば､主として衛星通信車載局による災害時の回線救

済やイベントなどにおけるテレビジョンの素材伝送などの臨時回線用として活

用している｡また 1983年からは従来､短波回線で行っていた小笠原と本土を結

ぶ通信が衛星通信に移行し公衆サービスとして本格的な利用が開始された時期

である｡

'第-ステージの ｢アナログ時代｣ は､1985年の電気通信自由化､すなわち電

気通信事業法､日本電信電話株式会社法等の施行による電気通信業界-の競争

原理の導入をうけて､平成元年ころから本格的な衛星通信サービスが開始され

た段階であり､いわば事業会社にとって創業期にあたる｡すなわち､現 JSAT､

宇宙通信 (以下､SCC)､SAJAC(*3-4)などが相次いで設立され､相次いで通信

衛星が打上げられた｡打上げ前から衛星通信に対する期待は大きく､当時のア

ナログ映像伝送方式では映像伝送を行うのに電波中継器 (トランスポンダ)を

1本使 うこともあり､トランスポンダ単位での商談か進んだ時期である｡また､
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新規事業として多くの衛星系第2種事業者が参入し､社内テレビ (ビジネステ

レビジョン)､衛星車載局によるテレビジョンの素材伝送や超小型衛星通信装置

(以下､VSATとよぶ)(*3-5)を用いた衛星ネットワークが相次いで導入された

時期でもある｡

第二ステージの ｢デジタル移行時代｣とは､映像伝送に着目すれば､従来の

アナログ伝送方式では1本の トランスポンダで1回線の映像信号しか送れなか

ったものがデジタル伝送方式を採用することにより同程度の品質の映像信号を

数回線同時に送信することができるようになった｡そのため､デジタル方式-

の移行が急速に進み､第二次創業期と位置づけられる｡(*3-6)一般に映像伝送

では､1:1で使 うことの多い素材伝送も､1:nで使う映像 (同報)配信も衛星回

線は片方向回線で利用するO一方､データ通信や衛星電話として使 う衛星回線

は双方向回線であり､この時期には､国内外の衛星通信機器メーカからこれら

の用途に向いた多様なVSATが供給され､アンテナ･機器の小型化､可搬局､DA仙1

方式による周波数の有効利用 (*3-7)など､技術面では大きな進歩があった｡

また､1995年 1月 17日に発生した阪神淡路大震災では､あらためて衛星通信の

耐災害性などが注目された｡(*3-8)一方において､国内では通信の自由化が進

展し､地上ネットワーク料金の低減化がはじまり､衛星回線の有利さが相対的

に減少はじめた時期でもある｡その結果､衛星系第2種事業者の経営が悪化し､

撤退が始まった｡(*3-9)

第三ステージの ｢デジタル本格時代｣ が今回の事例研究の対象期間に相当す

る｡デジタル本格時代とは､映像伝送においてはアナログ伝送方式が姿を消し､

データ伝送においては､インターネット･プロトコルを使ったIPデータ伝送方
式 (衛星インターネット)が登場 し普及していった時代である｡この時期は､

インターネットサービスが普及しだした時期であり､ほとんどはダイヤルアッ

プ接続であったが､次第に常時接続やブロー ドバンド-の要求が高まってきて

いた｡このような背景の中で､インターネットサービスの普及にあわせ新たな

ビジネスチャンスをねらって衛星インターネットを事業とする企業が相次いで

設立された｡(*3-10)事例研究でとりあげる NTTサテライ トコミュニケーショ

ンズ株式会社も衛星インターネットサービスを提供する新規参入企業の1社で

あった｡まさに衛星通信業界において､新規参入と撤退が共存する本格競争期

といえる時期であった｡

規制面に着目すると､1997年から1998年にかけて､第 1次情報通信改革の成果

をふまえ､｢情報通信産業のダイナミズムの創出に向けて｣相互参入の促進､多

様なネットワークの形成などを骨子とする第 2次情報通信改革がスター トして

いる.(*3-ll)衛星通信分野においては､従来から問題になっていた通信と放

送の中間領域における衛星サービスについて､郵政省からガイ ドラインが出さ
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れた｡(*3｣2)しかしこのガイ ドラインによれば､衛星インターネットにより､

衛星通信の魅力である同時に同報 ･マルチキャス トで個人向けにデータを送信

するサービスは放送のカテゴリーとなり新規事業会社にとっては市場が狭まる

厳しい環境であったが､一方ではさまざまな取組みが行われた｡(*3-13)

また､衛星電話やデータ伝送に向くVSATについては､1998年3月から免許簡易

化の拡大などが実施され､衛星通信分野においては規制改革が精力的に実施さ

れた時期といえる｡

第四ステージの ｢メディア融合時代｣とは､法人利用における衛星インター

ネット利用 (本稿では衛星イントラネットを呼んでいる)が普及しだした時期

であり､"新たな発展が期待される時期"と位置づけられよう｡従来は､衛星/

移動/地上 (有線･無線).といった通信媒体ごとにネットワークが独立して構築

されるケースが多かったが､後述の事例にも登場するように､それぞれのネッ

トワークの特徴を活かし組合せて利用する形態が増えていった｡また､店頭広

告プロモーションや情報KIOSK端末によるECビジネスなどにおいて､衛星通信

の最大の特徴であるマルチキャストを使ったコンテンツ配信の利用が活発に行

なわれた｡しかしながら､地上回線のブロー ドバンド化､低価格化が劇的とも

いえるスピー ドで進展したことにより相対的に衛星回線の魅力が越せてきてい

る｡そのような中で､Ku帯を使った移動体での衛星通信など技術革新の取り組

みが行なわれているものの､事業の実態としては次第に混迷の方向に向かって

いる状況ともいえよう｡

衛星通信産業の市場規模をみると､1997年度の衛星通信事業者 (第1種事業者)

の売上げは442億円程度であり､電気通信事業 (第 1種事業者)全体 (約 13.3

兆円)からみると0.33%程度を占めるに過ぎずニッチな業界といえる｡この割合

は､1995年から2001年までの7年間において0.32-0.35%とほとんど変化はな

く､言い換えれば地上系電気通信サービスと同様に安定的に成長した時期とい

える｡しかしながら､日本の衛星通信業界を形成している2大企業であるJSAT

とSCCの近年の売上規模 (両社の合計)を見ると､2003年 3月期の約 710億円

をピークとして､その後は次第に減少傾向にある｡(*3-14)

3.1.2 対象企業

NTTは､平成8年6月から東海大学や学習研究社などと共同で衛星通信による

マルチメディア実験を実施してきた｡この通信方式は ｢非対称マルチメディア

衛星通信システム｣(*3-15)と呼ばれ､広帯域が必要な下り回線には衛星回線

を､また比較的帯域が少なくてすむ上り回線には地上回線を使用することによ

り経済的なネットワークを実現できる特徴をもつ｡NTTはインターネットが急速

な普及拡大しつつある状況を背景に､またマルチメディア実験の成果をふまえ
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て本格的な衛星通信事業-の進出をねらっていた｡(*3十16)

一方､アジア最大の衛星オペレータであるJSATは､衛星需要の拡大基調を読

み､個人向け衛星インターネットサービスを開始すべく準備していたが､本格

的な商用サービスには至らなかった｡

このような状況の中で両社は､1998年 4月に､個人向けおよび法人向け衛星

インターネットサービスを提供する事業会社である NTTサテライトコミュニケ

ーションズ株式会社 (以下､NTTSCまたはN社)を設立した｡N社はその後､NTT

データ､日本 IBM､CTC､ソニー､マイクロソフト､ソフトバンクから出資を受

け､資本金 35億円､社員数約 40名の新規事業会社として､個人向け衛星イン

ターネット事業を第-の事業とし､法人向け衛星イントラネット事業を第二の

事業として華々しいスター トをきった｡(*3-17)

その後､N社は事業開始から6年後､個人向け衛星インターネットサービスの

失敗による財務の悪化や衛星通信サービスの需要減などにより､事業を抜本的

に見直すこととなり､N社は解散 (JSAT-営業譲渡)した｡図3-2に設立から

解散までの6年間にわたる軌跡を示す｡

図3-2社史 (1998.4.1-2004.3.31)

1998.04.01:NTr貯ラ小コミコニサヤヨ'/Ao株式会社設立､鮫島秀一社長就任

1998.10.01:MegaYavePr蛸､-ビス開始を発表

1999.01.中旬 :衛星インターネットの試行サービス(無料)開始

1999.03.中旬 :実質的に77づトユザ である咋ヒ(事例p社)がサゼ スを開始

1999.04.02:衛星インタネットサービス(従量料金導入中止)を発表
1999.06.01:衛星インタ･ネットサービス(定額月額3980円)を開始

1999.07.価:NTTコム､JSJ汀に出資/衛星通信事業提携､放送も視野? (新聞報道)

1999.12.01:衛星インターネッけ-ビ碑｣用者向けにM/S社WTを利用したYJけキャスト画像配信を開始
2000.06.01:衛星Ⅵけキヤス憎己信の試行叶ビス(無料)開始

2000.09.30:衛星インタヰrJトサービスを終了

2(氾0.12.08:小川喜祥社長就任
2∝Il.棉.01:衛星Ⅳ-VPN7材軸スけ-ビス開始
2002.防.価 : AkgaYavePro-Mobilel-ビス開始

2004.03.31:解散 (JSAT-営業譲渡)
(注)細字は､個人向け衛星ルタ-わト接続サーヒ'ス(MegaVave)の動向を示す

(C)2006ノ｣､林満男

3.1.3 事例の選定基準

事例研究では､第 2章で提案した事例分析フレームワークを用いて､衛星イ

ンターネットサービスに新規参入した N社における法人向け衛星インターネッ

ト事業 (以下､｢衛星イントラネット事業｣と呼ぶ)をとりあげる｡

対象期間は事業開始時 (1998年4月)からほぼ軌道にのった2002年3月まで
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の約 4年間を対象とする｡実際のサービス開始は 1998年 12月からであり､実

質的な期間としては約3年強である｡

事例としてとりあげる個別の案件は､上記の期間において､以下の選定基準

に合致した7件の法人営業案件とする｡

6)原則的に､受注に至った案件をとりあげるO顧客の要求の変化､代替サービ

ス-変更あるいは競合他社との契約により受注に至らなかった (失注)案件に

ついては､この理由を丹念にたどることは競争優位を獲得する上で重要と考え

ているが､反面､受注に至らなかった場合には他社が受注することになった理

由やその実態を正確に把握することは実際には非常に困難であるため､ここで

はとりあげない｡

②N社が営業活動の主体として受注した法人営業案件とする｡SI事業者 (代理

店)が提案からシステム構築までを主体的に実施し､その代理店と衛星回線契

約を行うだけの間接営業案件は対象外とする｡

③実際に顧客が事業として､あるいは自社利用として本格的に利用する案件を

対象とする｡臨時利用あるいは当初から実験のみを目的とする案件はとりあげ

ない｡

④NTTが実施したマルチメディア実験の参加ユーザで､N社のサービス開始とと

もに顧客となった 2社については､実質的な営業活動がN社の事業開始時には

ほぼ終了していたため対象外とする｡

図 3-3に､事例研究でとりあげた個別の案件について､営業提案が開始され

た時期から､受注し､サービス提供を開始した時期を一覧で示す｡

図3-3個別案件一覧

1998(H10)年度 1999(Hll)年度 2000(H12)年度 2001(H13)年度

Me卵WaveProサーヒllス開始 ★[事例Ⅰ (;Fli,l7日HHH̀S ⅠP

ト.....S ⅠP IP

l事例Ⅱ (A社)

lPlB ‥‥S

I.*例毒 (D社, l厘 ⅣI

L}

Na社) I

士)ド- Ⅴ事例Ⅴ(S手

日日■S Ⅴ&ーPl事即 巧(Nb杜)

IP ~■~■S lPI--...-..1.-1ー事例Ⅶ (C社)
<凡例>･･.:埠鮮 臥 T:顛 締り用､S:サービス.Ⅴ:船田WavePro-V､lP:地aWavd'm-lP･性IP:搬pWavePro-V&IP(C)2006,'J､林満男
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3.2 事例研究 (個別分析)

本節では､最初に対象企業である N社の事業の定義と営業戦略を調査し､ど

のような事業を展開しようとしたのかをまず把握する｡その上で､個別の法人

営業案件の分析を時系列順に行っていく｡事業の定義を表 3-2に示す｡

事業開始時
表3-2事業の定義

事業の名称 故人 向け衛 星通信サービス提供事業 (satelliteCircuitProyider)

事業定義 国､自治体､企業等を主な対象とし､衛星通信回線による映像 とⅠP伝送を経済的に捷供できることを魅力として､地上回線及び既存の衛星通信回
線事業者 と競争しつつ､衛星通信の利用拡大を図る

定義が孟すべき要秦 顧客 通信事業者､SⅠ事業者 (多店舗企業､教育関連企業など)

機能 衛星通信を利用 し､多地点-の映像 とⅠPデータ配信を経済的に提供する

競争事業者 衛星通信事業者､地上回線事業者､携帯電話事業者､通信機器メーカなど

魅力 NTT等のSⅠ事業者の支援を受け､ⅠPと77'1)卜シヨンを経済的に撞供できる

資源 通信衛星保有会社､SⅠ事業者 との連携○豊富な人材など

その他 地上回線の価格競争の激化､衛星通信によるⅠP回線提供事業者が相次いで参入しているので付加価値を付けたサーヒ◆ス提供が鍵となる.そのため株主であるNTT等のシステムインテク■レーク
と連携し利用用途の開拓に努めるo衛星通倍機器の開発は親会社､SⅠ事業者が担当する｡

全体構想 イン卜ネットの急速な普及を背景に､個人向け衛星インターネ.Jト接続サイ ス(llegaWave)と連携し､経済的なⅠP回線を提供することは有意義なことであり､衛星2種業界のトップをめざす!
(衛星通信が生き残る上でⅠP伝送は開拓すべき領域である)

世界観 内的整合性 :株主の持つ資源を結集すればこの構想は実現できるはず !外的整合性 :高速のIP回線が全国で利用できない現状にあるo顧客のニ-がに
応えられれば本ビシ○勅は成功するはず !

チェック項目 既存事業者の現状を十分に調査すること. (顧客は満足 しているかどうか○

様式 :根来龍之 (1994)､リブけステム方法論による事集定義の再構築､ r図2事業の基本定義の仕方｣を参冊､一部加筆

出所 :/J､林 (2004b)経営情報学会2004年秋季全国大会予稿集 (4811)図表1事業の定義､より引用｡ (C)2006,小林満男

通常､新規事業会社を設立する場合には､企業設立の趣意書､企業理念､事

業領域､事業計画など､詳細にわたって計画されるが､N社においては会社設立

時の事業計画書や増資を行う際の事業説明書には､企業理念､何のためにこの

事業を行 うのかについての記述はほとんどなく､事業 (提供するサービス)に

ついての説明と将来の事業計画 (収支計画)の説明があるだけであった｡新規

事業計画を策定した責任者は非常勤取締役に就任したもののほとんど経営には

関知せず､一方､初代の社長は会社設立の2日前に社長就任を要請されている｡

また､法人営業部においては､法人営業部長も法人営業の経験はなく､2名の課

長と 1名の担当者が衛星通信サービスに関わる法人営業の経験を有する状況で

スター トした｡つまり､会社が設立された 1998年 4月の時点では､会社という

入れ物は作ったものの､その事業をいかなる理念にたって､どのような戦略､

コンセプ トで運営していくかについての明確な青写真はなかったといってよい｡

まさに走りながら作りあげていくスタイルであったといえる｡そのため､この

事業の定義に記載された内容は､事業計画書から写しとったというものではな

く､初代社長 ･法人営業部長の部内会議や顧客 ･SI事業者向けセミナーでの発
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言 (*3-18)､業界誌-投稿した記事 (*3-19)や 1998年 9月に開催された会社

設立記念パーティで放映されたビデオ 『衛星イン トラネッ トサービス :

hegawavepro』のナレーション (*3-20)などからキーワードを拾い上げて作成

したものである｡

事業の定義で示される基本的な内容は､『｢世界観-インターネットの急速な
普及を背景に､個人向け衛星インターネット接続サービス (MegaWave)(*3-21)

と連携し､経済的なIP回線を提供することは有意義なことであり､衛星2種事

業者の中でトップをめざす !(衛星通信が生き残る上でIP伝送は開拓すべき領

域である)｣にたって､｢事業の定義-国､自治体､企業等を主な対象とし､衛

星通信回線による映像とIP伝送を経済的に提供できることを魅力として､地上

回線および既存の衛星通信回線事業者と競争しつつ､衛星通信の利用拡大を図

る｣というものであり､事業を一言でいうと ｢事業の名称-法人向け衛星通信

サービス提供事業 (scp:satelliteCircuitProvider)｣』であった｡そして､｢通

信衛星保有会社､sI事業者との連携｡豊富な人材など｣を資源として､｢NTT等

のSI事業者の支援を受け､IPとアプリケーションを経済的に提供できる｣こと

を魅力とする事業であった｡

営業戦略は､サービス約款の策定やアップリンクセンタの構築と平行して､

個別のプリセール活動を行ないながら､事業の定義にそって焦点を絞っていき､

以下のようにNTTなどの出資企業でもあるSI事業者を活用する代理店営業が主

軸にすえられた｡具体的には､『サービス開発 (地上回線との組合せによる回線

のバンドルによる回線の魅力向上)､広告宣伝活動 (企業&衛星 IP利用のPR)

および代理店戦略(株主であるSI事業者の販売網を活用)に重点的に取り組み､

業界Nolを目指す !』とされ､『3年で3万局､30ユーザ､30億円達成 !』が目

標 として掲げられた｡ (*3･-22)なお想定 したサービスの利用形態は､

MegaWavePro-Ⅴ(MPEG2映像伝送サー ビス)では映像 の同報配信 を､

MegaWavePro-IP(IPデータ伝送サービス)では高品質映像配信 ･高速ファイル

配信 (マルチキャスト)や高速データベースアクセス (ユニキャス ト)を想定

した｡図 3-4に法人向け衛星イントラネットサービスであるMegaWaveProの営

業戦略を示す｡また表 3-3には､N社からみた顧客のタイプを示す｡すなわち

sI事業者 (代理店)を活用する戦略とは､顧客分類でいえば､タイプ A(顧客

が電気通信事業者であり彼らのサービスと組み合わせ､彼らのサービスとして

販売するタイプ)とタイプB(顧客がSI事業者 (代理店)の場合であり､付加

価値は彼らが付加するタイプ)に対応し､その場合には表3-4に示すように､N

社は顧客に対して衛星回線の提供だけで済み､手離れのよい構図となる｡すな

わち､業界Nolに向けて急速な成長を実現するため株主であるSI事業者に積極

的に販売して頂く ｢間接営業｣を主軸におき､自らは衛星回線の提供に徹する
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という戦略が描かれたのであった｡

事業開始時
図3-4営業戦略

サイ ス開発 (地上回線 との組合せによる回線のJ√ンドルによる回線の魅力向上)､広告宣伝活動
(企業&衛星n'利用のPR)及び代理店戦略 (株主であるシ符ムルテ〃○レイの販売網を活用)に重点的

に取り組み､業界Nolを目指す ! くつ 牢で3→才局 3J?ユーザミ30m/亨虚好 !>

P∫oduct
商品サービス力

Pどomoti
広告宣伝力

Place(Chan】流通チャンれ力

D P 営 志 '

Ai サー-ビス開発 呈;農芸誌iBS,･A,,tl,._A56))OFCR"sS::
3)pIIOEXIXsaL 7)T1--タとの連流

AⅡ ア円 ケ-ションの充実 :;G:IIsf:, 8'+TV全集
2)アプリケーシ℡ン

AⅢ リソース管理 3)ミド′け エア

fT)f 広告宣伝活動 日 出版物

2)展示会
3)セミナー

BⅡ タやイレ州マ-ケティげ 三L:;完;冒

C 代理店戦略 1)sTH 推挽

2)JR先払力全社推携

DI 営業ツールの整備

DⅡ 業務の進 め方

1)サービス約款 5)T-モルーム
2)プレゼン資料 6)ノベルティ-
3)パンフレット 7)Jliti客r)a
4)PRビデオ 8)偶報DB
1)情報管理 9)名刺
2)研修等

*事業開始2年日 (1999年度)の営業戦略

事業開始時
表3-3顧客分類

II;)2006,/J､林満男

分 姦 顧客 ■(タイプA). 顧客 (タイプ○B).顧客 (タ47.t)

顧客 通信事業者 SⅠ事東署･サービス提供者 顧客 (Dドユザ)

利用日的 地上衛星一体叶ビス SⅠ事集､回線1)セ-N､･顧客の企業内､
の提供など 情報提供サービス用 企業間脚構築用 J

営業スダイル .企業間連携
宰妙連 字がシ信雄 サ十宣伝字 :-=Lf…= ‥:㌧-:.-

営業内容 MWp-ⅠP中心 MWp-ⅠP中心 MWp-V,MWP一一ⅠP

サービス開発 NITクや叶7'会社と 出資会社の能力､ 小規模の開発 .工夫
の連携が必須 APの活用が必須 はⅣrTSC自ら実施

予想市場規模 きわめて大

･原客タイプによる自社の嘗某スタイル､内容の違いを明らかにする

･自社が椎に直接捷案.接触するかによって分類している
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表3-4顧客との関係
事業開始時

･自社の位置づけ 顧客～自社の関係 l
顧客(タイプ○.A､B)に対して営業

顧 客 (タげA,B iLi'''-;:;/I-''-徽ナ､

･N f紙
顧垂*;M由 Vave~P1.0め利用者

顧客(タイフ○C)に対して営業 評 価 &

NTTSCは､MegaWaveProの利用者である顧客*に対して直接営業を行う ･冊 T童 ぎ 誓 . 慧 莞

別 間p 15-塵同線 と:)!,)_TJ/占ンを捷供 -

(C)2006,小林満男

3.2.1 個別分析 (事例Ⅰ:気象情報会社)(*3-23)

(1)個別分析の概要

(a)顧客企業の概要

気象情報会社の ｢株式会社フランクリン･ジャパン｣(以下､F社)は､気象

情報に関する情報収集 ･処理､気象予報､落雷証明書の発行､雷防護に関する

コンサルティングなど雷 ･気象に関連する事業を行う会社として1991年に創業

された｡親会社は､通信用保安装置､避雷管などのメーカとして知られている

サンコウシヤ(*3-24)であり､1995年に米国で雷関連会社3社を買収している｡

その落雷位置を評定する技術を用いて､雷情報を提供する事業を日本で展開す

べくF社を設立した｡F社は､その雷センサー技術をもとに関東一円をカバーす

る雷観測ネットワークの構築を開始した｡

近年では､IT化の進展により､あらゆる分野で電子機器が利用されているが､

これらの機器は､落雷 (直撃雷や誘導雷)を受けると一瞬にして利用出来なく

なったりする｡また､半導体製造などの精密機器を扱う企業においては､落雷

によって生産が中止に追い込まれたりする場合もあるO-方､ゴルフ場など人

が多数集まるところにおいては､雪情報は安全を確保する上で不可欠な情報と

なっている｡F社の弓重みは､単に雷情報や一般気象情報を提供する他の気象情報

提供会社とは異なり､会員顧客が落雷を受けた際に発行する落雷証明書により､

保険会社が落雷による損害の保険金を支払うというところにある｡

F社は､1998年 10月より､全国規模の雷観測ネットワークとしては日本初､
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新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

かつ唯一となる全国雷観測ネットワーク (JLDN:JapanLightningDetection

Network)の運用を開始した｡JLDNは､全国29箇所 (2003年 10月現在)に設

置した 2種類のセンサーをコンバインド･システムによりネットワーク化し､

GPSから送られてくる正確な時間情報を利用することにより､落雷位置 ･時刻 ･

電流値などを観測している｡そして､落雷からわずか 10数秒でお客様に雷情報

(顧客の位置を中心に 200km四方の落雷 1つ 1つをパソコン画面上に表示し､

落雷の発生､規模､移動が手に取るようにわかるようになっている)を配信 し

ている｡同時に各種気象情報についても常に最新の情報を提供している｡

図3-5に､全国雷観測ネットワークの概要を示す｡

事例 (F社)

図3-5全国雷観測ネットワーク

<日本唯一の全国ネットワーク>
.ILr'

フランクリン･ジャパンは､1998年10月より､全国頒準 ゐ～､･
雷観測ネットワークとしては日本初かつ唯二二.とな

全国雷観測ネットワーク ノ

(皿DN:JapanLightningDetectionN
の運用を開始しました｡
JLmは､全国29箇所 (2003年10月現在)

設置した2種類のセンサーを .,
コンバイン ド･システムにより ′i

ネットワーク化し､GPSから送られて

三言芝警苦苧霊雷霊宗 .｡諾芸子醜 晶

などを観測しています｡ ,'i

匿表

JLDN
金銅電視灘ネットワーク

戦 叛 恥 ,.一 ｡ 叫

<衛 星 を利 用 した リアル タイ ム配 信 > 敏

衛星通信を利用し､落雷からわずか10数秒で 巧ヽ転
お客様にデータを配信いたします｡

各種気象情報も常に最新の情報をご覧いただけます｡

出所 :http;〟 W .fjc.co.j〆 e2005.8.4

<広範囲の落雷データを提供>

お客様を中心とした200km匹l方の落雷1つ1つを
パソコン画面上に表示 します｡

.lL落雷の発生､規模､移動が手に取るようにわか
' ります｡

(b)受注概要

F社は当初より､落雷情報を中心とした気象情報をリアルタイムで配信するシ

ステムを会員制 (回線料金込みの定額料金)で提供 していた｡従来､この気象

情報は地上回線 (ISDN)により関東圏内の会員宅に設置される端末に配信して

いたが､事業拡大により落雷発生状況を全国に対して配信するようになると､

地上回線の料金負担が増大してしまう｡そこで F社は､衛星通信によって雷 ･

気象情報の同報配信を行えば､距離に関わらず､また顧客数に関わらず一定額

で配信することが可能となること､さらに顧客が増えれば増えるほど回線料が

割安になることに着目し､衛星通信による雷 ･気象情報の配信も追加すること

とした｡受注概要を図3-6にまとめて示す｡
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事例 (F社)

図3-6受注概要
項 目 説 明

概 要 フランクリン.ジャパン様は､落雷情報を中心とした気象情報を配信する企業であり､リアルタイムで落雪発生状況を配信するシステムを､会員制

で行っており､この配信方法に衛星経由を追加しました.

受注内容 従来関東地方のみの落雷情報を､地上系の回線により配信していましたが､落雷発生状況を全国に対しを配信することとなり､地上系のみではコスト

が増大することから衛星での配信が効果的との結論となりました○

MegaWaVePro 日本全国に対し同報で情報を配信することから､地上系のみではコス トが

利用のメリット 増大します○これを衛星からの配信を行うことにより一定額で配信するこ
とが可能になりました.

受注のポイント 回線料を込みで会長から月額使用料として回収しており､営業地域を拡大したことに伴い地上系回線料の負担が増大するが､衛星通信を利用するこ

とにより回線料の負担を軽減することが可能となりました｡

参 考 気象情報のリアルタイム同報配信等においては､ユーザインターフェース
を工夫することにより､送達確認用の上り回線なしでシステムを構築する

出所 ‥m 牡 ､屯入事例挽明会資料より (一路加S･修丑 (C)2006,小林満男

衛星通信サービスを提供する数社によって､受注に向けた競争が繰りひろげら

れたが､以下に述べるように､次々に直面する課題を丹念に解決していくこと

により､受注に至ったものである｡

衛星通信を用いた全国雷 ･気象情報配信システムの構成図を図3-7に示す｡

事例 (.F社)

図3-7雷 ･気象情報配信システム

3-13



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

全国に設置された雷センサーから集められた雷情報は､F社の本社にで情報処理､

編集され､N社の送信局から通信衛星 (N-STARa)に向けて送信される｡通信衛

星からの電波はパラボラアンテナによって受信され､衛星受信端末であるパソ

コン (雷災ハンターCSシリーズ)の画面に表示される｡N社のサービス提供範

囲は､送信局入 り口からパソコンの衛星受信ボー ドの出口までである0

(2)受注までの流れ

受注を獲得するには､顧客の課題を解決していく上で直面する矛盾する多く

の課題を具体的に解決していく必要がある｡

時間圧縮した変数システム観によれば､受注要因は､①衛星通信の採用によ

る大幅なコス ト削減を実現､②他社に先駆けて顧客の課題を解決､③これらを

実現するための関係部署との連携を図ることができたため､と説明されるが､

何が受注に導いたのかという実態を把握するためには行為システム観にたって

受注プロセスを丹念に追ってみることが有用である｡

図3-8に､受注までの流れ (受注プロセス)を示す｡

事例 (F社)

図3-8受注までの流れ ､ ､tS'
衛星通信の利用について

情報収集開始 (F社)

くa〉衛星通信 (Ku帯)
は本質的に降雨に弱い｡
雷と雨は相関が強く適
さない｡

くb〉雪テ●-クが受借NGの ,1.
時､I)トン(地上)回線-lf
がなければ受信NGが分
からないので遠さなした.T9
くC〉衛星受信ホ◆イ を斬1
作させる制御APがない:
(NTTSC技術)

(課題)

a･b〉複数回送信す

)程度実用になるか
…験したらどうか｡
(咋st?常謹上 :._'.1･

＼占JPC選定 ､ 衛 星 受信
実 験 を 共 同 で 実 施 し､
保 守 技 術 を 移 管 した

(NTTSC営 業 & 技 術 )

･b,複数回送信す 悪貨竿望遠 沫 諒. .su. 竜,詔 等讐 芸琵㌢ ナ 降雨断の計粥 )
(NTTSC技術)_.L_ ‥ ⊥ _ . -. i__V

∴
くC〉SI全部ならORだが制御

APのみの開発はやらなし一㌔
(衛星受倍dl'-ド1-A) や

費用､保守費用を削減)
したい (F社)

く二鰍 ,ナ矛鵬

▼
PCは頻繁に機種が変更
となり斉任が持て

(責任分界があい

と､なるト (NTTSC

'データ受け 渡 し 方 法を説
明した (N T T SC技術)
十

衛星受信ホ■-ト'からPC-
DTe芸濃 禁忌野 太 敏 郎

できないのか?.(1,

くC〉制御APの開発費は出せな
い (制御APはSI事業者が開発

するもの｡この案件だけで回

収できない) (NTTSC社長)

(F社)

② 自社に内製環境

を構築し､衛星受

信ホ●-ドと制御APの

衛星受信ホ'-ドと制御
APの供給元が別だと保
守上間題となる

("TTSC技術)書 く解決･:,

制御APのライセンスはNTTSC
に はない(NTT研究所)
'I/OJ̀l･Lhtc72006_/

ぐ

Id--
●ふ
':1
哲
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商談は､F社を訪問し､雷情報配信を衛星通信で行うことが可能かどうか打診さ

れた時から始まった｡最初の訪問から､受注しシステムを構築しサービスを開

始するまで､約 7ケ月間を要している｡この商談においては､大きく3つの課

題と､提案の途中段階で直面した 3つの矛盾をいかに克服するかがポイントと

なった｡みっつめの矛盾を解決するために､F社と一緒になって ｢パソコンの機
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種選定､衛星受信実験を共同で実施､保守技術を移管｣することを通して､最

終的に受注に至ったものである｡

具体的には､以下のとおりであった｡F社を訪問し雷情報配信事業のあらまし

を伺ったところ､衛星同報配信を用いれば F社にとって回線コストを削減でき

る可能性があることがわかった｡しかし､これを実現する上で 3つの課題がた

ちはだかっていた｡すなわち､ひとつめの課題は､｢衛星通信 (Ku帯)は本質的

に降雨に弱い｡雷と降雨は相関関係が強いから､雷情報を衛星通信で配信する

のは適さない｡｣ということ､ふたっめの課題は､｢雷情報の受信が失敗した (NG

の)時､送達確認ゐためのリタ｢ン (地上)回線がなければ受信結果が分から

ないので適さない｡｣､さらに､みっつめの課題としては､｢衛星受信ボードを動

作させる制御アプリケーション (ドライバソフト)がない｡｣というものであっ

た｡

ひとつめの課題は､いわゆる業界の常識では､｢強い降雨では衛星通信 (Ku帯)

の電波の状態は悪くなりとてもサービスとして提供できないだろう｡｣というも

のであった｡

同様に､ふたっめの課題については､N社内では､｢地上回線がなければ､雷

情報が正しく送達されたかどうかの保証はできない｡保証できない回線を提供

する訳にはいかない｡｣ という意見が強かった｡一方､送達確認用の地上回線を

設ければ､衛星通信を使うメリット (同報配信による回線コス トの削減)がな

くなり､そもそも衛星通信を使う必要がなくなる｡このように本質的に不利な

条件のもとでサービス提供を行う案件は､｢筋の悪い商談｣とされ､ある時点で､

これ以上提案を続けるのか否か判定されることになる｡このケースでは､営業

担当者から､｢地上回線がなくとも､衛星回線を使って複数回送信するなどの方

法によって確実にデータを配信できるのではないか｡実際にどの程度実用にな

るか実験したらどうか｡｣と提案がなされ､同じデータを複数回送信する (再送

方式)､降雨の強い場所 ･電波の弱い場所では大きなサイズの受信アンテナを用

いる､万が一､降雨によってデータ (パケット)の欠落が生じた場合でも直接

パソコンの画面にその影響が現われないように表示方法を改善する､などの対

策についてお互いに検討を行い､共同で実験をすることとなった｡

みっつめの課題は､実は営業担当者が F社に提案した時点では､営業担当者

が当然できているものと思っていた衛星受信ボードを動作させるための制御ア

プリケーションがまだできていなかったことであった｡つまり､『1998年 10月

から法人向け衛星通信サービス (MegaWavePro)を開始』とアナウンスされたサ

ービスを実現するために必要な制御アプリケーションがなかったのである｡｢矛

盾 1｣は､このみっつめの課題を解決するために発生したものである｡また､衛

星受信ボー ドと制御アプリケーションの保守､ライセ'ンスをめぐる ｢矛盾 2｣､
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さらに､衛星通信サービスの提供範囲をめぐってパソコンを自社で選定すべき

たとする F社とそれではサービスの提供責任が果たせない､とするN社 (技術

担当者)との間で ｢矛盾 3｣が発生したが､以下に述べるように､矛盾を解決し

ながら商談は進んでいった｡

(3)矛盾の克服

受注をめぐる営業活動では､他の競争事業者等に先駆け､具体的に見える形

で顧客の課題を解決することが求められる｡本案件の受注活動においては､い

くつかの相対立する矛盾に直面した｡これらの課題を解決するためには事業の

定義､営業戦略､あるいはそれを支える業界の常識を再解釈したり､見直した

りする必要があった｡課題を具体的に解決していくことは競争優位を獲得する

上で必須の条件である.表3-5に､本案件で生じた矛盾とその解決策を示す.

事例 (F社)

表3-5矛盾とその解決策
矛盾の内容 矛盾をどうとらえたか 解決策 解決策の結果 補足 (KFS)

① ★制御 APはSⅠ事 業 者 ･事業 開始 当初､ NTTSCはSⅠ ･開発 センタの担 当者 にソ ･制御 APの雛 形 を実…

･事業 定義 を絶対視せ ず にが 開発 する (社 長 ) 事 業者 - の衛 星 回線 の販 売 をA 7トの作 り方 を教授 して 質 ､無償 で内製 化 す iI. ●

★制 御APのみ の 開発 担 当す る耳社 で あ って 自社開 も らい ､ これ をへ -スに る ー とが で きた -ヽ果 敢 に挑 戦

はや らない (衛 星 鼻 発 はや らな い と事 業定義 して 社 内 で製 品化 を図 った ･制御APは ーの後;
コこ信ホ●-ドトカ) い るの t..や れ ない (社 長 ) (営 業 担 当の譲 み )事 ヽ ー衛 星 重 信ホ■-ド を使

･制御APが な けれ ば衛 星受信が -_ 戸JLJ業 の 定義 は容 易 に は変 二又う際 の標 準ツールと し … ･開発 センタと
-ト'は使 えず､ⅠPサーヒ■スは開始 わ らない｡ 大 規模ユーサ● て採 用され る こ と と享 の連携

で きない. メ-hがや らない な ら自前 で 開発 しない とい つ までもサーヒ●ス提 供 がで きない (営業)またはSⅠ事 業 者 案 件出現 ま で待 て な い の で ､この機 会 に準備 しよ う な った

② ★衛 星受信ホ■-ド と ･衛 星受 信 ホ'-ド と制御APは ･開発 センタにお廟 い ･制御APは 良好 に動 妻 ･開発 センタの 開

制御APの供 給 元 が別 もともと一 体で使 うもの. こ し雛 形 を 開発 して も 作 して い る. 導入 雀 i 発音 (要 求 仕

だ と保 守 上 問題 とな れ をメーカまかせ で済 ます こ と らい ､ これ を元 に 自 トラフ●ルは発 生 しな か 妻 様 設 計 か ら7°p
る (NTTSC技 術 ) 自陣が 問題 . 検 証環 境 を 自前 社 で 開発 した. 同時 つた ク■ラミング●､試 験

★制 御APの ライセンスはNTTSCに は な い (NTT で 保 . ーを固め る こ と に7イセンス処理 に つ い まで 名 でがサーヒ●ス提 供 の基本 で あ る て 了承 を得 た 行 な う力 を有･ ,
研究所) (営業) (JB業 担 当の 睦 み ) する開発者で

･雛形 が あれ ば ､保 守 &ライセンス問題 はタ97で きそ うだ (技 術) 声l __ iJL'自社 で 開発 す れ ば 後で応 用 が き くだ ろ う のもの)

③ ★ pcは 自前 で保 守 ･pcに搭載 す る雷災ハンターAPソフ ･pc選 定 ､衛 星 受 信 ･これ をき っか け にぎ

･種 々の課 是巨にタイムリーに対
(保 守 費用 を削減 ) トはPCと一 体 で埠 供す るのだ 実 験 を共 同 で 実施 し､ 受 注 決 定｡

した い (顧 客 ) か ら衛 星受信示す-ド も制御APも顧客から一体で提供するの事前 に課麿 の解 決 を図 っ た ･顧 客 は雷 災ハンターのき 応 した こ と
★ PCは 頻 繁 に機 種 が変 更 となり斉任 が 持 が 合理的. 顧客の意向に沿いたい (営業 ) (営業担当の読み) 場末調 達か ら据付エ;事 を一 貫 して 自前で:: ･実験 を行 い課 題 を共 同 で
て な い ＼ が 顧客が実質ST事業者とな 行 な える こめ コス;
あい まいとな る)(NTTSC技 術) ･保 守 にお け る責任 分 界 を どうす るか は課題 だ (技 術) る形態は今後も出るはず.この機会にH●て提供捧制を整理しよう! 削減等 に寄与 した i解決 した こ と

(C)2006,′｣､林満男

矛盾 1の内容は､事業の定義にからむものであり､もともとN社はSI事業者

を活用する戦略を中心にすえていた｡従ってその場合の顧客は､顧客タイプ A

(電気通信事業者)か顧客タイプB(SI事業者)であり､このケースにおけるF

社は､顧客タイプ C､すなわち､SI事業者を通さずに直接に､衛星通信サービ

スを提供する形態であった｡

そこで､制御アプリケーションがなければ直接､顧客に衛星通信サービスを提

供できないので､衛星受信ボー ドのメーカに制御アプリケーションの開発を依

頼したところ法外な開発費用を提示された｡また､該当のメーカから､｢本件に
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ついてはパソコンから制御アプリケーションまで一体で提供する形態でなけれ

ば晶質の保証はできないので引き受けられない｡｣とのことであった｡これでは

本案件はおろか､これから出てくる案件に対応できないので､営業担当者は､｢こ

の商談を機会に､制御アプリケーションを自前で準備したい｡｣と社長に自社開

発を働きかけた｡しかしながら､｢N社は衛星回線の販売を担当する会社である
ので開発費用のかかる自社開発はやらない｡｣(社長)というものであり､行き

詰ってしまった｡つまり､大形の商談が出てこない限り衛星受信を行うための

制御アプリケーションは開発されず､それまで実質的に商談は全面ストップし

てしまうというのである｡大形商談はいつ出てくるかまったく検討がつかず､

また事業の定義を変えるのは容易ではない｡したがって､何らのかの別の方法

を探す必要に迫られた｡

N社の発足以降､NTT研究所､NTT開発センタおよびN社の間で､衛星通信に関

わる検討会が定期的に開催されていた｡その検討会に N社の営業担当者が出席

する中で､たまたま制御アプリケーションのデバグソフトを作った研究者が開

発センタにいることがわかり､その研究者に制御アプリケーションの作り方を

教授して頂き､N社の技術担当者が内製することに成功した｡ソフトウェアの内

製にあたってはメーカでない自分たちがどうしてやるのかについてかなり問題

となったが､実際に制御アプリケーションを開発し問題なく動作するのを確認

すると､内製することを問題視するような意見は聞かれなくなった｡開発稼動

を除けば､メーカに法外な開発費用を支払うもことなく､ほとんど無償で調達

することができたのである｡社長としても目に見える形で開発費がかからない

ために､反対する理由がなくなった｡その後､この制御アプリケーションは､

衛星受信ボードを使う場合の標準のドライバソフトとして採用されることにな

った｡

矛盾2は､矛盾 1とほとんどオーバラップしている｡内容は､｢保守上､衛星

受信ボードと制御アプリケーションは一体で､できればパソコンも含めて一体

で提供すべきである｡｣(N社技術担当者)に対して､｢研究所が保有する制御ア

プリケーション (デバグソフト)そのものを使う権利は､制度として NTTグル

ープ会社である N社にはない｡よって現在あるデバグソフトそのものを提供す

る訳にはいかない｡｣(NTT研究所)､というものであった｡したがって､これを

クリアするには､上述したように自社に内製環境を構築し､内製するしか道は

なかった｡制御アプリケーションを内製することによって､保守の問題とライ

ンセンスの問題を解決することができた｡

矛盾 3は､衛星受信端末であるパソコン (雷災ハンター)をF社がパソコン

メーカから購入するか､それとも衛星受信ボード､制御アプリケーションを実

装した形でN社から購入するか､というものであった｡F社としては､N社から
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衛星受信ボードと制御アプリケーションを購入し､自社にて衛星受信端末とし

て組み立て､自社の雷災ハンター用アプリケーションソフトをインス トールし

て動作試験を行った上で保守まで含めて一体で顧客に提供することにより､機

器費用および保守費用の削減が図れるメリットがある｡一方､N社の技術担当者

は､衛星受信ボードのメーカと同様に､パソコンは機種変更が激しいので､衛

星受信ボー ドや制御アプリケーションを含めて一体で提供する形態でないと､

機種が変更となった場合などに使えない場合が発生する､というものであった｡

さらに､衛星通信サービスの提供範囲は､受信側では復調装置の出力までとな

っており､つまり衛星受信ボードとパソコンの間が責任分界点となるが､物理

的に挿入して使うので故障した際に､N社側に原因があるのかF社側に原因があ

るのか故障切り分け上問題となる､というものであった｡

この問題の本質は､衛星受信端末が故障した場合､あるいはパソコンの機種変

更したことによって衛星受信ができなくなった場合に､誰の責任かということ

を意味している｡F社とN社の間でみるとお互いに対立した構図に見えるが､雷

災ハンターの利用者であるF社の顧客の立場からみると､それはF社以外には

あり得ない｡また F社によってどのようなサービス提供形態が最もメリットあ

るのかという上位の顧客の立場から下位に向かって順に見ていくと､解決策の

糸口が見えてくるようである (矛盾解決の視点)0

この案件では､F社にとって最もメリットがある方法､すなわちパソコンの機

種選定および調達はF社自身が行い､N社からは衛星受信ボー ド(制御アプリケ

ーションを含む)を購入し､衛星受信ボー ドの実装､自社の雷災ハンター用ア

プリケーションソフトのインストールなどを F社自身で行う方法を採用するこ

とになった｡衛星受信端末 (雷災ハンター)として使用するパソコンは､雷 ･

気象情報を表示するための簡易なものでよいため､F社としては価格の安い端末

を選定したい意向があった｡しかしパソコンの機種によっては､衛星受信ボー

ドの制約によって使えない場合があることから､F社とN社はパソコンの選定､

受信不具合時における故障切り分けについて共同で実験を行いながら､衛星受

信技術に関する技術の習熟を図っていった｡

この結果､F社としては比較的安価な価格で衛星受信端末を調達することができ

コス ト削減を図ることが可能となった｡これがきっかけとなって正式に受注と

なったものである｡

(4)企業 ･組織間関係

(a)企業間関係 (業界モデル)

図3-9に企業間関係を示す｡この図で､本案件の企業間関係を傭轍する｡
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事例 (F社)

図3-9企業間関係 (業界モデル)

新規参入者
ウ

(C)1998/2004,JJ､林満男

従来は､サービス提供地域が関東管内など､比較的近距離で電話料金が重荷に

ならない場合には地上回線 (ISDN)が用いられたが､サービス提供地域の拡大

とともに通信回線を見直す必要が出てきた｡当時､この要求条件に使い回線と

して､DoPa(*3-25)(携帯電話会社)､衛星通信サービス (通信衛星保有会社､

衛星通信会社)があげられる｡端末数が少ない場合には地上回線が､またデー

タ量が少ない場合にはDoPaが､またある一定以上のデータ量でかつ一定以上の

会員 (端末数)が見込める場合には､衛星通信サービスが最も 1会員 (端末)

あたりの回線コストが少なくて済む｡この案件では､将来の端末数をもとに計

算すると､衛星通信サービスが最も経済的となり､したがって､商談において

は､既に先行する衛星通信サービス会社を含めた衛星通信会社同士の競争とい

う構図となった｡

供給会社としては､衛星受信ボードの機器メーカがあげられる｡矛盾の克服

の項で説明したように､常識的には衛星受信ボー ドを購入するとそれを使うた

めの制御アプリケーションが添付されてくるはずなのに､N社を設立する際にそ

の整理がなされずに､そのためサービス開始が宣言されてからあわてて準備す

ることになっている｡供給会社として通信衛星保有会社があるのは､通信衛星

保有会社よりトランスポンダを借りて､そのトランスポンダを利用して付加価

値サービスを提供しているためである｡

規制者として郵政省のほかに､自企業があげられているのは､後述するよう

に､『本案件のような衛星同報配信サービスは､通信ではなく放送に分類される
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可能性があり､従って提供できない｡』という意見が社内に根強くあり､ある意

味で規制者的な役割を､見方を変えるとその提供するサービスが合法的なもの

かどうかのチェック役を果たしていたといえよう｡なお､これについては､｢通

信衛星を利用した通信 ･放送の中間領域的な新たなサービスに係わる通信と放

送の区分に関するガイ ドライン｣(郵政省)1997年 12月 18日(*3-12)により､

通信｣ に区分されるということで押し問答の末､決着した｡

(b)企業 ･組織間関係

図3-10に､企業 ･組織間関係を示す｡

図3-10企業 ･組織間関係

事例 (F社)

｢説明に来てくれ｡｣というF社からの引き合いは､当時､ISDNを契約している

NTT支店から持ち込まれた｡また制御アプリケーションの内製は､NTT研究所､

NTT開発センタおよびN社との定期的な検討会がきっかけとなって生まれている｡

この図からわかるように､F社の案件から発生した課題や矛盾を解決する上で､

実は､直接的には関係 しない会社､部署との検討会､言い換えればコミュニケ

ーションの場が､解決方法を提示してくれる場合があることを示している｡た

とえば､NTTのグループ会社は直接的にはNTTの研究所とランセインスなどにお

いて関係をもたない場合でも､NTTの事業部局を経由して､あるいはNTT研究所

から事業部局に異動してきた研究者から基礎的なことを教授してもらうことを

通 じて､課題を解決していったことがあげられる｡つまり､課題や矛盾に直面

した際に､利害関係者の範囲をひろくとらえ畠ことによって､解決の糸口をみ
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つけることができる場合があるといえよう｡

(5)業界の常識の変化

本案件を通して､それまで組織のメンバがもっていた業界の常識や､事業の

定義で定められた事項についての解釈が､徐々に変わっていったようである｡

ひとつは､SI事業者を通した衛星回線の提供ではなくて､直接､顧客に提供

する場合がある､ということである｡考えてみれば当たり前のこととも言える

が､SI事業者に依存するのではなくて､顧客タイプCの形態についても自社が

責任をもって提供する体制をとる必要がある､ということである｡さらに､こ

の案件の場合には､顧客であるF社自身が実はある意味で､N社から見るとSI

事業者でもあった｡つまり､SI事業者 (代理店)とか､顧客とかに単純に分類

して見るのではなくて､その果たしている機能､サプライチェーン (デマンド

チェーン)の中でどのような役割を発揮しているのかを見極めないと､自社の

解釈の貧困さや自社の都合によって顧客を失う場合がある､ということを学ん

だのではなかろうか｡

ふたっめは､制御アプリケーションはSI事業者が提供するもの､あるいは衛

星受信ボー ドのメーカが準備するものであって､自社が自ら開発することはな

い､という常識が覆されたことである｡これも後になって考えれば､自社のサ

ービスを提供するために不可欠なドライバソフトを自社で開発するのはなんら

不思議ではないのであるが､事業開始当初は､｢自社開発によって､何か不具合

などがあったらどうするのか｡｣という責任をとることに対して､極めてシビア

な見方が存在していた｡よく言えば慎重で確実とも言えるが､悪く言えば他人

(他社)に責任を押し付ける傾向があった｡しかし､衛星受信ボー ドや制御ア

プリケーションに不具合が発生すれば､たとえその開発元がメーカであっても､

F社に対してのサービス提供責任は免れない｡いずれにしても､自社で内製する

ことを通して､一人称でサービスを提供するという気持ちが芽生えてきたよう

に思われる｡それは､必要であれば自社で開発してもかまわない｡むしろ､サ

ービスの基本的なところに関しては自社が積極的に関係することが必要である､

というものであった｡

みっつめは､送信データが確実に受信されたかどうかの送達確認のために地

上回線が必要だ､という一般的な常識に対して､一方では衛星通信のメリット

は､同報配信によるコストダウンであるから､むしろ放送のように一方向の形

で利用するのがベストだ､というふたっの常識と.のぶつかり合いでもあった｡

結論から言えば､顧客の期待するコストメリットを出すには地上回線を設ける

わけにはいかないので､雷発生時や降雨時であっても衛星からの電波を確実に

受信できる方法を探すことになった｡実際に雷雲が近づいてきた場合でも､あ
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るいは大雨であっても､その降雨の継続時間や断続的な性質によって､再送方

式と画面表示方法の改善などを組合せることによって､実用上はほぼ支障なく

利用できることがわかった｡このことは､送達確認のための地上回線が必要か

不要かということ二者択一の立場から､もう一歩､上のレベル､すなわち顧客

の立場に身をおき､顧客の要求を実現するにはどのような方法を用いればよい

かについて､徹底的に検討することから新たな解決策が生まれ､それによって

新しい常識がつくられていく､ということを示しているようである｡

3.2.2 個別分析 (事例Ⅱ:パソコン塾)(*3-26)

(1)受注概要

(a)顧客企業の概要

アビバジャパン (以下､A社)は､｢その先の教育ビジネス-｡人間の''学びた

い意欲''に終わりはない｡ だからアビバは､常に時代の先駆けた教育サービスを

､提供し続ける｡｣ をかかげ､パソコン教育を主軸にした総合的な情報リテラシー

能力の育成と生涯学習の支援をする新しい学びの場を提供する企業である｡A社

はパソコン学院アビバ､サテライトアカデミー､∫ S̀パソコンスクールなど
を擁し､パソコン･ワープロなどの実務教育を軸として事業展開している｡

具体的には､｢第2種情報処理総合コース｣､｢初級シスアド総合コース｣､｢CAD

オペレータコース｣､｢英語ビジネス文書検定対策講座｣､｢アクセス講座｣､｢ホ

ームページ講座｣や ｢モバイル講座｣などがある｡これらの講座は､教室での

対面式授業のほか､｢アビバサテライ トアカデミー｣として､通信衛星JCSAT-3､

JCSAT-4およびN-SATRaを通じて､高品質な講義を全国約240拠点のAVIVA校舎

-､リアルタイムに配信されている｡さらには､FAX回線を通じて講師に質問で

きる2WAY授業を実現している｡講師もサテライト専任のインストラクターをと

りそろえ､全国どこの AVIVA校舎でも､均一でハイレベルな授業を受けること

ができる｡(*3-27)

また表 3-6に示される事業概要<売上高･教室数･検定合格者数>によれば､

この個別事例において受注が決定しサービスが開始された2000年とその6年前

の1994年と比較すると､売上高･教室数 ･検定合格者数とも､10倍以上に急増

している｡ A社においては､図3-11に示されるように比較的早い段階から衛

星通信の利用が進められ､I997年に名古屋金山にスタジオを開設し､同年には

JCSAT-3 を使った衛星授業を開始している｡(*3-28)また 1999年には､2チャ

ンネル目となるJCSAT-4を使った衛星授業が開始されるに至っている｡(*3-29)
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事例 (A社)

表3-6事 業 概 要 <売上高 .教室数 ･検定合格者数>

年度 売上高 (億円) 教室数 (校) 検定合格者数 (名)

1994 12 29 4, 078

1995 20 48 6, 494

1996 30 70 10, 001

1997 41 100 12, 508

1998 62 150 20, 723

1999 114 237 40, 349

<2000年､300校稼動予定 !>業界トッ7.クラスの日本J(リコン学院アビハ●は1984年､名古屋市に第 1校
を開設して以来､ハ●リコン需要とともに急成長を遂げ､99年末で237校を数えるまでになりました｡

<検定合格者数累計120,742人>ワプ ロ･/､■ソコン検定合格者数は累計120,742人と､他の追随を許 し
ません｡その秘叡 ま､親身の個別指導と徹底した合格保証制度にあります｡

出所 :第2回脚 aveFhセミト (2000年3月8日,◎文荊召取叶うA)遠隔教育における通信砺星の活用,
(樵)7t'ハ◆･/†イン代表蒋締役 牧野常夫

事例 (A社)

図3-11衛星通信利用の流れ

1997年に社内におきまして衛星放送のテストが開始され､十分なテストの後に､
1998年2月にアビバサテライトアカデミーはスタートしました｡衛星放送の技術
の向上､チャンネルの充実､講師 ･スタッフ･テキスト等の質の向上とともに年 受々
講者数が増加しています｡

●1997年 名古屋金山スタジオ開設

●1997年 NTT名古屋局 (JCSAT-3号)を使った衛星放送を開始 (第1CH)

●1998年 全校-のアンテナ設置及び衛星授業の充実

●1999年 3衛星同時受信アンテナの開発

●1999年 名古屋一新宿間をATMで接続

●1999年 JBTV (JCSAT-4号)を使った衛星授業開始 (第2CH)

●1999年 新宿第2､第3スタジオ/送出･編集センター開設

●2000年3月 SkyPerfecTV!/通信を使った授業開始 (第4CH)

●2000年3月 SkyPerfecTVV委託放送事業を開始予定

堤 :莞粁 欝 需 品壷 笥̀ ㌫ 具眼 @東京跳柵 '速敵 育拙 ける通信槌 の帆

台(鴛3CH

このようにA社においては､社内利用 (図 3-12)やパソコン授業の強化 (図

3-13)の観点から､衛星通信の利用を積極的に進めてきた.
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事例 (A社)

図3-12衛星通信導入の狙い (社内利用)

<研修>

･義務研修 (テキスト補足説明､カリキュラム変更時の説明など)

･校務研修 (入会トーク､社員教育 (挨拶))

･連絡 (人事連絡､機器取扱説明､緊急連絡､学校紹介)

･成績優秀者表彰 (全国順位上位者､地区別順位上位者､目標連続達成者､新人賞)

●社内コミュニケーションの確立

社内放送として利用し､社長の訓示や会議報告､月間表彰や緊急連絡などに利用していま
す｡スタジオと全本部､全校はテレビ電話が設置されており各所からの映像や音声はスタ
ジオに集められ､そのまま衛星にアップリンクされ双方向通信が実現されております｡

●社員研修-の利用

管理者の意識の徹底から校務研修では営業トークを､業務研修では指導方法など全ての社
員の教育に利用しています､現状を把握して教育が一斉に行なえることで大きな戦力強化
となっています｡

出所 :弟2回hk由恥vt!Protミト (2000年3月8日,@東京国際フォづム)遠隔教育における通借衛星の活用.
(秩)7t'ハ◆シ●tl{ン代表取締役 牧野焦た

事例 (A社)

図3-13衛星通信導入の狙い (授業強化)

<インストラクター補助>

ホームページ講座､ACCESS講座､モバイル講座

<特殊授業のサポート>

第2種情報処理､初級シスアド､CADオペレーター､英語ビジネス

●パソコン授業の強化

1校では受講者が少ない特殊授業でも全校で集まれば相当人数となる場合､授業が成
り立ちます｡また高度な専門的な授業を行なう場合､各校の言都市が対応することは非
常にきびしく､スタジオに一人専門講師をおくだけで様々なニーズに応えた授業が開
始できることは衛星の利点です｡当社では様々な授業の強化に衛星を大いに利用して
おりますム

●アビオ-の利用

J S̀パソコンスクールアビオはフランチャイズ方式で展開されておりますム教えて
いるのはお母さん方です｡専門的な授業を衛星による講師がサポー トすることで､専
門的な講義は衛星による講師が行い､操作は先生がマンツーマン指導で行なうといっ
た授業が可能となります｡

出所 ‥第2回脚 ayeProセミト (2000年3月8日.@東荊ヨ除フrPム)遠隔教三割こおける通信衛星の活用.
(樵)7t'ハ●シ't/{ン代表取締役 牧野常夫
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(b)受注概要

上述のように､A社においては従来からパソコン教育等に衛星通信を活用して

いるが､事例でとりあげる案件は､衛星IP回線を利用したパソコン教育支援シ

ステムである｡従来の衛星回線 (映像伝送サービス)を使ったシステムでは､

図 3-14に示されるように､講師の換作するパソコンの画面を遠隔地にある教室

のテレビに映そうとすると､くっきりとした画像が得られず､生徒には非常に

見づらい画面となってしまう問題があった｡また､講師が操作するパソコンの

画面を生徒のパソコン画面に表示したいとの要求があった｡このため､A社にお

いて､これらの要求をみたす衛星通信サービスの検討が開始された｡

事例 (A社)

図3-14衛星通信導入の狙い (IPデータシ祈ム)

●パソコンの画面をテレビに映すと削こくい !

パソコンの授業を衛星放送 (Ⅴサービス)で行なう場合､講師の操作するパソコンの
画面をスキャンコンバーターなどを利用し､テレビ映像のNTSC信号-変換して映
し出しております｡最近のパソコンはどんどん高解像度になり､このようにして映し
出されたテレビ映像ではくっきりとした画像が得られず､生徒には非常に見づらい画
面となってしまいます｡拡大や移動を繰り返しカメラワークでカバーしておりますが､
画面全体が把握しにくいため､我々の大きな課題として取組んで参りました｡

●講師が換作するパソコンの画面を生徒のパソコン画面-

IPデータを利用して､パソコンの画面をソフトウェアを使って衛星を経由して教室
へ飛ばせないか､単純な発想でした｡そこで出会ったのがコンパック社のCAIシス
テムCampusEsperでした｡大学などのLAN環境で講師が生徒のパソコン画面を転送
させるシステムでしたが､我々は衛星で動作するように､NTT様の協力を得ながら
実験がはじまりました｡実験は完了し講師の操作するパソコン画面が､3-5フレー
ム/秒で生徒側のパソコン画面に映し出すことが可能になりました｡

●実際の授業へ

今月から､Ⅴサービス (映像･音声)+IPデータサービス (PC画面)のダプルア
ップの授業が開始されます｡CADなど高解像度がそのまま転送されく好評を得てお
ります｡まだまだ問題はありますが､さらにチャレンジし続けていきます｡

出所 I.粛2回脚 ayeProt汁-(2000年明 8日.◎東京国際叶ラL)速触 青における通信衛星の瀞軌
(秩)Tt'ハ●シ'小■ン代表取締役 牧野常夫

図3-15に受注概要を示す.受注した内容は､上記の要求をみたす上で基盤と

なるIPデータを伝送する衛星 IP回線 (MegaWavePro-IP)､衛星受信ルータおよ

び衛星受信アンテナなどであった｡この衛星 IP回線とe-Learningシステムを

組合せることにより､講師の操作するパソコンの画面を直接生徒のパソコンに

表示でき､効果的な教育支援が可能となった｡

A社の衛星教育システムの構成図を図 3-16に示す｡スタジオにいる講師の映

像は､既存の JCSAT-3または JCSAT-4を利用した衛星通信サービスによって､

全国の教室で受信される｡今回､追加された衛星教育システムは､さらに講師

が操作するパソコンの画面そのものを､一e-LearningシステムとN-STARaを使っ

た衛星通信サービスによって､全国の各教室にいるひとりひとりの受講生のパ

ソコン画面に転送するものである.e-Learningシステムは､LAN接続の状態で
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使われるシステムであり､いわばスタジオのLANと全国の教室のLANを衛星 IP

回線で直結したシステムといえる｡受講生は､教室の大画面にて講師の講義内

容を見ながら､目の前にあるパソコンには講師の操作した画面が現われるので､

パソコンソフト学習では非常にわかりやすいものとなっている｡

事例 (A社)

図3-15受注概要

項 目 説 明

概 要 アビバジャパン様は､パソコン学院アビバ､サテライ トアカデミー､J S̀パ ソコンスクールなどを擁するパソコン.ワープロなどの実務教育を軸とし

て事業展開している企業で､近年急成長を続けております.

受注内容 従来から､パソコン教育等に衛星通信を活用していますが､今回受注したのは､パソコン教育支援用としてIPデータを伝送する衛星回線 (MegaWaVePro-ⅠP)
です○

MegaWaVePro利用のメリット 従来の衛星回線 (映像伝送サービス)では､パソコンの操作画面をテレビで

表示するには､別途スキャンコンバータが必要となり､また鮮明な表示が不

得意であったが､ ⅠPデータを伝送する衛星回線 (MegaWavePro-ⅠP)を採用
し､e-Learning*システムと組合せて利用することにより講師の換作するパソ
コンの画面を直接生徒のパソコンに表示することが可能 となり､効果的な教
育支援が可能となりました .

受注のポイント e-Learningシステム*を衛星回線で利用するには多くの課題があり､また既に
導入しているNTT(J(SAT-3)､JBTV(JCSAT-4)に加えNTTSC(N-STARa)の衛
星回線を同時に受信するアン升**の開発を行 う等､お客様､NTT名古屋支店等と
-緒に実験を積み重ねながら解決していったことが受注に寄与しました.

参 考 衛星回線 (MegaWavePro)の導入にあたつては､衛星受信装置が必要となりま
すが､既存の衛星受信ボードはパソコンの機種､利用状況によっては利用で
きない場合があり､そのためパソコンの機種等に依存しないパソコンに外付
けで使う衛星受信ルータが必須でした.本案件を機に､衛星受信ルータ

事:CAAPUSESPer *:H7'kと̀-ムTy桝まEl本打汁と共同で開発した製品です
** :xs肥000は､m en (開発t/タ)と連挽し､トト◆ゎァと共同開発 した製品です

図 3 - 1 6 衛 星 教 育 シ ス テ ム

m lJLKa JCSAT-3
通借衛星

(C)2006.小林満男

事例 (A社)

無 加 ､ _ こ i :-__.I

メ.I,;#'~

~T際群 磯lfJ スタジオ
映凹艦.恩師
AーWカ一yンク f℃
I 享丁
≡-I喜藤 霊芝挽壇

出所:第2回NTTSCMegaWaveProセミナー (2000年3月8日)資料等を参考
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(2)受注までの流れ

受注までの一連の流れを図3-17に示す.

パソコン画面配信の検討
依頼､(A社一m 支店)

Mega恥vePro-IP回線
で提案しよう｡
OVrTSC営業)

E扇璽
IPで映像を伝送する
こと､将来の利用を
考慮すると数肋ps以
上で使える衛星受借 ル
ータが必要となる

(耶掃存開巻中の
S†aTIIn11tPT (M朴llT}
仕納淵ILY間 に合hわ
L (NT
is
C技術)

納期に間に合わせ
るために､この際
特定のメーカに依存し
ない衛星受倍ルータを
自社開発しよう｡野
衛星受信ホ●-ドを や
LinuxPCで包むBOX
形態ならばほとん
ど開発は不要のは
ず ! (NTTSC営業)

出所 :ノJq*満男(2005a)

図3-17受注までの流れ

2000年3月から
サトと●ス開始

1999年4月末

･開発するなら大
手の企業が条件

･技術部長がoKな
ら開発を静める

･製品化は受注が
前提｡受注前の開
発は認めない｡七一

注文があってか
らでは納期に間
に合わない

(NTTSC技術)･i"i

.@A社を中心に共同で実

験を行い､衛星通信特有
の課題を解決｡NTTSCか
らは試行利用として衛星

回線を無償埠供 (NTTSC
i営業)

･､&1娃範Zr,
用､納期で調整つ
かず (NTTSC技術)

↓
へ'ンチャー(LinuxディスMヒ
ュ一夕)なら納期はタ97で
きる (

lT

TSC技術)

要求仕様葺をまとめ､営業判断で試作機を発注<共同開発>む,(NTTSC営業&技術).〟
①7月未に予定どお り.､≡
幣 讐激 吾 ～十

篠演科学払究第2号2005.3

事例 (A社)

gLLis;n;ns監禁蓋鮎 に
最も近い (NTT支店)

･I廉沢ン

衛星通信での利用実額がない｡

i(?_慧 n霊ig禁禁 に;), { ･;ど

～--一一■<

8月上に内示 衛星受信ルイ及びり7●ル
ヒ■-L7シテナを坂発注 (m C営業)

②9月上に M 7'ルt'-A
アンテナ (試 作 ) が 完 成

(Ty汁 7-a+ Nn ∝ 技 術 )

(C)2004,小林満男

A社からNTTの支店にパソコン画面配信の検討依頼が出され､N社に情報が持ち

込まれたのは､1999年 2月であった｡以降､サービスが開始される2000年 3月

までの約 1年間､提案活動や共同実験が続けられた｡本案件では､A社の要求に

応えるには､3つの課題が待ち構えていた｡

ひとつめの課題は､衛星受信ルータの調達であった｡ 1教室ごとに受講者用

の複数のパソコンに対してIPで映像を伝送しなければならず､また将来の利用

を考慮すると数Mbps以上で安定して動作する衛星受信ルータが必要であったが､

この時点では使える衛星受信ルータは市販されていなかった｡一方､衛星受信

ボー ドはあったが､パソコン毎に衛星受信ボー ドを必要とするため導入費用が

かさむ欠点があった｡

ふたっめの課題は､既に､2つの通信衛星を用いて授業を行っているため､こ

れらに加えて 3つ目の通信衛星からの電波も同時に受信可能とすることが求め

られた｡すなわち､既に導入している NTT(JCSAT-3)､JBTV(JCSAT-4)に加え

てN社 (N-STARa)の衛星回線を同時に受信するための トリプルビームアンテナ

を調達しなければならないが､この時点では 2つの通信衛星からの電波を同時

に受信するデュアルビームアンテナはあるものの､市販の トリプルビームアン

テナは存在 しなかった｡また､各教室にいる受講者のパソコンの画面上に､本

部スタジオにいる講師の操作する画面を映し出すにはe-Leamingシステムを利
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用する必要がある｡e-Learningシステムでは､講師と受講者を双方向回線で結

ぶ必要があったが､衛星回線は片方向回線であるために､衛星回線で利用する

ためには改善が必要であった｡(*3-30)

これらの課題を解決していく中でいくつかの矛盾が発生したが､利害関係者

による検討を積み重ねながら､A社､NTT支店､アンテナメーカや e-Learning

システムのメーカによる実験を通して､サービス開始に至った｡

受注に至った要因として変数システム観によれば､以下の3点が指摘される｡

①顧泰のニーズの把握に成功した

②ニーズを具体化する製品を提案した

･補完製品の発掘 (e-Leamingシステム)

･顧客の要求をする製品開発 (トリプルビームアンテナ､衛星受信ルータ)

③顧客との共同実験で有効性を実証

(3)矛盾の克服

受注をめぐる営業活動では､他の競争事業者等に先駆けて､具体的に見える

形で顧客の課題を解決することが求められる｡本案件の受注活動においては､

いくつかの相対立する矛盾に直面した｡これらの課題を解決するためには事業

の定義､営業戦略､あるいはそれを支える業界の常識を再解釈したり､見直し

たりする必要があった｡課題を具体的に解決していくことは競争優位を獲得す

る上で必須の条件である｡具体的には以下のとおりであった｡

衛星回線を利用するには衛星受信装置が必要となる｡しかし､既存の衛星受

信ボードではパソコンの機種､利用状況によっては利用できない場合があり､

そのためパソコンの機種等に制約されずに使える衛星受信ルータが必須であっ

た.図3:17に示されるように､既にM社にて衛星受信ルータの開発は進められ

ていたが顧客の要求する納期に間に合わない｡N社は衛星通信サービス提供事業

者 (SCP:SatelliteCircuitProvider)として事業を定義し､それゆえ衛星受

信端末機器の自社開発は実施せずに､必要に応じて株主企業あるいは外部から

調達することとしていた｡しかし､外部調達 (M社が開発を進めている装置)で

は納期に間に合わないことが判明した｡これに固執すれば直ちに失注する公算

が大であった｡そこで自社開発の道を内々に検討しはじめたが､｢既に開発中の

専門メーカ (M社)でさえ納期に間に合わないのに､素人による自社開発ではと

ても納期に間に合せることはできないだろう｡｣というのが社内のおおかたの考

えであった｡

法人営業案件においては､こういった過酷な要求や､矛盾や葛藤が次から次

に湧き出てくるケースが多い｡このような課題を丹念にのりこえていくことが

顧客に付加価値をもたらすと同時に競争優位獲得につながると考えられる｡課
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題をのりこえられなくなった時点で､"自動的に"競争事業者との競争から脱落

していく｡本案件の場合､衛星受信ルータとトリプルビームアンテナの開発に

見通しがたった時点で A社から内示があり､競争事業者は実質的に消滅した｡

付加価値創造をめぐる競争事業者との競争では､.たいていの場合､･顧客からの

課題などの外部要因そのものに起因するものよりも､むしろ課題に対する自組

織の認識､さらには具体的に課題を解決するための事業システム､それらを支

える組織の能力などが制約となる場合が多い｡表 3-7に本案件で発生した矛盾

をどうとらえ､そしてどのように克服していったかを一覧表で示す｡

事例 (A社)

表3-7矛盾とその解決策
矛盾の内容 矛盾をどうとらえたか 解決策 解決策の結果 補足 (KFS

① ★開発するなら大手 ･失注した時の在庫リスクはでき ･とりあえず試作を ･試作開始から約2ケ ･XSR2000

の企業が条件 (社長) るだけ避けたい.開発中の 行い発注があり次第 月で試作樺を亮成す (Linux)

★技術部長がOKなら StarRouterの開発を急ぐべき 対応可能とした ることができた.こ の共同開発

P開発を賢める (社長)★製品化は受注が前 (社長) (営業担当の妹み) れが受注内示に大き ･開発技術
･大手メ｢カに発注したのでは納 - 氏/LlⅠPサーヒ●スを提供する会 く寄与した 者 (が社内
期に間に合わない.Linux対応 社が武器たる衛星受 にいなけれ

堤.受注前の開発は の衛星受信ホ◆-ドを活用しLirAIX借ルータがなければ許に ば開発は不
艶めない (社長) デイスMヒ●ユリと共同開発すれば ならない｡トカが開発 可能であっ

★注文があってからでは納期に間にAわ 納期に間に合つ.できないな した製品はそのトカし た)ら確実に失注する (営業) か扱わない傾向があ･■ ム ー ･迅速な対

～_ _ヽlコない (技術) ･製品化は課題は多いが自借はある (技術) るので､ーの機耳にメ-カ色のない製品を整備したい 応

② ★注文があってからの開発では納期に間 ･デユア批■-ムアン計ができる (D ･アンテナメカの自主開 ･Mデルアンテナを採用 ･アンテナメ｢カ′

社用に既開発済み)のなら､ 発の位置づけとし､ することにより､ひ ユーr/LNB情
M7'ルヒ◆一人アンテナも可能だろう 開発に協力○ とつのアンテナで同時に 報など

に合わない (アンテナメ- (技術) (JB業担当の読み) 3衛星を受信でき､
カ) ･J3′J4/N-STARaは軌道上4○ 阜 _開発費用は出せない またアンチア工事は1回d=.●

★製品化は受注が前 おきに配置されている｡スか､' が､これからどんど で済む○教皇が急拡大している現状では導入刈.Jtは大きい堤.受注前の開発は -(J3′J4)などとの同時受信 ん販売していくので

艶めない (社長) はこれからも出てくる.是非解決したい (営業) アンテナトカにとってもブラスのはず

③ ★FLeami一喝シ桝として ･e-Learningシステムを衛星通信 ･A社､NTT支店と共 ･ほぼ満足していた ･衛星に合

cAMPtSESPerが要求条件に最も近い (Ⅳrr支店) で使うには工夫が必要.顧客 同実験を行い､課題 だいた. う77●リケ-シヨ
との共同実験が近道だ (技術) を解決 ンの探索

★衛星iaI首 での利用実績がな い.その ままで は使 ･試行実施で使う衛星回線は (営菓担当の読み) ･夫々け-A
えな い? (e-Learni喝シス無償提供し実験に協力しよう APがこのt'シ■ネスの鍵 を出し合う

出所 :小林満男 (2005a) r法人営業郷 における政争康他D珊免 経済科学論究第2号2005.3 (C)2004.小林満男

例えば矛盾①に対して､社長は事業の定義で規定されているように自社開発

は認めないスタンスにたっており､仮に自社開発となった場合でも技術部長が

認める大手メーカ-の発注を条件とした｡一方､法人営業部の技術担当者は製

品の開発期間を画期的に短縮する方法を見出すとともに､これを具体化するベ

ンチャー企業を探しあてていた｡

しかし､それでも顧客から注文を受けてからの開発では納期に間に合わない｡

そこで営業担当者は､本件が今後の法人営業を展開する上で避けてはとおれな

いほど重要な案件であり､自社開発を行なうことで受注ができるのであれば､

ぜひそうすべきであると考えた｡そもそも自社サービスにとって不可欠な端末

装置である衛星受信ルータは自社で準備すべきであって､そうすれば衛星受信

ルータの製造メーカでない SI事業者にとっても扱いやすくなるだろうと考え､

発注があり次第製造を開始できるように､予め試作を行なうよう社長を説得し､
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了解を得たのであった｡

この事例は､営業担当者や技術担当者が自社の事業における本案件の位置づ

け､意味合いを徐々に共有しながら､解決策をねり､果敢に取組んだことが矛

盾解決 (競争優位のつくり込み)に寄与し､結果として受注に至ったことを示

している｡具体的には､技術担当者は方針決定前にすでに納期に間に合わせる

ための方策の検討を開始しており､社長らは ｢在庫リスク｣と衛星受信ルータ

の納期が間に合わないことによる ｢失注リスク｣ を総合的に検討するなど､そ

れぞれの立場で本案件に取組んでいったのである｡

(4)企業 ･組織間関係

(a)企業間関係 (業界モデル)

図3-18は､企業間関係を示したものであり､競争優位をつくりこんでいる姿

を空間的に把握するのに適する｡

事例 (A社)

図3-18企業間関係 (業界モデル)

新規参入者
つ

補完的
eラ･-=ンゲシステ
生産者

(コン/√ブタ)

供給者
通信衛星保有会社

PCメーカ

LirluXヂ†刃､粍÷ユータ

アンテナメ･ヰ

代替品供給者
地 上系通信会社

携滞電話会社

I T.I~I:,:･

規制者
総務 (郵政卜省

自企業 (社内規制者)?

競争事業者
衛恩プラットフ:トム事業者

通信衛星保有会社

衛星通信会社 (.Wr衛星サ･ゼ ス釦)?

出所 :小林満男 (2005a) r法人営業現軌 こおける康争優位か稚魚 経済科学漁究第2号2005.3 (C)1998/2004.小林満男

本案件の場合､顧客はA社であるが､同時に既にJCSAT-3によりサービスを

提供しているNTT(営業を担当しているNTT支店)はSI事業者でもあり､顧客

でもあり､一方では競争事業者の側面をも有していたOすなわち､結果的に受

注した際の衛星回線の契約は A社との間で結ばれたが､既にサービスを提供し

ているNTTはA社からの信頼も厚く､A社の3チャネル目の衛星通信サービスを

自社サービスで行 うのか､それとも N社を含む他社サービスを採用するかとい

う点に関して大きな影響力 [顧客としての側面]を有していた｡したがって顧
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客であるA社と同様に､NTT支店に対してもN社の衛星通信サービスを利用する

ことのメリットをアピールする必要があった｡

この案件では､NTT(NTT支店)が自社で提供する衛星帯域通信サービス (SBCS)
で N社と同じサービスを行おうとすると､現状では技術的な制約があるために

新たな投資が必要であった｡そのためNTT支店は､衛星回線についてはN社の

衛星通信サービスを推薦することとし､e-Leamingシステムや衛星受信ルータ､

地上回線などを含めた トータルシステムの供給者として寄与した [競争事業者

から SI事業者-]｡このように､競争事業者の位置にいる事業者であっても､

最終顧客 (A社)にとってより付加価値のつくような関係づくりができる場合に

は､競争事業者に自らのサービス ･製品を引き立ててくれる協調者の役割を担

ってもらえる場合がある｡

e-Learningシステムは衛星通信回線にとってはそれ自身の魅力をます補完財

であり､e-Learningシステムの供給者は補完的生産者ととらえられる｡

トリプルビームアンテナの共同開発メーカ､衛星受信ルータにおけるPCメー

カおよびLinuxディス トリビュータは､N社にとって供給者であり､N社が競争

優位をもたらす付加価値をうみだす際に協調者として作用している｡

このように衛星通信サービスをめぐる法人営業においては､複数の企業で構

成される企業連合による受注競争の形態をとることが多い｡この企業連合は､

固定した関係ではなく案件によって異なるので､自社が業界においてどのよう

な位置を占めているかを傭轍的にとらえる上で､案件毎に企業間関係を考慮し

ながら自社のポジショニングを確認することは有益である｡

(b)企業 ･組織間関係

図 3-19に企業 ･組織間関係を示す｡本案件において受注の鍵となったのは､

Linuxディス トリビュータの協力を得て衛星受信ルータ (XSR2000)(参考資料 1.)

を実質 3ケ月という短期間で開発に成功したことにあるといえるだろう｡衛星

受信ルータの共同開発のアイデアは､定例検討会の場がきっかけとなり､これ

が発端となってN社の技術担当者が中心となって仕様検討を行い､Linuxディス

トリビュータ､パソコンメーカをまきこんで試作機の開発が行われたのである｡

つまり､ひとつの課題や実現する上で発生する矛盾を克服するには､異なる企

業 ･組織や人々との出会いが大きな役割を果たす場合があり､それがどこから

生じたのかを見極め､活用することが肝要である｡
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事例 (A社)

図3-19企業 ･組織間関係

衛
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ア ン 矛 テ ラ ー カ

上 紙 ポ号 r l♪ J- ;I ,か ぎ

t -ヽ - - ■一一 - ー ●

NTTSC

(C)2004,小林満男

(5)業界の常識の変化

受注前と受注後における業界の常識の変化をとりあげる｡

ひとつめは､事業の定義で定めている ｢自社開発は行わない｣が､F社案件に

おける制御アプリケーション開発の経験もふまえ､次第に ｢自社開発が必要な

らばやればよい｣に変わってきた｡何が何でも自社開発はやらない､というこ

とではなくて､状況によっては自社開発もありうるということになってきた｡

ただし､自社開発といっても開発費用はほとんどかけないこと､換言すればか

ならず該当の案件で開発費用を回収できることが条件となった｡つまり､会社

としては開発費用を負わないのであれば開発 してもよい､ということになった

のである｡

ふたっめは､もっと積極的な考え方であって､｢事業開始前はこのような自社

製品はSI事業者が自前で開発するはず｣から､｢SI事業者に自主的に販売して

もらうには (SI事業者を活性化するには)､むしろ自社製晶を準備して彼らが販

売しやすい環境にする必要がある｡そのためにも自社製晶は必要である｣とい

うように､SI事業者を見る臥 期待する内容が180度､変わってきたのである.

この理由は､N社の出資者でもある大手のSI事業者から持ち込まれる案件が少

なく､まだ成約にも至らない中で競争事業者は着々と実績をあげている(*3-31)

という状況も左右していたものと思われる｡

みっつめは､｢開発するなら大手メーカに限る｣というものである｡既に開発

中の衛星受信ルータ (StarRouter)も大手の電気機器メーカ (M社)であり､

3-32



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

また試作が認められた際に社長から ｢開発するなら大手の企業が条件｣と指示

され､大手の電気機器メーカ (N社)と交渉に入ったが､開発費用の前払い､高

額な開発費､Linux技術者が手薄など､散々たる状況であり､_採用には至らなか

った｡ひとつの案件で開発費用を回収しなければならない制約がある中で､衛

星通信/IP/Linuxなどという比較的当時としては特異な技術分野において､短期

間でしかも少量生産となれば､そもそも大手の電気機器メーカの出番ではない｡

にもかかわらず､大手の電気機器メーカに固執したのは､研究所や事業部局に

おいて彼らとの付き合いが長く､技術面でも安心して任せられるという信頼感

からきていたように思われる｡いずれにしても､わずか10名にも満たない創業

して数年しかたっていないベンチャー企業である Linuxディス トリビュータ

匪ト32)であっても､十分にしかも既存の大手の電気機器メーカよりも早く安

く確実に開発できるということを直接に､あるいは間接的に見聞きすることに

よって､組織メンバで共有される業界の常識は変容していった｡

3.2.3 個別分析 (事例Ⅲ :ゲームソフト会社)

(1)受注概要

(a)顧客企業の概要

株式会社デジキューブ (以下､D社)は､1996年 2月､コンビニエンススト

アなどにおいてエンターテイメントソフトの販売を主たる目的としてスクウェ

ア (現スクウェア ･エニックス)によって設立された｡後に､旧エニックス､

ナムコ､カプコン∴TSUTAYAを運営するカルチュア･コンビニエンス ･クラブ等

も出資する｡

主に､セブン･イレブン､ファミリーマー トなどの大手コンビニエンススト

アの店頭に設置している約 2万台の端末 (デジpop)- cs放送 (スカイパーフ

ェクTV!)によるゲームソフトのPR映像などを配信する ｢デジキューブチャン

ネル｣の放送も行い､ゲームソフトなどの販売を実施していた｡店頭ではほぼ

定価販売であったための割高感や､ネット通販の普及によるコンビニでのゲー

ムソフト売り上げの低下などを打開するために､1998年頃より新たな事業とし

てコンビニエンスス トアに情報KIOSK端末 (D社では､DCT(デジタル ･コンテ

ンツ ･ターミナル)と呼ぶ)を設置し､音楽の配信 (販売)､ブロマイ ド､チケ

ットなどの販売および店頭プロモーションを行う ｢キオスク端末事業｣に取組

みはじめた｡

なおD社は､キオスク端末事業等による失敗により2003年 11月26日に東京

地裁に自己破産を申請している.(負債総額95億円)(*3-33)

3-33

｣



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

(b)受注概要

本事例では､新規事業として取組んだキオスク端末事業において､その音楽

をはじめとする各種データを何のネットワークで配信するかをめぐっての通信

事業者間の競争の模様を扱っている｡対象期間は､最初の訪問 (1999年 4月)

から､衛星通信による実証試験 (衛星通信回線については､｢試行利用｣と呼ぶ

こととする)を受注し､半年間の試行利用が終了する (2000年 3月)までを事

例研究の対象とする｡受注概要を図3-20に示す｡

事例 (D社)

図3-20受注概要

項 目 説 明

概 要 デジキューブ様は､ゲームソフトの拡販にスカバー放送を利用 して､全国の約2万台に及ぶプロモーションを行なっていますが､今後､ディジタルコンテ
ンツターミナル (DCT)により､音楽､ブロマイド､チケット販売などの新規
事業を行なうことになりました.

受注内容 DCT-の音楽､ブロマイ ドなどのファイル配信に衛星通信を使用することになり その敦行ま日用 (LSヶ月闇ーLyJT)いて専洋 一,幸一-*-_太地ま日用は盤沖♪

よし上巳ー

MegaWaVePro MegaWaveProサービスとして既に ⅠPによるマルチキャストファイル配信の実溝があり､地上回線及び衛星受信端末を調達するだけで直ちに利用が可能と
利用のメリット なります｡

受注のポイント 本格展開の際に､JCSA′卜3衛星を利用することを前提に､通信衛星の切り替え
を容易にするデュアル ビームアンテナを調達したり､送達回線 として
NTTDoCoMoのDoPaを主体に､ⅠNSパケット回線を加えて経済的な送達確認の回
線を準備しました.本格展開の際のパー トナーとして､運営体制なども評価
して頂いたことが受注に寄与しました○

参 考 デジキューブ様からの出資要請に応えることができないでいたところに､その
間隙をついてトヨタが出資要請に応 じたことで､本格利用では失注となった○
トヨタは､Gazoo事業や新車情報の配信等で衛星通信を使用することとし､そ

(C)2006,小林満男

受注した内容は､DCT-の音楽､ブロマイ ドなどのファイル配信のための衛星

通信回線 (試行利用期間である 6ケ月間)と衛星通信端末機器などである｡本

格利用については､D社からの出資要請に応えることができないでいたところに

その間隙をついて トヨタが出資要請に応じたことで本格利用は失注となった｡

(｢3.2.･3(6)本格利用失注の分析｣参照)

コンテンツ配信システムを図3-21に示す｡音楽､ブロマイ ドやチケットなど

の各種情報は､コンテンツ配信センタから､N社の衛星送信局に送られ､通信衛

星 (N-STARa)を経由して､コンビニエンスストアやレコー ド店に設置されたDCT

にマルチキャス ト配信される｡これらの情報が確実に受信されたことを表わす

受信完了通知は､地上回線を経由してコンテンツ配信センタに送られる｡万が

一､降雨などで受信が失敗した場合には､コンテンツ配信センタから再送され

る仕組みとなっている｡なお､地上回線としては､DCTの設置場所において携帯

電話 (DoPa)の電波が良好に受信できる場合にはDoPa網を､地下などで電波状
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態が悪い場合には INSパケット網 (ISDN)を利用し､経済的な送達確認を行え
るようにしている｡

事例 (D社)

図3-21コンテンツ配信システム

(C)2006.小林満男

通信衛星については､CS放送 (スカイパーフェクTV!)の ｢デジキューブチ

ャンネル ｣ で使っているアンテナをそのまま使うことが大前提であった｡その

ためデジキューブチャネルで使っている JCSAT-3を使うこと､さらにその偏波

も同一であることが必須の要件であった.本格展開の際に JCSAT-3を利用する

ことを前提に､通信衛星の切り替えを容易にするデュアルビームアンテナを調

達することで試行利用については､N-STARaを使うこととなった｡

(2)受注までの流れ

受注までの一連の流れを図3-22に示す.1999年4月､D社からNTTに対して､

DCTに対するデータ配信のネットワークについて検討依頼が出された｡当時､ブ

イシンク (*3-34)は､すでに情報KIOSK端末を用いて音楽配信実験を展開して

おり､データ配信ネットワークにはNTTのATM回線を用いている0
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事例 (D社)

図3-22受注までの流れ
衛星通信の利用について検討開始占
複数の事業者に声をかける (D杜)

I一一-1-I-~--1~--ll
:<事業者選定基準>:
磨 ,:､詣 芸諾 温 ;

糧 芸.i､宗詣完誌 ;
lこの限りでない l

:②Li｡uxPCで動作する :千

:孟与蓑 nfid;て,Sは不安 ;l
l

:③送達確認を経済的に 一

一確実に実現すること :l-------■一--■---

1

<試行利用開始>

1

<NTTSCの捷案>
(DJCSAT-3利用は可能

性あり｡時間がかか
るので引き続き検討

･N-STARa/JCSAT-3用
デュアルt.-ムアンテナを開発

②Linuxで動作する衛
星受信ホ一一ド有 (試行

DCTの準備が間に
合わず断念された)

③DoPaをけ-ン回線に
使うことにより他社

案の数分の1のコストで
実現可能

(NTTSC営業 ･技術)

DoPaは約款サーヒ̀ス

で､サーt-スエリ7は保
DoPaの電波 真正していない

が不安定の (NTTDoColto)
ため受信不

篭 芸芸声 望重苦還琶器㌶ £

④NTTSC開発の
衛星受信ルータとINS/､●ケ小サーヒ◆ス
利用に変更(NTTSC技術)

<本格利用 開 始>

6ケ月間ゐ韓行利用

で終了｡本格利用
はlヨタ(JBTV)を選

定した (D牡)

く試行利用終了>

①経営方針

･NTTSCはユーサー-の出資は
原則実施せず (m から

の出資は期待していない)

②企業間関係

･衛星利用においては塩主
7号衛星イ具有全朴がライハ■ル(?)
であり好条件の捷示は困難
(NTTSC)

④連携戦 略

① トヨタはGazoo
事業の展開をねら

いD社-出資

@ トヨタは中音車

販売においてオークネットとの連携を視野に入れて
JBTV-出資

③規制
NTT法の縛りにより営利を

目的とする企業への出資
は餌難 (NTT東日本)

DCT普及拡大のため連携強化､
出資をお願いしたい｡衛星本
格利用における具体的な刈ットを示してくれ!(D社)

(C)2006ノJ､林満男

情報 KIOSK端末を用いた音楽配信事業では､著作権の問題を含め課題が山積

していた｡中でも情報 KIOSK端末の価格とデータ配信にかかわるコス トは､事

業の採算上､可能な限り低くおさえる必要があった｡衛星回線は､同じ情報を

全国に散在する端末に対して同時に､しかも高速で配信する場合に､端末の数

が多ければ多いほど1端末あたりの配信コストが安くなるため､端末の数を多

く見込める場合には､地上回線に比較して一般的に有利となる｡D社は､この時

点ではすでに､DCTの試行利用 (実証試験)の開始時期を同年 10月に設定し､

衛星回線によりデータ配信を行うことをほぼ決めていた模様であるが､あらた

めて NTTに対して､地上回線､衛星回線を含めた最適なデータ配信ネットワー

クのあり方について検討を出した｡

D社から提示された衛星通信事業者を選定する基準は､

①現在､cs放送のアンテナを設置している店舗をも対象としたいのでJCSAT-3

を使 うことが前提となる｡本格利用の際に通信衛星の切り替えに要する

費用負担がなければ実証試験で使う通信衛星はJCSAT-3にこだわらない

②衛星受信端末は､LinuxPCで動作すること

③送達確認を経済的に実現すること

という3点を最も経済的に所定の期間内に実現できることであった｡

これに対応して､N社は､①については､N-STARaとJCSAT-4で衛星通信サー

ビスを実施しているものの､JCSAT-3は利用していなかった｡｢JCSAT-3を使 う

ことはN社の設立時には想定していなかった｡理由は､JCSAT-3で通信用として
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使えるトランスポンダがほとんど空いていないということと､CS放送 (JCSAT-3

とJCSAT-4)の利用者が衛星通信を行う場合には､比較的空いているJCSAT-4を

使えばよい｡むしろ､そのように誘導したほうがよい｡｣というのが理由であっ

た.しかし､JCSAT-4では､既に設置してあるJCSAT-3 用のアンテナを使うこと

が出来ないので､受信アンテナを共用するメリットは出てこない.一方､近い

将来に､JCSAT-3の通信用 トランスポンダが使えるとの情報もあることから､試

行利用では､暫定的にN-STARaとJCSAT-3からの電波を同時に受信できるデュ

アルビームアンテナを開発することで対応することとし､JCSAT-3の利用につい

ては引き続き検討課題とした.JCSAT-3の利用をめぐっては､これを保有する

JSAT(N社の第2株主)とN社､N社内においても積極派と消極輝の間において
表 3-8に示すような対立する構図となったが､この矛盾を抜本的に克服する解

決手段は見つからず､試行利用から本格利用に移行する半年後まで持ち越しと

なった｡なお､事例Ⅱ(A社)の案件で3つの通信衛星(N-STARa/JCSAT-3/JCSAT-4)

(*3-35)からの電波を同時に受信するトリプルビームアンテナを開発している

が､それはここで開発したデュアルビームアンテナの技術がベースとなって誕

生したものである｡

事例 (D社)

表3-8矛盾とその解決策
<試行利用時>

矛盾の内容 矛盾をどうとらえたか 解決策 解決策の結果 補足 (肝S

(丑 ★ 通信衛星として ･N-STARaとJCSAT-4でサービス捷 ･試行利用はN-STARaで ･お客様 との間で本 ･試行利用

JCSAT-3を使いたい 供中.JCSAT-3で新たにサ-t'ス 行 う 格利用時はJCSAT-3 と本格利用

(D社) を開 始するにはかな りのユーサ◆ (営巣担当の読み)N-STARaの韓行利用で時間を稼ぎつつJCSAT-3利用 を使い､また移行費 を分けて､

(帯 域)を確保することが必 用を持つことを確約 JCSAT-3利
額の 条件 となる (営業) した 用によるlJス

･収支が確約できなければ､ ユーサ◆を確保する (営業) ･他のJCSAT-3利用 クを先延ばし (共有)

新たにJCSAT-3のトランスホ●ン5'を借 りることはできない (社長)･(営業担当の読み)コンt'二､ATM/KⅠOSK案件で他事業者 との連携次第 で JCSAT-3の可能性はある (営業 ) ･メーカと共同でスか､●-用(JCSAT-3/JCSAT-4を同時受信用)アンテナをN-STARa/JCSAT-3同時受信用に改良した (技術) 予定ユーサ'の営業に力を注ぐこととなった

② ★送達確認を経済的 ･NTTDoCoMoのDoPa(LALl接続サ ･MegaVaveProとDoPaの ･送達確認の情報量 ･新技術

に確実に実現するこ -ヒ◆ス)の基本料金は月500円で 接続試験を実施 してい を計算 した結果､最 (DoPa)と
と (D社) ある.情報量が少なければ格 た経験を活かしこの裏 も経済的に実現でき の組合せ利

安で実現できるはずである(営業) で提案した (営業) た 用を商談が発生する前に事前に確認 したこと
★DoPaの電波の ･約款サーヒ■ス(公衆サービス)な ･DoP8の電波が良好 ･DoPaよりは割高で
弱い店舗がある のでサーヒ◆スエ灯の保証はしない に受信できない店舗 はあるが､次善の策

(D社) (NTTDoCoMo) では､衛星受信ルータ としてINSハ̀ケ.)け-t' ･顧客の利

(C)2006,小林満男

②の丸inuxPCで動作する衛星受信ボー ドについては既に提供中であり､また

Linuxで動作する衛星受信ルータ (XSR2000)もA社案件で開発済みであり､問

題はなかった｡(実際には､LinuxによるDCTの開発は間に合わず､osにはWュndows

を採用した)
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また､③については､まず数万台に及ぶ情報 KIOSK端末のすべてに対して確

実にコンテンツを送り届けるには､1回目のデータ配信で受信データが 100%受

信できなかった場合に､KIOSK情報端末に対して受信が完了するまで繰り返して

送り届けるやり方など種々の方法がある｡そして数回送信してもデータ受信が

完了しない KIOSK情報端末については､設置した店舗側で状況を確認するなど

が必要となる｡③の課題は､このような大規模な情報 KIOSK端末に対して確実

にマルチキャストファイル配信を行う配信ソフトウェアを見つけることと､実

際にコンテンツの配信が完了した (またはまだ完了していない)ことをコンテ

ンツ配信センタに経済的な方法で伝えるネットワークを選定することの2つに

細分化できる｡

最初の大規模マルチキャストファイル配信ソフトウェアについては､NTT研究

所が開発したInfocast(*3-36)は大規模配信でも問題なく使えるというシミュ

レーション結果を得ていたことから､これを使ってD社､NTT研究所と共同で実

験を行い､問題なく動作することを確認した｡

送達確認のための回線については､電話回線 (ダイヤルアップ接続)､パケッ

ト回線 (INSパケット)などが候補にあげられたが､新たに回線を契約すると､

基本料金だけでも月額2000円を超える｡送達確認のための受信完了通知は､情

報量が極めて少なく､また伝送速度は高速度である必要はないためここに注目

し､月額の基本料金が 500円の従量制料金であるNTTドコモの無線パケット通

信サ丁ビス (DoPa)を利用することとした｡情報 KIOSK端末側で､特定の通信
ネットワークに対応するためにはその通信機能を作りこむ必要があるが､時間

がかかる｡N社では､事業開始当初から送達確認のための回線として､無線パケ

ット網の優位性に着目して実験を開始していた｡そこで､事例血 (A社)案件で

開発した衛星受信ルータ(XSR2000)に､無線パケット通信機能を作り込んだ ｢改

良型衛星受信ルータ (XSR2000plus)｣を開発するより､送達確認のためのネッ

トワークを競争事業者が提案する案の数分の1のコストで実現可能とした｡

この案件では､通信衛星 (JCSAT-3)の利用をいかにして実現するかをめぐっ

て株主企業 (通信衛星保有会社)との間で､また社内においても､社長､営業

担当者､技術担当者同士で対立する構図を惹起しこれが引き続き検討課題とな

った｡しかし､これを除けば､顧客である D社が提示した選定基準を解決する

案を提示し､実際に改良型衛星受信ルータ (XSR2000plus)やデュアルビームア

ンテナを短期間で実現し､そして大規模マルチキャストファイル配信の実験を

行い問題なく動作することを検証したことによって､試行利用の受注について

は比較的順調に進んでいった｡

衛星回線の試行利用を受注した要因を変数システム観で整理すると､以下の3

点があげられる｡
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①本格展開に必要な技術を有していること

店舗の設置環境を考慮した地上回線の設計､Linux版衛星受信ボード､

ファイル配信ソフトなどを有し､運営体制も万全である｡

②JCSAT-3衛星利用を準備していること

既存のデジpop端末用アンテナや設置店舗におけるCS放送 (スカイパー

フェクTV!)アンテナを活用する観点からJCSAT-3は必須である｡

実証実験を行う店舗については､N-STARa/JCSAT-3からの電波を同時に

受信できるデュアルビームアンテナを設置することにより､本格利用時に

はJCSAT-3-のスムーズに移行できる｡JCSAT-3を保有するJSATはN社
の株主なので､本格利用時に確実にJCSAT-3を利用することが期待できる｡

③新規事業拡大の際のパー トナーとして､NTTグループ-の期待があった｡

DCTの事業展開において必要となる認証などのセキュリティやネットワー

クに関する最新の技術､またDCT設置店舗の拡大にあたり､NTTグルー

プは活用できる｡

(3)矛盾の克服

受注までの流れ (図 3-22)に示されたとおり､顧客の事業者選定基準に対し

て､本格利用時における JCSAト3のトランスポンダを確保することを除いては

ほぼクリアできていた｡

矛盾①は､この JCSAT-3のトランスポンダを1本､借りた場合に､賃借料を

上回る収益を確保できるかどうか､あるいは収支に見合う顧客を獲得できるか

どうかにかかっていた｡ちょうどこの時期は､コンビニエンスストア等を舞台

として､KIOSK端末やATM機の設置､さらには事例Ⅶのような店頭プロモーショ
ン向けに衛星通信を使ったコンテンツ配信の商談が水面下で活発に動いており､

コンビニエンスストア､それらの有力株主である商社や eビジネスを狙ってい

るベンチャー企業などの動きから､進行中の商談の受注率や受注時期と支出か

ら収支のシミュレーションを重ねた結果､採算がとれると判断し試行利用受注

に適進していった｡

矛盾②は､送達確認のネットワークに無線パケット網 (DoPa)を使えるよう

にしたことにより､送達確認を最も経済的に実現できたが､一方で､DCTを携帯

電話の電波の届かない地階のレコード店に設置することもあり､この場合には

使えないことが判明した｡無線パケット網は､使えるところで使うサービスで･

あり､電波の届かない場所では利用できない｡この無線パケットの トランシー

バだけを電波の届く場所に設置する案もあったが､保守性などを考慮しデータ

量が少ない場合には無線パケット網の次に経済的な INSパケットサービスを選

定した｡したがって､送達確認の方法としては､大部分の店舗は最も経済的な
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無線パケット網を使用し､携帯電話の電波の届かない場所に設置された DCTに

は INSパケットサービスを採用し､送達回線の回線コス ト増を最小限にとどめ

ることができた｡

(4)企業 ･組織間関係

(a)企業間関係 (業界モデル)

図3-23に企業間関係を示す｡

事例 (D社)

図3-23企業間関係 (業界モデル)

新規参入者
自動車会社 (トヨタ)?

補完 的 生 産 者
Infr)I,,aSt供給者 l
無線/√ケット網供給者

供給者
通信衛星保有会社

Linuxディ小町 .1づ

アンテナメ頚

(注)Infocast:17Jけキヤスけアイル配借り外

規制者
総務 (郵政)省

<執行利用時>

代替品供給者
地上系通信会凝:

携帯電話会社

D

競争事業者
衛星プラ:汀7オーム事業者 (滞rV)

逓倍衛監保有会社 (JSAT)

衛屋通信会社

通信衛星保有会社 (JSAT)?
(C)1998/2005ノJ､林満男

顧客はいうまでもなくD社である｡NTT支店は､｢顧客｣として示している｡

顧客であるD社からみれば､NTT支店もN社もほとんどひとつの会社のように見

えるであろう｡しかし､D社はNTT支店に対して最も望ましい衛星通信サービス

(会社)をD社に推薦する役割を期待しており､N社としてはNTT支店をD社と

同様に全力で自社サービスの優位性をアピールする必要があった｡

規制者の欄には､総務 (旧郵政)省と通信衛星保有会社であるJSATをあげて

いる｡本案件で焦点となったJSATが保有する通信衛星JCSAT3は､JCSAT4とと

もに､ほとんどの トランスポンダはPerfecTV!(JCSAT-3)とJSkyB(JCSAT-4)

というCSデジタル放送に割り当てられ､通信用に割 り当てられているトランス

承ンダは極めて限定されている｡ところが､JCSAT-3を使って通信サービスがで

きるとすると､D社の場合のようにすでに CSデジタル放送用に設置したパラボ

ラアンテナを設置しているユーザに対してコンテンツを配信する場合には､新

たにCSアンテナを設置する必要がないので､他の通信衛星 (JCSAT-1､JCSAT-2
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など)を使 う場合に比較してきわめて優位に立っことができる｡つまり､通信

と放送は､法律では明確に規定されているにも関わらず､トランスポンダは通

信用も放送用もまったく同じものであるため､ トランスポンダ利用用途の割り

当ての仕方が通信事業者たちや放送事業者たちの競争に影響を与えることにな

る｡一方､通信衛星保有会社 (JSAT)もまた規制者になりうるとしたのは､通

信用に割り当てられた トランスポンダの利用状況 (誰が利用しているのか､ど

れだけの帯域が利用されているのか､誰が利用申込をしているのか)について

知りえる立場にあるため､潜在的に通信事業者の利用者に影響を与える可能性

があるためである｡しかも､本案件のように通信衛星保有会社自体が直接､衛

星通信サービスの提供において競合するような構図となる場合には､通信衛星

保有会社からトランスポンダを借りて付加価値サービスを行う衛星通信サービ

ス会社とは競争事業者の関係になると同時に､ トランスポンダを貸す (貸さな

い)という選択肢､トランスポンダの利用に関する情報を操作することによっ

て､競争関係を変えることができる｡つまり回線の提供者という位置づけを越

えて､競争事業者の競争関係を変える役割を潜在的に持つと考えられるため､･

規制者の側面を持っているといえよう｡

供給者には､通信衛星保有会社､改良型衛星受信ルータ (ⅩSR2000plus)の供

給者である Linuxディストリビュータおよびデュアルビームアンテナの共同開

発を担当したアンテナメーカが該当する｡

補完的生産者としては､N社の ｢単なる1本のしかも片方向の IP伝送路｣で

しかない衛星通信サービスを数万の情報 KIOSK端末に対しても､全国同時に､

確実に､しかも高速でマルチキャストファイル配信をするという付加価値をつ

けているInfocastの供給者であるNTT研究所が該当する｡また､これまでは衛

星受信ルータ (XSR2000)は､片方向の IPデータを受信する機能しか持たなか

ったが､無線パケットの通信機能を追加 したことによって､他の方式の市販さ

れている衛星ルータが回線料金の高いフレームリレーやISDNにしか対応できな

いのと比較して､コス ト優位をもたらしたのである｡つまり､無線パケット通

信機能の追加によって､N社の提供する ｢単なる1本のしかも片方向の IP伝送

路｣である衛星通信サービスが､わずかなコス トの追加で非対称ながら ｢双方

向のIP伝送路｣として大きな付加価値をもたらしている｡補完的生産者は､無

線パケット通信機能を提供する 町Tドコモであり､機能追加を行うにあたって

NTTドコモから技術マニュ.アルの提供､利用の仕方についてのアドバイスを受け

ている｡

新規参入者としては､本格利用の際に自動車会社 (トヨタ)が登場してくる｡

(｢3.2.3(6)本格利用失注の分析｣参照)

代替品供給者には､地上系通信会社､携帯電話会社が該当するが､本案件で

3-41



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

は､衛星通信回線がコスト的に有利な状況となるため､特段､脅かされるよう

な関係になっていない｡

競争事業者は､同種の衛星通信サービスを提供する事業者である｡衛星プラ

ットフォーム事業者とは､既に衛星回線を使ってコンテンツの配信を行ってい

る衛星通信会社のことをいう｡すなわち､この事業者が同じ仕組みを使って､2

社目に提供することができれば､コンテンツ配信センタの運営費用や衛星回線

費用 (1社あたりに必要な衛星回線の帯域､すなわちコスト)を下げることが

できるので､後発の N社にとって最も強力な競争事業者となりうる｡通信衛星

保有会社 (JSAT)自身も､自社の衛星通信サービスであるSSS(スター ･ストリ

ーム ･サービス)を持ち､同様に営業活動を展開している｡本案件でも､株主

であるJSATは､N社にとっては競争事業者であり､供給者であり､場合によっ

ては規制者になりうる微妙な関係にあることがみてとれる｡

(b)企業 ･組織間関係

D社では､｢キオスク端末事業｣の展開にあたり､コンサルティング会社､DCT

の供給会社､ソフトハウスをはじめ､地上系 ･衛星系の通信事業者など多くの

事業者が関連した｡試行利用の衛星回線の受注が決定してからは､実証実験の

実施に向けて通信関係についてはNTT東日本を中心に検討が進められていった｡

図3-24に企業 ･組織間関係を示す.

事例 (D社)

図3-24企業 ･組織間関係

この図からわかるように､N社においては､D社の課題を解決するために､技
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術部が中心となって､NTT研究所 (ファイル配信ソフト供給会社)､アンテナメ

ーカ､また衛星受信ルータに無線パケット通信機能や､INSパケットのインタフ

ェースを設けるために､Linuxディストリビュータ､NTTドコモやNTT東 日本の

SEなどの協力を得ながら対応していった｡N社にとってはまさに､新規事業の

立ち上げ期として関連する企業が数珠っながりに増え､また N社内に技術が蓄

積されはじめた時期であった｡

実証実験用の衛星回線の受注とシステム構築プロセスにおいては､D社は､NTT

東日本を通信ネットワーク (NTTグループ)のとりまとめ役 (ネットワークイン

テグレータ)として位置づけていた｡この中で無線技術に強い技術者が集まっ

ていた N社は､主に通信ネットワークの中の無線部分､すなわち自社の提供す

る衛星回線と無線パケット網を利用する技術を提供する役割を担った0

(5)業界の常識の変化 ー

D社の案件は､衛星通信サービスの提供事業者にとって､自社の事業の定義や

事業の進め方などにおいて判断が必要となり､またそれまで漠然として持って

いた常識が次々と覆っていったきわめて特異なものであった｡

(D顧客の要求する JCSAT-3のトランスポンダが試行利用の提案時点で確保でき

ておらず､また本格利用時においてもトランスポンダの確保と送信設備の準備

の見通しは確定しなかった｡したがって､N社の技術担当者や案件の担当ではな

い営業担当者らは ｢顧客の要求する設備や回線がなければ売れない｡｣というス

タンスであった｡結果的には､N社としては法人営業部長やこの案件を担当して

いた営業担当者が主張する ｢本格利用時までに顧客の要求を実現する可能性が

あるのであれば､あらゆる手段を尽くして提案しよう｡｣ といういわば積極的な

スタンスをとることとなった｡その理由としては､｢衛星通信サービスの商談の

件数は事業開始時に想定したのとは異なって多くはないので､1件､1件､確

実に受注を積み重ねていかないと事業が立ちゆかない｡｣という危機感が次第に

募ってきていたことと､｢本格利用までには時間がある｡JCSAT-3のトランスポ

ンダを確保する問題を除けば､自社の有する技術力で十分に解決できる｡｣､そ

して ｢いざとなったら､JCSAT-3を保有する株主でもあるJSATが力になってく

れるだろう｡｣との思いもあり､D社から､｢本格利用時にJCSAT-3に移行できる

のであれば､試行利用 (実証実験)では他の通信衛星でもよい｡｣という了解を

頂いたのであった｡そして試行利用ではN-STARaを､本格利用では JCSAT-3を

使 うがこ.これらの通信衛星を同時に受信できるデュアルビームアンテナを用い

ることにより､本格利用に移行する場合のアンテナ工事を不要とした0

②営業担当者たちも技術担当者たちも送達確認用の地上回線は必要との判断

を下していた｡理由は､コ■ンテンツ容量が格段に大きいことと､情報 KIOSK端
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末により受信NGのデータが異なる場合､受信NGとなったデータだけを集めて､

再送信をする必要があると考えたためであった｡(*3-37)

したがって本件では､D社の意向もあり事例Ⅰ(F社)のように送達確認用の

地上回線をなくす方向ではなく､いかにしたら経済的なネットワークを見出す

かに関心が移っていった｡そして､｢衛星回線と地上回線の組み合わせ｣からで

はなくて､情報量が少ないこと､高い伝送速度も要求されないことから､｢衛星

回線と無線 (パケット)回線の組み合わせ｣というもっとも経済的な方法を編

み出したのであった｡この無線パケット網を活用する方法は､飲料の自販機な

どで採用され始めていた (*3-38)が､衛星通信分野では最初の事例となった｡

③セブン ･イレブンやファミリーマー トなどのコンビニエンスストアでは､本

部から店舗に対する商品情報､天気情報や従業員の教育コンテンツを JCSAT-3

による衛星回線で配信していた｡.同時に､D社はCS放送 (JCSATl3)を受信する
デジ pop端末を店頭に設置していた｡すなわち､衛星通信の特徴として同報 ･
マルチキャストがあげられる｡コンビニエンスストアのように多店舗に対して

配信する場合には衛星通信は有利となる｡通信衛星からの電波を受信するには

パラボラアンテナが必要となる｡50cm◎の小型の受信アンテナとはいえ､一旦､

設置すると､工事費用や稼動などから通信衛星を変える (アンテナの方向を変

える工事が発生する)ことには慎重となる｡(*3-39)

このような特質から､｢現在､コンビニエンスストアに導入されている衛星通信

回線が､IPベースのものに更改される場合や､これらの店舗を舞台として､店

頭プロモーションやATM機との複合端末によるECビジネスなどの新規ビジネス

が登場する場合には､必ずや衛星回線としてはJCSAT-3が使え中れるはずだ !｣
という確信がさらに強まったように思われる｡(*3-40)

④ ｢提供する通信ネットワークが優れていれば受注できるはず｡｣ という暗黙の

常識は､実証試験の場合には成り立ったが､事業の本格展開では覆されてしま

った｡｢キオスク端末事業｣の本格展開でD社が狙っていたのは､まず多くの顧

客に DCTを利用してもらうこと､そのためには取り扱うコンテンツをより魅力

的なものにする､コンテンツを充実させることに加えて､いかに多くの店舗に

DCT設置させてもらうかという ｢場所とり｣であった｡

もうひとつは､できるだけ多くの DCTを短期間に設置するためには､投資資金

が必要であり､そのために増資を引き受けてくれるコンテンツ配信事業のパー

トナーを求めていたと想定される.受注の流れ (図 31-22)の右側部分は､試行

利用開始から試行利用終了に至るまでの間における関係を示す｡ここで得られ

たことは､基本的には顧客の要求に沿うことが契約継続の絶対条件であるが､

その際､このように多くの事業者が関連する事業においては､情報 KIOSK端末

やコンテンツそのもの､あるいは通信ネットワークなどの個々の製品やサービ
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スの優劣 (機能 ･経済面)よりも､資本関係を含めた連携関係 (政治)をいか

に構築するかが優先されるというものであった｡

N社としては､本格利用を受注した方がよかったのか､それとも失注した方が

結果的によかったのか､判断の分かれるところであるが､実証実験で採用され

たものの､本格利用で失注した理由を以下にまとめてみる｡

(6)本格利用失注の分析

時間的な経過を追いながら失注を導いた ｢負の競争優位の要因｣を検討する｡

①N社の経営方針 (顧客とはすべて等距離外交)

N社は 8社の出資によって設立された会社である｡NTT(NTTCom､NTT東西)､

NTTデータ､IBM､CTCなどのSI事業者が出資している関係で､SI事業者､顧客

に対しては等距離で按する方針を貫いている. 第-位の株主がNTT(NTT再編後

は､NTTCom)であることから､中立性を重んじ､マルチベンダを旨とし､特に

特定の企業に肩入れすることは原則として行わない｡衛星通信の法人営業 (ソ

リューション)案件では､企業連合同士の競争になるケースがほとんどであり､

その際､出資が前提条件となる場合や特定企業の製品の採用を要請されること

がある｡中立性を強調しすぎると､企業連合やsI事業者､あるいは顧客から見

放される場合もあり､等距離外交は競争上､不利になる場合も多い｡

②企業間関係 (株主がライバルという歪な構造)

N社にとって通信衛星保有会社であるJSATは株主であり､ここから衛星回線

(トランスポンダ)を仕入れることが至上命令となっている｡また､制度上､

衛星地球局の免許人はすべて通信衛星保有事業者となっているため､衛星地球

局を新設するような商談については､ トランスポンダが使えるかどうかの照会

を含めて衛星通信会社 (リセール会社)の営業情報が通信衛星保有会社に筒抜

けとなっている｡通信衛星を保有している関係で大幅な値引きが可能 (*3-41)

であり､リセール会社に対して圧倒的に有利な立場にある｡衛星回線の帯域を

多く使 ういわゆる大形の案件の場合には､衛星通信会社の衛星通信サービスで

はなく､利用者またはSI事業者がリセール会社として衛星地球局を保有する場

合がある｡この場合には､衛星回線 (トランスポンダ)は､リセール会社から

ではなく通信衛星保有会社から直接調達することになる｡つまり､大型の案件

では､衛星通信サービス会社は､本質的にSI事業者と競争関係となるのである｡

このような構図となる案件は少なくない｡

通信衛星保有会社 (株主)は利用者､またはシステムンテグレータに売り損な

っても､衛星通信会社 (リセール会社)は株主から衛星回線を仕入れざるを得

ないので､通信衛星保有会社にとっては､衛星回線の利用者､sI事業者あるい

は衛星通信会社 (リセール会社)のいずれであっても儲かる構図となっている｡
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通信衛星保有会社が実質的にJSATとSCCの2社による寡占状態となっている現

状では､SI事業者や衛星通信会社 (リセール会社)がいろいろな手段を講じて

付加価値をつけてもこれらの事業者間での競争は激しく衛星回線の販売事態か

ら利益を得ることは至難の業であり､衛星回線が販売されたことによる利益の

大半は通信衛星保有会社が得るという構図となっている｡

つまり､寡占状態にある通信衛星保有会社と競争状態にある衛星通信会社 (リ

セール会社)等が入り混じって同じ土俵で勝負する業界であり､付加価値の程

度に応じて利益をあげられる業界というよりも､トランスポシダを寡占的に保

有する事業者が一人勝ちするいびつな業界ともいえる.見方をかえれば､通信

衛星保有会社 (株主)が儲けるために､出資した衛星通信会社に稼がせる構図

となっているのである｡

③規制 (NTT法による規制)

NTT東日本は､NTT持株会社が100%株を所有するNTT法による特殊会社である｡

地域独占とひきかえに様々な規制が立ちはだかる｡出資については､子会社を

通じて行なうとかの方法もあるが､顧客にとっては､NTT東日本から直接出資を

受けた､という方が何かと有利な場合がある｡実際にどのような出資なら可能

かということに加え､それ以上に "社内規制"､"社内総務省"なる小姑 (規制

官庁に代わって規制の解釈､指導を行なう事務スタッフ)による ｢裏の規制｣

が生まれ､これが企業の競争力を制約する場合もある｡本件のように､ トヨタ

などの民間企業と戦う構図の場合には､NTT法による規制は制約として作用する｡

④連携戦略 (ライバル社のみごとな連携戦略)

本案件の背後には､コンビニエンスストアを舞台としながら情報 KIOSK端末

(EC､銀行のATM)､ネットワーク&POS､ITS(トヨタのGAZOO)などを巡って､

コンテンツホルダー､端末機器のメーカ､通信会社､自動車会社､金融会社な

ど商社連合を軸にした戦いが背後にある｡情報 KIOSK端末をベースにした新規

ビジネスを行なう事業会社が相次いで設立された (*3-42)が､この場合の出資

条件に､どの会社の衛星通信サービスを採用するかを組み入れて､政治レベル

で商談が決まる､というケースが多い｡

3.2.4 個別分析 (事例Ⅳ :放送局)

(1)受注概要

(a)顧客企業の概要

日本放送協会 (以下､Na社)､は､公共の福祉のために､あまねく日本全国に

おいて受信できるように豊かで､かつ､良い放送番組による国内放送を行い又

は当該放送番組を委託して放送させるとともに､放送およびその受信の進歩発

達に必要な業務を行い､あわせて国際放送および委託協会国際放送業務を行う
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ことを目的として､放送法に基づき設立された法人である｡1999年度未におい

て､テレビジョンは､総合放送 3,468局､教育放送 3,394局､衛星第 1放送､

衛星第2放送各 1局､高精細度テレビジョン放送実用化試験局 1局､ラジオは､

第 1放送 212局､第 2放送 140局､FM放送 519局を運用する総合情報メディ

ア企業である｡(*3-43)またNa社における通信衛星の利用は､衛星通信の本格

的な商用サービスが開始される前のCS時代から､通信衛星の利用においては放

送素材の伝送や衛星放送の分野で常にリーダーとして活躍し､衛星放送 (BS放

送)においても常に先導的な役割を果たしてきた｡

(b)受注概要

全国の各地方放送局から本部のデータベースに登録されている放送用コンテ

ンツをタイムリーかつ高速でダウンロー ドするシステムの構築が必要とされて

いた｡地方放送局では素材コンテンツをダウンロードし編集した後､ローカル

で放送する｡素材コンテンツをダウンロードするためのネットワークとして､

①MPEG2で作成された容量の大きなファイルであるためダウンロー ドを短時

間で行うためには高速の回線が必要となる

②各地方放送局がこれらの素材コンテンツをダウンロードする頻度は高くは

ないので､ダウンロードを行う時だけ高速の回線が使えればよい

③素材コンテンツは､本部から各地方放送局-配信されるので､高速の回線

が必要なのは下り回線 (片方向)だけでよい

を満たす必要がある｡

素材コンテンツのデータベース-のアクセス回線としては､提案の時点では

すで笹 ATM回線 (*5-441)を使って実験が行われていたが､これを全局に展開す

るとなると回線費用が膨大になることから､Na社は経済的なネットワークを求

めていた｡度重なる検討と提案の結果､コスト･パフォーマンスに優れた N社

の衛星通信回線とリクエスト回線に使用する地上回線 (ISDN)の組み合わせ方

式を採用することとなったものである.図3-25に受注概要を示す.

図3-26に､素材コンテンツのVOD配信システムの構成図を示す｡リクエスト

するための回線は､高速である必要はなくINS･ネット64(128kbps).を利用して

いる｡一方､各種のサーバから取り出された素材コンテンツは､リクエスト回

線を通らず N社の送信局-ルーティングされ､衛星回線により､リクエストし

た地方放送局で受信される｡
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事例 (N●a社)

図3-25受注概要
項 目 説 明

概 要 Na杜では､代々木で作成した放送用コンテンツをMPEG2のデータベースとして管理し､このコンテンツを地方局で作成する番組に提供する仕組みを始める

こととなり､このリターン回線に衛星通信を利用することとなった○

受注内容 今回受注したのは､衛星を利用しNa放送局の各地方局からの素材提供要求に
対 し迅速に対応できる回線として､衛星回線をご利用いただいている.

MegaWaVePro Na社の素材コンテンツは容量が大きいため､必要なときには高速で伝送する必要があるが､常時使用するほどの トラヒックが発生しない｡このための回

利用のメリット 線をATMでひく場合拠点数分の高速回線を用意 しなければならないが､衛星通
信であれば1回線用意することにより全拠点で利用でき､大幅なコス トの削

減が図れた.

受注のポイント 当初数拠点での実験時にはATMで3Mbpsno回線を使用し実験していたが､これを全局に展開する際に､NTrComと一体となりお客様にメリットのある回線をご捷
案することができた.

参 考 衛星では伝送遅延(250msec程度)があるためTCP/ⅠPを利用した高速通信は難

しい.そこで､高速のTCP/ⅠP通信を実現するため､弊社で開発したスフ●-7ルク○
装置 (BSR2000)を導入することにより､快適な環境での通倍をご利用いただ

*BSR2000の自社製品開発により､他社と差別化を図り受注できたものである

*NTTC')Jn(刈ユーション事業部､メ技閑)及びNTTPF研究所との連携が功を奏した

出所:NTTSC社､導入寄倒説明会資料より (一部加筆･修正)

図 3-26 VOD配 信 シ ステ ム

(C)2006ノJ､林満男

事例 (Na社)

出所 :m Ch､毎人事例説明会資料より(一郎加筆･修二の (C)2006,小林満男

N社の受注内容は､この衛星回線部分と､各地方放送局に設置される衛星受信

ルータ (XSR2000)および放送センタと各地方放送局に設置される TCP/IP高速

化装置 (BSR2000)である｡衛星受信ルータとTCP/IP高速化装置は､N社が開発

した製品である｡
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(2)受注までの流れ

受注までの一連の流れを図3-27に示す｡

図3-27受注までの流れ

事例 (Na社)

YOD配信の検討依頼
_1999.10.伽a社ト

NTTCoql他で検討実施｡
サー/､◆関連はOKだが地
上ネIJH-ク(ATM)料金
が高く導入は困難｡
VOD配信に衛星回線が
使えないか?

(NmCoI〕営業)

↓
現状では1批ps以下の
スルイ ･Jトしか出ない｡
これ以上のルーフ●･Jトが
必要なら､ス7'っィン4'
技術の導入が必須だ
が製品は高価｡ス7-7
インク◆のライセンスを購入し
NTTSCで製品開発すれ
ば格安で高スルづ ･̀Jトが

実現できるはず｡他
の案件でも使えるの
で製品化したいが可

製品化は可能だろう｡
必要なら応援する
(NTTCoD開発センタ)

2000.06-

良どなくラ折 ル各社

二を板切 りL､一受注b:..i.I
■所定ゐ期.日から無≡二
如 -t.スを開始した

製品化の意向を 園

等 ToTS誌 相談

製品化の検討開始
Linux-PCにスフ■-7イ
げ ソフト(lteムtat社
のSkyX-Gateway)
を搭載すれば実現
できる見通しを得
る (NTTSC技術)

注文は来ないが

営業判断で
BSR2000の見込み
発注を指示

-･､iILl:甘最･&-鍾){1006,小林満男

素材コンテンツのVOD配信システムについては､Na社を中心にNTTCom､NTT研

究所およびサーバ機器メーカから構成される VOD-PT(仮称)が設置され､ネッ

トワークの構築方法などについて検討を重ね､実験が進められてきた｡しかし､

地上回線でネットケークを構築すると膨大なコス トがかかることから､VOD配信

に衛星回線が使えないかどうかVOD-PTをとりまとめているNTTComから､N社に

検討依頼があった｡

検討依頼が持ち込まれた 1999年 10月から､サービスが開始される2000年 6

月までの約 8ケ月間にわたって､衛星回線利用についての提案活動と共同実験

が繰りひろげられた｡本案件を実現する上で､

①現状のTCP/IPでの利用 (いわゆる衛星インターネット)では､スルー

プットは､ほぼ約 1Mbpsが上限であった｡顧客が要求するスループット

(3Mbps以上)を実現するには､スプ-フィングと呼ばれるTCP/IP高速化

技術 (*3-45)を導入する必要があるが､市販されている米国製晶は高価で

ある｡'リーズナブルな価格で調達する方法はないか｡

②MegaWavePro-1Pサービスには､｢帯域共用 (従量制)｣のメニューはある

が､特定のユーザが高速で使うと他のユーザが圧迫されてしまう｡スループ

ットに上限を設けるとか､複数のユーザで共用できる仕組みはないか｡
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という､2つの課題があった｡

本案件では､ATMなどの専用線 (地上回線)に対して衛星回線と公衆回線の組

み合わせのコスト優位性は､比較的早い段階で認識されたが､逆にこのような

回線構成は他の衛星通信会社においても提供可能であり､差別化要因とならな

い｡①は､TCP/IP高速化装置を他社よりも安く調達することで差別化を図ろう

とする [外部]要因である｡これに対して②は､TCP/IP高速化装置を使うこと

により顧客であるNa社は高速回線を安く利用できる反面､帯域共用回線を提供

する N社にとっては､他のユーザにサービス提供する場合に回線品質の低下を

もたらしかねず､そのため複数ユーザによる帯域共用回線の利用にあたっては

どのようにしたら調和のとれた利用が可能かというサービス提供者側の [内部]

要因である｡衛星通信サービスを提供するにあたっては､外部要因と内部要因

の両者を解決していく必要があった｡

さらに､(Dについては､事例Ⅱ (A社)で開発した衛星受信ルータのように､

すなわち LinuxPCに､スプ-フィングソフトを組み込むことによって､TCP/IP

高速化装置を実現することとなり､その開発をめぐって 3つの矛盾が発生した

が､逐次これを解決していった｡②は､帯域共用回線の宿命であり､各ユーザ

ができるだけ必要な時にス トレスなく使えるように､顧客の了解のもと各ユー

ザが利用できる最大のスループットを制限することとした｡具体的には､Na社

の本部センターからN社の送信局-のエントランス回線であるATMの回線速度

を一定値以下とした｡

受注を獲得するには､何よりも顧客の課題解決に寄与することがポイントと

なる｡変数システム観によれば､受注要因は､

(丑衛星通信回線の採用による大幅なコスト削減

②親会社 ･研究所と連携

③自社製晶の開発による差別化

に集約されよう｡

(3)矛盾の克服

法人営業活動においては､顧客から､あるいは供給事業者などから､随時､

課題解決が求められるのが通例である｡これらのいわゆる "宿題"に対して迅

速に解決策を提示できなければ､競合他社に案件は移っていく｡

本案件では､衛星通信 (TCP/IP)回線を高速で利用するスプ-フィング技術

の採用が必須であり､かつ､他社との差別化を図るにはTCP/IP高速化装置の自

社開発が必要となった｡3つの矛盾はこれらを実現する上で発生したものであり､

表 3-9に矛盾の内容､矛盾をどうとらえたか､およびその解決策を示す｡
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事例 (Na社)

表3-9矛盾とその解決策
矛盾の内容 矛盾をどうとらえたか 解決策 解決策の結果 補足 (肝S

① ★発注をもらつてか ･失注した時の在車リスクはでき ･とりあえず試作を ･米.Ilentat社製品の ･XSR2000

らでないと開発はダ るだけ避けたい (社長) 行い技術を押さえる 約1/3の価格で実現 (Linux)

メ (社長) ･yスクを覚悟して開発しないと こととした できた の開発経験
★発注があってから このような使い方で拠点数 (営業担当の読み) ･開発技術
では納期に間に合わ (台数)の多い案件はなかな 社長の考えは簡単に A一t∃

ない (技術) か出ないので永遠にこの製品はもてない.失注しても売り切る自借はある (営業)･製品化は課題は多いが自信はめる (技術) 変わらないので､技術検証を行ない時間稼ぎをしながらお客様の動向を見よう! ･開発センタとの連携

② ★弊社-の発注時期 ･顧客は我々の袈晶化の動き ･BSR2000を小口で ･トライチ.)ク(代理店)､･トライチ.Jク

を延ばす (顧客) を見ている｡注文してからし 発注.注文が確定し 製造会社等との粘り (代理店)

★すぐに発注しないと納期に間に合わない (技術) か製品化に踏み切らないとし た時点でソフトウエアライセン 強い交渉によりリスク とのソフトウエア

たら製品開発に自信がないと考えるのではないか (営業)･在車リスクを圧縮することで解決できないだろうか (技術) ス､PC購入台数を大口に変更することをメーカーより了東を得た(技術担当の読み)リスクは各社で共有しよう! 回避に成功した ライセンス交渉

@ ★ファーストユーザに ･ファーストユーザを避ける ･NTT研究所､開発セ ･ク'月卜7●会社ではあ ･営業担当

はなりたくない.実績 というのは顧客のポリシーの ンクに急速数台販売し るが､納入実績がで の決断 (?)
のない製品は採用した 問題だから簡単に説得はでき 納入実績を作った. きた○本装置は後で､

くない (顧客) そうにない (営業) その上で見込み発注 学校ルター&.J日 の契′
★まだ試作段階 製p., ･試作機の技術検証を徹底す を行なった 約延長､衛星移動

○ ロ化はこれからであり納 ることで理解してもらえない (営業担当の読み) (MegaWayePro-llobile)サーヒ■ス実現に寄与することになる

(C)2006,小林満男

①TCP/IP･高速化装置の製品化 (先行発注は認めない !)

衛星受信ルータを新規開発する場合とまったく同じ構図であった｡すなわち､

社長は ｢顧客からの発注をもらってからでなければ開発はダメ｣という立場で

あった｡一方､技術担当者は､｢製品化は可能｡ただし発注がきてからでは納期

に間に合わない｣というものであった｡このTCP/IP高速化装置は基本的にユニ

キャス トで使うもので､高価な衛星回線を 1人のユーザが専有利用するタイプ

であるため､端末め台数は極めて限定されるだろうと考えられた｡

したがって､｢数台しか導入されない個別案件では､開発稼動やスプ-フィン

グソフトのライセンス費用の面から割高となり自社開発はできないので､失注

の場合における在庫リスクを覚悟してでも､本案件をきっかけに自社製品とし

て開発しておかないと禍根を残すことになるので､この機会にぜひラインアッ

プ化したい｡｣(営業担当者)という状況であった｡

解決方法も衛星受信ルータの場合とほぼ同じであり､まずは技術的に可能な

ことを事前に確認しておくために試作を進め､開発技術を押えるとともに製品

価格について見通しを得ることができた｡

②納期の問題 (待っているだけでは納期に間に合わない !)

試作機が完成しNa社の担当者にデモを行い満足して頂いた｡しかし､Na社の

担当は衛星通信回線の他にもっといい方法はないのか引き続き検討を進め､な

かなか発注を出さない｡Na社からの発注が出ないからといってN社が製品調達

を進めなければ､結果的に納期に間に合わなくなり､自然にこの案件はなくな
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ってしまう｡

｢導入は全国の地方放送局すべてを同時に行うのではなくて準備のできたと

ころから徐々に導入する｡｣という営業からの情報をもとに､スプ-フィングソ

フトの代理店と交渉し､小口でラインセンスを購入し､ある台数の注文が確定

した時点で､大口のライセンス契約に切替わるようにした｡すなわち､小口発

注することにより受注機会を維持しながら失注による在庫リスクを圧縮しつつ､

かつライセンス料についてもスプ-フィングソフトの代理店とリスクシェアす

ることにしたのである｡これによって指定された納期をクリアすることに成功

した｡①と②の矛盾を克服していく上で､事例Ⅱ(A社)での経験が役にたった｡

企業の方針や､誰がどんな考えを持ちどんなやり方をすれば矛盾を克服するこ

とが可能なのかどうか､という面での学習効果が働いた｡

③実績の問題 (納入実績のない製品は使わない !)

みっつめの矛盾は､もっとも厳しいものであった｡それはそろそろ発注とい

う段階になってNa社から､｢TCP/IP高速化装置のファーストユーザにはなりた

くない !｣と言われたことである｡もともと業務の性質上､また企業文化とし

て､｢実績のある安定したものを使うのが当たり前｣ の Na社である｡試作装置

によるデモを見ただけではなかなか購入してはもらえない｡どうしても納入実

績が必要だということやあった｡つまり､｢多少の金額の差であれば､米国Mentat

社の製品を使えばよい｣という考えであった｡しかしそうなれば､N社の衛星回

線を使 う必要もなくなり､失注する公算が高まる｡それゆえ､どうしても納入

実績を作る必要性があった｡

そこで､Ku帯の衛星移動通信方式 (*3-46)を開発中のNTT研究所､および衛

星回線の遅延対策を検討していた NTTCom技術開発センタ-の売り込みを行い､

急速､納入実績を作ることによってこの矛盾を解決し､Na社の理解を得たので

あった｡

(4)企業間関係

(a)企業間関係 (業界モデル)

図3-28に､企業間関係を示す｡

顧客はNa社である｡Na社は放送 ･通信分野に関する多くの技術者集団をかか

え､また通信衛星の利用についても長い歴史をもつ手ごわい顧客である｡

規制者として総務 (郵政)省をあげたが､本案件では直接には関係しない｡

供給者には､通信衛星保有会社および､TCP/IP高速化装置の開発を担当した

pcメーカ､Linuxディストリビュータがあげられる｡衛星受信ルータ (XSR2000)

の時と同様に､安定性の観点からOSとしてLinuxが選定された｡短期間にTCP/IP
高速化装置 (BSRbooo)を製品化する上で､Linux技術者を要するLinuxディス
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トリビュータの果たした役割は大きい｡

事例 (Na枚)

図3-28企業間関係 (業界モデル)

新規参入者
?

(C)1998/2005,小林満男

補完的生産者として､データベースサーバーメーカーとスプ-フィングソフ

トを提供する米Mentat社の製品を扱 う日本の代理店が該当しよう｡スプ-フィ

ングソフトは､静止衛星を使って高速でTCP/IP通信を行う場合に問題となる遅

延時間を克服するツールである｡これがない場合の通常の衛星インターネット

のフループットは700kbps～lMbpsであるのに対して､スプ-フィングすること

によっrT､1本の トランスポンダで伝送できる最大の帯域である約 30Mbps程度

のスループットを得ることができる｡すなわち､TCP/IP高速化装置 (BSR2000)

は衛星回線の弱みである遅延時間を克服し､衛星回線の利用価値 (付加価値)

を高めるので補完製品といえる｡

新規参入者は､特段見当たらなかった｡

代替品供給者には､専用線などを提供する地上系通信会社である｡

競争事業者は､衛星通信サービスを提供する事業者である｡TCP/IP高速化装

置の試作機が完成しデモを実施した後､発注をためらっていたのは､競争事業

者である衛星通信会社や衛星通信機器 (衛星受信ルータなど)を提供する機器

メーカがさかんに売 り込みをかけていたためであった｡結果的に､要求条件を

所定の納期内で最も安く提供できるN社が選定された｡

(b)企業 ･組織間関係

図3--29に企業 ･組織間関係を示す｡
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事例 (Na社)

図3-29企業 ･組織間関係

研究所･へ'ンチャー企業等
との連携

NTr未来ねっ ニ''･<･∴定例

r:1.̀Sii3荷札br…写讃.十g!ま】･:盲･
-r4-..--I-.ll-.ll-日

BSR2000製品化

■一l■
技術検討 /'･′-1戎塗鞄ぶ
(ハイウェア購̂1･-.′-輔札古畑

トライテか(磨理店)

米Mentat社 ディアイティ
(Linuxディスト牝やrタ)

ルコ(PC供給会社)
芯拭顎=:態勢a･ミYJ諌tl･呼㌔8宮:

ぷr{..,
ー′知慮々胡

技術担当

NTTSC

本案件において受注の鍵となったのは､ひとつは既に顧客との間で信頼関係を

構築し検討､実験を進めていたNTTComや NTT研究所 (γOD-PT)の存在であり､

ふたっめと~してはNTT研究所､NTTComおよびN社等で実施している定例検討会

であり､そしてみっつめとして短期間に TCP/IP高速化装置 (BSR2000)を製品

化する上でのパー トナーであるLinuxディス トリビュータの存在であった｡

営業情報 (顧客の欲するサービスや課題)とそれを解決する製品､サービス

にキーパーソンを結びつけ､課題解決として仕立てる上で､顧客に付加価値を

もたらす活動をどこで､誰がやっているのかを常日頃からワッチすることは営

業の本質､中核をなす活動である｡本案件でも複数の企業や部署と連携しなが

ら営業活動は展開されていった｡

例えば､NTT研究所､NTTCom技術開発センタ等との定例検討会での打合せの

後､開発技術者が書いた衛星通信回線の高速化に関する論文を N社の営業担当

者が目にしたところからこの "物語"は始まっている｡すなわち､この案件の

話が出る前から､NTTCom技術開発センタでは米国Mentat社からTCP/IP高速化

装置 (SkyXGateway)を購入しすでにある実験を行っていること､そして､こ

の装置はハー ドウェアとして購入するだけでなくソフトウェアとして購入する

方法もあり､動作するOSとしてLinuxが含まれていることを把握していた｡

そこ-この案件が出てきたことから､前回の LinuxPCを使って衛星受信ルー

タを開発した経験をふまえまた同じような手法が使えるのではないかとN社の

営業担当者は考え (二匹目のドジョウをねらって)､NTTCom技術開発センタの担
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当者に製品化の可能性を尋ねたのであった｡その後､N社は上述のように､営業

活動の進展にあわせて､ソフ トウェアライセンスをMentat社から取得しLinuxPC

に組込み､TCP/IP高速化装置を自社製品 (BSR2000)として製品化した｡これに

よって､同等の市販品の数分の-の価格で実現できたことが受注をもたらした

直接の理申となっている｡なおこの装置は､遅延時間をもつネットワークにお

いて高速のTCP/IP通信を実現する装置であり､衛星回線だけでなく､地上のイ

ンタ｣ネット回線においても使える製品である｡

(5)業界の常識の変化

本案件をめぐっては､当初､図3-30に示すように､｢同報/マルチキャス トと

比較してユニキャス ト (1:1)利用ではコス ト高となるので､受注は難 しいだろ

う｣という業界の常識が支配していた｡これを営業担当者がなんとか顧客の期

待に応えようとする中で､衛星通信 (TCP/IP)回線を高速で利用可能とするス

プ-フィング技術をたまたま知ったところから､既存の常識-挑戦することに

なったものである｡

事例 (Na社)

図3-30業界の常識の変化

衛星通イ言はユニキャストでは回線コストが高くなり売れない

○衛星通信は､36,000kmの静止軌道にある通信衛星を利用するものでロケットの打上げ
を伴うため､地上回線に比較し帯域あたりのコストは一般に高くなる.一方で､地味を
幅広くカバーできることから､本質的に放送型 (ひとつの電波を複数のユーザで利用す
る)が向いている○回線を共用することにより､1ユーザあたりのコストは1/nとなり急
減する｡ (空間を共有) (原理原則)

○従って､コスト面から1/nで停う同報通信かマルチキャストでしか利用されないだ
ろう.仮にユニキャスト利用があつたとしても､それはマルチキャスト通信と混在した

★コストが選択基準であれば､ユニキャストであつても地上回線と比較してコストが少
なくてすむ場合があれば売れるはずだ.

★コストを下げるには時間を共有する方法もある○コストを1/nにするこの方法でも利

-ユニキャスト (時間を共有する方法)でも条件が揃えば売れ る !
(C)2006.小林満男

本案件をとおして､"ユニキャス ト (1:1)利用では売れない"という商談開1

始前に持っていた業界の常識は､図 3-30に示すように､"ユニキャス ト (時間

を共有する方法)でも条件が揃えば売れる場合がある"という新しい業界の常

識として､｢条件付き｣ながら組織メンバに受け入れられたように思われる｡営

業の現場においては受注という結果が持つ影響力は大きいが､一方で営業担当
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者自身が直接経験しないとなかなかひろまってはいかない｡

｢条件付き｣とは､地上回線と比較してもともと帯域あたりの価格 (ビット

単価 (bit/円))が高価な衛星通信回線では､本案件のように､地上回線を利用

する場合に比較して有利になる領域は限定されている､ということを意味して

いる｡このように､新技術の登場などによって適用領域が変わっていくことに

よって､新たに業界の常識は生まれ､洗練されていくこととなる｡ちなみに､

トランスポンダ1本 (月額約4000万円)で利用できる帯域幅は約24Mbps(片方

向回線)とすると､現在 (2005年 8月時点)であればほぼ同じ速度をもつ地上

回線であるADSL(月額料金を計算しやすくするために約4000円とする)と比較

すると､帯域あたりの価格 (ビット単価 (bit/円))差は､1万倍 (4桁)もの

開きがある｡もちろん､このような単純な比較ですべてを言い尽くせる訳では

ないが､技術革新の激しい通信の世界においては､わずか10年も経たないうち

にこのようなことが起こるので､常に顧客の業務､関連する技術の動向など見

つめることによって ｢条件付き｣の中味をとらえなおし､業界の常識をブラッ

シュアップしていく必要がある｡

また､表 3-9に示される矛盾を克服するプロセスを通して､

(∋市販のスプ-フィング装置は高価である!

ソフトライセンス購入により自社開発を行うことで､市価の数分の-で実

現することができた｡調達方法によって価格低減が可能である｡

②受注してからでは納期に間に合わない !

受注前に試作を実施し､実質的な開発を進めることによって納期に間に合

わせた｡事前に準備できることはすべてやろう｡

③ファーストユーザはいやだ (顧客)

納入実績がないものはリスクが大きいので使えないという意向であった｡

すなわち､製品の不具合に巻き込まれ業務に支障をきたしたくない (製品を

選択した責任を負いたくない?)というものであった｡

これに応えるには､ただ実績を示すしかない｡｢ファーストユーザは避けた

い｣というのは理にかなっており顧客の信念を変えるのは容易ではないが､

納入実績を作ることは自分たちの努力次第で可能である｡NTTグループ企業

に販売しても ｢納入実績｣には変わりはないととらえ､急速､この製品を必

要としているグループ会社､部署を探し､｢納入実績｣としたのであった｡

このようにものごとの見方､とらえ方を変えて自社でできることを探し出

し､これをやり遂げることで顧客の要求に応えていくことの大切さを学んで

いった｡
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3.2.5 個別分析 (事例Ⅴ:ドラッグストア)

(1)受注概要

(a)顧客企業の概要

株式会社スギ薬局 (以下､S社)は､昭和 51年に創業以来､全店が保険薬局

の認可を受け､処方葺に対応できる ｢調剤併設型 ドラッグス トア｣のリーディ

ングカンパニーとして愛知県を中心に店舗展開を行ってきた｡

事業内容は､保険調剤 および 医薬品 ･健康食品 ･化粧品 ･日用雑貨の販売

であり､地域のお客様にとって身近で気軽に相談が出来る ｢かかりつけ薬局｣

を目指す経営理念のもと､2000年 6月にナスダックジャパンに株式上場､同年

10月には 100号店を開設し､毎年､数 10店舗の新規出店を行っている｡2002

年 7月には150号店､2003年 7月には200号店を開設している｡

上場当時､ドラッグストアでは唯一の全店保険調剤薬局体制を確立しており､

医薬分業の流れをふまえた事業を展開するとともに､サービス水準の維持のた

め従業員の教育に力を入れている｡また､販売時点情報管理システムと顧客管

理システムを連携し､顧客の購入商品を特定できるようにしており､商圏や年

齢などの条件ごとの販売実績を分析することによって顧客の消費動向を正確に

把握することを可能とするなど､情報の活用に力を入れている企業である｡

(*3-47)

(b)受注概要

受注概要を図3-31に示す｡

図3-31受注概要

事例 (S社)

項 目 説 明

概 要 S社は､保険調剤､医薬品､健康食晶､化粧品､日用雑貨などを販売する ドラツグストアで､愛知県を中心に100店舗を展開しています○店舗の拡大にあわ

せ､社員教育､社内情報伝達用に衛星配信形態を取り入れましたQ

受注内容 従来よりテレビ会議システム (地上回線)を利用して映像配信を行っていま
したが､店舗数の急増により増加する通信 コストを削減するため､衛星通借
で全国-の映像配信を行うこととし､3MbpsのMegaWavePro-Vサービスを導

入されました○

MegaWaVePro利用のメリット このシステムにより､店舗実務経験に精通 した商品部長や､店舗運営部長が
直接社員教育を実施して社員教育レベルを一定に保ちながら､さらにパート､
アルバイ トまで同じ情報を共有する事で､意思統一を図る事ができるように

なりました.

受注のポイント 愛知県安城市に本部があるために､東京品川SN∝までのエントランス回線料
が問題になりましたが､上り回線をⅠNS64×3本と設定し､そのまま¶会議シ

ステムを使用することでコス トを抑えることができ､NTT西 日本と連携して早

期受注に結びつけましたo

.参 考 今後引き続き､薬局の拠点数拡大が図られ､一層の衛星コストメリットが顕
書になって現れてきます○他のチェーン店でも急成長している薬局､スーパ
-などには衛星+TV会議システムの導入を是非共同提案いたしましょう.

出所 :NTTSC社､導入事例説明会資料より(一部加輩･修正) (C)2006･'J､林満男
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店舗数､社員 ･パー トの急増により､従来実施していた集合訓練では場所の確

保やコス ト面でデメリットが目立ちはじめたことから､1996年 12月に､電話回

級 (ISDN)を利用した ｢多店舗集中管理システム｣(現テレビ会議システム)を

導入した｡ISDNを使ったテレビ会議システムでは､新たに店舗が開設されるた

びに､回線の増設および通信費用の増加に加え､回線接続に手間がかかる等の

問題が発生した｡そこで､愛知県から､三重県､岐阜県など出店エリアの広域

化に対応するため､電話回線から衛星回線に移行することとなった｡本案件は､

衛星回線で映像配信を行うための3Mbpsの映像伝送サービス (MegaWavePro-Ⅴ)

についてのものである｡

衛星テレビ会議システムの構成を図 3-32に示す｡愛知県の S社本部から､N

社の送信局までのエントランス回線には､映像伝送サービス (専用線)ではな

く公衆回線 (INS64×3本)を使用している｡すなわちテレビ会議システムは､S

社本部と N社の送信局の間を結ぶェントランス回線の伝送装置として使い､本

部から各店舗-の映像配信用に衛星回線 (MPEG2映像伝送サービス)を使うこと

によって多店舗展開時においても回線コスト増を抑えることに成功した｡

事例 (S社)

図3-32衛星テレビ会議システム

出所 :m C辻､導入事槻 明会長料より (一如加算･修正)

EB3Mbpsの回線帯域で高品質な
映像を配信できます｡
這う受信拠点数に関係なく衛星回線費

用は一定です｡

L3受信拠点が容易に増設できます｡
[∃TVモニタの電源を入れるだけで
映像受信できるため操作が簡単です｡

衛星受信アンテナ

(C)2006ノJ､林満男

(2)受注までの流れ ,

1996年 12月より利用していた電話回線によるテレビ会議システムでは､店舗

数の増大や今後の広域展開においてはコスト増をもたらす｡そこで S社では､

テレビ会議システムのリース切れを区切 りとしてコス ト削減の検討を開始し､
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テレビ会議システムのベンダ (K社)とISDN回線のベンダ (NTT西日本)に検

討を依頼した｡

NTT西日本の営業担当者は､現状と同じようなテレビ会議システムでは抜本的

なコス ト削減は困難であり､また今後もテレビ会議システムを使 うのであれば

現行のK社が納入する公算が大きいだろうと考えた｡当時､NTT西日本では､N

社が提供する衛星通信サービスによる社内テレビ (NTT-TV西日本)を利用して

おり､営業担当者はこれと同じ仕組みが使えないかと考え､N社に問い合わせを

したことから､本案件の検討が開始された｡図3-33に､受注までの流れを示す｡

事例 (S社)

図3-33受注 ま で の 嘩 転 戦,-Jybf音さ
(2000,9) J''

テt,ヒ◆会社システムのコス梢Ij減の検討を
開始｡TV会議システムへーげ (冗)及
びISDNへ●げ に検討指示｡ (S社)

Ⅹ社と同じようなテレヒ◆'､

舎態シ符ムでは叫 削滅~､
は無理｡NT㌣TV西日本
(m scが軽供)と同
じシステムが使えないか

(m 西日本､

①衛星通信を安く

②IPトビス(PCで受
信)の方が安く提
供できるがいかが
でしょうか

くmSC営業)

ほどなく受注し､所定の琴
日から無事かt'えを開始した
(NTT西日本&NTTSC).

岬-ヒ'スなら斗トヲン茨′て
回線は了第 1種映
像伝送叶ヒースか､

i3krbps以上のディシ●ク
ル専用線が必須

② 解約叫･の撤去
製品をオーハ◆ホールし､
提供することとし
た くNTTSC営業)

sl扇城如 テ:碑 実施

した (実際に画琴を
見て頂いた)ところ

実用上､問題ない

(NTT西 日本･NTTSC)

まとまった発注がな
ければIRDは製造しな
い!(IRDjトカ)

<要求条件> 這'

･衛星通信は片寄
向でよい !

･TVで受信する !
(S社) 第1種映像伝送サ

ーヒ̀スは､県間
.～(東京～愛知)
は提供していな
い(NTTSC技術).､

384kbpsでは映像晶質
が劣るので受け入れ ら
れないのではないか?
(NTT西日本､営其)

.ミ･

票3……諾,hs霊孟慧 芸∨
コで篭る!.･･(NTTSC技術)

(C)2006.小林満男

この案件で課題となったのは､現状のテレビ会議システムが双方向回線であ

るのに対して N社が提供する映像伝送サービスは片方向の配信サービスであり

満足して頂けるかどうかという､S社の利用ニーズの確認であった｡これについ

ては､経営陣が生の声をリアルタイムで伝え､あるいは店舗実務経験に精通し

た商品部長や店舗運営部長が社員やパー トに新商品の説明や事務連絡を行うた

めに使 うので､映像配信は本部から各店舗-の片方向でよいことがわかった｡

これをN社の衛星通信サービスで実現するためには､

①S社本社からN社の送信局 (東京品川)にどのようにして伝送するのか､

②衛星受信用チューナ (IRD)(*3-4･.8)をいかにして確保するか､

というふたつの矛盾を解決する必要があった｡

N社が問い合わせを受けた2000年 1月から衛星テレビ会議システムによる放

映が開始される2000年 9'Bまでに､S社のニーズ ･利用形態を確認し､デモを
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実施しながら上記のふたっの矛盾を克服することによって受注獲得に至ってい

る｡受注要因としては､具体的には､以下の3点があげられる｡

①従来のテレビ会議システムに比較して､大幅なコスト削減を実現

②簡単な操作 (本部､店舗ともボタンひとつで使える)

③導入が短期間で済む (新設店舗ではパラボラアンテナをつけるだけで､即､

利用できる)

(3)矛盾の克服

本案件において発生したふたっの矛盾について､その内容､矛盾をどうとら

えたか､矛盾の解決策などを表3-10に示す｡

事例 (S社)

表3-10矛盾とその解決策

矛盾の内容 矛盾をどうとらえたか 解決策 解決策の結果 補足 (KFS

① ★第1種映像伝送サーと● ･TVで受信す るならばⅤサーヒ◆ス ･顧客の意向を伺 つ ･映像 晶質は､Vサーヒ■ ･顧客の意

スか､高速デイシ◆ル専 となるが､エントランス回線用の第 た と ころ､384kbs穣 ス(3hfbps) よりも落 向及び具体
用線 (高額)が必要 1種映像伝送トヒ◆スは提供 して 度でも､十分使 える ちるものの､利用方 的な使い方
(営業) いない し､高速デル●タル専用線 との こと (顧客 との 法が本社か らのトツ7● を十分に把

★第1種映像伝送サーヒ̀ は高価 で現実的でない｡ す り合せを行なった)タ●ウン型で実務レヘ'ルの 握す る

スは提供 していない ･Ⅴサーt.スは､3hfbps以上でしか (営業担当の読み)エ 指導 ､ 連絡などの伝達手段で使っている模様であ り､ほぼ満足 して頂けた. ･NTT西 日

(技術) 使 えない と決め付けるのはどうか. もし顧客が低レートでもいい とい うのな ら､L,トランス回線にⅠSDNが使 える (営業) ントランス回線のレートが3ltbpsから384kbpsになれば晶質は下が るが同時にコストも下がる{顧客の判断を待 とう ! 本 と連携

② ★iRDの在車が少な ･解約ユーサ●のⅠRD (レンタル)が ･ⅠRDの鼻建造メーカと発 ･メーカとの粘 り強い ･メ-カとの

い (技術) 戻って くるが､これを使えな 注条件について交渉 交渉によ りリスク回避 粘 り強い交

★ある程度のⅠRDは いか. わが社は古物商の免許 す るもpツけイス■が足 に成功 した｡ 渉 (力)

在車 として持ちたい(営業) は持ってい ないので使 えない(営業) りない.メーカにオ一､ホールを了凍 してもらう. ･在韓管理(需給見通

★まとまった発注がなければⅠRDは製造しない くⅠRDメーカ) ･ⅠRDをオ-ハ◆ホールし､メーカの晶 ･顧客から､:卜′､●-衣 Lをふまえ

質保証 を取り付け､顧客に十 -ル機器での推供で了 た弾力的な

(C)2006,小林満男

ひとつめの矛盾は､｢S社の本社からN社の送信局のある東京品川に伝送する
エントランス回線に何を選定するか｣に関連するものである｡当時､県間をま

たがるアナログ映像伝送サービスはなく､一方､映像を符号化した後､高速デ

ジタル専用線で伝送する方法もあるが回線費用が高額となり､現実的ではなか

った｡表3-11にこのエントランス回線の選定経緯を示す｡
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事例 (S社)

表3-11ネットワークの選定経緯

S客∃初夢入N社初 ネ ットワーク構成 (圧籍符号化方式) コスト*操作性 エントランス回線 ネ ットワークをどう見ているか !

l第 1種映像伝送サゼ スt 大 容易 操 ､て 『端末はTVに限る.打は店舗では使えない○ホ■タンひとつで動 く.汀) r L 4批 ものでないと使えない.当面は､

様のイメづ′｣ 鮎 貰 塩 LiEG2 い土 !ヽ∩ ミ-テインク〇､社長教育等でしか使わない. とにかく操作が簡単で､店舗が増えてもコストが増えないものがいい○』(S社室長)洲bps

@ 舶 テ葦 軍 用J#384kLs T 小 ∪ 特段問題 LJ『これか らはTyタネットの時代○PCで映像を見る方式を導入すると商品情報を配信するとか､後t猫足rE1線fTpか卜やユー I 肝EG4 な し で応用が効きますよ.

コスト*:地上回線費用+衛星回線費用
(C)2006,小林満男

衛星テレビ会議システムに対して顧客 (S社)は､『端末はTVに限る｡PCは店

舗では使えない｡ボタンひとつで動くものでないと使えない｡当面は､ミーテ

ィング､社員教育等でしか使わない｡とくにかく操作が簡単で､店舗が増えて

もコストがふえないものがいい｡』(S社経営企画室長)というものであった｡つ

まり､映像回線は双方向である必要はなく､また映像晶質についても誰が何を

説明しているのかがわかればそれ以上の映像晶質は求めない､というものであ

る｡それ以上にもっとも重要なのは､｢各店舗ではボタンひとつで使えること｣

が最も重要な要件と考えていた｡つまり受信端末は､テレビモニタが必須であ

るとしていた｡

これに対して､『これからはインターネットの時代｡PCで映像を見る方式を導

入すると､商品情報を配信できるなど後で応用が効く｡また､パソコンの操作

はそんなに難しいものではない｡』(N社営業担当者)という見方に固辞した｡

理由は､受信端末がテレビモニタになると､それ,に必要なエントランス回線サ

ービスは現在ないため､または高価な ATMなどの地上回線を使わざるを得なく

なるために､N社の衛星通信サービスを使う優位性が薄れるため､受信端末とし

てはなんとかパソコンを用いる方向で決着したかった｡そうすることにより､

｢衛星回線の帯域も少なくて済むので､それは S社にとっても歓迎されるはず

だ｣と考えたのであった｡

そこで､｢ISDN回線を束ねれば､384kbpsのデジタル伝送は可能｡｣(N社技術

担当者)なので､まずは384kbpsの映像晶質で受け入れてもらえるかどうか､S
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社に対してデモを実施したところ ｢実用上､問題ない｡｣(S社)ということであ

った｡一方､N社の営業担当者は､朝の開店前の店舗に出向き､店長から開店前

の業務模様を伺い､また店長､店員たちの動きなどを見たところ､パソコンの

スイッチをオンにしてから映像が映るまでに数分もかかるようではとても使い

ものにならないことを実感した｡つまり､店舗の受信端末に要求される条件は､

スイッチを入れたらただちに映像が受信できることであり､電源をON/OFFする

以外の操作は不要なのである.本案件では､表 3-11に示されるように､顧客も

サービスの供給者も､お互いに(a)現場 (現物)を見ることによって､(b)相手

の業務とか考えを理解し､これによって当初それぞれが考えていたネットワー

ク構成ではなく､両者の要求を取り入れた②案 (導入システム)が採用される

ことになった｡

ふたっめの矛盾は､｢映像の受信に必要なIRDの確保｣に関連するものである｡

当時､N社ではS社-納入するだけのIRDの在庫はなく､一方､IRDメーカから

は､S社-の納入台数に比較してかなり大きな (1桁多い)発注がなければIRD

は製造しない (仮に製造するにしても価格が高くなる)という申し出を受けて

いた｡IRDは受注生産であり､また､衛星通信会社が異なると使えないため､自

社で売り切れる自信がある台数しか在庫を持っことはできない｡衛星通信によ

るMPEG2映像伝送サービス (*3-49)は､S-NET社､JBTV社他も提供しており競

争が激しいため､N社の社長以下､営業担当者も含めて､.まとまった台数のIRD

を先行発注するにはリスクが多すぎると考えた｡このIRDの調達方法について､

営業担当者､技術担当者を含めて検討している中で､『最近､レンタルのIRDが

解約されて戻ってくるものが増えてきている｡これを流用することはできない

か｡』(営業担当者)という声があがった｡そこで､IRD先行発注に伴う在庫リス

クを軽減するとともに､S社-の確実な供給をみたすために､IRDメーカにレン

タルバックされた IRDのオーバーホールを粘り強く交渉する一方で､顧客の S

社に対しては IRDがオーバーホール品でもいいかどうか (オーバーホール晶ゆ

えIRDの価格は値引くが新品と同じ保証を行う)交渉し了解を頂いた｡

このように営業の現場では､何かをなそうとすると､当初設定したルールや

業務フローどおりにいかないことが多い｡そのような中で､相対立する構図や

矛盾に遭遇した場合に､それぞれの利害関係者で受け入れることができるぎり

ぎりの案を持ち寄って交渉することで､矛盾を克服できる場合があることをこ

の事例は示している｡

(4)企業 ･組織間関係

(a)企業間関係 (業界モデル)

図3--34に､企業間関係を示す.
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事例 (S社)

図3-34企業間関係 (業界モデル)

新規参入者
ウ

(C)1998/2005,小林満男

顧客はS社とNTT西日本である｡衛星通信サービス (MegaWavePro-Ⅴ)の契約

は､S社とN社の間で行われた｡NTT西日本は､N社からIRDを仕入れ､テレビ

会議システムや ISDN等と一緒にS社に提供しており､この衛星テレビ会議シス

テム全体の設計を行うsI事業者の役割を担い､N社の顧客でもある｡NTT西日

本は､N社の衛星通信サービス (MegaWavePro-Ⅴ)の顧客でもあり､社内テレビ

｢NTIJTV西日本｣として活用している｡

規制者に総務 (郵政)省をあげているが､本案件では直接には関係しない｡

供給者には､通信衛星保有会社と IRDの製造メーカである衛星通信機器メー

カをあげている｡

補完的生産者として､テレビ会議システムのメーカをあげている｡正確にい

えば､テレビ会議システムをS社に納入するSI事業者の役割を担う地上系通信

会社である NTT西日本が該当しよう｡テレビ会議システムは､通常､双方向通

信の形態で使用するが､ここでは片方向の映像伝送機器として本社に設置し､

店舗には IRDとテレビモニタを設置するだけのシンプルな構成としている｡テ

レビ会議システムの機能を落として使うことにより､片方向の衛星通信回線で

使えるようにしたという意味で補完製品といえる｡

新規参入者は､特段見当たらなかった｡

代替品供給者には､ISDNや専用線などを提供する地上系通信会社である｡店

舗数が少ない場合には､ISDNは有力な代替品となる｡

競争事業者は､衛星通信サービスを提供する･事業者である｡
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(b)企業 ･組織間関係

図3-35に企業 ･組織間関係を示す｡

図3-35企業 ･組織間関係

事例 (S杜)

(C)2006ノJ､林満男

本案件の受注に最も寄与したのは､日頃から S社のキーマンと信頼関係を築き

上げ何かと頼りにされている NTT西日本の営業担当者であった｡ここから問合

せが入ったことから本件は開始している｡ この間合せがなければこのような案

件の存在さえも気がつかず､受注はあり得なかった訳である｡NTT西日本の営業

担当者がN社に問合せをしてきたのは､｢社内テレビ ｢NTT-TV西日本｣で使って

いる衛星通信会社である｣ということを知っていたためである｡まさに､｢顧客

が顧客を呼ぶ｣構図である｡

本案件で特徴的だったのは､NTT西日本､およびN社とも営業担当者と技術担

当者の連携プレーが比較的うまくいったことである｡NTT西日本においては､テ

レビ会議システムと ISDN､衛星回線との組み合わせ利用の検討および現地での

デモ､そして導入において､また､N社においてはIRDの調達にあたり､営業担

当者の要請をうけて技術担当者は IRDのメーカとオーバーホールについて粘り

強く交渉し､またオーバーホール後の試験立会いなど､地味な仕事を丹念にこ

なしていった｡受注できた案件を後で振 り返って見ると､このような基本的な

業務を淡々とこなしていることが多かったように思われる｡

(5)業界の常識の変化
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本案件においては､従来､組織メンバが共有している業界の常識のいくつか

が､脆くもくずれたように思う｡ここではその中で､ふたっの矛盾を克服する

なかで発生した 3点についてとりあげる｡矛盾に対して柔軟な発想､すなわち

｢ひょっとしたらできるかもしれない､ダメモ トであたってみよう!｣といっ

た物事に対する見方とか､姿勢とか､あるいは従来は常識と考えられてきたも

のを絶対視しないで果敢にチャレンジしていったことが KFSの "顔 "になった
ように思われる｡

①MegaWavePro-Ⅴ(MPEG2映像伝送サービス)は､3Mbpsより高い伝送速度で使

うもの ! - 384kbpsの映像信号をMPEG23Mbpsで伝送することもある!

業界の常識にもとづきMPEG2映像伝送サービスの時間利用は､3Mbpsの伝送速

度としている｡それゆえ顧客からN社の衛星送信局までのエントランス回線は､

第 1種映像伝送サービス (アナログ伝送)かまたは 3Mbps以上のデジタル専用

線 (デジタル伝送)が必要となる｡ところが今回の事例は､衛星回線は 3Mbps

で提供しているが､映像信号は H.261(*3-50)で符合化し､衛星送信局までの

エントランス回線として384kbpsのISDN回線を使 うので､映像の品質は､MPEG2

(3Mbps)ではなく､H.261(384kbps)程度となる｡高価な衛星回線をこのよう

にわざわざ悪い映像品質で使 うことはこれまで聞いたためしがない｡384kbps程

度の映像信号ならば､MPEG4(*3-51)で符号化し､衛星 IPデータ伝送サービス

で配信するのが最も一般的 (業界の常識)である｡

しかし､S社の場合においては､｢幹部が座ったまま説明する形で放映するた

め映像の動きが小さいこと､放映対象者は内容のわかる店長､店員､パー トな

どに限定されていること､毎週定期的に放映され､かつ内容が非常に具体的で

あることノ｣という使い方をするために､多少､映像品質が悪くても実用上は問

題なく使えるのである｡さらに､ISDNの利用は放映時間だけですむので､回線

料金はデジタル専用線に比較して格段に安くなる｡また最大のメリットは衛星

回線が384kbpsのMegaWavePro-IP(IPデータ伝送サービス)ではなくて､わざ

わざ約 4倍も高い (基本料金を除く)3MbpsのMegaWavePro-Ⅴ(MPEG2映像伝送

サービス)を使 うことによって､各店舗では､操作の面倒な､電源を入れてか

ら使えるまでに数分もかかるパソコンではなくて､ボタンひとつでほぼ瞬時に

映像が見られるテレビモニタで受信できるのである｡まさに本案件は､顧客 (S

社)と供給者 (N社)の両社にとって､従来の業界の常識をあっさりと捨て去る

ことによってwin-winの関係をつくりあげた事例と言えよう｡

② レンタル物品など中古品の再販売などはしないもの ! - レンタルバック

された物品でも顧客が了解すればオーバーホールすることによって再販売は可

能である !

背に腹は代えられない｡IRDは受注生産であるが､IRDの需給見通しと在庫リ
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スクを考慮すると､IRDメーカの提示する台数を一括発注する状況にはない｡さ

りとてこの機会を逃せば､いつまでたっても大規模案件が出てこない限り､今

後､MegaWavePro-Ⅴ(映像伝送サービス)は提供できないことになる｡品質保証

と在庫リスクの削減､そして提供価格逓減の 3つを同時に実現したのが､今回

のレンタル IRDのオーバーホールによる解決策であった｡

①も②も従来からの固定した発想 (レンタル物品を再販売することなどあり

得ないという業界の常識)から抜け出ることができなければ､解決することは

困難であった｡

3.2.6 個別分析 (事例Ⅵ :製造企業)

(1)受注概要

(a)顧客企業の概要

日本電気株式会社 (以下､Nb社)は､連結売上高が約5兆円 (1999年度)の

日本有数の情報通信機器メーカであり､衛星通信分野においては､衛星通信シ

ステムの開発､構築､販売を行なうSI事業者として､また一時期､小型の衛星

地球局装置の屋外装置では世界的にもトップシェアを占めるなど､マイクロウ

ェーブ ･衛星通信機器分野の国内トップメーカである｡Nb社は､衛星通信サー

ビス会社であるS-NET社 (同社の前身であるJS-NET社 (日本サテライ トネット

ワーク)の株主であり､同社に衛星通信システムを提供している｡

1999年2月の報道 (*3-52)では､｢1998年度の業績予想を下方修正､リスト

ラを発表｣ とあり､国内景気回復の遅れ､アジア ･中南米の経済危機による需

要の低迷､急激な円高の進行などにより､経営的に厳しい状況に直面していた｡

また､同年9月の報道 (*3-53)によれば､Nb社グループをインターネット中心

の事業構造に再編成することし､10月 1日付けでインターネット事業推進室や

全社的な経営革新を推進する経営革新推進室が設置され､2000年 4月から､カ

ンパンニー制 (NECソリューションズ､NECネットワークス､NECエレクトロン

デバイス)に移行すると発表している｡このように､本案件の話が持ち込まれ

た1999年 11月は､まさにNb社にとってインターネットを軸に事業構造の抜本

的な見直しを進めている最中であり､経営機構 ･事業構造 ･費用構造 ･財務構

造の改革のなかで､本社ビル (スーパータワー)の売却に見られるように徹底

的にコスト削減が行われた時期であった｡

(b)受注概要 ･

Nb社は衛皇通信機器メーカとして､商用衛星通信サービスが開始される以前

から､通信衛星さくら 2号 (CS-2)を使って ｢NECサテライ ト教育システム

(NESPAC)｣を開始するなど､積極面 こ衛星通信を活用してきた｡(*3-54)
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商用衛星サービス開始後も引き続いて衛星通信を用いた遠隔教育システムを運

用し､NECグループ､約 19万人 (約 3/4は首都圏外)をまとめるツールとして

活用してきた｡それまでは､トランスポンダ1本を借りNESPACや災害対策等に

使ってきたが､衛星関連設備は老朽化し､NESPACは会員制としているが会員が

増えず採算性が悪化してきた｡そのため､全社的に事業の再構築がすナめられ

ている中で衛星通信の利用においても抜本的に見直すこととなり､経済的な衛

星通信システム-の更改､またNESPAC運営のグループ会社-の移行など､大幅

なコスト削減を図ることとなった｡受注概要を､図3-36に示す｡

事例 (Nb社)

図3-36受注概要
項 目 説 明

概 要 情報通信機器メーカーのN製造企業は､衛星通信システムの製造､販売及び構築を手がけこの分野での先進事業者である.事業環境の変化に伴い､従来利用し
ていた双方向遠隔教育システム (NESPAC)及び社内の教育情報配信 (NESPAC-TV)

を見直しを行い､MegaWaveProを導入した○

受注内容 MegaWavePro-V&ⅠPサービス 終日専用 3Mbps (2001年2月～)

Mega WaVePro利用のメリット 既設の自前で送信局を持つ形態に比較して衛星回線料､運用費等を大幅に削減
できた.新たに開発したV&ⅠPサービスにより映像回線は同時にⅠP回線としても
利用できるので､衛星回線費用の削減､利用用途の拡大が可能 となった.

受注のポイント ･ 自前の送信局のアウトソーシング化､映像回線を2αlから1CHに変更 (同時

利用の際は､臨時利用を組合せる)､MPEG2映像晶質の高さ (6Mbpsから3Mbps
に変更したと思わせない高品質映像)ことにより､大幅なコス トダウンを実現
した〇本サービスの導入にあわせ､既設の大形アンテナなどの除却を行ない､
財務負担の軽減を図ることができた○

･Ⅴ(映像)回線とⅠP回線を同じ衛星回線の帯域を共用できるⅤ&ⅠPサービスと
衛星Ⅰp-VPNマルチキャストサービスとあわせることにより､衛星回線の一層の
有効利用 と利用用途の拡大が期待できる

･顧客にとつてのメリットを具体的に解決する方法を提案し､これを実現する
サービスをタイムリーに筆現できるNTTの総合力が受注の決め手になった.

参 考 従来方式の抜本的なコストダウンと将来の利用像の提案を短期間で実施するという課題をかかえたN社の担当部署と頻繁に打合せを行い､真の要求条件を引

(c)2006ノj､林満男

すなわち､従来利用していた双方向の ｢サテライ ト教育システム (NESPAC)｣と

｢社内の教育情報配信システム (NESPAC-TV)｣を見直し､移行当初は､図 3-37

｢遠隔教育システム (移行当初)｣に示すように片方向の映像配信システムを導

入することとし､N社のMegaWavePro(肝EG2映像伝送サービス)を導入した｡

これに伴い､自前で所有していた全国10ヶ所に設置してあった大形の送信局は

不要となり､既設のアンテナ ･送受信装置の除却を行なうことで財務負担の軽

減を図った｡

また､従来2CHあった映像回線は､1CHに変更する(2CHを同時利用する際は､

もう1CHを臨時利用として申し込む)とともに､MPEG2エンコーダの性能向上に

より映像回線の帯域を従来の 6Mbpsから3肌psに変更するなどによって大幅な

コストダウンを図ることができた｡

さらに､将来的には､図3-38｢遠隔教育システム (将来)｣に示すように､映

像回線 (MegaWavePro-Ⅴ)と IP回線 (MegaWavePro｣P)を同じ衛星回線の帯域
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を共用できる MegaWavePro-Ⅴ&IPサービス (*3-55)を採用することにより､ま

た衛星 Ⅰp-VPNマルチキャス トサービス (*3-56)とあわせることにより､衛星

回線の一層の有効利用と利用用途の拡大が期待できる｡

受注内容は､衛星回線 1回線 (3Mbps)､衛星受信用チューナー (IRD)に加え､

個別配信機能 (ソフトウェア)の開発費を含むものであった｡

事例 (恥社)

図3-37遠隔教育システム(移行当初)

研修センタ

｡● 既存のCSアン計●

(蕊

(C)2006ノ｣､林満男

事例 (Nb社)

図 3- 38 遠 隔教育システム(将来)
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(2)受注までの流れ

受注までの一連の流れを図3139に示す.

事例 (Nb社)

図3-39受注までの.流れ淵･･t･漁 場 嫁 ぎ _." _C
既存の衛星通信の利

用に ついて見直し開
始､ 情報収集開始

弟御 Jで柁 同 者 の鮮
ビスと衛星tP-V内棚号†
割軒 ヒースを在 寮 ユ999.11-
･､軸TTSC骨董 1- ,捕 .

イントラわト(IP-VPN)は
地上系で構成し､社内
研修は衛星通信 (Vトヒ●
ス)で検討を進める～
2000.3(Nb社)

･方針変貫 ,t

その後衛星IP-YPNマJけキャス
トをオー/､●レイする形櫨で社
内令部-提案実施2000.4

NTTCotnで特許申緒中で
あるV(映像)借号のス
キマをIP回線として使う
Ⅴ&IPエンコークーが使えるは
ず !(NTTSC営業)

(a)付 加 価 値 向 上 策

(義 )地上 系 lfL VPN (ユニキ

ヤスい と 衛 星 系 (マルチキャス
ト) の 組 合 せ サーと●スを
Nm -PF研 究 所と共同で

開 発 ｡ きっと売れるは
ず ! (m sc営業)

費明 (kPEG2)エンコサ 単品は
版FLlするが､これを改造し
fl&IPエンコづ◆として提供 (製
品保証)するには多額の開
発費が必要 (犯し)

V&IPエンコ-g'の製品保証

′;は必須である｡現時点
~ノ､需要が見込めないの

で開発費は出せない
(NTTSC社長さ."

■ヽTー 個別配信 の基本機能 は あるが別 途 AP開発 が必 要 . Llふ il誌

画AP開発費はコスト削減

分からNEC様に捻出して頂く.技術部から詳細仕様*を提示､デハ●ク'開発 期 間 が ない !(NTTSC寸書術ー<解 決 >-+ 矛 盾 .-21 BSの効率的実施等図る一 一 F74 ～L甘

(NTTSC営業&技術) ▼個別配信APはトヒ̀ス範囲外Tm#S諾 せな:二豆 Cめitー積己1%rt,'9-)､個別設定
機能など1...._≡. 4.-;

番組さとく指定で配ければ契L己支社I;..受嵐 '関係会社個別信できないか.これができな約は難しい (Nb社)

■一十ユニむか訂------｢ (C)コスW'ウン策

/Jがもつ主演い価i烈な捷案をしそCき5 ーれよりも安や ･Y:6ltbps→3hlbps･2CH専用利用からlCn専用+臨

SeQ蒜,他 社) 一号<- 時利用の組合せ-

T ■ 芸･既存設備除却等(ら)政治対策

J社 (NECi日当)出身の役員を

omの開発担当から現するソフト開発の技してもらい､自社了 捷秦PT責任者とLJ社に説明(a)付加価値向上策

Ⅰpエンコ一夕◆を実現.t5-ic技術) ノ㊤や- 1,■;I-j与与1:iこ1払仇 (i)衛星Ⅰp-VPNマルチキ†ストなどの

優位性を出す (NTTSC営業)

①NELから
し､NTTCV&IPを美
術を教授のSIでV&
た(NTTS

Nb社から衛星通信サービスについて問合せを受けた時 (1999.ll)から､N社の

提供する MegaWavePro-Ⅴ映像伝送サービスでサービス開始するまで､約 1年 3

ケ月の長期間にわたって提案活動が実施された｡問合せを受けた時点では､更

改する際の衛星通信サービス会社をほぼ決めていたようであるが､諦めること

なくNb社の要件をヒアリングしながら､提案活動を進めていった｡

提案を進めていく中で他社との差別化を図る観点から､Ⅴ&IPエンコーダの開

発や個別配信ソフトの開発が必要となり､これをめぐってふたっの矛盾が発生

した.また､顧客であるNb社の要件を実現していく上で､みっつの対応策が実

施された.長期間にわたるNb社-の提案交渉を通して､(a)Ⅴ&IPエンコーダ､

(b)個別配信ソフト､(C)衛星 Ⅰp-VPNマルチキャス ト､の3つが新たに開発され

た｡

衛星回線をめぐる提案活動では､このように長期間を要し､その中でいくつ

かのこれまでにない仕組みや装置あるいは利用方法が提案され､その提案内容

によって受注か否かが決定される｡なお､受注要因は､変数システム観にたて

ば4点に集約できる｡

①お客様の宿題に丹念に応えながら要求条件を引き出した

②最新技術によ̀り将来の利用方法を提案 した
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(a)Ⅴ&IPエンコーダによる衛星回線の有効利用を提案

(b)衛星 Ⅰp-VPNマルチキャストによる地上系衛星系融合ネットワークを提案

③NTTとの連携を図り､課題を実現した

(a)Ⅴ&IPエンコーダ :｢NTTCom技術開発センタ+NEL社+N社｣と協働で実現

(b)衛星 Ⅰp-VPNマルチキャスト:｢NTT-PF研究所+NTTCom衛星サービス部

+N社｣の3社で共同開発

④顧客の大幅なコスト削減を実現した

衛星回線費用の抜本的低減を図るとともに､顧客の衛星送信局､大形アンテ

ナを不要とした (Nb社の固定資産除却の促進に寄与した)

(3)矛盾の克服

本案件においては､他社との差別化を図る観点から､積極的に新規開発に取

組んだ｡以下､新規開発をめぐるふたっの矛盾をどのように克服したのか､さ

らに､顧客の要求-の対応策について述べる｡

矛盾の内容とその解決策を表 3-12に示す｡

事例 (Nb社)

表3-12矛盾 とその解決策
矛盾の内容 矛盾をどうとらえたか 解決策 解決策の結果 補足 (KFS

① ★V&ⅠPエンコ一夕■は需要 ･NTTSCは回線運用会社 であっ ･畢 明エンコーダ●とV&lPy ･市販のMPEG2エン コ一夕● ･SⅠを自ら

が見込めないので製 て製品開発会社ではない.メーカ フトをチユ｢ニンタ◆し､Ⅴ&ⅠP を利用 して､Ⅴ&ⅠPエン 行い､製品
晶開発費は出せ ない が製品保証 しない製 品は使 え エンコづ ◆に仕立てる コーク●を実費で内製化 コストの削減､
(NTTSC社長) ない. (社長) (SⅠ) をNTTCon)開発セ す ることができた｡ 技術力の向

★Ⅴ&Ⅰpエンコ一夕■の製 品 ･本案件のホ̀ ルトは衛星Ⅰp-VPN ンクの指導の もと､技,ll .a ･これによ り 衛星 上 を囲 った

保証 には多額の開発 マ仰キヤスけ-t.スであるO これ を 術部 ｡実施 した｡ ーれ により.容 明 エンコ一夕■+ αの費用で 衛星 回線の効率的な利用 <課題 に果
費用 が必要 (NEL) 実現す る卜技術がV&-1Pエンコづ■ が図れ ること､タイムリ 敢 に挑戦>

であり､ これ は顧客とNTTSCの両者に とってwin-winの関係 を作る○ぜ ひ とも実現す べき課 回線 を効率的に利用できるエンコ一夕̀ を開発でき 顧客の要求に -にV&ⅠPエンコ一夕 を開発できたことで顧客の信頼 を得たよ うだ. ･開発センタとの連携

題である (営業) 応 えることができた.(営業担 当の読み)自社のSⅠで実現す ることによ り故障時の対応 もスムース●にできるC浮いた費用 で予備機を準備 し信頼性向上を図れる ! ･需要は ともか く､少 な くとも新 しいサーと●スとしてPRできる材料が増 えたので､どん どんPRできる.

② ★個別配信 の機能 は ･個別配信 はVト ヒ◆スでは必須 ･他のサーヒ●スを使 った ･支社/支店′ク'ルづ` ･自社設備

あるが別途AP開発 が の棲能○基本サーヒ◆スと して作 場合に比較 して大幅 会社別の配信や､他 の理解､開

必要.開発期間がな つていない方が不 自然｡ これ なコスW'ウンを実現でき の支店に幹部が出張 発仕様及び
い (NTTSC技術) を実現 しなければ受注はあ り るで､その中か ら開 している時で も個別 試験方法の

★個別配信APは1卜t' 得ない. (営業) 発費用 を捻出 して も 配信によ り､現地で 徹底検討

■コス範囲外｡ 開発費用 ･開発費が工面できれ ば開発 bフよ フ粘 り強 く交渉 し了解 を得た. 受信す ることが可能となった. ･顧 客 とリフト
は出せ ない (NTTSC 期 が短いがなん とかやれ る 発メーカとの

(C)2006ノJ､林満男

ひ とつめの矛盾は､事例Ⅱ (A社)における衛星受信ルータ (XSR2000)の開

発､事例Ⅳ (Na社)におけるTCP/IP高速化装置 (BSR2000)の開発とまったく

同じ構図であり､Ⅴ&IPエンコーダの開発に関するものである｡製品化を担当す

るNTTのグループ会社 (NEL)からは､｢製品保証するには多額の開発費が必要｣

とのことであった｡N社社長の考えは､｢今後需要が見込めないので製品開発費
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は出せない｡出すとしても本案件で開発費用が回収できること｣､そして同時に

｢N社は衛星回線提供会社であり､メーカの製品保証のない製品は使わない｣と

いうものであった｡

そこで､それぞれの関係者の考えをすり合わせた結果､Ⅴ&IPエンコーダは開

発するといっても､既に製品として販売されているNTTが開発した ｢MPEG2エン

コーダ (費明)｣が出力する ｢映像パケットとATMメガリンク (*3-57)で伝迷

されてくるIPパケットをMPEG_TS(*3-58)上で重畳させる装置｣､｢インタフェ

ース変換器｣ によって構成されるが､これらのみっつの装置は市販品であり､

これに映像パケットと IPパケットを多重させるソフトを機能追加すれば Ⅴ&IP

エンコーダが出来上がる.したがって､これらを一体化した装置を新たに開発

するのではなく､各装置をラックに装着しそれぞれの装置をコー ドで接続して

Ⅴ&IPエンコーダ実現する､いわゆるシステムインテグレーションで対応するこ

ととした｡その結果､N社技術担当者のソフトウェア開発に要する稼動実費だけ

で開発することができた｡浮いた費用で予備機を準備することで､コスト削減､

自社の技術力の向上に加えて､信頼性の向上も図ることができた｡

自社の技術担当者のレベルを見極めた上で､課題に果敢に挑戦し､有言実行

することで顧客からの信頼を得ることができた典型的な例であった｡

ふたっめの矛盾は､衛星受信用チューナ (加入者)ごとにかつ受信プログラ

ムごとに[受信/非受信]を設定できる機能である個別配信機能の開発に関する

ものである｡例えば､Nb社の支店とNb社のグループ企業でグループビングして

おき､それぞれ別のプログラムを配信する場合などに必要となる機能であり､

Nb社のNESPAC-TVでは日常的に用いられている機能であった｡個別配信機能は､

業界の常識では当然に衛星通信事業者側が具備すべき機能と考えられていたが､

N社のMegaWavePro-Ⅴ(MPEG2映像伝送サービス)では､この機能を準備してい

なかったのである｡ここでも､N社内では ｢個別配信機能は当然必要だ｣､｢個別

配信機能はサービスの対象外｡個別のユーザが対処すべきもの｣ という意見の

対立があった｡結局､N社としては個別配信機能の開発費用は出せないというこ

とになった｡Nb社と粘り強い交渉を行なった結果､本案件のトータルコスト削

減費の中から開発費を捻出するという論理で､Nb社に開発費を負担して頂くこ

ととなった｡

顧客の要求-の対応策としては､表3-13に示すとおり3点あった.

(a)の付加価値向上策としてN社が提案したのは､｢衛星Ⅰp-VPNマルチキャス

トサービス｣であった｡これは､受発注データのような 1:1の通信は地上ネッ

トワーク (Ⅰp-VPN)で行い､一方､同じデータを多地点に配信する場合には衛

星通信を使ってマルチキャスト配信するものである｡換言すれば､この1:1の

ユニキャスト通信と 1:nのマルチキャスト通信をトラヒックの内容に応じて､
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自動的に地上系または衛星系のネットワークに振り分けて伝送するネットワー

クであり､衛星通信の同報 ･マルチキャストの特徴を徹底的に利用したネット

ワークサービスである｡このサービスコンセプ トは､流通業界向けに開発され

たIPネットワークであるEBN(*3-59)と衛星通信を組合せたEBNsatサービス

(*3-60)が元になっている｡この経験をふまえて､企業向けの典型的な IPネ

ットワークであるⅠp-VPNと衛星通信を組合せることによって､光回線が未導入

の拠点において高速のIPネットワークとして活用できるので､地上系通信事業

者にとってもメリットがあると考え､NTT研究所､NTTComとN社の3社でサー

ビス開発を進めてきたものである｡

事例 (Nb社)

表3-13顧客の要求-の対応策
対応策の分類 どうとらえたか 対応策 対応策の結果 ?GA (KFS

(a) 付 加 価値 向 上 策 ･衛星lp-VPNT析キ†スけ-ビスは､ ･NTT-PF研究所､Ⅰp- ･顧客のイントラ4.}トの ･過去の成

ユニキャストは地上系NWで､マIけキャスト VPNサーt.ス主管､衛星サ Ⅰp化 が一段落 した後 黒か らヒン
は衛星 系で配信す る もので衛 -ヒ◆ス部 と検討7'pシ◆エク で､衛星Ⅰp-VPNマ′けキ トを得 る
星通信 の特徴 を活か したサーと◆ス トを設置 し､仕様検討 †スけ-ヒ●スを採 用す る (EBNsat*)
であ り､今後､顧客が刈ユーシヨン か ら 証 お客様- こととなった. この
として他社-販売 してい くの -のデモまで迅速に対 仕組みは 日本初であ ･研究所等
に も役 立つ刈ユ-シヨンとして活用 応す るこ とができた. り､ライハ■ルを振 り切 との連携

で きるはず である. (営業)･衛 星通信とⅠp-VPNを組合せたサーヒ◆スは他社 にはたい-んでも､NTTにとつては困黄昏ではない. 先行優位 を確 立す る上で今 (この案件)は とて も重要である (営業) (営業担 当の読み)基本コンセフ'トは､EBNsat(EBNと衛星回線の組合せ) の延長上にあ り､実現条件は揃 ってい る ! る原動力 となった.

(b)政治対応 ･S通信 を採用 (代理店 とな ･急速､社 内に捷案 ･J社 (株 主)とと ･株主 もま

つてい る)すれば､取 り次ぐ PTを設置 し､J社 もに顧 客に呼ばれ､ たライJIル､利
だけで儲か るのに ! (営業) (NEC担 当)出身 の タ◆ル-7'としての見解 事関係者に

･苦労 して t}自社サービスであ 役員 をPT責任者 とし､ をただ され る○経済 目配 りす る

他社を活用する立場と自社に技術を菅原する立繊 れ ば 利益が出る ま して 日 J社に､弊社サーヒスの 性 ､将来性 も含めて こと○本 初の2つのトt'スが花 を開 俸位性 を説 明 改めて優位性 を理解頂き1件落着 した. ･早期発見､

のふたつ (多声)が液圧している (商社Y.S.m) くか ど うかのチ†ンA. (営業)一日には 日を.株 主を教育 し上 うー (蛍巻ー 早期対処

(C) コ ス トダ ウン策 ･本案件 はコスW'ウンが至上命 ･従来6帆psで利用 ･これ をきっかけに ･デモで晶質

令 であ る○ あ りとあ らゆる手 していた ものを 受注決定. を確認す る

段 を活用 し コスト'lJl を操 3日bpsで利用 し､利 ･予想以上のコスW'ケンを達成.顧 客 より感謝 された. など､課題しよ う (営業､技術) 用頻度の少ない2CH目は塩時扱いで費用削減す る等を提案. を 共同で解決 したこと

(b)の政治対応とは､｢競争事業者である衛星プラットフォーム事業者 (*3-61)

の代理店となれば､何もこんな苦労をしなくても一定のマージンが入るだろ

う｡｣という "商社出身"の営業担当者と､｢苦労しても自社サービスであれば

利益が出る｡まして日本で初めてのふたっのサービス (｢MegaWavePro-Ⅴ&IP｣と

｢衛星 Ⅰp-VPNマルチキャストサービス｣)が花を開くかどうかのチャンスであ

る｡｣と考える "NTT出身"の営業担当者との葛藤である｡まさに自社の事業の

定義が問われる時であり､顧客 (Nb社)からもN社としてのスタンスを問われ

たのである.単なる他社サービスの代理を行うのであれば､Nb社としては直接､

そのサービスを提供している事業者の衛星通信サービスを利用すればいいので､

N社の存在価値はない｡結果として､Nb社の衛星教育システムとイントラネッ

トについて将来の展開を含めた提案が評価され一件落着となった｡
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(C)のコストダウン策については､MPEG2エンコーダの性能向上をふまえNb社

の担当者と実験を行い利用する帯域幅を6Mbpsから3Mbpsに見直すとともに､

利用頻度の少ない 2チャネル目を時間利用扱いにするなど､あらゆる手段を活

用しコスト削減策の提案を行っていった｡

(4)企業 ･組織間関係

(a)企業間関係 (業界モデル)

図 3･-40に､企業間関係を示す.

事例 (Nb社)

図3-40企業間関係 (業界モデル)

新規参入者
ウ

(C)1998/2005,小林満男

顧客はNb社である｡Nb社は衛星通信機器メーカであり､衛星通信が利用され

始めた時からの先進的利用者である｡また､経営革新プログラムが進行中であ

ることから､徹底したコス ト削減を求める一方で､将来の展開についても確固

とした提案を求めてきた.まさに本案件は､顧客 (Nb社)によって供給者であ

るN社のサービスが育てられた典型例だったといえよう｡

規制者として総務 (郵政)省をあげたが､本案件では直接には関係しない｡

供給者には､通信衛星保有会社および､Ⅴ&IPエンコーダのメーカ､および個

別配信ソフトのソフト開発メーカが該当しよう｡

補完的生産者として､地上系通信会社､すなわち NTTComである｡すなわち､

1999年から2000年当時∴Ⅰp-VPNはマルチキャス ト (1:n)通信に対応していな

かった｡また光回線が全国津々浦々に及んでいない状況で大容量のファイルを

全国に散在する拠点に同時に高速で配信するのは､サーバ技術ともからみ困難
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な状況にあった｡しかし､衛星通信のマルチキャストを利用すると比較的に簡

単に実現することができる｡つまり､Ⅰp-VPNと衛星通信はお互いに補完製品の

関係になるので､Ⅰp-VPNの供給者である地上系通信会社は補完的生産者である

といえる｡

新規参入者は､特段見当たらなかった｡

代替品供給者には､Ⅰp-VPNを含む専用線などを提供する地上系通信会社が該

当する可能性があるが､ただしこの時点では衛星通信が行っているような加入

者ごと､プログラムごとの個別配信機能をもつ地上系ネットワークと配信サー

バを経済的に実現している方法は見当たらなかった｡

競争事業者には､衛星プラットフォーム事業者､衛星通信会社および通信衛

星保有会社が該当する｡衛星プラットフォーム事業者とは株式会社スカイパー

フェクト･コミュニケーションズである｡CSデジタル放送の設備を用いて "過

信"を行うものであり､もともと加入者ごと､プログラムごとの個別配信機能

を持っている｡また衛星受信チューナ (IRD)は､市販の安価なものを使えばよ

いので強力な競争事業者であり､単純な映像配信だけであれば最有力事業者だ

った可能性がある｡衛星通信事業者は複数社あるが､なかでもS-NET社はNb社

が出資している衛星通信会社であり､有力候補のひとつであった｡また､それ

までNb社は､通信衛星保有会社であるJSATからトランスポンダを借りており､

また衛星通信の機器メーカとして密接な関係を持っていた｡仮にトランスポン

ダ利用の見直しがあるとすれば真っ先に相談にのる､いわばパートナーであっ

た｡したがって､この案件は三つ巴､四つ巴の競争構図をなし､日頃の取引関

係､資本関係などが複雑にからみ､法人営業案件としてはかなり厳しいもので

あった｡

(b)企業 ･組織間関係

図 3-41に企業 ･組織間関係を示す｡本案件において受注の鍵となったのは､

顧客の最大の関心事であったコスト削減を大胆に実現できる方法を導入初期か

ら将来にわたって具体的なステップとして示したことであると考えられる｡ま

た､単純な衛星映像配信サービスでは自社の優位性が発揮できないと考え､前々

から進めていた ｢衛星Ⅰp-VPNマルチキャス トサービス検討プロジェクト｣の場

を活用して､実現の見通しを得たことである｡さらに､本案件を契機として映

像回線の空き帯域をIPデータ回線としても使えるⅤ&IPエンコーダを開発する

にあたっては､NTTComの技術開発センタ､Ⅴ&IPエンコーダメーカと直ち検討体

制をつくり､またⅤ&IPエンコーダを実現するソフト開発技術をNTTComの開発

担当から教授してもらったことは大きな収穫であった｡

3-74



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

事例 (Nb社)

図3-41企業 ･組織間関係

このように顧客からの厳しい要求､あるいは自社からあえてまだ実現をして

いない付加価値提案を行う中から､真に顧客が欲する要件を引き出すことに成

功し､その要件を顧客が想定している "当たり前サービス"からもう一歩踏み

込んだ "魅力あるサービス (顧客の想定を超えたサービス)"を実現していく上

で､パー トナー企業､なかでも実際にそれを可能とする人々と連携することが

何よりも重要であることをこの案件は示している｡

(5)業界の常識の変化

本案件に取組む前と受注後において､組織のメンバによって共有される業界

の知識のいくつかは変化していった｡典型的な例を以下に示す｡

①MegaWavePro-Ⅴ(MPEG2映像伝送サービス)とMegaWavePro-IP(IPデータ伝送

サービス)は､別々のサービスである !

-技術的制約がなくなれば､肝EG2映像伝送サービスとIPデータ伝送サービス

を一体のサービスとしてもよい !

MPEG2映像伝送もIPデータ伝送も､CSデジタル放送の標準と同じDVBプラッ
トフォームを使っており､MPEG2の映像信号とIPパケットは別々のチャネルを

使って伝送している｡そのため同一ユーザがMPEG2映像伝送とIPデータ伝送を

行う場合でも､それぞれのチャネル (帯域)の相互乗り入れはできずまったく

別のチャネルとして扱うために､サービス約款においてもふたっのサービスを

契約することとして2倍の基本料金を頂くこととなっていた｡
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しかし､新たに開発したⅤ&IPエンコーダの採用によってMPEG2映像伝送もIP

データ伝送も､同じチャネルを使って伝送できるようになると､ひとつのサー

ビスと見なさざるを得ない｡つまり､ひとつのチャネルの中をユーザがどのよ

うに (どのような割合で)映像伝送と IPパケット伝送に使うかにかかわらず､

トータルで専有する帯域で決めればよいことになる｡このように､これまで別々

の独立した帯域であったものが､技術的な制約を克服することによって映像パ

ケットとIPパケットの帯域を一体として扱えるようになると､サービス仕様や

料金に影響を及ぼすことになる｡

つまり､これまで別々のサービスとして提供してきたサービス仕様は､実は

固定的なものではなくて､顧客にとっての付加価値 (それは同時に本案件に見

られるように自社サービスの付加価値でもある)を追及していく中で､変わっ

ていく (変えていく)ものである､という柔軟なとらえ方を学んでいった｡

②2チャネル同時放映したい (2チャネル分の設備が必要となる) I

-放映する時間､頻度､同時利用の程度などによっては､Nb社専用に2チャネ

ル分の設備を設置する必要はなく､コスト削減が図れる !

一方のチャネルが臨時利用 (複数社による共同利用)で可能ならば顧客にと

って大幅なコス トダウンが可能となる｡これは顧客の要求をそのまま受け入れ

るのではなくて､利用日的､利用形態によっては他のサービスと組み合わせる

ことによって､利用料金の低減化を図ることができる例を示している｡つまり､

<損して (利用料金を低減することで)得 (受注)をとれ !>ということで､

win-winの関係を見出したのである｡

③現在利用している通信衛星保有会社､出資先の衛星通信会社､または自社の

衛星通信機器を購入している衛星通信事業者を選択するであろう!

-利用目的を最も適える通信会社を選択する場合がある!

通信衛星保有会社であるJSATと衛星通信機器メーカのNb社は､お互いに相

互補完の関係が働き､案件によっては同行セールスを行うなど､協業関係を築

いてきた｡同様に､主にNb社の衛星通信機器を使って衛星通信サービスを行っ

ている衛星通信会社S-NET社があり､かつそこに出資をしている状況において､

Ⅳb社ではない他の国内メーカの製品を採用して事業を展開しているN社に発注

する公算は､極めて少ないと考えるのが常識であろう｡

このような中で受注できた理由としては､Nb社においては事業の抜本的な見

直⊥の真最中であり､｢大胆なコス ト削減を実現すること｣が喫緊の課題であっ

た｡と同時に､｢インターネットに焦点をあてた経営改革｣を断行中の中で､『衛

星通信の利用においても単なるコスト削減にとどまらず､将来の展開にあたり､

IPデータをも扱えるネットワークを構築しておきたい｡』(Nb社 IS部統括課長)

という経営戦略からの要請があり､それに着実に応えていったことがあげられ
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るだろう｡

本案件を通して､出資関係の有無などで受注確率を単純に判断するのではな

くて､顧客のおかれた状況に率いて自社が顧客の付加価値を最大化できるかど

うかを見極めた上で､積極的に提案を進めていくのか否かを判断する必要があ

るということを学んでいった｡

3･2.7 個別分析 (事例Ⅶ :有線放送会社)

(1)受注概要

(a)顧客企業の概要

キャンシステム株式会社 (以下､C社)は1962年に創業し､以来39年の歴史

を有し､有線音楽放送の全国展開を達成してきた｡C社は全国主要都市と一部地

方都市に放送網を持つ有線放送社で､日本有線大賞を主催している全国有線音

楽放送協会に加盟する会社の中で最大規模の会社である｡有線放送業界全体で

も､USEN(旧有線ブロー ドネットワークス､旧大阪有線放送社､以下､U社)に

次ぐ業界第2位につけ､｢西の有線､東のキャン｣と呼ばれ､両社は顧客拡大を

通して俄烈な競争を繰りひろげてきた｡(*3-62)社名の由来は､｢CableAudio

Network｣の頭文字C･A･N(キャン)から来ている｡

C社は､ネットワークの拡大のために配信システム(CableAudioNetwork)を

開発､通信衛星による配信により音質の充実をはじめ､(1)BGMやメッセージ放

送､cMなどの配信サービス(PC-CAN)､(2)インターネット上での地域-向けた店

舗情報の宣伝,紹介(キュリオキャンスクエア)､(3)レンタルサーバ､プロバイ

ダ事業(キャンドリームネット)､(4)デビットカード事業など､ネット社会に適

合した新規事業を進める一方で､より生活に密着した高音質の音楽と情報のサ

プライヤーとして事業活動をおこなっている｡

1999年当時､C社は､自社の地球局から全国170ヶ所の放送センタ-約120CH

の音楽や情報チャネルなどを配信する ｢CANSAT-21｣(通信衛星は SCCのスーパ

ーバー ドA号を利用)を運営する衛星通信の先進ユーザである｡地球局の保守

運用も自社で行なっている｡

(b)受注概要

受注概要を図3-42に示す.当時C社は､既存の有線による音楽放送の普及拡

大に加え､コンテンツホルダーとしての強み､強力な営業力を活かし､映像配

信､店頭プロモーション等の新規事業 (コンテンツ販売､衛星配信プラットフ

ォーム事業)である ｢PC-CAN｣を試行的に提供していた.これらの強みをふま

え､衛星通信の利用や運用の経験をいかして､衛星通信を利用した本格的な展

開を検討していた｡
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事例 (C社)

図3-42受注概要
項 目 説 明

概 要 C社は､US訓 (有線ブロー ドネットワークス､旧大阪有線放送社)に次ぐ大手の有線放送会社である○既存の有線による音楽放送の普及拡大に加え､コン
テンツホルダーとしての強み､強力な営業力を活かし､映像配信､店頭プロ

モーション等の新規事業 (コンテンツ販売､衛星配信プラットフォーム事業)
を企画している○

受注内容 映像配信､店頭プロモーション等のファイル配信方法として衛星通信による方法を採用しました.NmSCのMegaWaVePro(衛星回線)､衛星受信ボード､
衛星受信ルータ等を受注した.

MegaWaVePro 日本全国に対し同報で情報を配信することから､地上系のみではコス トが増大する.これを衛星から配信を行うことにより一定額で配信することが可能とな
利用のメリット つた.また､送達確認用の上り回線 としてNTTDoCoMoのDoPaを採用することに

より､借頼性の高いファイル配信を経済的に実現した.

受注のポイント 希望されたJCSAT-3の確保に向けた努力と､経済的なファイル配信の仕組みを提案したこと､衛星配信プラットフォームを利用するシーウエブ (cw社)を

紹介したことが受注の.決め手 となった.NTT東日本､ 日立IT等との連携も寄与
した.

参 考 大規模の受信拠点に対して一定の手順で確実に配信するマルチキャス トフデ
イル配信技術は発展途上であり､1年以上にも及ぶ技術検証期間を経て採用

(C)2006,小林満男

本案件の提案開始は､1999年の 1月に､C社からN社の衛星通信サービスの

説明を求められたところから始まった｡C社は､N社の第二株主であるJSATの

競合企業であるSCCの通信衛星を利用して､自社の地球局から全国 170ヶ所の

放送センタ-配信する ｢CANSAT-21｣を運営していた｡しかし､スーパーやコン

ビニエンスス トアなどを対象としてBGMや CMなどの配信を行おうと考え､利用

する通信衛星としてはすでにスカイパーフェク TV!の受信用アンテナを共用す

る点に着目し､JCSAT-3を希望していた｡これは､事例ⅢのD社が､いくつかの

コンビニエンスストアチェーンに JCSAT-3用アンテナを設置していることに一

脈通ずる｡

C社は､まず衛星通信を利用した効果的なプロモーション実現に向けて､技術

検証､プロモーション方法などの実験を開始した｡この時期､市販の Windows

パソコンを 24時間､365日運用すると動作不安がつきまとい､そのため事例Ⅲ

のD社と同様にLinuxに注目していた｡N社からC社に対してLinuxバージョン

の衛星受信ボー ドと衛星回線を提供し､1999年8月から技術検証を実施した｡C

社は､技術検証と平行して顧客開拓を進めていった｡

株式会社シーウェブ (以下､Cw社)は､主に屋外広告事業を手がける会社と

して 1999年に設立された｡(*3-63)同社は､店頭ガラス面に設置する同社が特

許申請中のスクーリンに､液晶プロジェクターで動画映像を映写することによ

って､店舗の内外に向けたプロモーションを行う事業を企画していた0Cw社か

ら､衛星通信によるコンテンツ配信シズテムの相談を受けた N社の営業担当者

3-78



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

は､C社とCw社の事業が多くの点で共通していること､さらにC社が既に音楽

などのコンテンツや衛星通信に関わる豊富な経験を有しているのに対して､Cw

社が既にプロモーションを行う場所を提供するコンビニエンスス トアから了解

を取り付けていること､さらに広告のノウハウや特殊なスクーリンに関する技

術を持っていることから､1999年 12月から2000年 2月にかけて両社に新規事

業の連携について提案を行った｡この事業は､本質的に規模の経済が働 くので､

単独で事業を実施するよりも､得意技を出しあい､必要な資源の共通化を進め､

多くの顧客を獲得することが鍵となると考えたためである｡

2001年 8月から開始された衛星通信によるコンテンツ配信システムの構成を

図3-43に示す (*3-64)0

事例 (C社)

図3-43コンテンツ配信システム*
C訊/汁

*:cv社では､広告映像配信 rC-t'シ●ユアル･i･JW-クJと呼んでいる (C)2006ノJ､林満男

すなわちCw社はコンテンツの編集と店頭プロモーションの機器等を担当し､一

方 C社は､編集されたコンテンツを衛星回線でマルチキャス ト配信するための

サーバ機器等を配備 し所要の処理を行った後､N社の送信局に送信する｡また受

信拠点におけるアンテナおよび衛星受信装置の調達､工事､保守を担当する｡

そしてN社は､C社に衛星回線と衛星受信ボー ドを提供する｡

各拠点において受信されたコンテンツは､ハー ドディスクに蓄積された後､

所定のプログラムにそって再生され､店頭プロモーション用ディスプレイに映

写され､また BGMとして店内に流れることになる｡なおコンテンツの受信結果

については､無線パケット網を介して C社のコンテンツ配信センタに伝えられ

'8.
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(2)受注までの流れ

受注までの一連の流れを図3-44に示す.

図3-44受注までの流れ
-- . '̀､1 .～.t:

衛星通伽 頑 uAHとついて痕討掲晩

<事業者選定基準>

①送達確認を経済的I
確実に実現すること

②LinuxPCで動作する
こと (Windowsは不安
定で使えない)

③スか●-のアンテナを所有…
している店舗をも対頚
としたいのでJCSAT13蔓
J･__1≦｣lL-JI Ed言RFT′ヽ′ヽ▲J･nJlt
を希望｡最悪JCSAT-4董

<NTTSCの提案>

①DoPaを9ターン回線に使
うことにより他社案の

数分の1のコ小で実現

可能

②Linuxで動作する衛
星受信ホ■-r有｡共同
実験を穂案

(塾JCSAT-3利用は可能
性あり｡時間がかかる

き続き検討

2001年8耳よ
がC社 の3'ラ･)
使ってサー上■ス

I
;(.
g
}l

q
I+

事例 (C社)

蒜 前 も_辞≡;; ′ーdt.､.{i薗 JCSAT-3利用を努力目標と.-;し ..芦面

極 丁翠 _-i-.JJー∴.T-.1 はN-SATR利用として受注.衛星受倍}:
-ド (可変帯域方式)1000枚一括受注 や

(NTTSCg#)

禾受注 (一括購入)
しなければ,T.I-rの
発注はできない

く解決 :二･ 最低1000枚でか つ
注文生産が前 提 条
件 (ホ●-トーメーカ)

JCSAT-3を利用 したい｡可変帯域 方 式

(衛星受信ホ●イ は竺整 準再 な っ

て もよと､p(与野 ささ."i-I

日立ITb)ラ;縞 己1吉

が望ましい (C社) , 焉.;(NTTSC営業 .技術) ,ー中電叩■.Jy リフトに変更○支

<試行利_.杵iの受注I> 屯'Oや 施 (NTTSC技術

れる｡ 他姓止広告会社. イル 十

1999.5､NTTSCが溝定さ Ti(整 鰹 節 7試行利用 (ファイル配信ソフトの開 ユーす十とはほぼ契 開発 く解決 >< .....I
等)を開始するi)､エンドユ 安のタ●ラスヒ◆シ◆ヨン

-ザが決定せず時間が経過す トを持つが､

るばかり 幽 ＼ 一､▲ 孟:芸stccnw':慧 音 と 矛 盾①:=tか,i./iHi…ミノ
Cw社より衛星通借を使って広告配信をしたい､と / I ,C吐出営業 .技術に優 合いだ開催.両社

の相談が舞い込む れているが､去監≡之に三=巴_盈五定 の合意が成立(NTTSC営業)

iZか
i

I,?

こ▲

汐

?.

√ゝ

*

"i誤 誹
額の開発
現体制で
ねる (NT

(C)2006.小林満男

図の左側の部分は､試行利用に関わるものであり､右側の部分は本利用に関わ

るものである｡本案件に関する営業活動は､以下に示す三段階に区分される｡

(a)試行利用の提案期

C社から衛星通信のサービスについて説明を求められた 1999年 1月から実験

を開始 した 1999年 8月まで｡

(b)連携の提案期

1999年 12月から2000年 2月ごろにかけて､C社とCw社 との連携を提案した

時から受注契約を得た2000年 10月まで｡

(C)システム構築期

受注契約後､本格的な広告配信実施に向けてシステム構築を実施 していった

2001年 8月まで｡

主要な提案活動は､顧客からの要求に対して行われたよっつの提案と本利用

提案の中で発生したふたっの矛盾克服からなる｡

試行利用の提案期においては～､C社の要求である①送達方法を経済的に実現す

ること､②Linuxで動作する衛星受信ボー ドを準備すること､の2点については

既に準備が済んでいたことから提案は順調に進んでいった｡なお､③JCSAT-3利

用については､引き続き検討課題となった｡

3-80



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

連携の提案期では､上述したように､C社とCw社の強み､事業の補完性を考

慮して､おそるおそる両社に事業連携について打診を行った｡本来､N社の事業

は､衛星回線の提供であって業務コンサルティングではない｡また､両社と別々

に契約できれば売上高は､約 2倍になる可能性がある｡それにも関わらず両社

に連携の提案を行ったのは､このようなコンテンツ配信においては規模の経済

が成り立っこと､逆にいえば､事業として厳しい状況の中で共倒れして短期間

で利用が終了するよりも､お互いに win-winの関係が成り立つ仕組みを構築し

た方がベターとN社の営業担当者たちは考えた｡ほどなく､C社､cw社の合意

が成立し､共同で事業を展開することとなった｡

システム構築期では､実際に大規模拠点にマルチキャストでコンテンツ配信

を実現する上で遭遇したふたっの矛盾を克服する必要があった｡

本案件では､提案開始から本受注が決定した 2000年 10月まで､その提案活

動と実験は､2年近くに及んだ｡変数システム観によれば､受注要因として､

①顧客の開発を支援､コスト削減を実現

(a)衛星受信端末の開発､ファイル配信ソフトの技術支援を行った

(b)DoPa利用による地上回線コストの削減を実現した

②顧客の課題に丹念に応えた

(a)新技術 (DoPa､Linux)活用を提案､試行実験に協力した

(b)JCSAT-3利用については粘り強い折衝を行い理解を得た

③事業者連携に寄与

(a)顧客を紹介し得意分野を活かした協業関係樹立に貢献した

に集約される｡

(3)矛盾の克服

本格利用における提案活動の中で､ふたっの矛盾が発生した｡試行利用で C

社との信頼感が醸成されつつあったといえ､､事例Ⅲ (D社)のようにいつ事業者

を変えられるかわからない状況にあった｡このような中で発生した矛盾に対し

て､以下のような対応をしていった.表3-14に矛盾の克服を示す｡

①ファイル配信ソフトの保証に多額の費用が発生する (自力では開発困難 !)

これはマルチキャスト配信ソフトをめぐるものであり､NTT研究所が開発した

マルチキャスト配信ソフトには､コンテンツ配信を円滑に行うためのアプリケ

-ショ㌣ソフト (運行管理ソフトウェアなど)の開発が別途必要でありC社は

自力でソフトハウスを活用し開発を進めていたが､それが困難な状況に陥って

いた.一方､アプリケーションソフトの開発を NTT東日本 (実際のソフト開発

自体は､NTTのグループ会社)が行なう場合には､ソフト開発に伴うリスクを考

慮した多額の開発費用が発生するとされた｡
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このような状況の中で､他社の配信ソフトを調査しはじめたところ､該当す

るファイル配信ソフトが見つかり､急速､実験を行い､実用上問題ないことを

確認した｡また､アプリケーションソフトもファイル配信ソフトの供給会社が

開発することとなり､解決となった｡

事例 (C社)

表3-14矛盾とその解決策
矛盾の内容 矛盾をどうとらえたか 解決策 解決策の結果 補足 (肝S

① ★ 本 尊 入 開 始 直 前 に ･NTT研 究 所 開 発 のファイル配信〃 ･日立 ⅠTの ファイル配 倍 ･77イ嫡 己信乃 トに つ ･迅 速 な 対

な っ て ､ 供 給元 トは 半 製 品 (使 い こ な す に は 更 リフトに 変 更 した . て は 無 事 解 決 ｡ 応

(NTT東日本)が 安定 した 供 給 を す る には 多 額 の 費 用 が 必 要だ と 主 張 しは じめ た な る 開発 が 必要) で あ る こ とが 判 明 し､NTT東 日本 が 固執(⊃■ネ) 始 め た. 彼 らの rl)スタを取 らな い 体質｣ か ら 見 て ､こ の ま ま で は 案 件 が タ●メに な って しま うの で 別 案 を 探 そ う !(営 業 ) ･餅 屋 は 餅 屋 に ま かせ る !積 極 的 な 事 業者 と組 ま ないと難局を 乗 り越 え る こ とは難しい｡ク●れ 7-会 社と い っ て も解 決 で きな い な らば 外 れ て も ･NTT東 日本 は､77イル配 信 ソフトの 供 給 から撤 退 した こ とか ら､システムインテク●レ クの 役 を降 り る ことに な った.衛星 回 線 ､ 衛 星 受信ボ - ド等 の 契 約 は全 ･顧 客 の 課題 解 決 の 立場 に た っ た判 断

･他 社 製 晶 が使 え ない か ど う ら う しか な い だ ろ う てC社 と直 結 で 行 う
か 調 べ て み よ う ! -(技 術 ) (営 業 ) こ と とな っ た.

② ★JCSAT-3の 通 借 用 ト ･C社 か らホ◆小◆メーカの 発 注 単位 ･C社 か ら､ 一 括 受 ･JCSAT-3が利 用 で ･粘 り強 い

ランスホ̀ ンク◆を1本 借 り 数 (1000枚 ) を 一 括 受 注 しな 注 を 頂 く (営 業 ) き る ま で はN-STARa 交渉

る こ とが で き な い た け れ ば ､ 可 ､ 域 の 星 受 信ホ を用 い る が ､ 両 星 ･可 変 帯 域で 送 受 信 でき る >と を

め ､ 帯 域 で 借 り る必 -ト の 発 注 は で き な い (NTTSC で 使 え る可 変 帯 域用
要 が 出 て き た が ､ 可 社 長 ) 衛 星 受信ホ■イ を 準

(C)2006,小林満男

②衛星受信ボードの発注は1000枚単位が前提 (ボードメーカ-N社)

(N社の衛星受信ボードの発注は､C社からの発注が条件)

ボー ドメーカとしては､『可変帯域用の衛星受信ボー ドは､N社専用であり､

他社には販売できない｡それゆえ最低ロット数以下の発注ならお断りしたい｡』

というものであった｡一方､N社の営業担当者たちも同様に､『今後の案件を考

慮すると､衛星受信ルータの形態が主流となるので､衛星受信ボー ドの大量の

在庫を売り切る自信はない｡』というもので､N社社長と同じ意見であった｡

そこで､C社と交渉し､結果的に衛星受信ボードの一括発注を頂いている｡在庫

リスクを持てる人は誰なのか､そのサービス､その案件によって答えは異なる｡

N社は送信局設備とトランスポンダを確保する点については事業リスクを負う

が､受注生産を基本とする受信端末の在庫については､事例Ⅱ､事例Ⅳ､事例

Ⅴなどにみられるように､一貫して在庫リスクの最小化を図っている0

その基本方針はここでも踏襲されている｡

顧客の要求-の対応策を泰3-15に示す｡
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事例 (C社)

表3-15顧客の要求-の対応策
対応策の分類 どうとらえたか 対応策 対応策の結果 補足 (肝S

① ★確 実な送 達確認 を ･送達確 認 のた めの地上回線コ ･MegaWaveProとDoPa ･送達確認 の情報 量 ･新技術

行 な える回線 を経済 ストをな くす には ､究極 的には､ の接続 試 験 を実施 し を計算 した結果 ､最 (DoPa) と
的 に実現 方法 を提案 連 送 (同 じ信 号 を複数 回送信 ていた経験 を活 か し､ も経済 的に実現 で き の組 合せ 利

して くれ (C社) す る) を採用す る方法 が有効J. この案 で推案 した. ることを確認 した. 用 を商 談が

だが､将 来 で見越す と何 らかの回線 は必要 だ ろ う. (営業) (営業担 当の読み)経済的 に実現 できる ･DoPaの電波 が良好に重信 で きない衛 星 発 生す る前に事前 に確

･NTTDoCoktoのDoPa(LAN接続サ ■ヽ■ーとが確 認 で きれ ば し二又 ロ受信端末 では送達確 認 した こ と

-ヒ◆ス) の基本料金は月500円で F>事業者 選定 に有利 と 課にADSLを採用 し､ ･顧 客 の利
あ る. 情報量 が少 なければ梅 な るはず ! 回線コストを最小 限 に 用状況 の把

安 で実現 でき るはずで ある.(営業) とどめた. 堤 (に よ り最適 な回線が;掌定 で きた こ と)

② ★Windowsは不安定 ･vindowsPCで は連続運転に ･LinuxPC十LiTtuX対 ･衛星受信 は良好 で ･他社 にな

なのでLinuxを使 い 無理 がある (C社′NTTSC) 応衛星受信 ホ̀-ドを あつたが､プアル安倍 いLinux対応

たい (C社 ) ･衛星受信ホ■-ト●はLinuxに対応 してい るの で期待 に沿 え る(営業) 埠供 し､試 行実験 を実施 した.C社′NTTSC) リフトの開発 等でLinuxの利用 は課題 が多 く､Linux技術者 の転職もあ り､本格利用 ではWindowsPCを利 用す ることにな った . 衛 星受信ホ-ト◆を保 有(差別 化 )･技 術支援

@ ★ 通信衛 星 として ･N-SrARaとJCSATlでトヒ̀根 浜中, ･試行 利用 はN- ･お客様 との間で本 ･試 行利 用

JCSAT-3を使 いたい JCSAT-3で新たにナゼスを開始するに STARaで行 う｡ 格利用時はJCSAT-3 と本格利 用

(C社) はかなりの叫 (帯域)を確操することが必須の条件となる. (営業) (営業担 当の読み) を使 うことを努力目標 (移行費用 を持つ) を分 けて､JCSAT-3利

(C)2006,′J､林満男

①送達確認を経済的に実現すること､②Linuxで動作する衛星受信ボー ドの調達､

③JCSAT-3利用､の3点については､事例Ⅲ (D社)の案件とほぼ共通しており

提案の時期もほぼ重なっていた｡そのため､法人営業において､ほぼ同じよう

な案件が同時に進行する形態の場合には､守秘義務契約に抵触しない限りにお

いてかつ自社がその解決策を有する場合には､顧客の課題を解決していく上で

相乗効果を発揮できる場合がある｡

(4)企業間関係

(a)企業間関係 (業界モデル)

図 3-51に､企業間関係を示す｡

顧客は直接的には C社である｡この案件では広告配信エンドユーザであるコ

ンビニエンスストア等と広告配信の契約をするのはCw社である｡Cw社が順調に

発展し続けない限り､衛星回線は長く使ってもらえない｡したがって､顧客を

考えるときには､《河社-C社-Cw社-広告主 (コンビニエンスス トア等)- (こ

のプロモーションによって影響を受ける)消費者》と､自社 (N社)を起点に順

に遡って見ていく必要がある｡ここでは､直接､提案当初から､本利用開始後

まで提案をし続けた相手であるC社とCw社をあげている｡

規制者として総務 (郵政)省をあげている｡本案件には直接には関係しない

が､C社の所属する有線放送業界では､電柱-のケーブル架設に伴 う電柱使用料

の問題や通信と放送の境界に関わる事項で規制当局と乳蝶があり､この面での
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状況把握は欠かせない｡

供給者には､通信衛星保有会社および衛星受信ボー ドのメーカがあげられる｡

補完的生産者 として､マルチキャス ト配信ソフトの供給者と無線パケ主上網

の事業者が該当する｡

新規参入者は､特段見当たらなかった｡

代替品供給者には､専用線などを提供する地上系通信会社である｡

競争事業者は､衛星通信サービスを提供する事業者であり､試行利用の提案

初期段階から､本利用の受注が確定するまで､多くの通信事業者が登場した｡

すでにCANSAT｣21の衛星回線を提供しているSCCであり､また､CSアンテナを

共用する点等からJCSAT-3/JCSAT-4を保有するJSATが有力候補であった.さら

に､N社を含む付加価値通信を提供する衛星通信会社に加えて､システムインテ

グレーションとして提供する衛星通信機器メーカも強力な競争事業者 となる可

能性があった｡

事例 (C社)

図3-45企業間関係 (業界モデル)

新規参入者 `試行利用時と本格利用時>
()

(C)1998/2005,小林満男

(b)企業 ･組織間関係

図 3-46と図 3-47に企業 ･組織間関係を示す｡受注まで長期間にわたる案件

では､顧客の要求に丹念に応えられなければ競争から脱落していく｡本件で N

社が最終的に受注できた理由は､受注までの流れ (受注要因)で述べられてい

るとおりであるが､もうひとつ付け加えるならば､cw社による支持であった｡

つまり､衛星回線を選定するのはC社であったが､その顧客になるC社をCw社

に紹介 したこと､またCw社から寄せられる質問や相談に対応してきたことから､
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自然にN社～C社～cw社の関係ができ､結果的に､競争事業者は脱落していっ

たものと思われる｡

事例 (C社)

図3-46企業 ･組織間関係

(C)2006,小林満男

事例 (C社)

図3-47企業 ･組織間関係

(C)2006.小林満男

本格利用の当初においては､図3-46に示すようにNTT研究所の開発したファ

イル配信ソフトの供給を切り口に､いわゆるSI事業者としての役割を担うはず
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であった NTT東日本は､ファイル配信ソフトのアプリケーションソフト開発に

おいて C社の予算額内では開発体制がとれないとの理由で (開発リスクを考慮

して自ら撤退した?)､SI事業者の役割を降りてしまった｡

N社は､ファイル配信ソフトの供給者としてNTT東日本を紹介した経緯から､

新たなファイル配信ソフトの供給者を探し出し C社に紹介することによって､

ことなきを得た｡実際に､コンテンツの編集センタから衛星受信端末までを責

任をもって運営できるのはC社以外にはあり得ない｡むしろ､N社からみた場合

にはC社は顧客というよりも､むしろ広告映像配信を提供するCw社の SI事業

者としてとらえた方が実態に近い｡本格利用における最終形態は図3-47に示さ

れるようにすっきりした体制となっている｡

(5)業界の常識の変化

C社の案件は､事例Ⅲ (D社)と希望する通信衛星がJCSAT-3であること､送

達確認で使用するネットワークが無線パケット網であること､また衛星受信ボ

ードはLinuxで動作すること (パソコンのOSとして､WindowsではなくLinux

を使用したい)など､共通点が多い｡また､提案時期についてもほぼ重なり合

っており､受注の前後における常識の変化についても案件ごとに変化したとい

うよりも､同時期に一気に変化していったようである.

①csAT-3のトランスポンダ利用について :事例Ⅲ (D社)に同じ

②送達確認用の地上回線について :事例Ⅲ (D社)に同じ

③営業活動の範囲について :

従前は ｢衛星通信サービスの販売に直接関係すること｣ までであり､出資案

件や企業間の連携については主たる株主の判断が必要であり､原則的に N社は

主導的には実施しないものとしていた｡したがって､C社とCw社から､衛星回

線の利用目的や対象とする顧客に共通点が多いという話を伺った際､当初は守

秘義務契約の観点からもまったく独立した案件として対応することとした｡

ところが､このような衛星通信を利用するプラットフォーム事業の場合には､

プラットフォームを構築する費用は大きく､また構築に要する期間も長くなる

傾向がある｡そして顧客はできるだけ多いほうがコス ト面で有利となる､いわ

ゆる規模の経済が働く｡また､顧客層が重なり､同じような事業を行おうとす

る事業者が多数いる場合には､できるだけ早く事業を開始した方が有利となる｡

-さらに､本案件の場合には､受注の流れ ((b)連携の提案期)で述べたように､

両社の間には補完的関係が成り立つことから､敵対関係にはならないだろうと

考えた｡その上で慎重にC社とCw社に両社事業の連携について意向をたずねた

のであった｡その結果､｢衛星通信サービスの販売に直接関係すること｣であっ

た営業活動の範囲は､｢受注を獲得するためには､必要であれば協業を提案する
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こともある｣という柔軟なものに変わっていった｡つまり､従来の営業活動の

枠組みやしぼりのようなものを離れ､顧客獲得に向けて N社として何をなすべ

きなのか､何が可能なのか､どうすれば顧客に付加価値をもたらすことができ

るのかとういう原点に立ち返って検討した結果､｢C社とCw社の両社に協業をす
すめる｣という具体的な行為を誘発したのである｡

3.3 事例研究 (総合分析)(*3-65)

3.3.1 業界の常識の変容

事例分析フレームおよび案件分析フレームを用いて､7件の法人営業案件につ

いて分析を行なった｡それぞれの事例において､顧客の要求や要望に応えるた

めに､それまで自明とされていた衛星通信サービスにかかわる顧客､業界､経

営､技術などに関する業界の常識を再検討し､実現する上で発生した矛盾や葛

藤を克服していった｡またそのことによって業界の常識は変容していった｡

表 3-16に､それぞれの案件を受注することによって変容していった業界の常識

を一覧で示す｡

表3-16業界の常識の変容
顧客 開発装置 課題解決 による業界の常識の 変容

事 例 Ⅰ(F) ･制御AP ①SⅠをやりたい (顧客)一 ①顧客がSⅠをやる場合もある
霊芝慧芸芸SI害悪至芸霊芝蕗 二 三 霊芝慧?諾≡讐 諾 認 諾

事 例 Ⅱ(A) ･XSR2000･Uフ'A,t'-も7:jナ①開発中装置では納期に間にあわず → ①試作により納期は短縮できる
②自社開発は行わない → ②自社開発が必要ならやればよい

③SⅠ事業者は自前で開発するはず → ③SⅠ事業者活性化には自社製晶が必要

④開発するなら大手.トカに限る → ④へ◆ンチ†一企業を活用 (大手は遅い.Linu.1技術者不

事 例Ⅲ ･XSR2(対0(機能追加) 官報 絹 高京急鷺 T等総警備-響き究照票架関 脇 控捜)
(D) ｡デユTルt:I-J､TBナ ②送達確認用の地上回線が必要 ~→ ②無線ハ●如=こより経済的な送達確認を実現

事 例Ⅳ .･BSR2000 ①ユニキ†スト(1:1)利用は売れない !→ (》条件が揃えば売れる !
(Na) ②市販のスデーフインク■装置は高価 → ②リフトライセンス購入と自社開発で経済化を実現

③受注してからでは納期に間にあわ7>③競作により納期は短縮できる (事例Ⅱ①)

qJ77-かユーサ●はいやだ (顧客) → ④試作品を研究所等に販売し実績を作った

事 例 Ⅴ(S) % vD7;'徽 晶影 等野 で → ①ISDNを3回線束ねて代替 (ハ◆M伝送)
②384kbpsならMPEG4(PCで受借 !)一十②衛星回線は3ltbpsのLtPEG2(TVで受信 !)
/ち＼TTIn′n太r5+言ナ;Ltヽ .～ /亨l点だ土tT-トが'nTT}nえ.+_ハ◆士_A,(由こ_I)_lrー+-'h L わ1_ヽ＼

事例Ⅵ ･Ⅴ&ⅠPコツコづ○ ◎'とⅠPす-ty+スは娘 約 (別々の - 宮V,宗& 還V品詣 薫誓言孟vt&ILPliコ一指 開奏 し帯域を使 う)となり高価

(Nb) ･個別配 信リハ･衛星Ⅰp-VPN ②2CH同時放映かつコストダウン ~→ ②専用と臨時利用の組合せでコスげ ウン達成
③出資先等を選定するだろう! → ③利用目的を最も適える会社を選定する

事 例ⅥⅠ(C) ･衛星受信ホ●-ト■(可変帯域) 雷撃雇絹 高京急幣 一間 常 備 → 雪等婁胡 穿甜 讐協 鼎 し皆 例Ⅲ①)

*事例は契約境に表記､ (凡例)V:映像伝送サゼちlPこIPf'づ伝送トと̀ス.IRD:衛星愛信用チlj,珊C:衛星送信局
出所 :小林満男 (2005a) r法人営表郷 における静 優位の捕鞄 経済科学論究第2号2005.3兼2を一部追加､修正 (C)2006,小林満男

例えば､MegaWavePro-IP(IPデータ伝送サービス)を利用したIPマルチキャ
ス トによる多地点-のファイル配信においては､すべての受信局において確実

に受信されたことを送信側で確認するためには､従来､送達確認用の地上回線

(ISDNなど)が必要と考えられていたOしかし､事例Ⅰ③では､図3-48に示さ

れるように利用形態と経済化の観点から地上回線をなくす案が模索され､複数
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回の送信 (再送)や端末での表示方法を工夫することで､送達確認用の地上回

線を不要とし､その結果､ファイル配信コストの大幅な削減を実現した｡

図3-48送達確認回線の例 (事例 Ⅰ③)

-ビス提供モデルは､衛星回線+地上回線との組合せ

これをささえる信念

①衛葦讐 )(甥 ?､娯 雫慶 芝浦 掻 う㌫ 電 磁 鵠 紙 幣 -ス (Jントラ

②送達確認 (確実に届いたかどうかを確認する手段)は必須であるはず !

③地上 (リターン)回線がないと､ "放送 "となり､通信事業者は提供できない !

受注後 V.S.
①地上回線を使って送達確認をするということは､回線の信頼性を上げることoなら
ば､別の方法もあるはずo要求レベルに合わせて採用すればいい.利用用途によ
-つては地上回線は必須ではないだろう!

②地上回線がないと使えないとすると､1拠点あたりのランニングコストは割高とな
つて利用範囲が狭まる!(それでは衛星通信の利点が活きてこない !)

(卦"放送 "かどうかは地上回線の有無にはよらない○紐帯関係などによる○今回のケ
-スは典型的な"通信 "である (涌倍かh放韻iJ切V)/,,W ス基進 lL-つい では /'t療 l.L-_育
j垂専 イ書き i3-ス t> yi,う美イ善書 が 音 r河tJでい ろ .>JJが _三貴イ吉者 のj=春日_だ け 7号か <変容目的 に卓､敦 汝)

一方､事例Ⅲ②では､顧客の利用形態から送達確認は必須であったが､その

情報量が少ないことに着目し､地上回線ではなく無線パケット (DoPa)による

方法が採用された｡すなわち､送達確認に関する従来の考え方やその実現方法

は､顧客の業務とのすり合わせをとおして新たな解決方法が加わった結果､送

達確認回線が必要か不要かという単純な見方を越えて､ある一定の条件または

前提が成り立つ場合には､それに相応しい実現方法を探し当てていくことを学

んだといえる｡

また､｢地上 (リターン)回線がないと "放送 "となり､通信事業者は提供で

きない !｣といった規制 (行政指導)の誤った解釈は､営業活動の中で是正さ

れていったのである｡つまり､単に､送達確認というものが技術的に実現でき

るかどうかという技術面だけではなくて､法的な側面についても理解が深まる

ことによって､それまでの業界の常識はより豊かに変容されていったことがみ

てとれる｡

凄 3-17は､各事例でとりあげた業界の常識の変容を､常識の内容によって5

つのカテゴリー (A.顧客/B.業界/C.経営/D.技術/E.その他)に分類したもので

ある｡7つの事例で取り上げた変容した業界の常識は20件にのぼる｡
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表3-17業界の常識の分類

事例(企業) 常 識 の 内 容A.顧客 B.業界 C.経営 D.技術 E.その他

事例 Ⅰ(F) ① ② ③

事例Ⅱ(A) ③ ① ②

事例Ⅲ(D) ② ①

事例Ⅳ(Na) (D④ ② ③

事例Ⅴ(S) ① ② ③

事例Ⅵ(Nb) ③ ' ① ②

注 :①～⑥は､表3-16に示される各事例ごとの､変容した菓界の常識 (に付した番号)である

(C)2006,小林満男

事例 Ⅰ①と事例Ⅳ④が ｢A.顧客｣に分類されているのは､その内容ではなく

要求を発しているのが顧客であるところに注目している｡｢D.技術｣に関連する
常識が多い (7件-35%)が､これは表3｣6の｢開発装置｣欄に示されるように､

事例Ⅴを除いて受注を獲得するまでの営業プロセスの中で何らかの新規開発を

やっているためと考えられる｡また､｢E.その他｣に分類される 6件の内訳は､

納期短縮のために少ない費用で発注前に予め開発技術を習得す争ために試作を

先行して実施した2件､将来のJCSAT-3衛星-の移行を容易にするための交渉

(デュアルビームアンテナや可変帯域対応ボードの開発を含む)に関するもの

が 2件､残りの 2件は ｢事例Ⅱ②自社開発が必要ならばやればよい｣と ｢事例

Ⅴ③解約ユーザのIRDをオーバーホール (新品にこだわらない)｣というもので

あり､これらは従来の事業の方針や販売物品に対するものの見方に関連するも

のである｡

変容した業界の常識として本論文でとりあげたものは､受注に至った案件に

っいて､それも直接に受注獲得に大きな影響を与えたものだけであり､いわば

氷山の一角に過ぎないといえなくもない｡しかし､現場においては "受注した"

という事実のもたらす影響力は極めて大きく､また受注はシンボリックな出来

辛(*3-66)でもあり､組織構成員の常識を変容するきっかけとなるものである｡

3.3.2 企業間関係

次に企業間関係の分析を行う｡表 3･-18は､7つの事例におけ̀る企業間関係図
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(業界モデル)をもとに一覧表としてまとめたもので､各実践者たちと自社と

の関係を示している｡表3-19に､事例毎に各実践者たちと自社との関係を示す｡

事業開始時には､主たる顧客を株主である電気通信事業者 (顧客タイプ A)と

SI事業者 (顧客タイプ B)と想定し､これらの大手の企業が実質的な営業を担

う代理店営業を中心に据えていた｡

表3-18企業間関係 (案件全体)

主体者 事例 Ⅰ ～ 事例Ⅶ

顧 客 シガムインテク寸V-タ:4事例 ルドユサ寸:3事例

Sl事業者 N-TT/NTrCom/NTT東日本/NTT西日本

競争事業者 NTrCog/選良‡/SCC′JBTV/タやイレクトインターネ沖/初/､〇一/KDDⅠハヨタ

代替品供給者 N-TT/NTTCom/NTT西日本/富士通?

新規参入者 トヨタ?

補完的生産者 NTT西日本/NmDoCoMo′/NTT-AT/NEC/日立ⅠT/コン/ヾブタ/Mentat

補完製品 TV会議泊テム′DoPa′7アイル配信A)Bト ハサー′フアイ順己信′e-Leaユ.nine/SkyXGateWay

供給者 エ塾王/mT-AT/Nm レクトp=クス/NEC/日立/目立ⅠT/
カノウ7.ス/サードウエア/日本アンテナ

注 :N朴 の操 車命 書 (C)2006.小林瀧男

表3-19企業間関係 (事例別一覧)

主体者 事例 Ⅰ 事例Ⅱ 事例Ⅲ 事例Ⅳ 事例Ⅴ 事例Ⅵ 事例Ⅶ

顧 ■客 気象情報会社 パソコン塾 ケ̀-A.Dト会社 放送局 ト一ラグクー小T .製造企業 有線放逮会社タイ7●C ,イブB クィアB タイプB タイプB ,イブC タ17'C (a?)

妻SⅠ事業者 NTr NT一一東日本 NTTCom NTr西日本 NTT兼.B木

競争事業者 S∝ 畑lJ- JSAT NTTCco EDDl JSAT S∝
Direct JBTY JBTYtコ, 袖′.'- I)irectJSAT

代替品供給者 NIT NTT? 富士i由?(地上回線) NTTCom N¶西 日本

新規参入者 トヨタ

補完的生産者 コy/.'ブタ mT｢AT(ファイル配信) NEC(lB1ト､◆-) NTr西日本 tj5IIT(ファイル配信)
({LJfarnig) NTTDcG)lb(bra) Mental(SkyXGateVay)(TY会鹿シス軸) NTTDめlb(a)Pa)

供給者 JS〟r JS〟T JSATm-AT JS∬ JS〟r JS〟r JSAT
NEC サートウZ.7日本7:jナ サイ ウエア日本プッチナ I-トウエTテ'イ7仔イ 日立 日立NTTlt.外れ=クス 日立iTカノ07'ス

注 :事例は契約順に表記､顧客タイ71ま実態で分類 (契約上はすべてダイ7'C)｡Directはク̀ル･)Lインターネ･/ト社の略｡

出所 :′棚 満男 (.q5a) r法人営業現軌 こおける報争優位D珊鞄 逢瀬 斗封 紙 如 号L,005.3 表2を一部追加､修正 (C)2006･小林満男
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結果は前述のとおり､SI事業者が主たる営業を行う顧客タイプBの形態は半

数の 4件であったが､衛星回線の契約はすべて最終顧客と直接契約を行ってい

る (タイプC)｡顧客から見た場合､回線を含めてシステム構築の全体をSI事業

者に依頼する場合であっても､衛星回線やそれに付随する端末機器等について

は､衛星通信事業者から直接調達するケースが多いことを示している0

実態としてN社は､最終顧客の間に顧客タイプBのようにSI事業者が入る場

合であっても､営業活動やシステム構築においては､表3-20に示すように､最

終顧客-の提案に同行LSI事業者に代わって､提案説明､設計書作成､試験実

施などを行っており､実質的にはタイプ Cの場合とほとんど変わらない｡つま

り､当初､想定していた最終顧客-の提案､設計など､手間隙のかかる部分を

SI事業者がやってくれるという甘い目算は､はずれてしまった｡もともと衛星

通信に関わる知識や経験の浅いSI事業者にこの役割を期待しようにも､ないも

のねだりであったともいえる｡

表3-20顧客との関係

F業開始2年後
(3000.3朱)頃

自社の位置づけ 顧客～自社の関係

顧客(タイプ○A,B)に対して営業 協業 評価 葦撃幣.,..

NmCは､主にMegaWaVeProの利用者である顧客*に対してソリューションを提供する顧客と連携して営業を行う連携の内容､程度は_顧客 (タイプA_タイプB) との関わりによる 評価 S 藻震嘉∴
ー顧 客 (イフ…_B 綿顧客*:MegaWaveProの利用者

顧客(タイフ○C)に対して営業 評 価 &

NTTSCは､MegaWaveProの利用者であ ,,..-_:.言滋.. 顧 客

る顧客*に対して直接営業を行うNTTSCは､供給者の協力を得つつ､顧客の活動に貢献する (タイプ C

注 :???部分が変化 したところ

(C)2006ノJ､林満男

表 3｣8によれば､株主であるNTTComとJSATは顧客 (SI事業者)､供給者と

してばかりではなく､競争事業者や代替品供給者として登場する場合があるこ

とを示しており､N社にとって株主企業との良好な関係づくりが最も重要である

ことが見えてくる｡事例別に示した表3｣9で詳細を確認すると､たとえば､JSAT

は事例Ⅲ､事例Ⅵ､事例Ⅶでは､競争事業者として登場している｡そしてグル
ープ会社として設立されたN社と株主のJSATは､顧客をめぐって相争う構図と

なっていた｡N社は衛星通信サービスを行う上で､トランスポンダはすべて株主
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であるJSATから仕入れなければならない｡したがって､仕入先の選択ができず､

かつ仕入れ価格に影響力を行使できない株主企業である JSATと競争するのは､

ポーターのいう､｢売り手の交渉力｣､｢業者間の敵対関係｣ばかりではなく､｢株

主の政治的圧力｣が加わった三重の脅威に直面することになる｡視点をかえれ

ば､N社の果たしている機能を別会社としてやる理由は見当たらず､むしろN社

をJSATの内部組織として見れば､上記の三重の脅威は消失するのである｡これ

は､N社のー存在理由 (事業の定義)の根幹に関わる本質的な事項である｡

また､衛星回線に付加価値を付け､競争力を増す上で様々な補完製品との組

合せが重要となる｡補完製品は､衛星通信とは異なる分野の製品であることが

多いことから､日頃から補完製品を他の競争事業者よりもいち早く見出し､そ

の利用方法を検討するとともに､それらを提供する補完的生産者との連携関係

を築くことがこの事業の鍵となっていることが見えてくる｡

企業間関係は､｢(ヨ個別の商談ごとにみる､②複数の案件を圧縮して見る､③

複数の案件を一覧表でみる｣ことによって､特定の案件である立場として登場

した企業が一過性のもので特段問題視する必要がないのか､それともある立場

で頻繁に登場してくる構造的な理由があるのかなどを検討する際に有用と考え

られる｡また､表3-19は事例別に示したものであるが､これはほぼ発生順 (時

系列)にもなっているため､時系列的に何か傾向を帯びていないかのチェック

になりうる｡また､案件を軸として､戦略形成プロセスを外部環境 (利害関係

者)の移り変わりによってとらえようとする際に参考となる｡

これらの事例をとおして得られた経験と分析結果は､事業の定義が再構築さ

れる際に反映されていくこととなる｡

3.3.3 事業の定義の再構築

事業開始当初に設定された事業の定義は､受注､失注などの経験をとおして､

業界の常識の変容とともに随時書き換えられ､個々の案件の営業活動に影響を

与えるとともに､営業戦略会議や年度事業計画などに織り込まれていった｡

表 3-21は事業開始3年後 (2001年3月)における事業の定義を示したものであ

り､下線を付した太字の部分が再構築されたところである｡

法人向けの衛星通信サービスの提供者としてのN社は､株主であるNTT､NTT

データ､IBM､CTCなどのSI事業者 (*3-67)が顧客に対するソリューションを

提供する際に衛星回線を提供する役割を持つとされた｡その事業の本質は衛星

通信サービス提供事業者として､主としてSI事業者に対する供給者と位置づけ

られていた｡しかし､多くの営業案件を経験するなかから､顧客やSI事業者の

要求に応え受注を獲得するためには､顧客の求める課題を自ら理解しその解決

を図るためのサービスやしかけなどを自ら準備する必要性を学んでいった｡
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表3-21事業の定義の再構築

〔業開始3年後
(2り01.3末)頃

事業の名称 法人向け衛星ソリューション叶ビス提供 事業 (S《十p1日†pSn1､一†innPmvidp､.)

事業定義 国､自治体､企業等を主な対象とし､顧客のニースぐに対応する衛星ソリューションを経済的に提供することを魅力として､SⅠ事業者等と連携 し衛星通信の利

用拡大を図る (SatPlーhrpV&TPカyJ､■=-､藍盛皿 )

定義が孟すべき要秦 顧客 官公庁､多店舗企業､SⅠ事業者など

機能 衛星通信を利用lJ+-刈'J/lソ｢新屋同油 +7A,77ーを経済的に提供す る

競争事業者 衛星通信事業者､地上回線事業者､携帯電話事業者､通信機器メカなど

魅力 NTT等のSⅠ事業者と連接1.ーWTprET鰻 と77●lJケ->ヨンを経済的に提供できる

資源 通信衛星保有会社､SⅠ事業者 との連携○豊富な人材など

その他 :ま業昆剛兵藤上y)卓､さらに音さ亀が)瀞付 くT二重:聾者>の適才隻が点々青書>1～昌の一戸推寺T.鼻ヽろNTT〃■ルーフ̀Jn>童をlj,1..め_矧存ラJlハ●ルに枯骨するST壬筆者♪の逓増を痘安し 利用用途
の開拓に努める.衛星涌侶寺韓盟の陳番1.t.V､菅に庶ド_丁自称開串寸､行な う_

全体構想 経済的なⅠP回線と箇星ユ比土山を提供することは有意義なことであり､衛星2種業界のト
ツプをめざす !(衛星通信が生き残る上で､rF1曲の撮仕L,留きらず蘭宏のニース●に爪音Z,宿屋州 ユーシ1ン/7lTh野にのY)だ十二日士一V,婿各社7',hろ)

世界観 内的整合性 :株主の持つ資源を且蛭｣め結集生れ蛙この構想は実現できる !外的整合性 :高速のⅠP回線が全国で利用できない現状にある.顧客のニ-がに
応えられれば本ヒ○シ.ネスは成功するか せ､トれかい !

チェック項目 肝在蕃葉書の謂_壮者.+令に調香ナス.lIy_圧lの倫常軌后ー〔p-TplTIATl齢臨ー i,+ノ分にりりチ1,_

様式 :根来龍之 (1994)､〃トシステム方法論による事業定義の再構築､ ｢図2事業の基本定義の仕方｣事.義昭 一献加笠

出所 :小林満男 (2004b)経営情報学会2004年秋季全国大会予稿集 (4B-1)

具体的には､衛星回線の提供という基本的なサービスから､ホスティング､

マルチキャスト配信サービスなどのオプションサービスや OBN､IP-VPNと衛星

通信回線を組み合わせたバンドルサービスを開発するとともに関連するアプリ

ケーションまでを含めて提供していった｡

このように個別案件の受注活動というミクロな行為の積み重ねをとおして､

衛星ソリューションサービス提供事業者 (ssp:satelliteSolutionProvider)

として事業は再構築されていった｡ひとことで言い表すならば､｢satelliteV&IP

カンパニー｣とい うものであり､Ⅴ&IPエンコーダの開発をふまえて､

MegaWavePro-Ⅴ(MPEG2映像伝送サービス)とMegaWavePro｣P(IPデータ伝送サ

ービス)を統合してⅤ&IPとしてとらえ､これを生業とする衛星通信 (Satellite

communications)で提供する､というものである.また､｢顧客ドリブン｣とは､

｢回線｣から ｢ソリューション｣を軸にサービス提供範囲をひろげながらも､

それは開発 (シーズ)主導ではなくて､顔の見える顧客の具体的な要求によっ

て駆動されるという､自社の位置づけや体力などを考慮した営業活動のスタン

スを示したものである｡

定義が考慮すべき要素(その他)では､｢事業開始時よりもさらに競争が激化｡

sI事業者との連携が益々重要となるので株主であるNTTグループ企業をはじめ､

現在ライバルに位置するSI事業者との連携を模索し､利用用途の開拓に努める｡

衛星通信機器の開発は必要に応じて自社開発も行なう｡｣とされた｡この中でひ

とつめのポイントは､ライバル関係に位置するSI事業者であっても補完的な関
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係になりうる場合があるので､かれらとは ｢敵対関係にあるという一面的な見

方はとらないで､連携を模索し利用用途の開拓に努める｣ということが考慮さ

れている｡ふたっめのポイントは､｢衛星通信機器の開発は必要に応じて自社開

発も行なう｣ というものである｡それは [事業の定義]で述べたように､顧客

ドリブンが前提となっているものの､.いくつかの案件で自社開発した製品がき

っかけとなって受注した経験をふまえ､新たに追加されたものである0

事業開始当時に比較し格段に競争が激化している状況を反映して､｢経済的な

IP回線と衛星ソリューションを提供することは有意義なこと､回線の提供にと

どまらず顧客のニーズに応える衛星ソリューション分野にのりだすことは必須

条件である｣という全体構想が組織メンバに共有化されていき､新たな業界の

常識として定着していった｡

3.3.4 創発的戦略形成プロセス

受注の鍵となった衛星受信ルータの開発をとおして営業現場における創発的

な戦略形成のプロセスを追う｡図 3-17に示されるように､｢納期に間に合わせ

るために､この際特定のメーカに依存しない衛星受信ルータを自社開発しよう｡

衛星受信ボー ドをLinuxPCで包む BOX形態ならばほとんど開発は不要のはず !

(N社営業担当者)｣と､顧客の納期に対する厳しい要求に応えるために事業の

定義や従来の業界の常識にはなかった､①自社開発､②Linuxの採用､③既存の

pcを利用する､というみっつのアイデアが提案された｡たまたま衛星受信ボー

ドを開発したNTT研究所がWindowsに加え､近い将来､UNIX､Linux機でも衛星

受信ボー ドを使うだろうと見越してこれらのOSに対応するドライバソフトを開

発していた｡その情報をNTT研究所､NTT技術開発センタ､N社の定例検討会を

とおして営業担当者が知り､当時注目されだした Linuxを使うと安定して動作

する衛星受信ルータを短期間で開発できそうだと直観し､自社開発の可能性を

NTT技術開発センタの技術者に相談したことが自社開発のきっかけとなった｡相

談を受けた技術者は､直ちに Linuxのディストリビュータを探しあて検討を開

始したところ､開発期間はわずか3ケ月程度で済むことが分かった｡

既に開発を進めていた M社は専用機として金型おこしから行なったため､結

局出荷までに2年の期間を要した｡一方大手メーカ (N社)は開発費用として数

千万円､所要の開発期間として約 1年を提示してきたが､これも専用機の開発

を念頭においてのものであった｡

営業担当者たちが考えたのは､･｢①技術革新の激しい状況の中では専用のハー
ドウェアで実現するよりは既存のPCを流用し機能追加に柔軟に対応できるよう

ソフトウェアベースで開発をすべきだ､②ソフトウェアベースで開発すれば案

件に応じて容易にソリューションを組み込むことがで'きる切り口をあたえる､
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このコンセプトは SI事業者にとって歓迎されるはずだ｣ということであった｡

衛星受信ルータ開発のコンセプトを図3-55に示す｡

図3-55衛星受信プレタ開発のコンセプト

現状の問題点
システムインテク.レクに火がついていない !

多様な=-ス寸に対応できていない !

開発期間がない !

自社開発を行 う!

･衛星受信ルータの基本機能に特化 して自

社開発する

･ユーザごとに異なる付加機能は､各々の
システムインテグレータが工夫できるよう

に拡張性を持たせる

- cSにLinuxを採用A'Cを利用/衛星受信ホ●
-ドを利用/受信専用とする

どうすればいい の か

どのシステムインテクやレークでも扱える製品が必要!

ニースやに対応できる柔軟な製品が必要 !

信頼性の高いものをタイム1)一に提供 !

ユーザA

付加機能 a

ユーザB .

付加機能 b ユーザC

付加機能 C

注 :(｢衛星受信Lin｡xルータの導入｣Jill.5.20.NTTSC法人営業部サーt.ス開発Gル)を参考に輩者が編集 (C)2006･小林満男

図3-56付加価値の伝播

→ ‡sR2000の発展経路
---->BSR2000の発展経路

事例 (研究所)<XSR2000plus:利用>

NTT研究所は衛星自動追尾アンテナと組合せ衛星叫チ
メデげカーを開発｡NrTSCは､MegaWavePro-Mobile
サービスとして展開｡

出所 :小林満男 (2004b)経営情報学会2004年秋季全国大会予稿集 (4B-1)

その後､衛星受信ルータ (XSR2000)は図 3-56に示すとおり､その後の複数

の営業案件で療用されていった｡例えば事例Ⅲでは､当初の XSR2000は単純に
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衛星通信でIPパケットを受信するだけの機能しかなかったものが､顧客 (およ

びSI事業者)の要求によって､送信するパケット数が少ない場合には最も安く

実現できる無線パケット網を用いた送達確認機能を付加し､改良型衛星受信ル

ータ(XSR2000plus)として他の案件でも採用されていった.(*3-68)すなわち､

営業担当者たち､なかんずく自称 ｢サービス開発 Gメン｣たちがもくろんだ衛

星受信ルータ開発のコンセプトのとおり､案件 (またはSI事業者)によって製

品が半ば自律的に機能拡張しながら導入されていき､付加価値の伝播を通して

競争優位の確立と利益の獲得に貢献することとなったのである｡

さらに､LinuxPCにアプリケーションソフトウェアを組み込むというコンセプ

トは､事例Ⅳでは､衛星通信回線特有の遅延時間を補償する技術であるスプ-
フィング機能を備えた TCP/IP高速化装置 (BSR2000)の開発に引き継がれ､こ

の装置もいくつかの案件の受注に貢献した｡

また､NTT研究所は､開発した衛星自動追尾アンテナに､ⅩSR2000plusとBSR2000

などを組み合わせ､走行中の車から高速のインターネットが利用できる ｢衛星

マルチメディアカー｣を開発した｡(*3-69)そして､N社はその後､衛星マルチ

メディアカーのコンセプ トを引き継ぎ､移動しながら衛星通信サービス (MPEG2

映像伝 送 サー ビスお よび IPデー タ伝送サー ビス) が利 用 できる

MegaWavePro-Mobileサービスを開始した｡(*3-70) あるひとつの実践がその

後の大きな戦略パターンを創発するということをこの事例は示している｡各案

課題解決に向けた行為レベル (ミクロ)と事業レベルの競争戦略 (マクロ)が

密接に結びついていることがわかる.一連の分析フレームワークを案件の進行

中において使用することにより､競争戦略の中における案件の位置づけをより

明確にとらえることが可能になると考えられる｡

3.3.5 現実の再生産と再構成

宇田川 (2004)は､｢組織には新たな現実を産み出す側面 (再構成)と､環境

が客観的に存在すると考え､その枠内で行為が生み出される側面 (再生産)の

両方が存在 している｣と指摘 している｡本事例に当てはめれば､再構成とは

XsR2000という装置を自社開発したことによって自社開発の道を切り拓き､これ

をきっかけとして組織メンバが共有していた業界の常識を従来の"回線売り"か

ら"･ソリューション提供 "に書き換えていったプロセスに対応する｡一方､再

生産とは既存の業界の常識やノウハウ､または既存の装置を活用して効率的に

業務を遂行する過程であるといえるt.

たとえば事例Ⅱ (A社)の場合には､衛星受信ルータや トリプルビームアンテ

ナの開発をとおした新たな付加価値を創造する活動 (再構成)が主だちたよう
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に思われるが､その後いくつかの案件においては､これらの装置やノウハウは

組織メンバにとって既知のものとして積極的に提案され受注を勝ち取っている

(再生産)｡つまり利益をもたらす基盤の多くは再構成の際につくりこまれるが､

実際に利益をもたらすのは一般に再生産の過程においてであり､現場において

は一旦再構成されたものをいかに多くの顧客に少ないコストで提供できるかが

実務上の課題となる｡具体的にはパンフレットやマニュアルの作成､デモ環境

の整備､新規開発製品の貸し出しや潜在顧客-のセミナーなどをとおして精力

的な普及展開活動が展開されることになる｡

付加価値を創造する面 (再構成)と効率的に遂行する面 (再生産)が､連続

的かつ反復的に進行していく現実をとらえていく上で､業界の常識の変容を注

意深くみていくことは､持続的競争優位を確立する上で､ひとつの手がかりを

与えてくれる可能性がある｡

3.3.6 事例分析フレームワーク

新規事業においては､事業の開始時点において事業計画書を策定し､これに

もとづいて事業を展開することになる｡しかし､事業の開始前には想定されな

かった事象が発生したり､想定したスピー ドよりもかなり早い時期に競合する

新技術が登場したりする｡

特に法人営業における案件の 1件 1件は､顧客にとって､顧客が所属する業

界において､業界 トップを目指すための企業戦略のひとつの手段として位置づ

けている場合が多い｡そのため､既に衛星通信を導入している業界他社よりも

さらに優れた利用方法の提案が求められ､顧客ごとに異なる機能が盛り込まれ

るのが一般的である.

従って法人営業の現場は､顧客の企業戦略を実現するために提案者である競

争事業者同士が顧客-魅力をアピールする場となっている｡また､競合各社の

競争戦略が直接的にぶつかる場でもあることから､案件の進捗にそって競争優

位をもたらす付加価値づくりをめぐって関係する事業者をまきこんだ俄烈な競

争が展開されていく｡ すなわち､顧客-の提案活動そのものの中に､競争戦略

の形成が必然的に織り込まれていくこととなる｡

それゆえ本論で提案した事例分析フレームワークを利用することにより､各

案件における課題解決の具体化に向けた担当者の行為 (ミクロ)が､いかにし

て事業甲定義や営業戦略 (マクロ)に影響を与えていったかを部分的ながら示

すことになると考えられる｡

3.4 本事例研究方法の限界

3.4.1 事例研究の暗黙の前提
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第 2章で提示した研究のスタンス､事例研究の方法および分析フレームワー

クにのっとり､研究対象企業である N社における衛星通信事業における戦略形

成プロセスの模様を法人営業活動の側面から見てきた｡

伊丹 (2003)は､｢理論は現実から生まれるが､そこにはふたつの意味がある｣

と指摘している｡(*3-71)

第-の意味は､｢現場の観察が理論を作る｣ことであるとし､バーナードの経

営理論が経営者としての自分自身の体験を論理整合的に説明するための論理体

系として生まれたことを説明している｡この例にならえば､本研究は､民営に

移行した企業 (NTT)がマルチメディアブーム (その本質はインターネットの勃

輿)にのっとり新規事業の一環として､インターネットを軸に衛星通信の新規

事業を企画中の企業 (JSAT)と合弁で新規設立した企業に出向した営業マネー

ジャー､営業担当者たちが自分たちの行ってきた実践が競争戦略とどのような

かかわりがあったのか､経営にどのような貢献をしたのかを説明するものであ

るということができる｡

第二の意味は､｢現実の経験が暗黙の前提を作る｣ことであるとし､そして､

｢しばしば我々は人間の行動を､証明する必要のない ｢公理｣として仮定して

しまう｡だが､実は､その仮定は身の回りの人間社会の観察にベースをおいて

いる｡自分の持っ､人間行動に対する､基本的前提に対する信念が暗黙のうち

に反映されている｣と指摘している｡本研究においては､暗黙にふたっの前提

をおいている｡ひとつは､実際の現場における営業経験から､｢戦略の形成は事

業開始当初は戦略策定者 (新規事業会社の事業計画を作成した責任者､または

その作成を命じた人)であっても､事業の運営にたずさわる現場の多くの実践

者によってそれは再生産され､そして場合によっては再構成されるものである｡

つまり､現場の第-線の実践者を戦略の実践者として､かつ戦略形成に影響を

与える積極的な存在としてとらえている｡それゆえ､そのきっかけとなる付加

価値を生み出し､付加価値を作りこんでいる日常の業務､日常の実践をみつめ

ることの重要性を主張している｡ふたっめは､新規事業の成功にとってその企

図する事業を愛でる (惚れこんでいる)戦略策定者がその経営 トップを務める

ことが望ましいのではなかろうか､というものである｡(ただしこの点について

は本稿では､経営 トップの選出は会社設立時には決定されている事項ととらえ､

特段､言及はしない)

本稿では､このような暗黙の前提にたち､戦略形成プロセスをみるために､

既存の複数の戦略理論を活用しながら分析フレームワークを作成し､事例分析

を実施してきたが､方法論上においては以下に示すような限界があったと考え

ている｡
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3.4.2 方法論上の限界

｢一般に ｢良い研究｣とは､それが無かった時に比べて､現象の観察者が､

より良く世の中の現象を理解でき､説明でき･､場合によっては予測できるよう

な言説･命題のことであろう｣(*3-･72)とされるが､はたして本事例研究によっ

て､これが無かった時よりもよりよく営業現場の現象を､そして戦略が形成さ

れていくプロセスをよりよく説明できるようになったのであろうか｡

本事例研究における方法論上の課題を以下に示す｡

(1)事例研究の対象範囲

｢3.1.3 事例の選定基準｣によって選定した受注した7件で､戦略形成プロ

セスを説明できるのか､という課題である｡

新規事業の立ち上げ期である事業開始から約 3年間 (サービス開始時期から

約 2年半)を対象としているが､扱っているのが受注案件だけであり､失注し

た案件は含まれていない｡失注した経験によって何を学んだのか､あるいは営

業活動の中で従来にない新たな付加価値が生み出したかについては､本事例研

究では直接的には調査対象としていない｡すなわち失注がどのような形で戦略

形成プロセスに影響を与えたかについては直接的には見えてこない｡失注案件

については､その経緯､実際どのような活動が繰 りひろげられたかの記録が残

されていない場合が多く､また担当した人びとの記憶から消えやすく事例研究

で取り上げるのは実際問題として厳しい状況にある｡しかし､失注の経験は､

何らかの形で次の案件の中に直接的､あるいは間接的に影響をあたえるであろ

うと考え､受注案件のみを対象としている｡

本研究でとりあげた受注案件には､SI事業者 (代理店)が提案からシステム

構築までを担当した案件は含まれていない｡代理店と衛星回線契約を行うだけ

の間接営業は事業開始当初からの戦略であったが､結果的にはこれが主流とは

なり得なかったので､ほぼ問題ないと考えられる｡ただし､受注した案件全体

がどのような内容 (ユーザ種別､利用日的 ･利用形態､受注規模､伝送速度､

顧客タイプなど)であるかについても分析し､本事例研究の結果との整合性を

みる必要があろう｡

(2)分析データ (指標)の客観性

本事例研究を進める上で､いかにして客観性を確保するかということである｡

すなわち､測定そのものが測定者の悉意的な解釈に影響されないか､という問

題である｡特に､｢受注の流れ｣については､異なる人びとの矛盾や課題に対す

る認識をどのようにして正確に把握できるのかという問題がつきまとった｡

｢測定者の悉意性をできるだけ除去する方法として､(A)測定を研究者ではな
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く調査対象者が行うようにすること､(B)研究者それ自身が測定する場合､測定

方法を測定に先立って事前に規定しておくこと､がある｡｣(*3-.73)しかし､本

事例研究においては､(A)も(B)も採用できなかったため､客観性を確保するた

め､N社がSI事業者 (代理店)向けに衛星通信サービスの営業促進を図るため

営業キャラバン用に作成した r受注概要｣を手がかりとして関係者-のヒアリ

ングを行い､公開資料 (セミナー資料､報道発表資料､業界誌掲載内容)を用

いるとともに､実際に開発した装置など具体的なモノに関連付けながら見るこ

ととした｡

(3)業績の視点

上記の事例分析では､個々の案件において発生したさまざまな課題を解決し

矛盾を克服することによって受注に至ったことを述べているが､その一連の営

業活動の結果､目標とする業績を達したのかどうか､つまり､｢生産要素を用い

て組織が実際に生み出す価値｣と ｢生産要素の所有者が期待する価値｣から導

かれる組織のパフォーマンス (*3-74)について､それが満足するものであった

のかどうかについて明確には述べていない｡図 2-4の競争者の差別化の氷山で

いえば､それは氷山の頂上に位置する ｢業績｣に対応する｡そして業績は､競

合各社の相違や組織のパフォーマンスを示すもっとも ｢目に見える｣特徴であ

る｡

｢戦略形成プロセ＼ス｣の研究とは､暗黙的にそれは ｢持続的競争優位をもた

らす戦略を形成するプロセス｣のことを指し､それは標準を上回るパフォーマ

ンス ｢その企業が創出する経済価値が､資源の所有者が期待する価値を越える

水準｣を実現するものであるといえる｡

本事例研究では､個々の事例がもたらす売上高､利益額については明記して

いない｡それは､ひとつには原価計算上の問題があり前提のおきかたによって

結果は異なること､ふたっめには詳細なデータを公表する積極的な理由が見つ

からないため､ここでは総じて対象とした事例の赤字受注はなかったものとし

て扱っている｡また､事例研究の対象とした期間における業績については､実

際にサービスを開始して間もない 1999年 1月の社長念頭挨拶において公式表明

された ｢3年で3万局､30ユーザ､30億円達成 !｣の目標でみれば､｢2001年

度末において､受信局数は 3万局には達しなかったものの､実験､トライアル

利用を除いたユーザ数は30を超え､売上高もほぼ 30億円を達成 (*3-75)｣し

ており､四苦八苦しながらもほぼ期待された ｢標準的パフォーマンス｣ であっ

たといえるのではなかろうか｡いずれにしても売上高や利益など､公表可能な

客観的なデータとつき合わせながら､業績､組織のパフォーマンスという視点

から評価することは欠かせない｡
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3.5 業界構造､業界特性の分析

ひとつひとつの営業活動を実践していく上で､個々人のアイデアや工夫によ

て､あるいは N社自身の努力だけではどうしても克服できない場面に何度も遭

遇 している｡特に､本事例研究では取り上げていない失注した案件などにおい

てはそうである｡本節では､特に衛星通信業界の業界構造と業界特性の面から

分析を行い､事例研究の補完を行うこととする｡

3.5.1 業界構造

衛星通信業界は､昭和60年の電気通信の自由化とともに生まれ､平成元年頃

から急速に立ち上がってきた｡衛星通信によるネットワークは､電波法と電気

通信事業法によって規制されている｡

昭和60年に施行された電気通信事業法では､電気通信事業者は自ら通信回線

設備を保有する 《第一種電気通信事業者》とその回線を借用して付加価値通信

サービスを提供する《第二種電気通信事業者》に大別される｡第二種事業者は､

さらには大規模 ･不特定多数を対象とする 《特別第二種》とその他の 《一般第

二種》に分類される｡衛星通信においては､回線とは通信衛星の電波中縄器 (ト

ランスポンダ)を指し示し､第一種電気通信事業者のサービス提供範囲は､端

末装置 (モデム)間としている｡規制は､その様態として 《構造規制》と 《行

動規制》に分けられるが､衛星通信事業においても､構造規制として､第一種

事業者と第二種事業者に明確に分離された｡(*3-76)

一方､電波法では､ トランスポンダと地球局の無線局免許人は､通信衛星を

保有する第一種事業者と規定されている｡つまり､第二種事業者が第-種事業

者よりトランスポンダを借りて自前の地球局設備を保有しても､その地球局の

免許人は第-種事業者となる｡このことは､第二種事業者が新しく衛星通信事

業を始めようとすると､どのような設備で､どのような規模の無線局かなど､

事業を行 う上での､言い換えれば競争事業者の内情を知る上での最も重要な情

報が第一種事業者に筒抜けの構図となっているのである｡基本的にトランスポ

ンダを借 りる先の第-種事業者とは競争にはならないのである｡

また､電気通信事業法第 10条 《需給調整条項》により､衛星通信事業 (通信

衛星の保有事業者)においては日本国内の衛星通信の需要を鑑み参入企業が規

制された結果､2000年当時は､JSAT(伊藤忠商事､三井物産､住友商事らが出

資｡2000年2月､NTTComがN-STAR2機 (の持分)を現物出資)とSCC(三菱商
事､三菱電機が設立｡その後三菱グループ企業 26社が株主に加わる)のほぼ2

社による寡占市場が形成されていた｡(*3-77)

なお､2004年 4月から電気通信事業法としては､第-種事業者と第二種事業
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者の区別はなくなり､また第-種事業者においても従来の契約約款サービスか

ら相対契約に移行した (*3-78)が､通信衛星を保有することによる優越的な立

場には変わりはなく､基本的にはこの状態が現在も継続しているとみなされる｡

事例Ⅲや事例Ⅶなどに見られたように､上述の理由によりN社が衛星系第一

種事業者 (JSAT)と競争構図となれば圧倒的に不利であり､他方､衛星系第-

種事業者から出資を受けていることによりその内部組織的に振舞うとなれば､

衛星系第-種事業者と資本関係にない衛星系第二種事業者にとっては大きなハ

ンディを負うことになる｡したがって衛星通信業界は､このように通信衛星を

保有する事業者と通信衛星を保有しない多くの付加価値事業者が入り混じった

構図となるが､付加価値事業者の大半はJSATまたはSCCのいずれかの通信衛星

を利用することになり､JSAT系 (JCSAT系)またはSCC系 (スーパーバード系)

の事業者として区分されることになる｡(*3-79)

このように､衛星通信サービスの法人営業活動においては､構造規制からく

るこれらの制約と､出資や取引関係などからくる行動の制約などが密接に関連

してくる｡これらの制約は戦略形成プロセスの基底部分を構成するものと考え

られ､営業案件ごとに現場の実践者たちがおりなす行為群､あるいはその過程

で見出されたアプリケーションや開発された装置などによって､戦略形成プロ

セスは充実していくように見える｡

3.5.2 業界特性

衛星通信サービスあるいは衛星通信業界特有の事項について､以下､時間特

性､技術特性､顧客特性の 3点について整理する｡これらの基本的な事項は､

各事例に共通にあらわれてくるものであり､それぞれは業界の常識の一部を構

成する｡

(1)時間特性

衛星通信サービスを提供する場合､顧客が検討をはじめてから､｢衛星通信サ

ービス提供会社等が提案を開始し､契約､システム構築､そして実際に衛星通

信サービスを開始するまでに要する期間｣は､一般に､地上回線サービスを提

供する場合に比較して長くなる傾向がある｡

本研究で扱った7つの事例について見ると､図3-4に示されるように､提案

開始からサービス開始までの期間 (Tps) は､最も短い事例Ⅲ (D社)でも5ケ

月であり､事例Ⅶ (C社)にいた'っては､実験利用の提案わ時からカウントする

と31ケ月にも及ぶ｡7つの事例におけるTps平均は､12.4ケ月 (最も長い事例

Ⅶ (C社)を除くと､9.3ケ月)となっている｡この結果は､他の多くの事例か

ら得られる結果ともはば一致している.(*3-･･80)
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衛星通信サービスの提供においては､MPEG2映像伝送サービスで使用する衛星

受信用チューナ､IPデータ伝送サービスで使用する衛星受信ボー ドや衛星受信

ルータは､製品価格と市場規模の関係から受注生産の形をとる場合がほとんど

である｡この製品調達に約 2-3ケ月を要している｡また､衛星通信サービスを

利用するには､時間を要する衛星受信用アンテナを取り付けるための現地調査､

設置工事を拠点ごとに実施する必要がある｡そのため､製品調達とシステム構

築に要する期間である約 3ケ月を除くと､提案開始から実質的に受注が決定す

るまでの期間 (Tp｡)の平均値は､約9.4ケ月 (最も長い事例Ⅶ (C社)を除く
と､6.3ケ月)となり､半年以上に及ぶことがわかる｡

すなわち衛星通信業界においては､提案開始から受注､サービス開始に至る

期間は半年以上に及ぶことが多く､以下のような傾向が顕著に見られる｡

(a)各社のサービス内容､技術レベル､メリット等が徹底的に比較される

(b)新たな付加価値を創造していく学習型の営業が求められる

(C)顧客の意向や技術革新によって､提案当初とはまったく違った結果となる

場合がある

このように衛星通信業界を時間特性で見ると､商談や新しい技術 ･製品の開

発においては､半年がひとつの時間的な目安となっていると考えられる｡その

ため､既に提案当初において他社に実質的に決定されている商談であっても､

このような時間特性ゆえに､顧客に新たな付加価値を提案することができれば､

十分に巻き返すことができる｡逆にいえば､長期間にわたる営業活動において､

絶えず顧客に対して､他社よりも優れた付加価値をもたらす新しいサービスや

製品などを提案し続けることができなければ､ただちに失注につながる厳しい

業界であるといえる｡

(2)技術特性

商用の衛星通信サービスは､静止軌道上の通信衛星のKu帯の トランスポンダ

を利用して行われる｡(*3-81)衛星通信サービスの観点から技術的特性を整理

する｡

(a)静止軌道の通信衛星から派生する問題

静止軌道上の位置確保は国際間の調整により､長期間を要し､かつ政治的な

要素を含む事項である｡したがって､通信衛星保有会社は簡単に参入できない

と同時に退出の判断も慎重にならざるを得ない｡すなわち､参入障壁が高い特

徴を有する｡そして､その軌道の位置は､通常40間隔で配置されるが､通信衛

星からの電波を効率よく放射するには､サービス対象地域 (日本)から見て､

真南 (東経 1800)が最も望ましい｡また､複数の通信衛星を配置する場合には､

隣接した位置 (40離れた軌道位置)が望ましい｡また､既に CSデジタル放送

･ 3-103



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

やBS放送受信用に多数のアンテナが設置されており､その放送サービスあるい

は単にアンテナを共用する場合には､それらの通信衛星または放送衛星と隣接

した軌道位置に通信衛星を配置すると利用しやすい｡

これは､CSデジタル放送とのシナジー効果をねらって､CSデジタル放送で使

っているJCSAT-3のトランスポンダを使いたいとする事例Ⅲ(D社)や事例Ⅶ(C
社)において見られるように､どの通信衛星を使うかという通信衛星それ自体

が､衛星通信サービスを選定する場合において大きな比重を占める場合が出て

くる｡したがって､衛星通信サービスを行う場合にどの通信衛星を使うかは事

業戦略上の大きな課題となる｡N社の場合､出資者が N-STAR(NTTCom)あるい

はJCSAT(JSAT)という通信衛星を保有する会社であるため､利用する通信衛星

は決定事項としてスター トした｡つまり､どの通信衛星を使うか､どのような

シナジー効果を出すかという戦略は､N社設立の際にはすでに織り込まれるはず

であるが､事例Ⅲ (D社)や事例Ⅶ(C社)で大きな課題として浮上するJCSAT3
の利用については､含まれていなかったのである｡ 一

また､通信衛星が赤道上空36,000km上空の静止軌道に位置することから､｢地

球局～通信衛星～地球局｣の電波伝搬に要する時間 (遅延時間)は､約 0.5秒

となる｡そのため､衛星回線をインターネット (TCP/IP)回線として利用する

と､事例Ⅳで述べたように､遅延時間の影響によりスループットが "本質的に

低下"してしまう｡事例Ⅳでは､TCP/IP高速化装置 (BSR2000)を開発し､この

遅延時間の影響を克服している｡

(b)Ku帯の電波を使用することから派生する問題

Ku帯の電波は降雨に弱い特徴がある｡したがって､回線の信頼性を高めるに

は降雨断を最小限に抑える必要があり､受信アンテナの口径を大きくするのが

最も基本的な対処法ではある｡一方､導入する側からみれば､受信アンテナは

できるだけ小さい方が望ましくさまざま技術が開発されてきた｡これらの努力

はただちに回線晶質を媒介として競争に影響を与える｡たとえば､高出力 トラ

ンスポンダ､降雨時にはアップリンクの出力電力を増大する送信電力制御､ト

ランスポンダの送信電力を効率的に使う通信方式 (scpc-MCPC)(*3-82)､高感

度受信機等の開発､採用などである｡

降雨断による影響は､事例 Ⅰ (F社)､事例Ⅲ (D社)および事例Ⅶ(C社)に
見られる受信データが正しく受信されたかどうかを確かめる送達確認の問題と

結びつく｡降雨断による影響を最小化するために､事例 Ⅰ (F社)では､設置場

所によっては受信アンテナを口径の大きいものに変える､複数回送信すること

により実質的に降雨断の影響を少なくする､画面への表示方法を工夫するなど

が行われた｡
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このように事例の中で課題として登場した事項は､紐といてみれば衛星通信

の技術特性そのものに根ざしている場合が多く､物理的な原理原則に遡って解

決していくことが求められる｡

また衛星通信では､周波数が高くなればなるほど､また指向性が高くなれば

なるほど､移動しながら利用することは不得意である｡従来､Ku帯を用いた衛

星通信では､このような性質のために受信アンテナは固定設置され､原則的に

固定通信として用いられてきた｡したがって､これまでは移動しながら衛星通

信を使う場合は､業界の常識ではLバンドまたはSバンド (*3-83)と決まって

いたが､これも技術の進歩で変わりつつある｡(*3-84)他の製品､他の実現方

法と比較され､最もコスト･パフォーマンスに優れていなければ採用されない

ので､新しく開発した製品がただちに従来のやり方をかえて主流となる場合は

少ない｡だが顧客によってあるいは利用用途によっては､ある程度の価格差は

障害とならない場合もあるので､従来の常識で判断することなく､顧客の立場

に立脚して製品や技術を見極めることが必要となる｡

(C)片方向通信に向くということから派生する問題

これは(a)と密接に結びつくものであるが､静止衛星が赤道上空 36,000kmに

位置することから､原理的に地球上の1/3の面積が照射範囲 (サービスエリア)

となる｡したがって､地球と静止軌道の間の距離を考えれば､日本国内におけ

る拠点間の距離は問題とならず､本質的に "放送"("通信"では､｢同報｣また

は ｢マルチキャス ト｣と呼ぶ)に向いているメディアということができる｡言

い換えると､ある地点から同じ情報を例えば日本全国に一斉に配信するのに最

も適している｡この場合､受信拠点 (受信アンテナ)数に制限はない｡したが

って､企業ユースにおいては､ビジネステレビ (社内テレビ)､予備校の遠隔講

義､コンビニエンスストアなど-のコンテンツ配信などで利用されているが､

その際､受信拠点数は多ければ多いほど経済的となる｡すなわち､N社が提供す

るような片方向通信に分類される同報 ･マルチキャスト利用においては､｢経済

性｣を発揮することが最大の課題であり､多くの場合､競合する (代替)通信

ネットワークは､地上回線となる｡

逆にいえば､vsAT通信のように双方向の電話やデータ通信を行おうとすると､

送信用の大形アンテナや高価な送受信装置が必要となるため､上記の利用形態

とはまったく反対に､双方向通信ではポイント･ツー ･ポイントを基本にした

通信が主体となり､災害時における通信など衛星回線に対しては ｢経済性｣ よ

りも ｢信頼性｣や ｢迅速性｣などが求められることが多い｡

したがって､技術特性から､片方向通信や双方向通信に求められる ｢属性｣

は異なり､また競合する回線 (製品 ･サービス)も異なってくるので､衛星通
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信の技術的特性の何を特徴として､誰 (競合する製品 ･サービス)と､如何に

競争するのかを詰めることが競争戦略上､重要となる｡事業開始時の事業の定

義において､｢衛星回線は下り片方向 (の同報 ･マルチキャスト)回線を徹底的

に利用して､地上回線と組合せて提供する｣という考え方は､基本的には上記

に示される衛星通信の特徴に根ざした業界の常識であった｡しかしながら､｢マ

クロ的には衛星通信の本質的な特徴に則ったネットワーク｣のモデルと考えら

れたが､個別の商談毎にみれば､事例Ⅰ (F社)のように､送達確認用の地上回

線を設ける (あるいは設けない)ということは､多様な選択肢の中のひとつで

あって常に最も優れた実現方法とは限らない｡つまり､衛星通信の本質的な特

徴を活かすことを定石としながらも､個別の商談においては顧客の要求に柔軟

に対応していく中で新たな戦略が形成されていくといえよう｡

(3)顧客特性

衛星通信を利用する顧客は､双方向型通信においては､業務の性質上､防衛､

警察､消防､防災 ･国土保全などのミッションクリチカルな分野を担当する官

公庁や電力 ･通信 ･放送 ･道路などインフラストラクチャを管理運営する企業

が多い｡これに対して､研究対象としたN社が提供する片方向型通信の顧客は､

民間企業が中心であり､事例であげた7社の内訳をみると､公企業は事例Ⅳ (Na

社)1社のみであり､他の6社は民間企業である｡その中で､すでにある業界で

トップクラスの位置を占めている歴史ある企業として事例Ⅵ (Nb社)と事例Ⅶ
(C社)をあげるとすると､他の4社 (事例 Ⅰ (F社)､事例Ⅱ (A社)､事例Ⅲ

(D社)､事例Ⅴ(S社))はすべて創業間もない歴史の浅い企業であり､同時に
急速に業績を伸ばしている企業である｡

前項の技術特性で述べたように､片方向型通信は､同報 ･マルチキャスト通

信を利用して多拠点にコンテンツを配信するのに最も適した回線であり､経済

的かつ迅速にネットワークを導入できることから､多店舗企業や多店舗展開を

志向する新興企業と相性がよい｡

事業開始から4年目の2001年 9月時点において､N社の利用者は実験利用を

除いて 25社に達しているが､サービス開始以来の実験利用までを含めた全 37

社について業種を分類すると､情報サービス業 (14社)､小売業 (8社)､教育

関連 (7社)の3業種だけで､78%を占めている｡その他､放送業､製造業､建

設業､保険 ･証券などが続き､幅広く利用されていることがわかる｡

従乗は､片方向型では､銀行 ･証券 ･保険会社など金融機関を中心に､ビジ

ネステレビ (社内テレビ)としての利用が多かったが､N社のようなIPデータ

伝送サービス (いわゆる衛星インターネット)が登場したことにより､CSアン
テナを設置するだけでパソコン･サーバなどの端末に直接､データを送ること
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ができるため利用範囲が広くなり､さらに同等のサービスが従来よりも安い衛

星回線料金で実現できるようになったことから､事例に登場する企業のように

短期間に事業規模の拡大を目指す企業を中心に利用されていった｡このように､

衛星通信サービスの顧客には､(a)多店舗展開や急速な企業規模の拡大､(b)抜

本的な業務改革､(C)情報通信技術 (ICT)の戦略的活用､を志向する等の傾向
が見られる｡
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注釈 (第3章)

*3-1:規制は､事業法などの ｢法による規制｣と規制官庁の裁量行政による ｢裁

量規制｣がある｡また規制は､事業の参入 ･退出や料金など企業の行動そのも

のを規制する ｢行動規制 (conductregulation)｣と､事業の構造や外資規制な

どの ｢構造規制 (structureregulation)に分けられる｡競争戦略の面からは､

この両面を考慮する必要がある｡

*3-2:小林 ･根来 (1998)p83を参考.

*3-3:衛星専用サービスとは､顧客が衛星回線を専有して利用する形態をいう｡

これに対して､NTTドコモが提供する衛星携帯電話 (WIDESTAR)やイリジウム衛

星携帯電話は衛星公衆サービスに分類される｡一般に､衛星公衆サービスの料

金は従量制をとり､利用時間が少ない場合には衛星専用サービスよりも割安と

なるが､災害発生時などには再検が発生して通話困難となる場合がある｡

*3-4:SAJAC(SAtelliteJApanCorporation)<サテライ トジャパン>のこと｡

衛星通信事業の申請をしたのは､SCC､JCSAT<日本通信衛星>､SAJACの3社で

あったが､郵政省は2社に固執し最後発のSAJACは保留となった｡その後､SAJAC

も認可を受けたが乱立を避けるためJCSATと合併し､JSATとなった｡

*3-5:VerySmallApertureTerminalの略.無線局の免許取得や無線従事者の

配置などにおいて規制緩和措置が講じられ､比較的に簡易に利用できる｡

*3-6:標準のテレビジョン信号 (4MHz)をアナログ伝送するには 27MHz帯域の

トランスポンダ 1本を使用する｡これとほぼ同程度の品質を有する映像をデジ

タル伝送 (MPEG26Mbps)する場合には､1本のトランスポンダで同時に3チャ

ンネル送信できるので､衛星回線料は1/3となる｡

*3-7:DemandAssignmentMultipleAccessの略.要求時に回線を奮ljD当てる方

式で回線の利用効率は高い｡一般に､複数の利用者で衛星回線を共用する場合

に用いられる｡

*3-8:｢震災で見直される衛星通信｣『日経コミュニケーション』1995.7.19､

plO6-pl13などを参考.

*3-9:1997年にJS-NETとビデオサットが合併 (100億円減資)し､現在の衛星

ネットワークとして再スター トしている｡また､NTTデータ､松下､日産らが設

立したスター ･コミュニケーション､日立､三井物産らが設立したジャパン･

スペースリンク､日立電線らが設立したダイレクト･インターネットは､2000

年前後を境に営業譲渡あるいは精算となった｡これらの企業の懸命な努力にも

かかわらず､地上回線の料金低下とブロー ドバンド化が急激に進んだことから､

相対的に衛星通信回線の適用領域が狭くなり､結果的に衛星回線の新規顧客の

獲得はおろか､既存顧客の維持さえも困難となり､事業として立ち行かなくな
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ったことが最大の要因と考えられる｡

*3-10:｢特集 :インターネットは衛星で進化する｣『日経コミュニケーション』

1997.9.1､p92-pl13などを参考｡NTTSC､ベッコアメ･インターネット､ダイレ

クト･インターネット､宇宙通信､などが衛星インターネットに新規参入した｡

これらの企業は当初､衛星回線を下り回線にのみ用いる形態で開始したが､KDDI､

テレマン･コミュニケーションズは､衛星回線を上り/下り回線の双方に用いる

Ⅰp-VSATによる衛星インターネットサービスで参入した｡べッコアメ･インター

ネットは NTTとの訴訟問題をかかえ､結局サービス開始に至らなかった｡ダイ

レクト･インターネットは､1998年 1月から日本で最初に衛星インターネット

サービスを開始したものの衛星通信事業から撤退している｡このような中で､

宇宙通信は当初より個人向けの衛星インターネット接続サービスの事業性はな

いと判断し､法人向けサービスに特化した｡2003年 11月から帯域共用型の衛星

インターネットサービス (SSN-P仮称)を提供すると報じられているが､その提

供料金 (月額30,000円)はNTTSCの個人向け衛星インターネットサービスであ

るMegaWave(月額3,980円)と比較し約 7.5倍となっている｡

*3-ll:電気通信審議会答申 (平成8年2月29日)｢日本電信電話株式会社の在

り方について-情報通信産業のダイナミズムの創出に向けて-｣(参考資料)で

は①相互参入の促進､②多様なネットワークの形成､③地域の競争の促進､④

接続の確保､⑤国際競争力の向上､⑥研究開発力の向上､⑦ネットワークビジ

ネスの推進､⑧NTTのボトルネック独占-の対処､について提言されている｡

*3-12:｢通信衛星を利用した通信 ･放送の中間領域的な新たなサービスに係わ

る通信と放送の区分に関するガイ ドライン｣(郵政省)1997年 12月 18日

本ガイ ドラインによれば､｢通信から放送を切り分ける基準については､公衆に

直接受信させることを送信者が意図していることが､送信者の主観だけでなく

客観的にも認められるかどうかを判断することにある｣とされ､具体的には､｢セ

ールスレディ宅-の営業情報等の配信､医師会や弁護士会がその会員に対して

行 う会報等関連情報の配信､予備校がその予備校生に対して行 う授業映像等の

配信｣は､｢通信｣とされた｡

*3-13:｢衛星インターネットは ｢通信｣か ｢放送｣か (個人向け同報サービス

が投げかける新たな境界問題)｣『日経コミュニケーション』(1998.2.2)を参考｡

たとえば､｢通信衛星使 うインターネット､インフイネット･11月から新サーど

ス｣日経新聞朝刊 (1997.6.30)によれば､｢法制度上の課題もある｡郵政省は

現時点で家庭向け衛星インターネット配信を不特定多数対象の ｢放送的｣サー

ビスとみている｡放送サービスは免許が必要だが､インフイネットとJSATは衛

星利用をCATV会社向けなどに限定するシステムを開発｡この "難問"をクリア

した｣とされる｡このように通信衛星を使ったサービスでは､しばしば規制と
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の関係が問題となる｡

*3-14:高度情報通信ネットワーク社会形成に向けた宇宙通信の在り方に関する

研究会 (2002.3)参考資料 20参照｡JSATとSCCの営業収益については､JSAT

については 2005年 3月期の有価証券報告書を､SCCについては同社の会社概要

(売上高推移)から計算により求めた｡

(JSAT)http://ww.C-direct.ne.jp/japanese/uj/pdf/10109442/00035437.pdf

(scc)http://ww.Superbird.co.jp/aboutus/gaiyo.html (@2005.8.4)

*3-15:大田和彦他 (1997)参照のこと｡

*3-16:たとえば ｢NTT､98年第 1四半期にもN-STARを商用利用-､衛星部門分

離などポイントに｣『日経ニューメディア』(1997.6.9)で､関連する部分を以

下に示す｡｢サービス開始を計画している時期から約1年後に当たる 99年度に

は､NTTは持株会社のもとに長距離会社と地域会社に分割される｡NTTでは本体

での事業化が難しい場合に備えて､現在長距離事業本部の中にある衛星部門を

分社化し､他企業からの出資も受け入れる方式も検討しているようだ0NTTは

N-STARを商用化し､グループ内外を問わずにサービス提供することで､衛星通

信事業に本格的に乗り出す｡｣

*3-17:http://www.micle.co.jp/kawara/kawaraOO5.txt(第 005号 1998年 7月

21日発行)(マイクル渡辺)では ｢NTTの衛星インターネット子会社-ソニーな

ど資本参加｡NTTサテライ トコミニュケ-ションズにソニー､マイクロソフト等

が出資し8月に資本金を 35億に増資｡スカイパーフェクTVとの受信端末の共

通化も発表｡出資比率はNTT36.5%､日本サテライ トシステムズ33.5%､NTTデー

タ通信 10%､ソニー9%､マイクロソフト､伊藤忠テクノサイエンス各 4%､日本

IBM2%､ソフトバンク1%｡9月に法人向け､12月に個人向け衛星インターネット

サービス開始｡個人加入者の獲得目標は5年間で30万人｡｣と報じている｡

*3-18:NTTSC主催第2回MegaWaveProセミナー (2000.3)など.

*3-19:｢特集 :衛星ビジネスの現状と将来展望｣『ビジネスコミュニケーション』
(1999.10)､1999Vol.36No.10など｡

*3-20:ビデオ ｢衛星イントラネット:MegaWavePro｣の最後の部分で､衛星イ

ントラネット事業に対するN社の決意を以下のように述べている｡

『衛星イントラネットサービス､MegasWaveProを提供するNTTサテライ トコミ

ュニケーションズは､有力パ㌻ トナー8社の協力のもと､各社の特徴を最大限に

活かしながら､お客様の課題を解決いたします｡NTTサテライ トコミュニケーシ

ョンズは､お客様のベストパー､トナーとして､期待に応える柔軟なサービスを

提供いたします｡そして私たちは､お客様の事業活動の一層の発展を通して､

衛星イントラネット市場のリーディングカンパニーを目指してまいります｡』

*3-21:｢MegaWave｣とは､N社の主力事業である個人向け衛星インターネット按

3-110



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

続サービス (ブランド)名である｡同サービスのスループットは最大約700kbps

～約 1Mbps程度とうたっており､"Mega"に電波をイメージする "Wave"を級合

せて命名した｡一方､法人向け衛星イントラネットサービス (ブランド)名は

｢MegaWavePro｣として､"法人-専門家 (Pro)"向けであることを強調し区別

している｡広義には､｢衛星インターネット｣は､｢MegaWave｣｢MegaWavePro｣

の両者を含むが､狭義には ｢MegaWave｣のみを指す｡｢MegaWavePro｣は法人顧

客毎の専用ネットワークであり､｢衛星イントラネット｣と呼んでいる｡

*3-22:公式に 『3年で3万局､30ユーザ､30億円達成 !』が目標として掲げら

れたのは､鮫島社長の年頭挨拶 (@1999.1.4)においてであった｡

(事例分析 Ⅰ:F社)

*3-23:本分析は､小林 (2004a)の報告をもとに詳細に記述したものである｡

*3-24:サンコーシヤの会社概要については､以下を参照のこと｡

http://www.sankosha.co.jp/company_n/index.html

『サンコーシヤは昭和 5年の創業以来､通信用保安装置 ･避雷管の設計 ･製造

から､気象観測機器や光技術関連設備機器の設計 ･製造にいたるまで､時代の

ニーズに応じて事業の幅を広げてまいりました｡また､雷 ･気象情報会社とし

てフランクリン ･ジャパンを設立､日本全国に雷観測網を設置して落雷情報の

提供サービス業を行っており､観測から防護まで"普"に関する世界で唯一の総合

企業としてその地位をゆるぎないものにしております｡』(伊藤異義社長あいさ

つより抜粋)(@2005.8.4)

*3-25:NTTドコモが提供するパケット通信サービス｡ほぼ常時接続状態で使え

る｡距離には関係しない全国一律料金｡パケット量が比較的少ない場合にはコ

ス トメリットがある｡

(事例分析Ⅱ:A社)

*3-26:本分析は､小林 (2005a)をもとに詳細に記述したものである｡

*3-27:A社の概要については､A社のホームページ､および ｢第2回MegaWavePro

セ ミナー (2000.3.8@東京国際フォーラム)､N社主催｣において､｢遠隔教育に

おける通信衛星の活用｣と題して (樵)アビバジャパン代表取締役の牧野常夫

氏が発表された内容による｡

*3-28:このサービスは､NTTが提供している｡NTTは､1989年頃より､JCSAT-1

を利用して衛星通信サービス (SDCS:衛星ディタル伝送サービス､SVCS:衛星

映像伝草サービス)を提供してきた.また､1996年からは本格的な衛星通信サ
ービスであるSBCS(衛星帯域通信サービス)を開始した｡N社が設立された1998

年から､NTTがJSAT-出資 (通信衛星N-STARa､N-STARbによる現物出資)する

2000年までの間は､NTTとそのグループ会社であるN社の業務は重なり合い､

競合状態となることが多かった｡
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*3-29:このサービスは､日本ビジネステレビジョン社 (JBTV)が提供している｡

JBTVの会社概要については､以下を参照のこと｡

http://ww.jbtv.co.jp/

*3-30:CampusESPerはEthemet(TCP/IP)で相互に接続されて使用される｡

衛星通信回線はサーバから受講生-の下り回線だけに使っている｡そのため､

受講生端末からの応答を送信する上り回線として地上回線を行うか､あるいは

みなし応答で処理するなどの工夫が必要となる｡

*3-31:当時､N社にとって､最大の競争事業者は､DirecPCサービスを提供す

る SCCとこのサービスを利用してシステムインテグレーションとして提供する

富士通であった｡富士通は､衛星通信システムの自社開発路線を捨て､米国の

ftNSが開発したDirecPCサービスをSCCからサービス提供を受けるかたちでスー

パーバードAを用いて ｢富士通衛星情報サービス｣として､N社よりも約1年早

い 1997年 7月より提供を開始している｡(『衛星通信ガイ ドブック2000』p31参

照)

*3-32:(樵)サー ドウェア. http://ww.3ware.co.jp/を参照.

1997年 2月 7日設立｡事業内容は､① インターネット/イントラネット活用の

ための総合的な支援サービス｡② Linuxオープンソース ･ソフトウェアのサポ

ー ト｡③ コンピュータ･セキュリティのコンサルテーション｡久保元治社長は､

Linuxに関する広報､啓蒙活動を行うことを目的として先進的なベンダーによっ

て 1998年 2月に結成されたLBI(LinuxBusinesslnitiative:リナックス ･ビジ

ネス ･イニシアチブ)の世話人代表を務めている｡

(事例分析Ⅲ :D社)

*3-33:フリー百科事典 『ウイキペディア (Wikipedia)』

http://ja.wikipedia.org/wiki/の"デジキュー7"(@2005.8.4)を参考とした.

*3-34:店頭端末でMDに録音.ブイシンク､音楽ソフトのネット配信実験開始

｢ブイシンクは､NTTの協力を得て店頭端末による音楽ソフト配信サービス ｢ミ

ュージックポッド｣の実験を都内レコー ド店で開始する｡デジタルデータ化し

た楽曲をサーバに蓄積､光ファイバ回線を通じ各端末にダウンロー ドする｡ユ

ーザは端末画面で好きな曲を検索､視聴し､持ち込んだMDにデータを書き込む.

価格は､楽曲だけの場合 1曲 150円前後､その場で印刷した歌詞とジャケット

写真付きで250円前後｡端末価格は200-250万円程度を予定｣｡

http://ww.musicpod.co.jp/press/index.html(@1999･5･25)より.

*3-35:N-STARa(東経 1320 ) /JCSAT-3(東経 128度)/JCSAT-4(東経 124度)

*3-36:衛星通信を使った非対象ネットワークにおいて高信頼マルチキャス トフ

ァイル配信を実現するソフトウェア｡日本 IBMとNTT研究所によって開発され

たRMTP(ReliableMulticastTransportProtocol)を利用している｡情報送信
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前に仮想チャネルを確立するコネクション型のプロトコルであるため､信頼性

が高い｡

*3-37:端末の規模が大きくなると､実際にはどの端末にどこまでの情報が確実

に届いたかを積極的に各端末から通知させる方法は､コンテンツ配信センタの

配信サーバの負荷が大きくなり実際的ではない｡同じコンテンツを複数回送信

する方法によって受信確率を上げる方法や､送信するデータを時間的にひろく

ばら撒いて送ることによって一部のデータが欠損しても受信側で復元できる配

信方法なども提案されている｡

*3-38:北海道コカ ･コーラボ トリング社では､1999年 4月からDoPaを利用し

た専用移動機を自動販売機に組み込み､本社の検量センタで在庫管理を行なう

システムの本格導入を開始した｡(モバイルコンピューティング推進コンソーシ

アム (1999.ll.30)p80-p83.参照)

*3-39:経済学でいう ｢スイッチングコス ト｣ が高くつく｡

*3-40:このことは､JCSAT-3が位置する東経 128度を中心とした静止軌道を

｢コンテンツ銀座通り｣.(N社法人営業部長)と呼んでいたことに象徴される｡

ちなみにN-STARaは東経 132度､JCSAT-4は東経 124度で､JCSAT-3をはさんで

東西に4度ずつ離れている｡

*3-41:通信衛星を保有する衛星 1種会社は､約款料金で提供する義務が課せら

れていたが､通信衛星を保有しない衛星 2種会社の料金は届出制であり､名目

上は業界秩序が保たれていた｡2004年 4月からは､1種事業者と2事業者の区

別はなくなり､従来の衛星1種会社にも相対契約が適用されることとなった｡

*3-42:例えばミックスキューブ社は､2000年 8月にデジキューブ､三和銀行､

モビット等 14社の出資により設立され､レス トランやコンビニエンスストア ･

スーパーマーケットなどを中心に2003年 3月までに全国に 2,000台のEC機能

と金融機能を搭載した ｢ミックスキューブターミナル(MCT)｣を配備する計画で

あったが､途中で解散に至っている｡

(事例分析Ⅳ :Na)

*3143:NHK平成 11年度業務報告書および監事の意見書による0

本分析は､小林 (2004C)の報告をもとに詳細に記述したものである｡

*3-44:非同期転送モー ド (ATM:AsynchronousTransferMode)により伝送を

行なう方式｡情報量や通信速度が異なるデータ､映像､文字などの情報を統合

して､高速通信を実現した帯域保証が可能な専用線サービス｡

*3-45:インターネットで一般的な TCP/IP通信は､通信の信頼性を確保するた

めにサーバとクライアント間で頻繁に確認応答を繰 り返す｡そのため､衛星回

線のようにネットワークに遅延があるとスループットが低下する｡高速化技術

であるBSR2000で採用した米Mentat社 (現､米PACKETEER社)のSkyXGateway
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では､TCPをリアルタイム･プロトコルのXTPに置き換えて通信することにより

スループットの低下を防止している｡参考資料 2を参照のこと｡

*3-46:田中他 (2000)を参照のこと.この方式を使った ｢衛星マルチメディア

カー｣については､｢モバイルマルチメディア衛星通信システム｣(2002.3)を

参照のこと｡

(事例分析Ⅴ:S社)
*3-47:スギ薬局の急成長の模様については､日経情報ストラテジー (2001.8)

を参照のこと｡スギ薬局を ｢顧客情報が持続的成長を支える､地域密着データ

が販促活動に生かす元気企業｣と紹介している｡ちなみに､1997年 2月期と2002

年度 2月期の5年間で､売上高､店舗数ともに､約 5倍に急増している｡

*3-48:衛星受信用チューナのこと｡(IRD:IntegratedReceiver&Decoder)

*3-49:MPEG2映像伝送サービスとは､映像データを MPEG-2(MovingPicture

ExpertsGroupphase2)で符号化して伝送するサービスである｡再生時に動画

と音声合わせて2-6Mbps程度のデータ転送速度が必要とされる｡画質はS-VHS

のビデオ相当である｡IRDで受信し通常のテレビモニタで見ることができるため､

ビジネステレビや映像中継などで広く利用されている｡

*3-50:H.261:映像の圧縮符号化方式の標準の一つで､主にテレビ電話やテレ

ビ会議で映像データを送受信する際に利用される｡ISDN回線を利用することが

できる｡

*3-51:MPEG4(MovingPictureExpertsGroupphase4):映像データの圧縮方

式の一つで､携帯電話や電話回線などの通信速度の低い回線を通じた､低画質､

高圧縮率の映像の配信を目的とした規格｡

(事例Ⅵ:Nb社)

*3-52:｢NEC､'98年度業務予想を下方修正､リス トラを発表｣ (1999.2.19)

http://ascii24.com/news/i/mrkt/article/1999/02/19/615479-000･html?geta

*3-53:｢日本電気､インターネットに焦点を合わせ､カンパニー制を導入一一

平成 11年度上期および通期の予想業績も発表｣(1999,9.30)

http://ascii24.com/news/i/mrkt/article/1999/09/30/604729-000･html?geta

*3-54:Nb社の ｢NESPAC｣｢NESPAC-TV｣の説明については､『衛星通信ガイ ドブ

ック2000』p37を参照のこと｡

*3-55:MegaWavePro-Ⅴ&IPサービスについては､参考資料4を参照のこと｡

*3-'56:衛星 Ⅰp-VPNマルチキャス トサービスについては､参考資料 3を参照の

こと｡

串3-57:ATMメガリンクサービスは､最高 600Mbpsの高速通信を提供する専用サ

ービス｡帯域保証のサービスカテゴリに CBR(ConstantBitRate)を採用した

通信回線により､データ通信から音声や映像等のリアルタイム通信まで､その
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種類に応じた最適な速度で伝送できる｡詳細は､下記を参照のこと｡

http://www.ntt.com/atm一m/

*3-58:肝EGトランスポー トス トリーム｡ビデオス トリームとオーディオス トリ

ームを同期させてできるス トリームで 1本のストリームの中に複数のプログラ

ムを構成することができるので多重伝送に適する｡データの伝送誤 りが発生す

る環境を想定しておりデジタル放送 (通信)で使用されている｡

*3-59:EBN(EnhancedBusinessNetwork)0(財)流通システム開発センターが

開発したIP-VPNネットワーク｡

*3-60:EBNsatサービスとは､NTT-PC社が提供するEBNサービスとN社が提供

する衛星回線 (MegaWavePro-IP)サービスを組合せたネットワークサービスで

あり､多拠点に大量のデータを配信するような利用形態の場合には､それぞれ

の回線を地上回線だけで構成する場合に比較 して経済的なネットワークを構築

できる特徴がある｡EBNsatサービスの基本的なコンセプ トは､法人営業部内に

誕生したサービス開発 Gメン (小林ら)が提案したものである｡

*3-61:衛星プラットフォーム事業者とは､委託放送事業者 (コンテンツを持つ

放送局)に代わって衛星送信局 (衛星プラットフォーム)を運用する事業者で､

株式会社スカイパーフェクト･コミュニケーションズが該当する｡｢SKYビデオ

サービス｣ として放送基盤設備を共用して通信サービスを提供している｡

(事例Ⅶ :C社)

*3-62:有線放送業界は､顧客の争奪をめぐって俄烈な競争を繰 りひろげてきた｡

最近では､両社の訴訟にまで発展している｡

http://ww.cansystem.co.jp/pdf/20050705.pdf(@2005.8.1)

*3-63:Cw社の広告配信事業は､その後､普及展開が進まず､2003.5.1に破産

宣告をうけ事業継続を断念した｡

*3-64:広告映像配信システム ｢C-ビジュアル ･ネットワーク｣｡第一弾として

am/pmに導入された ｢デリステレビ｣は､店頭ガラス面に動画映像を映写し店舗

の外に向けて広告を行 うものである｡『衛星通信ガイ ドブック2001』p26参照｡

事例研究 (総合分析)

*3-65:本分析は､小林 (2004C)の報告をもとに詳細に記述 したものである｡

*3-66:営業部門にとって受注は､シンボリックな出来事であり営業スタイルな

どに影響を与えるが､一方は､直接担当しなかった営業担当者にあっては頭で

は理解 しても身体ではなかなか理解しづらい面もある｡たとえば､｢試作により

納期は短縮できる｣は､｢事例Ⅱ①｣と ｢事例Ⅳ③｣に出てくるが､これはある

案件の受注したことで営業担当者全員が有 していたそれまでの常識がまったく

書き換わったというよりも､事例Ⅱの営業担当者に加え､事例Ⅳの営業活動に

新たに加わった営業担当者も同じ経験をすることによって､この常識の変容が
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法人営業部内､さらには技術部内-と徐々に浸透していったイメージに近い｡

*3-67:N社の株主でもあるSI事業者の3社 (NTTデータ､IBM､CTC)は､N社

に出向社員を送り込み､社内に担当部署を設置するなど衛星通信にかかわる提

案を積極的に行なったが､結果として本研究の対象期間である 4年間における

受注実績はゼロであった｡このことは､衛星通信の魅力が次第に低下しつつあ

る中で､衛星通信の専門家がほとんどいないSI事業者が衛星通信を利用して顧

客に付加価値をもたらすことがいかに困難であったかを物語っているように思

われる｡

*3-68:改良型衛星受信ルータ (XSR2000plus)は､衛星受信ルータ (XSR2000)

に､双方向通信のために無線パケット網 (DoPa)のインタフェースを新たに設

けたものである｡営業担当者たちは､衛星通信で配信されるファイルの送達確

認に無線パケット網を用いる方法をEBNsatにならってDoPasatと呼んでいた｡

*3-69:田中他 (2000.7)､『テレコムフォーラム』(2002.2)などを参照｡

*3-70:N社 は､2002年 6月 6 日､衛星 自動追尾アンテナ を用いた

MegaWavePro-Mobileの本格サービスを開始したと発表した｡NTTワール ドエン

ジニアリングマリン株式会社の海底ケーブル敷設船 ｢すぼる｣で導入｡陸上の

本社との通信や気象情報の入手など下りの高速回線にMegaWavePro-Mobileを利

用し､比較的情報量の少ない船舶からの上り回線には NTT ドコモの衛星携帯電

請 (無線パケット)を使用し､回線料の低減を実現した｡

*3-71:伊丹敬之 (2003.10.18)｢現実の中から理論は生まれる｣『組織学会年次

大会会長講演』(記録 :加藤寛之)p3.

*3-72:藤本隆宏 (2003)｢良い研究｣とは.p177.

*3-73:藤本隆宏 (2003)｢指標の客観性｣p188.

*3-74:J.B.Barney(2002)『邦訳 :企業戦略論 (上巻)』p60.

*3-75:初年度 (1998年度)の売上高がほぼ 0円からスター トし､1999年度は

約 10億円､2000年度は約 20億円を達成している｡

*3-76:奥野･鈴村 ･南部 (1993)｢第 3章 電気通信事業の規制と政府の役割 (規

制者と被規制者の政治経済学)｣などを参照のこと｡

*3-77:2000年当時､衛星系第-種事業者としてインテルサット衛星を利用する

KDDI､ハチソン ･コーポレー ト･アクセス､パンアムサット･インターナショ

ナル ･システムズ ･インクなどが存在するが､日本国内において一般企業が多

様な目的のために利用できる事業者は､通信衛星軌道位置などの制約もあり､

ほぼJSATとSCCの2社による寡占状態となっている｡
*3-78:電気通信事業法の一部改正≪平成 16年 4月 1日施行≫により､参入規

制 (｢第一種電気通信事業｣および ｢第二種電気通信事業｣の事業区分を廃止､

許可制から登録制-の移行等)や消費者保護ルールの整備 (提供条件の説明や
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苦情の処理等)を始めとして､電気通信事業法の制度全体について見直しが行

われた｡第1種事業者については､相対契約が認められた｡

*3-79:エイ ･コスモスや IMAJICAなど､衛星通信車載局を有し､イベント中継

や素材伝送などを行 う事業者の場合には､ トランスポンダを臨時に使 うため

JSATとSCCのトランスポンダを共用する方がお互いにメリットがあるため､両
社の通信衛星を利用できるように2重免許を取得している｡

*3-80:N社の2001年 12月末時点における30ユーザにおけるTpsの平均値を求

めると､約 6.5ケ月であった｡

*3-81:Ku帯では､上り回線 (地球局-通信衛星)に 14GHzの電波を､また下り

回線 (通信衛星-地球局)に 12GHzの電波を使用する｡

*3-82:SCPC(SingleChannelPerCarrier)はひとつの電波にひとつのチャネル

を伝送する方式であり装置構成が簡単という特徴があるが､ひとつの トランス

ポンダに複数の電波を送出することになり､干渉のために トランスポンダの出

力電力を下げて利用する｡一方､MCPC(MuユtiChannelPerCarrier)は､ひとつ

の電波に複数のチャネルを伝送する方式であるため､ トランスポンダの出力電

力を最大限に利用できる特徴がある｡

*3-83:衛星を使ったイリジウムやインマルサットでは､通信衛星と端末の間の

通信には L帯 (1.6GHz/1.5GHz)を､NTTドコモの衛星携帯電話では､S帯

(2.6GHz/2.5GHz)を使用している｡

*3-84:田中博他 (2000)は､高速で移動しながらでも使えるKu帯 (14GHz/12GHz)

で衛星自動追尾アンテナ (受信専用)を開発した｡Ku帯で送受信可能な衛星自

動追尾アンテナの開発も進んでいる｡
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第4章 現場ベースの競争戦略論の提案

本章では､第 3章における事例分析結果をふまえ､営業現場において適用可

能な競争戦略論を提案する｡競争戦略論の系譜および事例研究の結果から､事

例研究の対象企業のケースにおいては､持続的競争優位をもたらすには､なに

よりも事業の実践に伴って創発する戦略をいかに創造しかつ公式戦略として取

り込むかという日常の実践が重要であったように思われる｡

現場におけるそれぞれの行為主体から組織全体-とひろがる創発プロセスを

とらえるには､行為主体にさかのぼる分析が必要である｡そのため､本稿では

このような戦略形成プロセスをみるための基礎理論として哲学､社会学などに

その手がかりをもとめ､業界の常識､業界モデルなどの概念を用いた分析フレ

ームワークを開発し､事例分析を行なってきた｡

事例分析結果をふまえ､第-に､中村の共通感覚論を拠りどころとしてまと

めれば､｢競争優位の源泉は組織のオペレーティングシステムに例えられる共過

感覚を不断に研いていくこと｣ととらえられ､そのためには､①解決方法を共

有する､②業界の常識を形にする､③戦略の制度化を図る､の 3点が指摘され

る｡

第二に､現場の実践者たちがおりなす多様でアグレッシブな活動が企業の戦

略形成に大きな影響を与える場合があるとの観点から､それらの実践者を､従

来の企業家､反省的実践家に対して､特に作業仮説人としてとらえることを提

案している｡そして戦略形成プロセスに影響を与える要因として､作業仮説人

たちがおりなす､①実績､②共感的批判､③継続､の3つを指摘している｡

第三として､｢受注の流れ｣において見られる矛盾を克服することが受注に直

接に関連していることを鑑み､この矛盾克服の構図をみるための ｢弁証法的矛

盾克服のフレームワーク｣を提案する｡これは事後的な分析ばかりではなく､

実践をしているなかで､矛盾を克服していく際のツールとして適用可能である｡

第四に､事業変革の構図をあらわす事業変革モデルと､具体的に現場の各実

践者たちをまきこみ､創発的な戦略形成を期待､活用する ｢Why･Who戦略｣を

提案する｡

最後に､第3章における事例分析結果と4.1-4.4の検討をふまえ､対象企業

(譲渡先であるJSAT)における持続的競争優位構築に向けて提案を行なう｡

4.1 共通感覚論からのアプローチ (*4-1)

本稿では､2.3.1において事例研究における鍵概念である ｢常識｣についての

先行研究を整理した｡そして､2.4.1の事例分析フレームワークの提案の中で｢業)
界の常識｣の定義､内容および階層について暫定定義して､事例分析を行った｡
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事例分析の結果､従来の業界の常識が受注という経験を境に徐々に､あるいは

抜本的に変わっていく姿を見てきた｡ここでは事例分析の結果をふまえ､業界

の常識を中村の共通感覚論を手がかりとしてとらえなおすこととしたい｡

図4-1に示すように､業界の常識は､｢ありふれた知識や暖昧さを含んだ日常

の知｣と ｢専門的知識よりも広く豊かな知識や学問的知よりも洞察力に富んだ

知｣の両義性 (弁証法的性格)をもち､それらは､諸感覚の統合としてこれら

の常識を有機的に編成し活用する能力であり組織の認識枠組みに相当する共通

感覚を構成するものととらえることができる｡

図4-1共通感覚論からのアプローチ

コモン･セン′ス

出所 :中村雄二恥 共通感覚輪.岩波文車,(2000.1),plO～pllを参考 (C)2006ノJ､林満男

たとえば事例Ⅱでは､自社開発は行わず衛星回線の提供に徹して効率的な事

業運営を図るという事業の定義で示された自明的な常識が､顧客とのせめぎあ

いの中で､単に開発するかしないかという二項対立的なとらえ方ではなくて､

"ある条件が成り立てば自社開発を行うことも有効である"といった､洞察力

に富んだ知として洗練されていった｡そしてこの洗練された業界の常識は､個々

の場でそれぞれの利害関係者との葛藤や交渉という具体的な行為によって裏付

けられた身体性を帯びたものであり､通常､それは経験と呼ばれるものである｡

こ.の共通感覚は､コンピュータになぞらえればオペレーティングシステム

(OS)に対応するのではなかろうか｡(*4-2)一方､日常の業務の中で得られた

業界の常識というデータはそれを利用するアプリケーションプログラム (AP)

と一体でとらえるとすれば､図 4-2に示されるように業界の常識 (AP)は､共

通感覚 (os)のもとで､効率的に業界の常識を駆使して業務を行うと同時に､
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図4-2共通感覚は組織のOS

コモン･センス コンビュ-タ

出所 :中村雄二郎,共通感覚論,岩波文嵐 (2000.1),plo-pllを参考 (C)2006ノJ､林満男

一方では従来の業界の常識 (AP)とは異なる常識を生み出すことによって共通

感覚 (os)をより豊かに研きあげていく役割を担っている｡このように単純化

され､形式的､効率的な側面を強調する業界の常識 (AP)と諸感覚を統合し効

果的な側面を強調する共通感覚 (os)は､循環的な関係にあると考えられる｡

組織のオペレーティングシステム､すなわち組織の認識枠組みであり基盤能力

としての共通感覚を継続的に研いていくことが戦略形成プロセスの核心であり､

中長期的な競争力を形成すると考えられる｡ここから､3つのインプリケーショ

ンが導かれる｡

(1)解決方法を共有する

営業活動という実践を通して､業界の常識を豊かにし洗練するだけでなく､

利害関係者のそれぞれにとってメリットをもたらす解決法の生み出し方や情報

の共有の仕方などの学習方法をも学んでいる｡つまり､受注することによって

得られるのは､直接目に見える粗利益 (-売上げ高一仕入原価)だけではない｡

利益そのものは 1回限りのものであるが､解決法の生み出し方など組織として

の共通感覚を継続的に研くという学習の効果は､次の営業活動あるいはさらに

その次の営業活動にと末広がり的に反映されていく可能性をもつ｡

したがって､目の前の矛盾の克服や課題の解決を個人の経験に終わらせずに

組織としての共通感覚を研き上げるために､それを共有し､かつ使える形に仕

立てる意識的な努力が必要となる｡ひとつひ●とつの実践をとおして得られた
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個々の業界の常識 (AP)をどんなに多く集めたとしても､課題の認識の仕方や

解決の仕方が深まらなければ競争優位には結びつかない｡現場の関係者による

対話が重要となるが､具体的には､提案の途中段階における提案審議会 (その

方向､内容で提案を進めていったらいいのか､関係者で知恵出しを行う場)を

開催し､また受注の暁には受注報告会 (何が受注する際の鍵となったのか､顧

客はどこに魅力を感じたのか､魅力 (付加価値)をつけるために何をしたのか)

を行うなどが有効である｡このような公式的な場に加えて､問題が発生したそ

の場その時に､関係者が集まってホワイ トボー ドを前にして行なう検討や､加

えて喫煙室でのおしゃべりやお茶や酒を飲みながらのなにげない会話が経験の

共有を促すと同時に新たな解決策をもたらすことになる｡

最も重要なことは､これらの場で出てきた体験やアイデアなどをその場限り

のものとせずに､記憶し､メモをとり､次の具体的な行為に結びつける努力を

意識的に行うことである｡本研究で提案する案件分析フレームワークはそのよ

うな検討を行う際に､対話のきっかけを提供するツールとして､またその検討

内容を整理するツールとして利用できる｡

(2)業界の常識を形にする

業界の常識は､上述のように知識そのものとしてよりも行為をとおして得ら

れた経験にたっ共通感覚としてとらえるべきであるが､一方においてその共通

感覚自体を直接的に認識し把握することは容易ではない｡

｢われわれが認識できるもの (見えるもの)は､しょせん ｢色｣の世界｡対

象を固定しないとものをとらえられないが世界は一時もとまらず動いている｡

我々の頭は対象を固定しなければものを考えられない｡その時使う道具が言葉

だOだが言葉で固定すれば生きた現実もたちまち動かない死骸となる.｣(*4-3)

共通感覚は固定したものではなくて常に変化しつづけさものとしてとらえる

必要があるが､現場では合理的で目的的でかつ単純なものが求められるため､

何か型にはめて固定的に扱えるものが好まれる｡そのため､いかにして両者の

バランスをとるかが常に課題となる｡そのためには､現場業務の実態を把握す

るための仕掛けやツール､仕事のやり方を工夫する必要が出てくる｡受注をも

たらし業界の常識を変えるきっかけとなった新製品や新サービスなど目に見え

る道具があると､話す言葉 ･内容､意味の共有が進み､戦略形成が促進される

ことになる｡それゆえ､業界の常識の変化を観念の世界にとどめずに､できる
だけ具体的な新製品や新サービス (*4-4)に結びつけると効果的である｡また､

新製品や新サービスは､それ自身新たな多義的で多様な意味をもたらすので､

業界の常識を豊かにし新しい業界の常識を生み出す契機にもなりうる0
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(3)戦略の制度化を図る

提案活動の中で､顧客からの課題を解決し､またその解決を図る上で発生し

た矛盾克服のためのもの見方や工夫などは､その案件だけに留まってしまって

は持続的な競争優位にはつながらない｡継続的にこれらの経験を活かしていく

には､(1)の解決方法を共有する学習に加えて､それを何らかの形で制度化し

ていく必要がある｡つまり､新たな業界の常識によって抽象化したり､それま

での常識を捨象したりすることが現実的な要請として出てくる｡

｢制度化というのは､いい意味でも悪い意味でも､すでに決められたものを

守り､能率的に使 う上で便利な働きをする｡契約あるいは約束事としての制度

は､一度決めたあとではよほど難点が生じない限り､それに従うのに一々検討

しなくていいからである｡こうして制度は､自己運動し､慣性系として惰性化

する｡｣(*4-5)制度化にはこのように､ルール化し効率化を促進すると同時に
惰性化するという両面があるが､本稿では企業目的を達成するために与えられ

ている正当性と妥当性を付与するためには､制度化という手続きが必要である

という立場にたっている｡

たとえば実際の提案活動では､｢受注｣という事実は営業担当者に自信をもた

らすと同時にトップも認めざるを得ない｡そして受注実績の積み重ねによって､

営業担当者や担当した技術者たちの行った行為やそこで生まれた製品やサービ

スに対して正当性､妥当性が付与されていくこととなる｡具体的には経営会議

や取締役会においてその受注内容､営業手法や開発製品や新サービスが取り上

げられ､事業計画-反映 (制度化)されていく｡つまり､事業の初期段階にお

ける受注獲得という実績がエンパワーメントをもたらし､次の実績に寄与する

というポジティブフィードバックが働くことになる｡この制度化は､戦略形成

プロセスの中核を担っているととらえられる｡

営業担当者や技術担当者たちは､実績をあげることによって､提案過程を通

してトップや事業責任者と直接接触する機会が増す.そして､次第に一体感が

醸成されていく模様は､営業担当者たちが周辺的参加から次第に十全的参加に

向かっていく姿と重なっていく｡(*4-6)すなわち､戦略形成を制度化していく

プロセスにおいては､組織にとっての正当性や妥当性を付与するための権力の

裏づけが不可欠である｡個々の商談でみれば､たとえば受注獲得を確かなもの

にするための新製品開発をめぐる資源の配分における権力のとりあいを経た後､

受注か失注かの結果によってあらためて資源が付与されるか否かが決定されて

いく｡受注をきっかけとして創発的に生まれる戦略形成は､ある時点で権力に

よって正当性や妥当性が付与される必要があり､受注獲得の積み重ねとそれを

制度化していくプロセスが戦略形成プロセスそのものであるといえる0
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4.2 作業仮説人の提案 (*4-7)

本節では､戦略実践において実践者たちの行為を重視する視点を最初に述べ､

次に本事例研究でとりあげた彼らの行為を説明する上で鍵概念となる ｢作業仮

説｣について､石井威望氏の議論を整理する｡その上で､現場の実践者たちを

反省的実践家として暫定的にとらえて事例研究を進めてきたが､むしろ作業仮

説を持ちながら試行錯誤している現場の実践者たちを ｢作業仮説人｣としてと

らえなおすことを提案する｡そして､戦略形成プロセスは､作業仮説人たちの

おりなす 3つの側面から説明できるのではなかろうかと提起する｡

(1)現場の実践者を重視する視点

企業経営の責任者は､株主から経営を付託された経営者である｡そして経営

戦略の責任者も経営者でしかありえない｡このような前提に立ちながらも､日々

の経営活動を支えている実践者の働きがあってこそ戦略は実現されるのであり､

現場の実践者たちの行為を戦略の実践としてではなく戦術､あるいは戦闘と呼

ぼうとも､戦略実現の一端を担っていることには変わりはない｡

本稿では､｢企業の戦略とは､競争に成功するために企業が持つセオリーであ

る｣(*4-8)､｢企業における競争優位の責任は全社員の責任である｣(*4-9)そ

して､｢すべての (戦略)理論は仮説にすぎず､より高い説明力を目指して修正

され続けるべきもの｣(*4-10)とするリソース ･ペースト･ビュー (RBV)の立

場を支持する｡大月他 (1997)は､｢経営学の研究の特徴として①学際性､②実

践性､③人間の主体性｣の3つをあげ､｢他の社会科学と異なって組織体の行動

の分析を組織メンバーの意思決定に注目して行うのであり､それは受動的な人

間というよりも主体的な人間の行動を重視するものである.｣(*41-ll)と述べて

いる｡

この現場の実践者たちを､暫定的な仮説である作業仮説をつくりながら作業

仮説を実行する (workinghypothesis_in_use)人びとととらえたい｡現場で実

際に付加価値を作り出すのは現場の個々の実践者たちである｡彼らの実践こそ

が経営を担っているのであり､現場の実践者たちの行為が "戦略を実現するプ

ロセス"を形成しているといえよう｡

(2)作業仮説

石井威望 (1989)は 『デュアル思考のすすめ』の中で､ものを見るときの見

方として､｢コップの水｣論を引き合いに出し､｢コップの中に水が 1/3ある場

合に､(∋1/3しか残っていない､といういい方と､②1/3も残っている､という

いい方の 2種類があるとし､それらはまったく相反しているが､どちらの議論

も正しい｡だから､両方の議論それぞれに共感し､なおかつ両方は矛盾し､葛
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藤しているということを認識するプロセスーこのプロセスがむしろノーマルな

のである｡その作業自身が､存在を確定するプロセスなのである｡そういう作

業をやって､初めて真の存在が確定できる.｣(*4-12)と説明している.そして､

そのデュアル思考を支えるものとして､｢作業仮説｣を引き出している｡

作業仮説に関する石井の議論を以下にまとめる｡

｢作業仮説というのは､したがって､一方で自分が否定されるかもしれないと

いう可能性と､一方で自分が確定するかもしれないという両方の可能性を常に

もっている｡だからデュアルなのである｡｣(*4-13)｢たぶんこうではないか､

これでやってみておかしかったら､また仮説を変えてみよう､やっている間に

状況についての情報が入ってくるだろう-というのが作業仮説である｡いわば

作業仮説とは､ある意味で満身創癖になりながら､なんとか生き残ろうという

かなり痛々しい人間の無知の証拠だともいえる｡｣(*4-14)

｢とにかく限られた情報だけはあるのだから､それだけで一応のモデルはつく

ることができる｡それに基づいて当面は最も合理的と思われる行動に賭けるこ

とになる｡それが､作業仮説である｡それをやっているうちに､だんだん新し

い情報がわかってくる｡新しい情報が加わったことによって､前の情報の欠落

していた部分がわかり､今までのモデルが間違っていたことがわかったときは､

それを新しいモデルに切り替えればいいわけで､決して前の作業仮説にこだわ

ることはないのである.｣(*4-15)｢一元的な考え方､二者択一的な考え方では

とても対応できない｡あれこれ思い悩むよりも､気軽に作業仮説を立てて､チ

ャレンジし､そのプロセスでどんどん軌道修正していくという対応の仕方を私

はぜひすすめたい｡｣(*4-16)

要するに､作業仮説は､現場において限られた情報の中で､とりあえず何が

しかの判断をして行動する場合において､暫定的に設定する仮説といえる｡試

行錯誤を暗黙の前提としながら､果敢に行動していく際の ｢現場の実行理論｣

であるといえよう｡

(3)作業仮説人の提唱

事例分析の中で営業担当者たちをどのようにとらえたらいいだろうか｡

シュンペーター (1926)は､交換経済の独立の経済主体として､業主 (資本

家)に対比させて ｢企業者 (unternehmer)｣の概念を提唱した｡企業者は､新

結合の遂年をみずからの機能とし､その遂行にあたって能動的要素となるよう

な経済主体のことであり､この概念を構成する機能を果たしているすべてのヒ

トを指すため､株式会社や個人会社における ｢非独立的｣使用人､たとえば支

配人や重役であってもさしつかえない (*4-17)､としている.しかし､もとも

と業主に対比され､新結合の担い手として生まれた概念で､現場の実践者
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(practitioner)たちをとらえるには無理がある｡

一方､反省的実践家は､技術的熟達者に対する概念として新たな専門家像と

して提唱されたもので､主に教育や医療の現場で取り上げられてきた｡この場

合の専門家としては､医師､弁護士､大学教授､建築家､都市計画者､教師､

学芸員､カウンセラー､会計士､経営コンサルタント､看護師､保健婦､栄養

士､介助福祉士などが該当するとされる｡(*4-18)反省的実践家そのものは､｢行

為の中の省察｣を強調するものであり､実際に対象となるこれらの専門家は､

多くは職業資格をもち高度な職業倫理が求められる職業人がほとんどである｡

｢schonはアカデミックな研究により正当化されてきた専門家の知に対し､これ

まで非科学的なものとして考えられてきた実践の中に埋め込まれた知､実践者

自身が生み出すインフォーマルな知を正当化し､その有用性を明らかにした｣

(*4-19)が､それは専門家集団内のものといえようoこのような専門家色の強

いモデルで､営業現場の担当者たちをとらえるのは適切ではなかろう0

営業現場における実践者 (営業担当者､技術担当者)たちは､必ずしも高度

な専門資格や法的資格を求められる訳ではないが､一方では､かなり柔軟に､

限られた情報の中で作業仮説 (予測)をもって実行に移し､その結果とその結

果がもっている意味を見出し評価し､次の行為に移っていく､ということを繰

り返している｡ このような現場の実践者たちを ｢作業仮説人 (WHP:working

hypothesispeople)｣と呼ぶこととしたい｡表 4-1に､企業者､反省的実践家

および作業仮説人モデルを一覧で示す｡

表4-1作業仮説人モデル

特 徴 備 考

企業者 ･交換経済の｢独立の｣経済主体 Ⅴ.S.資本家･この概念を構成する機能を果た 創造的破壊
しているすべての人 新結合 (イノへや-ジョン)

反省的実践家 ･状況との対話･行為の中の省察･実践的認識論によって対処 V.S.技術的熟達者

作業仮説人 ･限定された情報の中で一応のモ 作業仮説とは､

デルをつくり最も合理的と思われ とりあえず暫定
る行動に賭ける 的に行動する際

･試行錯誤､測定可能性 の指針0 日､非断定的､のび
･実践的認識論によって対処 やかで､ゆたか

宇配の中で石 井 威 望憾 十の東根 を完R介 Lでい
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(4)作業仮説人の実践

現場では､経営者以下､常になんらかの作業仮説を持ちながら､試行錯誤し

ているのが現実ではなかろうか｡戦略形成プロセスは､このような現場の作業

仮説人たちがおりなす､以下の3つの側面 (APC)から説明できると考えられる｡

① 《実績 :Achievement》

作業仮説を持ちながら果敢に実践し､実績を出すことによって組織として

正当化 (権力を獲得)していく側面

② 《共感的批判 :positivecritique》

現場の実践者たち-の愛情､まなざしを注ぎつつ､論理的に批判する側面

③ 《継続 :continuity》

戦略意図 (願望)を心の中に強く持ち続け､実践していく側面

4.3 弁証法的矛盾克服の構図

事例研究における ｢受注の流れ｣に見られるように､顧客からの課題を実現

する上で､あるいは競争事業者との差別化を図る上で､組織内に矛盾する考え

や立場をとる人びとが出てくる｡これらの矛盾を克服していった事例を丹念に

たどっていくと､ひとつのパターンが見出される｡｢本来､弁証法とは人間が持

つ思考の本質をきわめて正確にとらえた知の綜合法なのです｡それは､単純で

予定調和的な直線運動というよりはむしろ､対立と否定を介したジグザグの連

続と考えるべきです｡知の弁証法的創造発展は､歴史的必然性といった人間味

のない原理原則ではなく､どちらかといえば､苦渋と困難を切 り拓いて展開さ

れるべきものです｡弁証法的思考のイメージは､矛盾を好んで､汗水流して努

力によって､より高く､より深く真理を追究するものだといえます｡｣(*4-20)

事例に見られるように法人営業の現場は,まさに ｢環境の変化や顧客の要求

の変化によって生まれてきた矛盾を弁証法的に止揚されていくダイナミックな

プロセスである.｣(*中21)といえるのではなかろうか.つまり､矛盾が発生し

ている現場においては､組織の内外､組織と個人の対話がくりひろげられ､問

いかけ､思いを共有する･とともに､異なった視点からの検討が行われることに

よって､｢弁証法は､矛盾を対立的にとらえるのではなく､新たな論理空間を坐

み出すことで創造に転ずる知の方法論である｡｣ といえる｡(*4-22)

(1)弁証法的矛盾克服のフレームワーク

弁証法による矛盾克服のフレームワークを図 4-3に示すOこのフレームワー

クでは､相矛盾するふたっの立場 (A,B)の考え､ものの見方やその前提となる

考えをふたつの大きな歯車であらわしている.一方､これらの矛盾を一旦､否

定し､止揚するための媒介となる検討の視点を左の欄に示 している｡検討の視

4-9



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

点は､人間味のない "論理的"な原理原則ばかりではなく､人間くさい "非論

理的"な観点からも検討されねばならない｡

図4-3弁証法的矛盾克服のフレームワづ

<検討の視点>

(論理的視点)

①組織の上位目的

②付加価値の提供先

(顧客)の視点

③社会的 (組織的)
側面

1)正当性

2)妥当性

3)整合性

(非論理的視点)

①情熱? (注2)

注1:歯車の発想は､三浦つとむ (1968) 『弁証法はどういう科学か』p91.より得た

注2:稲盛和夫 (1996) 『成功-の情熱』を参考 (C)2006.小林満男

論理的視点における ｢①組織の上位目的｣とは､矛盾に遭遇した際に､まず

一旦組織の目的 (事業の定義)に立ち戻って､この立場から矛盾をとらえなお

すということである｡そして､それでも対立が解消されない場合には､順に組

織の上位目的をたどっていくことである｡なぜなぜ (Why･恥y)をくりかえし､

思考の位置を上位にあげることによって､Aの立場もBの立場も実は同じ目的を

達成するための手段のひとつであることが共有され､新たな解決方法が見つか

る場合もある｡｢②付加価値の提供先 (顧客)の視点｣から矛盾を見ることは､

自組織内ではA,Bそれぞれの立場とも正しくとも､.結果的にAもBも対立する

ままでは､顧客の要求に応えることはできない｡つまり､顧客や競争事業者な

ど企業外部の視点にたって､矛盾をみつめることによってAとBの関係を対立

や競合する関係から互いに協力しあう関係に変えていく (止揚する)ことが可

能となる場合がある｡｢③社会的 (組織的)側面｣の視点とは､自社､顧客､競

争事業者といった関連企業だけにとどまらず､たとえば法律や習慣などの社会

的側面や､あるいは自企業内の規則や各種方針などとの整合性の観点から検討

を行 うことである｡ ､

非論理的視点とは､むしろこれらの検討を行う際の姿勢やスタンスといった

ものであり､｢情熱?｣のようなものが該当しよう.(*4.-23)論理だけではヒト

は動かない.ヒトは納得しない.(*4-24)論理は大事ではあるが､同時に事業
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を運営する実体としてのヒトの機微をふまえた実践によってより力強い解決策

となる｡

これらの検討によって､AとBは､新たにA&Bとして新しい論理空間､新しい

考えに生まれ変わる (止揚される)こととなる｡

(2)矛盾克服の事例

図4-4は､事例Ⅱにおける矛盾①について､図3-20および表 3-7を弁証的矛

盾克服のフレームワークで再整理したものである｡

図4-4矛 盾 克服 の事 例 (事例Ⅱ矛盾①)

<検討の視点>
(》組織の上位目的

衛星通信irJ利昭が二大におい
て衛星受信ルータは不可欠 !

②顧客の視点

衛星ルータタげ でなければ使え
ない !(顧客は満足か?)

@社会的側面

1)正当性 :社内手続きを
ふむ

2)妥当性 :他社の動き｡
採算割れにならないか等

3)整合性 :全体構想に沿
っている

◎情熱?

どのSI事業者でも扱える製
品がほしい !ニース一に対応で
きる柔軟な製品がほしい !
信頼性の高いものをタイムリーに
捷供したい !なんとか実現
したいものだ (営業担当)

A (社長)

> A:製品化は受注が前提 旨服

(社長)開発するなら大手メーカ.メ
-カ選定は技術部長の判断による｡

前提 :自社はメカではな
い (高度な製品なので大手企菓
が前提)

妓 介 言 潜 幸

B (営業/技術)

B:注文があってからで
は納期に間に合わない

(技術)LinuxPCへ●-スなら開発期
間を短縮することは可能.

前提 :衛星受信かタがなければ
失注する!(衛星ルークは商売道具だ)

A/B:とりあえず
試作を行い､発注が
あり次第､対応可能
としよう!

前提 :顧客の要求に
応えることが第-だ｡

自社製晶の衛星受信
ルータがあればsI事業
者も積極的に支援し
てくれるかもしれな
い｡

売りたい人 (N社)
が責任をもって対応
することが基本だ｡

(C)2006ノJ､林満男

検討の視点を見ると､｢①組織の (上位)目的｣については､衛星通信の利用

拡大するためにはシステムインテグレータにとって自社サービス (衛星回線と

衛星受信端末など)が魅力的である必要がある｡そしてシステムインテグレー

タの要求する機能を後で追加できる衛星受信ルータは不可欠であると考えられ

るが､検討しているものはこれを満たすものとした｡

また､｢②顧客の視点｣では､顧客の要求を実現するには､衛星受信ルータタ

イプが必須であり､受注獲得を目指すのであれば､必然的に製品化が必要であ

った｡羊のようにこの事例では､当初は､衛星回線を販売する企業であり衛星

受信端末などの自社開発は行なわない､としていたものが､現実の商談を前に

して､"自社開発"行なってでも受注獲得を目指すのか､それとも当初の方針ど

おり自社開発は行なわないので失注してもかまわない､という問題に論点が移

っていった｡そして､受注が前提で､つまり赤字受注とならなければ製品化し
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てもよい､というふうに矛盾をとらえる視点はスパイラルアップしていった｡

技術担当者らの検討によって開発期間を大幅に短縮する見通しが得られたこと

から､社長以下､営業担当者､技術担当者らがすり合わせをおこない､｢とりあ

えず試作を行い､発注があり次第､対応可能としよう!｣となったのである｡

っまり､この弁証法的矛盾克服 (止揚)によって､社長は事業方針の変更と製

品開発に対する投資リスクに直接的にかかわり､技術担当者は衛星受信ルータ

の試作を成功させること､そして営業担当者はいつでも受注できる体制が整っ

たことから受注獲得に全精力を注ぎ込むこと､つまりそれぞれの本来業務に専

念することになったのである｡

この矛盾克服は､当初､｢失注しようとも自社での製品開発は行なわない｡｣

としていた方針を｢赤字受注でなければ自社で製品を開発してもよい｡ただし､

製品化は受注が前提である｡｣に変わったことがきっかけとなっているoそして

このきっかけは､20ページにもおよぶ ｢XSR2000開発企画書｣(1999･5･20)で

社長説明を行った時に起こった｡企画書では､衛星受信端末に関わる整備状況､

利用アプリケーションからみた衛星受信端末のあり方､当時のシステムインテ

グレータに火がついていない (積極的に取り扱ってくれない)状況とその理由､

そのためになすべき事項を洗い出し､問題打開のひとつの方策として､Ethemet

のインタフェースを持ち､かつ後で機能追加が可能な BOXタイプの衛星受信ル

ータであるE-BOX(後にXSR2000と命名される)が必要であることを指摘してい

る｡この企画書は､｢法人営業部サービス開発Gメン｣によって書かれたが､"サ

ービス開発 Gメン"は組織図に掲載される正式な組織ではなく､法人営業部内

に自然発生的に生じたグループで､｢テレビ刑事ドラマ､Gメン｣にあやかって､

｢ぁざやかに､時にさりげなく課題を解決していく連中｣をイメージして名づ

けられたものである｡

社長は､営業担当者たちの懸命な説明にもかかわらず､自社における製品化

には乗り気ではなかった｡しかし､最後のページ(図4-5)･の説明を終えたとき､

『わかった｡ただし､製品化は受注が前提だぞ｡開発するなら大手メーカに限

る｡メーカ選定は技術部長の指示に従ってくれ｡しっかりやれ !』と激励して

くれたのであった｡XSRの名前は､当時､流行の兆しを見せていたXMLにあやか

り､｢2000年以降をのりきっていく "拡張可能な "衛星受信ルータ｣と意味づけ

され､｢XSR2000｣と名づけられた.社長の名前は (敬)鮫島秀一博士o

rゎれわれはぜひこの企画を実現したい｡そのためには社長の後押しが必要

だ｡｣ということを粘り強く訴えた営業担当者らの情熱が矛盾を克服していく機

動力となったのである｡このページには､社長のトレー ドマークである ｢シャ

ーク (鮫)｣が描かれ､シャークが衛星受信ルータを背負って勢い良く泳いでい

るのである｡検討の視点に ｢情熱?｣と入れたのは､現場において次から次に
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湧き起こる矛盾を克服していくためには､論理的視点にたった分析に加えて､

このような情熱に裏付けられた具体的な行為が必要とされるのである0

図4-5ⅩSR2000開発秘話

注:この図は ｢‡SR2000開発企画書｣ (1999.5.20)最後のページのイメージを再現したものである
(C)2006,小林満男

4.4 事業変革の構図

経営戦略論には､多様な理論が存在し､ミンツバーグらはそれを10スクール

に分類している｡戦略というものをどのように位置づけるのか､どうとらえる

のか､戦略の性格やその研究方法をめぐっては､図 4-6に示されるように､ま

ったく対立する概念で語られることも多い｡

図4-6経営戦略をめぐる対概念

ポジショニング ･スクール 資源ベース･スクール

意図した戦略

実証的研究

分析型戦略論

演樺的戦略論

規範的

コンテント

特殊的

Formulation(策定)

企業家

適合

長期

創発戦略

解釈的研究

プロセス型戦略論

帰納的戦略論

記述的

プロセス

一般的

Ⅰ叩lementation(実施)

組織人

創造

短期 などなど

(C)2006-小林満男
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これらのいわゆる二元論で語られることの多い経営戦略論であるが､現実の経

営はどちらか一方の立場にたっておこなわれているのであろうか｡

第 3章では､現実の戦略がどのように形成されているかについて事例をとお

して見てきたが､現場の実践者 (経営者､営業担当者､技術担当者)たちの思

考や､行為を見る限り､｢何か特定の理論を実行する機械｣のイメージとはほど

遠く､これらの理論や立場にかかわる二元論はたくみに処理されているように

見受けられる｡たとえば､図 4-6で示される ｢ポジショニング･スクール VS.

資源ベース･スクール｣は､そもそも対立する戦略論なのであろうか0(*4-25)

本節では､最初に戦略形成プロセスをミンツバーグらの10スクールの分類の枠

組みで事例を見ていく｡そして､現場における戦略理論とのかかわりの中で､

戦略理論そのものよりも戦略思考の重要性を指摘する｡次に､事例研究の結果

をふまえ､戦略形成にかかわる鍵概念を検討する｡その上で､これらの鍵概念

をもちいて､｢事業変革モデル｣を提示する｡さらに､この事業変革モデルを活

用する戦略である ｢恥y･Who戦略｣を提案する｡

(1)各スクールの目で見た戦略形成

ミンツバーグら (1998)が著した 『戦略サファリ』においては､戦略形成プ

ロセスを､それぞれ ｢①デザイン ･スクール-コンセプト構想プロセス､②プ

ラニング･スクール-形式的策定プロセス､③ポジショニング･スクール-分

析プロセス､④アントレプレナー ･スクール-ビジョン創造プロセス ､ ⑤̀コグ

ニテイブ ･スクール-認知プロセス､⑥ラーニング･スクール-創発的学習プ

ロセス､⑦パワー ･スクール-交渉プロセス､⑧カルチャー ･スクール-集合

的プロセス､⑨ェンバイロメント･スクール-環境-の反応プロセス､⑳コン

フィギュレーション･スクール-変革プロセス｣として分類している｡

本事例における戦略形成は､事業開始までの戦略策定段階においては､①デ

ザイン･スクールと②プラニング ･スクールとしてとらえられるが､一方で､

事業が開始された後では､当初に設定された戦略 (狭義の戦略としての事業の

定義)は､個々の事例を経験する中で､｢行動-回顧 (反省)-思考 (作業仮説)

-行動｣ をとおして､創発的に学習が行われているようである｡作業仮説をた

てて試行錯誤しながら取組み､そしてある結果を得ることによって学習してい

く､という意味では③ラーニング ･スクールの面を持っている｡また､個々の

案件の中において､矛盾を解決していく過程は､まさに政治的なプロセスであ

り､頻出した ｢社長VS.営業担当者､技術担当者の構図｣における組織内部にお

ける事業方針や資源 (開発費用)の配分をめぐるミクロ･パワーと､-顧客､競

争事業者､補完的事業者との競争から協調-移行させていくマクロ･パワーは､

まさに⑦パワー ･スクールそのものである｡このように､戦略形成プロセスを
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特定のスクール1校でまとめることは現実的ではない｡

あえて無謀を承知で､『戦略サファリ』における特定のスクールで代表させる

とすれば､⑩コンフィギュレーション･スクールとなろう｡すなわち､｢戦略形

成プロセスは､各スクールに代表される考え方､すなわち概念のデザインまた

は形式的プラニング､システマティックな分析､個人的な認知-の集中､集合

的共同化､または環境-の単純な反応のいずれかである｡しかし､それぞれが

その適当な時期と適当な状況の中に見出されなければならない｡｣ となり､試行

錯誤しながら矛盾を克服し課題解決を図っている現場の姿と重なるが､第 1章

で述べたように､｢時間の経過や環境の変化によって戦略が変わるものだとすれ

ば､逆にいえばすべてに通用する総合的な戦略はない｡｣､｢別の見方をすれば､

戦略を競合相手よりも有利に立つことだとすれば､決定論的な回答を特定のス

クールからただちに得られることを期待できないのは至極当然のことであろ

う｡｣ という振り出しの議論に戻ってしまう｡

戦略をあるスクール､あるパターンに押し込めることができるということは､

ミンツバーグのいう戦略の三つの誤謬 (①予測は可能である､②戦略家は戦略

課題と別世界に存在できる､③戦略策定プロセスは定型化できる)(*4-26)の

議論と結びつく｡ すなわち､未来を現在の延長として線形思考的にとらえるこ

とを戒めたものであり､現場の実践者たちの能動的で創発的な可能性を現場ベ

ースの競争戦略論に取り込むことの必要性を示唆している｡

かように現場においては､特定の戦略理論 (スクール)によって経営してい

る訳ではなくて､これらの戦略理論を用いて現場で起こっている現象をいかに

正しく把握するか､いかにこれらの戦略理論を使いこなすかという戦略思考と

それにもとづく活動こそが戦略を形成していると考えられる｡本稿では､この

戦略思考に結びつくものとして､企業を階層的にとらえ､時間の側面からデュ

アル (現在志向と未来志向の 2面性)としてとらえるエイベルの ｢デュアル ･

ス トラテジー｣や弁証法的発展による本質を見抜くための知的プロセスとして

の石井威望の ｢デュアル思考｣を取り上げてきたが､いずれにしても競争優位

をもたらすためには現場の実践者たち自身による "戦略的思考を創造すること"

が重要である｡繰り返して述べれば､ある企業にとっての戦略はその企業独自

のものであり､個別性の高いものである｡それゆえ､企業は戦略理論が提供す

る原理原則をふまえつつも､その企業に適合する理論を選択 (創造)する必要

があるため､既存の ｢戦略理論の当てはめ｣ではなくて ｢戦略思考による戦略

理論の活用｣を戦略として位置づけるべきである｡したがって､戦略理論の果

たす役割は､企業が当てはめとして使う理論そのものを提供するというよりは､

企業の実践者たちの戦略思考を助け戦略の実践を支援するものであるといえる｡
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(2)戦略形成の鍵概念

戦略形成プロセスを ｢事業の定義を再構築していく過程｣ととらえた場合､

この戦略形成に関連する 5つの鍵概念について､鍵概念にもっとも近いと考え

られる戦略スクール､鍵概念の中でも中核となる鍵用語､さらにこれらの概念

を提示している論文等を一覧表として表4-2に示す.

表4-2戦略形成の鍵概念

鍵概念 (戦略スクール) 鍵用語 関連する論文等

① 事業の定義 (デすさTy) ･顧客層′顧客機能 ･事集の定義 (エー＼◆ル)
/技術 ･デユ7P,ストラテy'-(エーへ◆ル)

･事業観 (世界観) ･コンテキストラーニンタ̀による事業の再構築 (根来)

② 企業間関係 (ホ●シ○シヨニンQや) ･業界守○ル ･競争の戦略 (ホ●一夕-)･5つの競争要因 ･コ-ヘ̀ティンヨン経営 (7●ランデン八㌧が -
･競争と協調 &ネルハ◆フ)

③ 日常の論理 (コがニチイ7.) '業界の常枚 ･共通感覚論 (中村)･相互知識 ･組織静談論 (加護野)

･知識在庫 ･センストキンク◆インオーが二で-シヨン(ワイク)･構造化理論 (キ◆デンス◆)

㊨ 事業システム (カ岬ヤー[RBV]) ･資源 ･事業システム戦略 (加護野 .井上)･能力 ･見えざる資産の戦略と論理 (伊丹 .軽部)

(ラーニング) ･技術 (す七〇A) ･コア.コンヒ̀タンス経営 (ケ◆9-.ハル)･企業戦略論 (ハ■-ニ-)

◎企業者 (アントレプレイ) ･反省的実践家･創造的破顔･権力 ･経済発展の理論 (シュンへ̀-クー)･反省的実践家 (シ3-ン)

(C)2006.小林浦男

(a)事業の定義 (DefinitionofBusiness)

事業をいかに定義するかというもので狭義の競争戦略に対応する｡顧客層､

顧客機能､技術などによって定義され､特にその事業がもつ意味としての事業

観 (世界観)を共有し､環境の変化に合わせて､適宜､見直していくことが重

要となる｡この事業の定義には､ビジョンや経営理念が含まれる｡

戦略スクールとしては､初期の戦略概念が起業家や組織を作り上げた創設者

から派生するという意味で､デザイン･スクールの立場に近い｡

(b)企業間関係 (EnterpriseInterrelation)

自社からみた顧客､競争事業者､補完的事業者など､関係する事業者との関

係を示すものである｡企業間関係は､企業の環境の中で最も大きな比重を占め

ると考えられる｡利害関係を有する各事業者との関係は､ポーターが指摘する

ように競争要因 (脅威)があり､これらをめぐって､競争を協調-変えていく

状況を一覧でとらえられるようにする必要がある｡

戦略スクールとしては､ポジショニング･スクールに該当する｡
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(C)日常の論理 (業界の常識)tDailyLogics(CommonSenseofIndustry))

これは､日常の業務を遂行していく上での論理である｡組織メンバーが共有

する知識や慣習､さらにはアイデンティティなどが関係する｡直接､目に見え

にくく､意識されない場合も多いが､行為を行う上でガイ ドラインを提供して

いると考えられる｡鍵用語としては､本稿でとりあげた業界の常識､相互行為

に伴う相互知識や知識在庫が該当する｡

戦略スクールでは､コグニテイブ ･スクールに近いとらえ方をしている｡

(d)事業システム tBusinessSystem)

事業システムは､(b)の企業間関係に対するもので､自企業 (企業内)の事業

を遂行している仕組みそのものを指す｡具体的には､事業として提供する製品

やサービスを提供するシステムとそれらを実現するために企業が有する資源､

能力および技術などが該当する｡

この企業内部?資源や能力を重視する戦略は､資源ベース戦略(RBV:Resource

BasedViewoftheFirm)と呼ばれる｡

(e)実践者 (作業仮説人)(Practitioner(WHP:WorkingHypothesisPeople))

実践者とは､シュンペンタ-のいう新結合の担い手となる人びとである企業

者の要素を幾分かは持ち合わせながらも､基本的には日常の業務を丹念に実践

している現場の人びと (経営者､営業担当者､技術担当者)のことをさしてい

る｡ここではその体現者として作業仮説人をイメージしている｡

鍵用語としては､作業仮説人と概念的に近い反省的実践家､創造的破壊およ

び権力などがあげられる｡鍵用語に権力を取り上げたのは､実践者たちが矛盾

を克服していく際には､必ずその大小を問わず､また意識してもしなくても権

力とかかわりが発生するためである｡また明示的に行為を強要する場合には､

可能とならしめるものとしての権力を無視することはできない｡

企業者を中心にすえた戦略スクールとしては､アントレプレナー ･スクール

が該当する｡企業者をひとりの起業家や創業者よりももっと幅広くとらえ､現

場の実践者たちをも含めればラーニング･スクールでもある｡

(3)事業変革モデル

戦略形成の鍵概念をもとに､作成した事業変革モデルを図 41-7に示す｡この

モデルは､事業の変革をとらえる際の概念的な枠組みを提供しようとするもの

であり､四角形の上端に事業の定義を､下端に日常の論理をすえ､また左端に

は企業間関係を､右端には企業内部の事業システムを示している｡
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図4-7事業変革モデル (BトQM)

すなわち､上下方向は､上に向かうにしたがって企業のビジョンや経営理念､

事業の定義といった抽象度が高くなる方向であり､いわば企業としてのあるべ

き姿を示している｡一方､下-向かうにしたがって日常の業務そのものの世界

となり､企業のあるべき姿というよりは企業の実際の姿､活動のありさまを具

体化した世界を示している｡

左右の方向は､上述のように左端に配置した企業間関係は､自企業を中心と

して自企業の利害関係者を配した業界モデルであらわされる｡具体的には事例

分析で用いたように､競争要因 (脅威)の視点だけではなく補完的生産者をと

りこみ協調者として巻き込むための視点をも含めている｡右端の事業システム

は事業を遂行するためのシステムそのものであり､左端が企業間システムとす

れば､事業システムは企業内システムに分類される｡

これらの四角形の中心に位置するものが実践者であり､作業仮説人たちであ

る｡上述のように､実践者たちは､上下方向でみれば､企業のあるべき姿を模

索するとともに､これらを実現すべく日常の業務を遂行している｡つまり抽象

化された世界と具象化された世界を実践者たちの相互行為をとおして行き来し

ているととらえられる｡ それも単に､受動的に行っているのではなくて､自発

的に創造的に行為しながら､事業の定義を書きかえ､また日常の論理 (業界の

知識)を洗練し研きあげていると考えられる｡そして､企業内の事業システム

を用いて､他の企業と競争したり協調したりしながら､顧客-付加価値を提供

するのである｡
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図 4-7に示される事業変革モデルは､ある時点におけるスナップショットと

して提示しているが､このモデルは図 4-8に示すように､過去 (past)-現在

(present)-未来完了 (futureperfect)としてとらえなければならない｡未

来形ではなくて未来完了形としてとらえるのは､現在において未来のある時点

である状態になっているだろうという希望的観測でみるのではなくて､それが

未来のある時点で既になされたものとして積極的にとらえる必要があるという

意味で､未来形の代わりに未来完了形を用いることとしたい｡

図4-8事業変革モデル (BトCQM)

未来完了 一 現在 一過去

BトCX3M:BusinessInnovation-CubicalQuadModel (C)2006,小林満男

それぞれの鍵概念も､それらを結びつけ､｢生きたシステム｣ とする上で欠く

ことのできない企業者たちもこの時間の流れでとらえる必要がある｡ある時点

を中心にとらえた事業変革モデルをBトQM(BusinessInnovation-QuadModel)

と呼び､特に過去､現在､未来完了として時間の経過を含めた事業変革モデル

をBI-CQM(BusinessInnovation-CubicalQuadModel)と呼ぶO(*4-27)

事業変革モデルは､競争優位をもたらしJそしてこれを持続するための戦略

を形成していく事業変革のプロセスをとらえていく際に､事業の定義を軸とし

て､企業間関係､事業システム､そして日常の論理も含めた事業全体を傭略し

分析す考ためのモデルである.このモデルは網羅性を主たる特徴としており､

各概念にわたって分析することを前提にしているが､分析する目的によっては､

特定の概念を中心に検討してもよい｡

一方､事業変革モデルが時空間の中でも､"時間のひろがり"に重きをおくモ

デルとすれば､ある時点における"空間のひろがり "により重点をおいて傭轍
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する事業変革モデルが考えられる｡図 4-9は各利害関係者を含めた業界という

視点からみた業界変革モデル (ⅠⅠ-MLM:Ⅰndustryinnovation-MutualLearning

Model)を示したものである｡(*4-28)

図4-9業界変革モデル (ⅠトMIJM)

この業界変革モデルは､ある企業 (自企業)の変革が業界全体の変革に影響を

及ぼす関係を示すもので､自企業と業界との関係をあらわすのに図 2-4に示す

エイベルの ｢競争者の差別化の氷山｣モデルを利用している｡その理由は､業

界変革を行う場合には必ずその原動力たる戦略意図､事業システム (組織の仕

組み､能力や資源)に着目せざるを得ないと考えるからである｡また競争者と

の差別化の要因を目に見える相違 (visibledifferences)と隠れた相違(hidden

differences)に分けている｡業績は､その下の層に示される要因の影響を受け､

また市場戦略､事業の定義も同様にその下の層に示される要因の影響を受けて

いる｡つまり､自らの事業領域を定義しかつその市場戦略によって業界と関わ

りを持つといえる｡

図 4-9において､｢一一 ｣は利害関係者 (企業)間の相互作用を示す｡また､

｢->｣で示される領域は､各企業の活動によって業界の範囲が影響を受けて
いる模様を表している｡通常､自企業､新規参入者､競争事業者､供給者及び

補完的生産者は業界を拡張するように働いていると考えられる｡顧客は､現状

の製品･サービスには満足せずに､各企業-宿題を出し回答を求めたり､また､

企業と共同で新しい製品 ･サービスを開発する場合には､業界を拡張するよう

に働く｡一方､代替品供給者の活動は､既存の事業者にはない新たな付加価値
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をもって､既存の業界が提供する製品 ･サービスを代替品で置き換え､業界を

浸食､縮小する方向で作用する｡規制者は､業界定義を規制によって行う主体

者であり直接的に業界の境界を変化させる｡その方向は業界の拡張に向かった

り縮小の方向に向かったりする｡また､｢Z｣で表される領域は､既存の業界の

規制を受けない領域であり､新たに創造した業界であることを示す｡業界を形

成する各主体者が相互に作用する領域を業界フィール ド (実態としての競争の

場)と呼ぶが､氷山モデルで表される自企業と競争事業者などの事業の定義と

市場戦略はこの業界フィール ドで交差することになる｡

業界の変革とは､顧客と業界を形成する主体者たちの間に存在する潜在的ギ

ャップ (価値)を発見し､そのギャップを新しい仕組みまたは新しい製品 ･サ

ービスで埋める活動であり､時間とともに時には急速に時には徐々に､業界の

当事者間の関係を変えていくダイナミックなプロセスである｡そして､このダ

イナミックなプロセスは､自企業を中心にしてみるならば､｢ループ 1:戦略意

図から事業システム (組織の仕組み､能力､資源)､事業の定義､市場戦略そし

て業績を貫く自企業変革のループ｣､｢ループ2:顧客を中心とする他の主体者た

ち-の働きかけ､影響､あるいは彼らからの学習､影響を貫く業界変革のルー

プ｣､そして ｢ループ3:顧客との価値創造のループ｣の3つの学習モデルで説

明することができる｡

業界変革モデルでは､戦略形成プロセスを企業 (実践者)間の相互学習とし

て､また企業内の各実践者たちの相互学習としてとらえる意味では､それぞれ

の実践者たちの学習に着目するラーニング･スクールに準拠しているといえる｡

(4)why･Who戦略の提案 (*4-29)

事例分析において ｢受注までの流れ｣や ｢矛盾とその解決策｣の図表に示さ

れるように､矛盾を解決するにあたっては､その矛盾をどのようにとらえたの

か､また解決策をめぐってなぜなぜと問いを繰り返しながら､関係者と考え方

のすり合わせを行いながら暫定的な解としての作業仮説をもって次の行為に移

っていった｡そして､課題解決においては､解決するためのアイデアを持って

いる人を見出し､彼らに課題を結びつけて解決を図る､という一連のパターン

が見られた｡すなわち､法人営業の現場における事例のように､前例のない新

しい課題を次々に解決していかなければならない場合には､何を (What)､どう

すればいいのか (How)といったマニュアルやスタティックなフレームワークで

は問題を解決することは覚束ない｡

むしろ､なぜ顧客はそのような要求を突きつけてくるのか､なぜ社長は新規

開発にゴーサインを出さないのかについて､執鋤に問うことによってどこに価

値を置いているのか､何に拘っているのか､矛盾の奥に潜む真の理由を見出す
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必要がある<恥y>｡前例のない課題はヒトが解決するしか手はなく､解決でき

るヒトを見つけるか､または実践者自らが解決者になるかである<Who>｡

このように､次々に受注を獲得し持続的な競争優位を維持していくには､な

ぜなぜを繰り返しながら作業仮説をもって実践し検証していく戦略思考 ･戦略

実践を行う実践者を中心にすえる戦略が求められる｡本稿では､この<Why>と

<Who>を中心にすえた rWhy･Who戦略｣を提案する｡表4-3に､ポジショニン

グ戦略､資源ベース戦略､シンプルルール戦略とWhy･Who戦略を一覧表として

示す｡これらの各戦略はもともと戦略目的が異なるものであり､相互に排他的

な関係ととらえるのではなく､相互補完的にあるいは相互に重なりあう戦略と

してとらえる必要がある｡

表4-3Why･Who戦略
示●シ●シヨニック◆戦略 資 源へ◆-瑞の戦略 シンフ'ルり卜機 略 Why.Yho戦略

戦 略 目的 ●ホーン◆シヨニンク◆を確立す ●経営資陳のフル活用 ●チャンスの追求 ●人材の育成 .活用

戦 略ステ ップ ●魅力的な市場を括用する ●t'シ◆ヨンの確立 ●混乱に身を投じる ●戦略葡詔
●防御可能なホ●シ●シコニンゲを ●経営資源の榊 ●動き紳する ●作業偵説を持つ

定めろ ●各市境で経営資源をフル ●チ†ンスをつかむ ●試行 (思考)錯誤

●補強し防御する 活用 ●ラストス′,A-Tをかける ●回顧的反省 (tqをみがく

戦 略的な 問いか け ●我々はどこにあるべきか ●我々は何であるべきか ●どのように前進すべきか ●なぜ我々はこの事策を行

There(Yhich) (冊lat) Ohyto) つのか.経が担つのか(Ⅵly&ⅥlO)

優 位性 が どこで ●きっちり統合された行動 ●模倣田連な希少資源 ●主要な7'pt久と企黄独自の ●持続的に行う思索､柵

生 まれ るか 体系を伴った､ユニー.クでかちのある+.シ'シヨニy4' シソ7A,.ル■少 憩力､作集仮説

最 も有望 な市場 ●変化が緩債で構造が画定 ●適度に変化し､柵勤王 ●とどまることなく変転 ●新規開拓市境

的な市鵠 固まった市境 し､先の見通しが立たない市場 (先の見通しが立たない市坊)

優 位性 の継続性 ●持続可能 ●持続可能 ●予測不能 ●予測は不能だが持縛可能

リス ク ●状況が変化した時にホ●シ◆ ●動きが鈍くなり､状況の ●有望なれンカニしっかり厚 ●効果的な人材育成方法が

シ1分ク′を変更するのが困難になる 変化に合わせた新たな資源の蓄積に出遅れる を据えて取り組めない 見当たらない

出所 =和卵胤 Tlt･*ト旭｢ナ小･N.†b(邦訳DHZmOOl.5)､シガ･*･州戦略､p97､図1(#争康陸尉 ト の3つの77･D-1)に追把 (C)2006･,J､林満男

恥y･Who戦略では､戦略の目的を ｢人材の育成 ･活用｣に重点をおいている｡

戦略的な問いかけを見ると､ポジショニング戦略は､<Where(Which)>､資

源ベース戦略は<恥at>､シンプルルール戦略は<Howto一>に着目するのに対

して､Why･恥o戦略では<WhyとWho>を重視する｡また恥y･Who戦略におけ

る戦略ステップは､｢なぜ我々はこの事業を行うのか｡誰が担うのか｡｣ という

ものであり､実務レベルで言い換えれば ｢なぜこれが問題となるのか｡なぜこ

のような問題がおきるのか｡誰が知っているのか｡誰が解決できるのか｡解決

できるヒトを知っているか｡｣に対して人材の育成 ･活用の観点から戦略を組み

立てるものである｡外部より適切な人材を獲得することもWhy･Who戦略の範噴

となる｡そして競争優位は､これらのヒトたちの ｢持続的に行う思索､構想､
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作業仮説｣によってもたらされるものとし､この戦略は､先の見通しが立たな

い市場 (新規開拓市場)などに向くとしている｡

この戦略の強みでもあり弱点は､ヒトに重点を置くことから由来するもので､

肝心の人材育成 ･活用に特効薬が見つからないことである｡この戦略の意味す

るところは､事業に対する責任者は経営者､事業部長しか持ち得ないという前

提に立った上で､経営者､事業部長､また現場の営業担当者や技術担当者それ

ぞれが自ら学び､構想をもって挑戦していくことの重要性である｡

戦略は､個々の実践者や組織の中に潜んでいる｡事例をいくら並べてもいく

ら経験してもそれが制度や事業システムとして反映されていかなければ､所詮､

一過性のものとして終わる.それでも過去の経験に学ぶことによって現在起こ

っている事象を把握し､既存の業界の常識を共感的かつ批判的 (positive

critique)に検討するという反省的実践や､作業仮説を持って行為することが､

自らの構想を豊かにすると同時に目に見えない隠れた現象を見る目を鍛えてい

くように思う｡個人個人が自燈明法燈明の精神でかつ随所作主として行動する

ことがこのWhy･Who戦略の核心である｡

4.5 対象企業-の提案

事例研究と現場ベースの競争戦略論の研究から得られた示唆をもとに､事例

研究の対象企業における持続的競争優位構築に向けて提案を行なう｡

4.5.1 衛星通信業界固有の戦略

衛星通信業界は､通信衛星を保有する事業者と通信衛星は保有せず必要なだ

けトランスポンダまたは帯域を借りて付加価値をつけて再販売する付加価値事

業者に分類される｡付加価値事業者はさらに､

①衛星回線サービスの提供を主たる事業とするプラットフォーム型

②衛星通信機器等の製造企業もしくは輸入代理店を営む企業がシステムインテ

グレーションの一環として行うインテグレーション型

③自らが衛星回線の利用者であって､その利用技術や衛星回線などの保有資源

の有効利用を図る形の副業型

の 3つに分類できる｡

事例研究でとりあげた N社はプラットフォーム型に分類されるが､この型は

移動通信業界におけるNTTDoCoMoやKDDIに見られるように､衛星通信業界にお

いても設備 (回線)を保有する通信衛星保有企業が規模の経済を活かして回線

サービスを提供する形態が有利となる｡(*4-30)それにもかかわらずあえて付

加価値事業者としてグループ会社を設立した理由は､当時､NTT法附則第2条で

｢NTTの本格的な衛星通信-の参入に際しては､分社を検討する｣となっていた
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ため､通信と放送の融合領域に位置する衛星インターネット事業をいち早く展

開したいNTTとNTTとの連携強化を模索していたJSATとの思惑が一致したため

と考えられている｡

衛星通信業界固有の戦略としては､通信衛星保有会社においては､国の宇宙

通信政策､通信衛星の軌道確保､電波免許取得などの規制に対する長期的かつ

慎重な対応を基本としつつ､公共機関などの大規模な衛星通信利用を担うこと

によって結果的にJSATとSCCの2社による棲み分け､寡占状態が指向されるこ
ととなる｡衛星通信のもつ広域性を活かし､海外では通信衛星保有会社の M&A

や提携が活発でありその事業範囲はグローバルにわたり､日本のように国内を

サービス対象とする衛星通信利用はむしろマイナーとなっている｡したがって､

それらの事業者とのM&Aを含めた連携や JSAT､SCCの合併による国内 1社体制
-の移行も選択肢のひとつとなろう｡

一方､付加価値事業者においては､地上回線や移動通信サービスの技術革新

と普及拡大により価格が急激に低下したにもかかわらず トランスポンダの料金

は高止まりのままであり､そのしわ寄せをまともに受けることになったoどの

型の事業を行うかによって事業の定義､競争戦略は異なり､例えばプラットフ

ォーム型では､(a)規模の拡大､(b)システムインテグレーションなどの付加価

値増進､(C)通信衛星保有会社への内部組織化､(d)撤退､などの戦略が考えら

れる｡N社の例は､結果的には(d)の撤退を選択し､そして(C)の通信衛星保有会

社にその事業は引き継がれることになった.この撤退という選択は､N且 の経営

陣､幹部の意思決定であると同時に､N社を作った株主企業の判断で行なわれた

ものであった｡株主のグループ企業戦略が抜本的に再定義 (redefinition)さ

れたのである｡

事例研究でとりあげた N社の場合､当初の計画的戦略であったシステムイン

テグレータ (代理店)を活用した間接営業戦略が当初想定したほどの成果が出

なかった一方において､営業経験を重ねる中から自ら付加価値増進を行う戦略

を形成 ｢(a)→(b)｣していったものととらえることができるoすなわち､付加

価値事業者における固有の戦略は､通信衛星保有会社のような比較的安定した

スタティック戦略ではなくて､事業構造上個々の事業領域や環境の変化に応じ

弾力的に対応していくダイナミック戦略であったといえる｡

従来からJSATは､付加価値事業者やメーカ系システムインテグレータに付加

価値の増進を担当させる間接営業戦略をとり､自ら付加価値を高めて販売する

いわゆるソリューション営業には熱心ではなかったo付加価値を高めることよ

りも衛星回線 (トランスポンダ)の販売に徹して､顧客の要望にあわせたサー

ビスメニューづくりや工数のかかる送信局の運営などは付加価値事業者に委ね

る戦略をとってきた｡ところがこのような戦略では､ビット単価が地上回線に
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比較して 1万倍もの開きがある (*4-31)現状では､衛星回線の魅力は急速に禎

せてきている｡N社の事例に見られたように衛星回線の魅力を回復させ､さらに

魅力を増すためには付加価値創造に積極的に取組まないと受注できない状況と

なってきている｡その一方で､通信衛星を保有しないプラットフォーム型の付

加価値事業者が衛星回線を販売するために付加価値をつけようとすればするほ

ど付加価値事業者の収支構造が悪化し､通信衛星保有会社だけが一人勝ちする

構図となっているところに最大の問題がある｡この構図は通信衛星保有会社に

とっては優位な戦略に見えるが､肝心の衛星回線を販売する付加価値事業者は

業界から撤退していくことになり長続きはしない｡すなわち､付加価値をつけ

るコス トとその付加価値をつけたことによって販売で両社が得た利益について､

通信衛星保有会社と付加価値事業者との間でバランスがとれることが望ましい｡

2004年 3月までは､通信衛星保有会社は約款サービスによる提供の名のもと

に衛星回線料金を高止まりのままとし､顧客からの衛星回線料金の値下げの要

求は付加価値事業者が吸収する構図をとることが可能であったが､その後､通

信衛星保有会社にも相対契約が適用されることになった｡そのため､衛星回線

の価格競争に通信衛星保有会社も参加することになり､付加価値事業者にとっ

て積極的にリスクをとって付加価値を増進するインセンティブは低下してきて

いる｡したがって､通信衛星保有会社 (あるいは S-NETなどのように子会社で

ある付加価値事業者)が自ら身銭を切って付加価値を増進する取組みを行なわ

ない限り､衛星回線の魅力が相対的に萎んでいく趨勢をとめることはできない｡

4.5.2 対象企業 (J社)-の提案 (*4-32)

本事例研究の対象企業であるN社は､3.1.2および図表3-4に示されるように､

2004年 3月 31日をもって第二株主であるJSAT(通信衛星保有会社)に営業譲

渡することとなり､6年間の活動に終止符が打たれた｡したがって､対象企業に

対する提案は､営業譲渡された先であるJSATに対する提案として行なうことと

する｡

事例分析と現場ベースの競争戦略論の提案をふまえ､戦略形成の鍵概念にそ

って､N社の営業譲渡先であるJSATに対して､以下の取り組みを提案する｡

(1)事業の再定義に対する提案

JSAT社の事業の定義は､NTTグループからのJSAT-の出資 (2000年 2月)､N

社から営業譲渡 (2004年3月)およびS-NETの子会社化 (2004年8月)などの

一連の流れの中で再定義 (reorientation)されてきたと考えられる｡(*4-33)

JSAT社における衛星通信事業の中心は衛星回線 (トランスポンダ)の販売が

中心であり､主たる顧客は､①国内の一般企業､②国内の官公庁､③NTTグルー
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プ､④衛星放送プラットフォーム事業者 (株式会社スカイパーフェクト･コミ

ュニケーションズ)､⑤海外企業､などである｡ ､

③と④の比重が大きいが､③は株主企業､④は出資先企業であることから継続

利用を基本戦略としつつ､①と②の新規顧客の開拓と維持に重点を置く｡また､

国際戦略については､合従連衡が進みつつある現状 (*4-34)をふまえ､連携を

主体としつつ新規顧客の開拓に取組む｡

事業の方向づけの再定義は､社長 (CEO)､業務執行責任者 (coo)および①の

法人営業の責任者に NTTCom出身者を据えることによって一層明確化された｡
(*4-35)

具体的には､NTTグループとの結びつきを強め､従来の衛星回線 (トランスポン

ダ)売りから､衛星回線により一層魅力をつける方向に舵をとりはじめた.

(衛星回線プロバイダーから衛星ネットワークインテグレータ-の脱皮)

事業の定義 (再定義)レベルの提案としては､ビット単価が相対的に高くな

り民間企業における衛星回線利用が次第に衰退していく現状を鑑み､国防､警

察､消防､国土保全､自治体業務などのいわゆるミッション･クリチカルな分

野における利用と､いわゆる 1:n型の放送 (配信)タイプの利用の両方を積極

的に開拓すべきである｡またサービスの対象とするエリアも従来の日本国内重

視から､太平洋､インド洋などの洋上およびアジアを中心とする海外拠点にま

でひろげる必要がある｡ つまり､サービスエリアを日本国内から海外-ひろげ

ると同時に､固定利用から船舶などの移動体での利用に拡大すべきである｡

(*4-36)

(2)業界の各主体者-の働きかけの提案

これは､企業間関係にかかわる事項についての提案である｡業界モデルに登

場する主体者に対する働きかけの提案を以下に示す｡以下に顧客､規制者およ

び補完的生産者-の働きかけの提案を示す｡

(a)顧客に対する働きかけ

顧客タイプA(顧客-電気通信事業者)に対しては､N社において取り組まれ

た衛星回線と地上の IPネットワークを組合せた衛星 Ⅰp-VPNマルチキャストサ

ービス (参考資料 3)を発展させ､光回線が及ばない地域においても高速の IP

回線を利用できるようにすることである｡ポイントは､ブランドカのあるネッ

トワークインテグレータが提供するⅠp-VPNサービスのオプションメニューとし

てワン･ストップ ･ショッピングで提供する形態とするとともに､顧客が衛星

通信を使うことを意識させないようなネットワークを構築することが望ましい｡

また､災害発生時などにおいて､被災地と本部を結ぶネットワークは､従来
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は､回線を必要とする官庁などが自営ネットワークとして構築しているが､見

方によっては電気通信事業者が臨時に提供する専用線サービスととらえること

もできる｡すなわち､電気通信事業者､運送業者等と連携し､災害発生時に被

災地とインターネット､または顧客のイントラネットと結ぶフルアウトソーシ

ング型の臨時衛星回線サービスの創設を提案する｡ポイントは､顧客のオーダ

ひとつで365日24時間､いつでも出動できる体制をととのえることと､ある一

定の規模 (利用日数､回線速度など)以上の場合に､衛星携帯電話などの公衆

利用型のサービスよりも経済的に実現することである｡特に､医療関係者や防

災関係機関などの利用が期待される｡

顧客タイプB(顧客-システムインテグレータおよび付加価値事業者 (旧第二

種衛星通信事業者))に対する働きかけとしては､第-に､付加価値事業者が衛

星回線を販売したくなるように衛星回線のビジネスに魅力をつけることである｡

現状では､衛星回線が売れて一番儲かるのは通信衛星保有会社である.例えば

メーカ系のシステムインテグレータであれば衛星通信機器やルータなどの販売

およびシステム構築が主たる事業であって､衛星回線を販売するのは 2の次で

ある｡当然ながら､地上回線でも衛星回線でもどちらを選択してもよく､顧客

が望む方法､自社の利益が最大となる方法を選択すればいいのである｡つまり､

衛星回線を利用することが顧客ばかりではなくシステムインテグレータにとっ

ても魅力的でなければならない｡

付加価値事業者たちがリスクをとって自社開発しづらい新製品の開発を JSAT

自らが行い､システムインテグレータや付加価値事業者が取り扱い易いように

製品を準備することである｡また､その製品を付加価値事業者がメーカから単

独で購入するのではなく､JSATが各事業者の調達をまとめて行なうことで各社

の調達リスクを軽減することも有効と考えられる｡

事例対象の N社のような通信衛星を保有しない企業におけるプラットフォー

ム型の事業は､地上回線事業者や携帯電話会社に見られるように､経済合理性

が成 り立たずに趨勢的には萎んでいく傾向にある｡そのため､通信衛星を保有

する企業自らが衛星回線に魅力をつけることに重点を置き､その魅力のついた

衛星回線を利用して付加価値事業者がそれぞれの得意とする分野や業務におけ

る付加価値をつけて衛星回線を販売してくれる体制をつくるべきである｡通信

衛星を保有しない付加価値事業者に衛星回線自体に魅力をつけるリスクまでを

負わせるのではなく､それぞれの得意とする分野で付加価値をつけ､衛星回線

を販売する際にはお互いが競争事業者としてではなく協業関係となる方向を模

索すべきであるO

第二に､現状の付加価値事業者が衛星回線に付加価値をつけることによって

衛星回線が売れた場合､その付加価値の高めた程度を考慮して衛星回線の卸価
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格を低減するとかのインセンティブを付与する仕組みを作ることである｡つま

り､売れるための付加価値をつけることを付加価値事業者がしなかったら売れ

なかったのであり､付加価値を増進する努力が報われる構図を作らないと､メ

ーカ系システムインテグレータが衛星通信業界から次第に遠ざかり?つあるの
と同様に､衛星回線を販売する付加価値事業者が去っていくこととなる｡

事例では､システムインテグレータとして比較的 NTT関連企業が健闘してい

るが､それは主として回線を総合的に提供する立場からたまたまあるケースで

は衛星回線が魅力的であったためであり､あるいは自社の取り扱う製品やサー

ビスと衛星通信の組合せによる利用が顧客にとって魅力的だから採用したに過

ぎないのである｡顧客は自らの課題を解決してくれることを期待しており､シ

ステムインテグレータはそれに応えることが使命であって､衛星回線を販売す

ることは目的ではなくて､ある条件を適えるために必要があれば採用するとい

う現実を忘れてはならない｡

顧客タイプC(顧客-エンドユーザ)に対しては､何よりも衛星通信の特徴が
生きてくる利用分野や利用方法を勧めていくことである｡特に､ミッション･

クリチカルな官公庁における利用では､これまで､JSATかSCCのいずれかの通
信衛星を使う形態がほとんどであるが､衛星ネットワークとしての信頼性を考

慮すると､2つの通信衛星保有会社のトランスポンダを併行して使う｢キャリア

分散 (トランスポンダ分散)｣や､補完的に他社の衛星回線を使って最低限の通

信を確保する方法なども有効であり､積極的な営業が望まれる｡

事業の再定義のところで述べたように､有望な顧客として国防､警察､消防､

国土保全､自治体業務などのいわゆるミッション･クリチカルな分野と 1:n型

のIPマルチキャスト利用を必要とする企業であり､前者が官公庁中心なのに対

して､後者は民間企業が中心となる場合が多い｡また利用する衛星通信システ

ムも前者がVSATなどの双方向通信が必須なのに対して､後者は配信型の片方向

通信で済む場合が多い｡そのため､必要とされる営業手法なども異なり､基本

的には､顧客に着目して営業体制を分け､顧客との継続した信頼関係を構築す

ることが肝要である｡

(b)規制者に対する働きかけ

現状では､国内の衛星通信業界は､実質､JSATとSCCの通信衛星保有会社 2
社を中心に､多数の衛星回線リセール会社等から構成されている｡国内の衛星

通信に対する需要はADSLなどに象徴される地上ネットワークの低価格化や携帯

電話､あるいは無線 LANの急速な普及によって､ビットあたりの価格が割高と

なり､また便利さで劣るため市場の伸びが鈍化している｡海外においては､衛

星通信事業者同士の合従連衡が積極的に行なわれている｡また､CSデジタル放

4-28



新規事業会社における競争戦略形成プロセスの研究

現場ベースの競争戦略論の提案

送を例にとれば､過激ともいえる競争を経て､パーフェクTV!とJSkyBが合併

しスカイパーフェク TV!が誕生したが､その後､さらに DirecTV!を吸収し､

1社体制となっている｡ ひとつめは､独禁法上の課題はあるものの､将来的に

は合併等による通信衛星保有会社の1社体制を視野に入れた規制当局-の働き

かけが必要であると考えられる｡

ふたっめは､デジタルデバイ ド解消策としての ｢超高速インターネット衛星｣

の利用に対して､慎重に対応すべきことを提案する｡2001年 3月の ｢e-Japan

重点計画｣ で､光ファイバ並みの帯域を有する ｢超高速インターネット衛星の

2005年打ち上げ､2010年目途の実用化｣が目標として提示された｡また､2001

年 10月には､｢世界最先端の IT国家｣の実現にむけて､｢全国ブロー ドバンド

構想｣が発表された｡｢高速インターネット｣には､DSL､CATV､無線が該当し､

｢超高速インターネット｣は概ね 100Mbpsの帯域を利用できる光ファイバを指

し､｢超高速インターネット衛星｣はこの条件を満たすものであり､デジタルデ

バイ ド解消策の最後の砦として位置づけられている｡｢超高速インターネット衛

星｣による経済効果については､産業連関分析により､直接効果として 789億

円の効果があると見積もられている｡(*4-37)既にこの通信衛星を利用して衛

星インターネット事業を行なう企画会社が設立されている｡(*4-38)

事例分析では直接扱っていないが､N社における個人向け衛星インターネット

接続サービス (MegaWave)に見られるように､高価な衛星回線を 1:1で使用す

る単純な衛星インターネットサービスでは､衛星通信の持つ同報性 ･マルチキ

ャストの特徴を活かしておらず､ADSLなどに比較して価格面で適わない使い方

である｡1999年当時は､ADSLサービスの対象外地域をねらい､その補完として

｢高速性｣を全面に出して売り出したが､結局は ｢ビット単価の高さ｣や ｢定

額制料金の採用を遠因とする高負荷ユーザの登場による収容ユーザ数の減少｣

などの理由により､事業は中止となった｡一方､ほとんど同じ仕組みにも関わ

らず､企業利用においては衛星イントラネット (衛星インターネット)利用は

まずまずの成果をあげているoつまり､一般の利用者が使 うインターネット利

用に対して､企業がある業務のために専用で使う場合には､たとえビット単価

が高くとも､その業務による効用がそれを上回れば利用して頂けるのである｡

このようにほとんど同じサービスであっても､利用目的や利用の仕方が違えば､

利用者にとっても提供する事業者にとってもプラスとなる場合もマイナスとな

る場合があるという経験を活かすべきである｡換言すれば､超高速インターネ

ット衛星の登場によって､トランスポンダの伝送容量が30Mbpsから100Mbps-

拡大し､またスポットビームなどによって面積あたりの伝送容量が増えようと

も､1:1を基本とする衛星インターネットの個人利用では､ADSLや光回線と比

較して価格的に同程度にすることは至難の業であることは明白である0
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したがって､デジタルデバイド解消策としての衛星通信利用については規制

者に対しで慎重に以下のような働きかけを行なうことを提案する｡

<1>超高速インターネット衛星の利用について
一般利用者向けの衛星インターネットについては､N社などの日本での事例ば

かりではなくて､米国でもほとんどの事業者が経済的に成り立たず撤退してい

る｡その理由を徹底的に究明することによって､今後､予定されている超高速

インターネット衛星による個人向けの衛星インターネットサービスについては､

誰が事業主体となって誰にどんな条件で提供するのかをしっかりと詰める必要

があり､無条件でこのプロジェクトにのるべきではない｡既に設立されている

企画会社等と密接に連携して対応すべきである｡超高速インターネット衛星は､

本来､アクセス回線の代替と位置づけられるものであり､ADSLや光回線と同程

度の利用料金だけでは事業が成り立たないので､ユニバーサル基金を使うなど､

衛星インターネット事業者に対する補助制度について事前に詰めておく必要が

ある｡また､ユーザ局の設置 ･運用コストの削減が課題であり､ユーザ毎にア

ンテナを設置する形態に加え､筆者らが提案する無線アクセスシステムや無線

LANとキャッシュサーバを組合せる ｢集合型衛星インターネット｣(*4-39)の経

済化 (端末装置価格の低減､アンテナ ･設置方法の簡易化､マルチキャストの

利用とローカルに設置したキャッシュサーバによる衛星回線帯域の抑制効果)

について更なる検討が望まれる｡

<2>本当に1ユーザあたり100Mbpsの帯域が必要なのか
そもそもの論議として､なぜ 1ユーザあたり100肌psという帯域が必要なの

か原点にもどって整理する必要があるのではないか｡必要なのは定額でいつで

もいくらでも使える常時接続サービスであり､電子政府 ･電子自治体サービス

を利用するのに 100Mbpsである必要はない｡諸外国でのブロー ドバンドの普及

に対する考えかたなどを参考としつつ､映像情報は BS/CSデジタル放送や地上

デジタル放送の利用を基本としつつ､それらのメディアとの組合せ利用によっ

て少ない衛星回線帯域で快適に使えるようにして､ユーザひとりあたりの衛星

回線帯域を ｢100Mbpsの呪縛｣から解くように､研究会などを通して規制当局に

働きかけることも必要ではあるまいか｡地理的にブロー ドバンド利用が困難地

区においては､政府からユニバーサル基金などの補助を受けたブロードバンド

サービスの利用を仕向ける方法よりも､むしろ自治体や住民に補助金をわたし､

彼らがブロー ドバンドネットワークの選択までを行なう方法とすることにより､

地域の実情にあった現実的な選択が可能となるのではなかろうか｡

いずれにせよ､現在､Ku帯の通信衛星に搭載されているトランスポンダの約半

分は使われていないと言われている中で､この ｢100Mbpsの呪縛｣をはずすこと

によって､｢超高速インターネット衛星ありき｣でなく､併行して遊休 トランス
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ボンダを長期間にわたって有効利用することができれば､ユーザ､衛星インタ

ーネット提供事業者の双方にとってもメリットとなる可能性がある｡

(C)補完的生産者に対する働きかけ

衛星回線のマルチキャスト性の特徴を活かし､これと地上系IP回級 (IP-VPN)

を組合せた ｢衛星Ⅰp-VPNマルチキャストサービス｣においては､衛星回線にと

ってIP-VPNは補完サービスとなる｡また､海上を航行中の船舶で衛星インター
ネットが利用できる ｢MegaWaveMarine｣では､自動追尾アンテナや､上り回線

に使うNTTDoCoMoの衛星DoPa網やインマルサットの衛星携帯電話網は補完サー

ビスとなる｡

すなわち､地上系電気通信事業者などは競争事業者と補完的生産者の両面を

有する場合が多いことから､衛星回線にとっての補完製品､補完サービスをで

きるだけひろい範囲でとらえる必要がある｡そして､顧客からみた場合には､

ひとつのサービスとして扱えるように､システム構築 ･保守や料金請求などを

一貫して提供する仕組みとしたい｡また､衛星回線を快適に利用するためのマ

ルチサテライトアンテナ (*4--40)や防災､遠隔医療､遠隔教育などのアプリケ

ーションとは互いに魅力を高めるので､顧客の視点にたって自社の軸足を外さ

ない範囲で共同開発を働きかけることが望ましい｡

(3)日常の論理に対する提案

業界の常識としてくくられる衛星通信に根ざした技術､サービスや事業など

における常識的な見方や考え方を受け入れ､その上で批判的に検討し､顧客の

要求や技術革新の変化に応じて､柔軟に見直していくことである.一例として

衛星通信の特徴をとりあげる｡

従来､衛星通信の特徴として､(a)高帯域性 (高速性)､(b)同報性 ･マルチキ

ャスト､(C)広域性､(d)経済性､(e)迅速性､などが強調されてきた｡

最近では､事例研究に見られるとおり､高帯域性や経済性などは優位とは言え

ずむしろ劣位とさえなってきている｡現時点でも衛星通信が優位性といえるの

は､(b)同報性 ･マルチキャスト､(C)広域性､(e)迅速性､(f)移動性などであ

り､これらの特徴が活かせる分野に重点的に取組む必要がある｡換言すれば､

他のサービスに比べて有利となる領域で､経済合理性にかなう使い方を徹底し

て模索すべきであるということである｡

具体的な利用分野としては､(i)映像&データ配信分野 (通信と放送の融合

領域)､(近)素材伝送 (現地取材､映像中継)､(iii)全国一斉同報 (地震 ･気象

情報､危機管理情報など)､(iv)移動体での利用 (特に海上)､(Ⅴ)デジタルデ

バイド解消 (島境や山間地など地上回線や携帯電話の利用が困難な場所)､(vi)
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海外との通信､などが該当する｡

第-のポイントは､衛星通信が向いている分野に重点的に適用すべきである.

その際､衛星通信サービスと競合関係となる地上回線 (光回線)､携帯電話や無

線 LANなどと組み合わせることによって､それらを補完製品 ･補完サービスに

変え､衛星回線に魅力を付加する使い方をすることである.(*4-41)

第二のポイントは､海外通信や海上での利用を積極的に推進すべきである｡

視点を地上から36,000kmの上空の通信衛星のある静止軌道に移動し､そこから

半径6,400kmの地球を見れば､隣村との通信 (国内通信)も数千km離れた拠点

間の通信 (国際通信)もほとんど変わらない｡国内中心の衛星通信利用から太

平洋国家として､またインド洋を含めた地域でのグローバル利用は今後発展が

見込まれ､国家戦略と結びついた形でのペルシャ湾～マラッカ海峡､オース ト

ラリア ･ニュージーランド､ハワイ ･北米大陸にいたる範囲における､衛星通

信利用を推進すべきである｡

第三のポイントは､現場で得た感覚を見逃さずにそれが一過性のものなのか､

それが顧客のニーズと密接に結びついているものなのか､どうしてそれが今ま

で顕在化してこなかったのか､どうして実現できなかったのかなどについて､･

組織メンバーを巻き込み対話を重ねながら明らかにしていくことである｡営業

担当者を中心に､顧客からの意向､要望を受け止め､それを具体化する技術担

当者や供給事業者と検討を重ね､経営陣の支援を受けながら営業活動を実践し

ていくことである｡

(4)事業システムに対する提案

自企業の変革の取り組みについて､エイベルの競争者の氷山モデルの隠れた

相違の部分を事業システムと見立て､各層に対する提案を以下に示す0

｢市場戦略/事業の定義｣では､NTTとCSデジタル放送プラットフォーム事業

者による継続利用を大前提とした上で､①e-Japan戦略/u-Japan構想にそって

官公庁を顧客とする防災､医療､教育などの公的アプリケーション利用とデジ

タルデバイ ド解消に向けた衛星インターネット利用､②インド洋から太平洋､

オース トラリア､北米に及ぶ洋上､関連諸国とを結ぶ移動通信 ･国際通信､③

1100 衛星および CSデジタル放送プラットフォーム事業者のプラットフォーム

を活用した通信 ･放送融合分野での利用､を重点的に開拓すべきである｡特に

③の1100 衛星の利用が低いままにとどまっているので､BS/CS放送受信アンテ

ナを共用できるメリットなどを活かし､1100 衛星の利用を検討している事業者､

ユーザと共同して新たなビジネスを開拓することが急務である｡

｢資源/能力｣においては､①衛星管制センタ (設備､技術担当者たち)の有

効活用､②保有する通信衛星の活用､③衛畠通信システム ･サービスの目利き
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能力の向上､に重点を置くことを提案する｡

①は､横浜の衛星管制センタに HUB局や基地局を設置し､大形のアンテナを設

置できないユーザにシェアまたはレンタルすることにより､衛星通信利用にお

ける初期コストを低くすることができる｡また､群馬県にある子会社の S-NET

の衛星通信センタとあわせて､HUB局や基地局の二重化を図ることにより､信頼

性を確保することができる｡衛星通信会社の使命は､信頼性の高い衛星回線を

提供することであり､そのためには日常の通信衛星の管制制御や顧客の衛星通

信サービスの運用監視が高度にセキュア-な環境で確実に行なわれていること

を確認する仕組みが必要である｡

②は､通信衛星の保有数ではアジア最大であるメリットを活かし､通信衛星の

収容分散 ･故障時の迅速な収容替えによる信頼性､可用性の向上を図ることで

あり､またサービス提供地域の広域対応を活かすことである｡

③については､衛星通信に更なる魅力をつける上で欧米各国､特に米国やイス

ラエルなどにおける衛星通信機器や利用実態について継続的な調査､評価が欠

かせない｡これらについて一定の目利き能力を有する人材の育成を図ることを

基本に､基幹的なサービスに直結する､あるいは今後重点的に展開していく分

野におけるアプリケーションや衛星通信機器については､自らが海外の衛星通

信機器メーカの代理店となって技術力の蓄積に努めるとともに､他社に先駆け

て迅速な導入を図る必要がある｡なお､ここでいう目利きとは､顧客のニーズ

を喚ぎわけ､見出し､それに最も適合する技術を見定め､自社の製品 ･サービ

スとして仕立てるしたたかさをいう｡

｢組織の仕組み｣に対する提案としては､需要が低迷している現状であるこ

とから､これまで以上に顧客志向 (CustomerDriven)を徹底する｡営業体制は､

顧客層､顧客の特性にあわせて､4つの営業部署(民間企業を担当する法人営業､

官公庁を担当する営業､放送 ･メディア関係を担当する営業､国際分野を担当

する営業)を配置し､機動的に動けるように配慮する｡競争優位の源泉のひと

つは､顧客にとって価値のあるサービスを他社に先駆けて実現することである｡

したがって営業部署を中心にして､サービス開発部署､技術部署および人的資

源管理部署などを横断的に動員して顧客の意向を実現することである｡そして､

営業主導のサービス開発を進めるために､サービス開発部署を営業組織内に設

置するとか､配置場所が営業部署の近くに配置するとか､または営業の責任者

をサービス開発の責任者と兼務させることなどにより､顧客のニーズに即応す

る体制を構築する｡

｢戦略意図｣に対する提案である｡JSATは､1985年の電気通信事業法の施行

を受けて設立された日本初の民間の衛星通信事業者として､新しいコミュニケ

ーションのしくみを提供し､衛星通信の市場を開拓してきた｡現在､36,000km
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上空の 8つの軌道に 9機の衛星を保有する､アジア太平洋地域における最大規

模の衛星通信事業者である｡そして､2003年 10月､これまでの創業期 (第 1フ

ェーズ)､拡大発展期 (第 2フェーズ)に続く新たな成長に向けた第 3フェーズ

という位置付けのもと､｢JSAT中期経営計画(2004年度～2008年度)｣を策定し

ている｡また､新コーポレー トスローガン"JSAT,CreatingSatelliteSolutions"

のもと､JSATのコアコンピタンス :｢衛星+映像｣ソリューション､｢放送/過

信融合｣ソリューションを活かしお客様のビジネス発展に貢献していく､と宣

言している｡(*4-42)

JSATの戦略意図は､上記に示されるようにホームページのスローガンなどに端

的に示されているように思われる｡第-は､衛星ソリュ⊥ションの創造に焦点

を当て付加価値創造を積極的に進める方向である｡第二は､NTTグループ､商社

のグループ企業として徹底して連携による効果を引き出し､出資元の企業に貢

献することである｡第三は､アジア最大の衛星通信事業者として規模の効果を

事業に最大限に活かすことであり今後も国際連携を拡大する方向である｡

見方をかえれば､これまではどちらかというと､第二､第三の資本の論理､戦

略提携の論理や衛星第 1種事業者という規制の論理が支配的であったが､磯崎

社長の就任後に策定された ｢JSAT中期経営計画 (2004年度～2008年度)｣以降

は､それらの論理をふまえつつも､自らが衛星を使った新しいサービスを創造

することによって､新たな市場､新たな顧客を開拓しようとする戦略意図が見

えてぐる｡そして､衛星ソリューションサービス提供事業を担ってき.た N社か

らの営業譲渡(2004年4月1日)によって､"JSAT,CreatingSatelliteSolutions"

は一層強化されていくことが期待できる｡

(5)実践者に対する提案

事例における ｢受注のながれ｣で見られたように､法人営業活動においては､

従来の業界の常識にとらわれずに､果敢に実行することが求められることが多

かった｡そして､NTTの研究所や技術開発センタとの定例検討会や､研究所出身

者からの支援が発端となって課題解決のアイデアが生まれ､実現するための技

術を習得することによって受注に結びついたことが多々あった｡このような､

関連部署との交流関係や実務を通しての問題解決の仕方や解決そのものは､そ

れぞれの担当者にしみこんでいて､これらを経験していない他のヒトに移転す

ることは容易ではない｡したがって､営業譲渡する際には､これらの経験を有

する営業担当者やサービス開発を担った技術担当者を出向させて経験の移転

(人技一体での交流)を積極的に進めることが望ましい.

また､NTTの研究所や技術開発センタとの情報交換をする場を作り最新の技術

動向の把握に努めるとともに､NTTの各中核事業会社の法人営業部署と定期的に

6i
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情報交換を実施し､衛星通信利用に向いた営業案件を見逃すことのないように

する｡さらに､これらの法人営業部署に対して､積極的に最新の衛星通信サー

ビスや国内 ･諸外国における利用事例の紹介につとめ､衛星通信サービスの魅

力をPRしていくことが肝要である｡

実践者は､事業の定義と日常の論理､企業の外部環境 (主としてポジショニ

ング)と内部環境 (事業システムなど)に魂を吹き込む実体であり､何よりも

作業仮説を持ってなぜなぜをくりかえしながら実践を通して学び､そして他者

に働きかける存在でもある｡実践者は､一方では事業の定義を軸にしながら､

市場戦略を策定し､資源/能力を活用し､組織の仕組みを通して戦略意図に則っ

て自企業を変革していく主体者であり､他方では業界を形成する各主体者-働

きかけ､影響を与え､そしてそれらの影響を受ける主体者でもある｡ 実践者を

①自企業の学習 (ループ 1:自企業変革のループ)､②自企業と業界を形成する

各主体者たちとの相互学習 (ループ 2‥業界変革ループ)､③顧客との相互学習

(ループ③ :顧客との価値創造のループ)における中心的存在としてとらえ､

なによりも現場の第-線に立つ彼らが一人称で働くことができ､時宜に経営者

が彼らを支援する環境を整備すべきである｡
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注釈 (第4章)

*4-1:小林 (2005b)をもとに検討を加えた｡

*4-2:コンピュータのアナロジーでいえば､環境をとらえ､そして環境に影響

を与える行為と直接結びつく諸感覚は､入出力装置 (Ⅰ/0)に対応する｡諸感覚

は､それらを統合するOSである共通感覚のもとで動作する｡

*4-3:玄佑宗久 (2005.1.30)読売新聞朝刊 (27)12版より｡

*4-4:新製品の開発の事例としては｢衛星受信ルータ(XSR2000)｣(参考資料1)､

｢TCP/IP高速化装置 (BSR2000)｣(参考資料2)､｢Ⅴ&IPエンコーダ｣を開発しこ

れを用いた ｢MegaWavePro-Ⅴ&IPサービス｣(参考資料 4)､また新サービスの事

例として｢衛星IP-VPNマルチキャストサービス｣(参考資料 3)などが該当する｡

*4-5:中村 (1992)p23-24.

*4-6:JeanLaveandEtienneWenger(1991)邦訳pll.参考｡正統的周辺性と

は､権力関係を含んだ社会構造に関連する複雑な概念であり､周辺性は権力を

行使する位置を示す｡(同書)

*4-7:小林 (2005b)をもとに検討を加えた｡

*4-8:JayB.Barney(2002)邦訳上巻p32.

*4-9:JayB.Barney(2002)邦訳上巻p280.

*4-10:JayB.Barney(2002)邦訳上巻pii.まえがき (岡田正大)

*4-ll:大月他 (1997)p7-8.

*4-12:石井 (1989)p32-33.

*4-13:石井 (1989)pllO.

*4-14:石井 (1989)plll.

*4-15:石井 (1989)p129.

*4-16:石井 (1989)p211.

*4-17:Schumpeter(1926)

*4-18:D.A.Schon(1983)

邦訳 (上巻)p198-199,p213.

の訳者 (佐藤学)序文より｡

*4-19:D.A.Schon(1983)邦訳p217.

*4-20:野中､紺野 (2003)p71.

*4-21:紺野 (2005)p71.

*4-22ニ紺野 (2005)p70.

*4-23:稲盛 (1996)は､『成功-の情熱』の中で､｢ビジネスに成功するには｣
と題して情熱 (PASSION)をあげている｡そして情熱を構成するものとして､｢①

利益(Profit)､②願望(Ambition)､③誠実さ(Sincerity)､④真の強さ(strength)､

⑤創意工夫 (Innovation)､⑥積極思考(optimism)､⑦決してあきらめない(Never
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GiveUp)｣の7つをあげている｡稲盛が経営哲学としてあげている105項目に

わたる基本的な考え方や行動の指針は､矛盾を克服するための検討において､

その検討のスタンスを提示するものとして参考になると考えている｡

*4-24:山本五十六元帥語録 ｢やってみせ､言ってきかせて､させてみせ､はめ

てやらねば､人は動かじ｣ は､ヒトを動かす際の要点を象徴的に言い尽くして

いる｡http://www.japan-fishing.com/navy/situmon.html(@2005.3.15)

*4-25:岡田正大 (2001)は､RBVの可能性と題して､外部環境を重視するポー

ターと内部環境を重視する RBVをめぐる論争を整理し､戦略論における両者の

主眼が1800 異なるにもかかわらず､企業の競争戦略を考慮するうえでは外部環

境も内部環境もともに重要であり､両者が交わるところに戦略があるとしてい

る｡本稿の事業変革モデルでは､このスタンスを採用している｡

*4-26:Mintzberg(1994)邦訳p79-83.

*4-27:Quadは四辺形､CubicalQuadは立方体を意味する.事業変革モデルは

対称的な 4つの鍵概念を頂点とする四辺形としてあらわされるので､その形状

からQuadModelと名づけている｡また､時間の経過を含めた事業変革モデルは､

4つの鍵概念で構成される四辺形を過去､現在､未来 (完了)の連続的な時間の

流れとしてあらわしたものでCubicalQuadの形状をなす｡CubicalQuadAntenna

は高能率アンテナの象徴であり､効率的に電波を放射する (過去から未来に向

けて進んでいく)と同時に効果的に電波を補足する (未来 (完了)を現在にと

りこむ)イメージを事業変革のそれに重ね合わせて名づけたものである｡

*4-28:小林 ･根来 (1998)plO1-102.｢図2.5業界変革モデル｣を参考｡

*4-29:Why･Who戦略については､大前 (2001)の議論からヒントを得た｡大前

は､｢見えない大陸 :覇者の条件｣ と題して､従来の ｢戦略と呼ばれる型紙は存

在しない｣とし､あえて戦略を描くとしたら､｢パーソン･スペシフィック (ど

んな資質を持つ人材がやるのか)｣､｢タイミング･スペシフィック (いつやるの

か)｣が戦略を決定すると述べている｡

*4-30:実質的に､通信衛星保有事業者2社による寡占市場を構成している状況

において､プラットフォーム型の付加価値事業者同士の俄烈な競争に加え､地

上回線などの代替事業者との競争によって付加価値サービスの提供価格は抑え

られ､結果的に付加価値サービスの原価に占めるトランスポンダ費用が圧倒的

に高くなり利益が出ない構造となっている｡さらに N社のように､トランスポ

ンダを1本借りしてこれをMCPC(TDM)方式により小口でリセールする形態では､

顧客がついてもつかなくともトランスポンダ費用を支払わなければならず､ト

ランスポンダの大半の帯域を販売できない限り赤字となる｡この状況は､通信

衛星保有会社のトランスポンダの在庫リスクを付加価値事業者が肩代わりして

いるとも言える｡
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*4-31:第 3章p38.参照o

*4-32:小林 (2005a)より引用､加筆｡

*4-33:JSAT-の提案については､本研究結果をもとに筆者が関係者-のインタ

ビューをふまえてまとめたものである｡

*4-34:JSATは､2001年にパンアムサット (PAS)と共同衛星事業を締結し､西

経 127度にKu帯によるアジアと北米を結ぶ衛星通信事業を共同で行なってきた｡

http://www.jsat.net/release/2001/010801.html(@2005.10.9)

*4-35:NTTCom出身の磯崎澄氏が代表取締役社長に就任 (2003.6.26)､田名瀬正

直氏が上級執行役員法人ビジネス事業部長に就任 (2005.5.1)､またN社社長の

小川喜祥氏は営業譲渡とともに執行役員業務本部長に就任 (2004.4.1)した｡

*4-36:JSATは､2005年 2月 10日､8月からの衛星海洋インターネットサービ

ス (MegaWaveMarine)開始に向けて､試行サービス･を開始すると発表した｡

http://www.jsat.net/release/20050210-1.html(@2005.10.9)

*4-37:｢超高速インターネット衛星｣は､e弓apan重点計画の施策のひとつとし

て位置づけられ､300億円の投資に対して､2.63倍 (789億円)の直接効果をも

たらす｡サービス開始後の2010年にはサービス市場と機器市場の合計で年間 2

兆 7,997億円の間接効果をもたらし､さらに､サービス市場と機器市場からの

生産誘発等によって6兆530億円の誘発効果をもたらすと試算されている｡『高

度情報通信ネットワーク社会の形成に向けた宇宙通信の在り方に関する研究会

最終報告書 (平成 14年2月)』p14卜143.

*4-38:2003年 8月7日､超高速インターネット衛星を利用する衛星インターネ

ットサービスの事業化を検討する ｢(秩)超高速インターネットサービス企画｣

が日本電気､NEC東芝スペースシステムおよびJSATの出資により設立された0

*4-39:小林は､本研究会の ｢衛星利用ワーキング･グループ構成員｣ として､

条件不利地域向けに､双方向型VSATと地域サーバーを設置し､これと加入者を

無線 LANで接続する ｢集合型衛星インターネット｣を提案し､その事業性につ

いて検討を行なった｡『高度情報通信ネットワーク社会の形成に向けた宇宙通信

の在り方に関する研究会最終報告書 (平成 14年 2月)』p147-151.参考資料 14

(資料p127-139.)

*4-40:住友電気工業とJSATは､日本でサービスしているすべての衛星放送の

電波を1台で受信できるマルチサテライ トアンテナ (LuneQ-40)を共同開発し､

2004年 11月から発売を開始した｡このアンテナは衛星通信 (放送)の利用にあ

たってのアンテナ設置の煩わしさを･軽減するものであり､まさに補完製品と呼

べる.http://W-･jsat･net/popup/041.124･html(@2005･10･9)

*4-41:一例として､小林 (2003b)では､災害時やイベントなどの臨時ネット

ワークとして衛星通信とアドホック無線網との組合せ利用をとりあげ､サービ
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スエリア､端末サイズ､位置表示やマルチホッピングなどの機能､端末価格な

どの点から､相互に補完関係となることを説明している｡

*4-42:JSAT社ホームページより要約｡www.jsat.net(@2005.10.9)
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第5章 まとめ

本章では､本研究で得られた結論と提案を整理するとともに､残された課題

と今後の展望について述べる｡

5.1 結語

本研究は､現場における戦略形成プロセスをとらえることによって競争優位

構築に資することを直接の目的としており､その上位目的としては､持続可能

な競争優位の構築に資することであった｡戦略論としてこの永遠の課題に立ち

向かうために､第-に､現実をとらえるための分析フレームワークをつくり､

第二に､それらの分析フレームワークを使って事例分析により競争優位をもた

らす戦略形成プロセスそのものを追ってみた○さらに､業界構造や業界特性の

観点から考察を加えた結果､対象とした新規事業会社においてはいくつかの顕

著な傾向が見られた｡戦略形成に関する考察と本研究における提案を以下にま

とめる｡

<戦略形成に関する考察>

①事業の定義は業界の常識と密接に関係する

事業の開始時の業界の常識は､受注 (失注)経験を通して変容していくoこ

れに対応して事業の定義や営業戦略は再構築されていく0 本論文では事業の定

義が再構築されていく過程を戦略形成プロセスと定義しているが､再構築され

た事業の定義は､業界の常識を変容していく｡

すなわち事業の定義が再構築されていく過程 (戦略形成プロセス)と業界の

常識の変容は､表裏一体の関係にある｡ただし､事業の定義自体は､企業間の

競争力の格差を左右するひとつの要因に過ぎない.(*5-i)

②事業開始時の初期体験の微妙な差が戦略形成に大きな影響を与える

事例 Ⅰをはじめいくつかの事例において､自社開発を行わないとしていた会

社設立時の事業の定義を変えながら受注を勝ち取っていった事例が示されてい

る｡現場ではなによりも業績､結果が要求され､そして受注という実績を示す

ことが戦略を維持しあるいは変容していく際に大きなきっかけとなるo

また､事例Ⅱにおいて新規に開発した製品がその後の案件において､機能追

加しながら､またそのコンセプトを他の製品開発に応用することによって､次々

に案件受注に貢献した例を示しているが､このように初期段階の "小さな意思

決定"がその後の戦略形成に大きな影響を与えることが確認されたo(*5-2)
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③意図的戦略と創発的戦略の目利きや乗り換えが競争優位につながる

戦略形成プロセスとは､実践を通して業界の常識 (身体的な共通感覚も含め

てコモン･センスととらえる)を豊かに洗練していく過程であるとみることも

できるのではなかろうか｡

具体的には､実践で得られた新たな業界の常識や諸感覚でとらえられた経験

を開発技術､新サービスや事業の仕組み等として事業システムに反映させ､権

力システムの中に取り込む (制度化)という一連のプロセスといえる｡そして

この現場の実践者たちによる創発を戦略的に有意な "シグナル"として競争戦

略の中に取り込むか､あるいはそれを些細な "ノイズ"として無視していくか

という戦略の目利きや､意図的戦略から創発戦略-乗り換えていく能力自体が

競争優位につながっていくo(*5-3)

<本研究における提案>

①現場の実践者たちを作業仮説人としてとらえることを提案した

現場における実践者たちを､｢かならずLも高度な専門資格や法的資格を求め

られる訳ではないが､一方では､かなり柔軟に､限られた情報の中で作業仮説

(予測)をもって実行に移し､その結果とその結果がもっている意味を見出し

評価し､次の行為に移っていく｣作業仮説人ととらえることを提案する｡

戦略形成プロセスは､作業仮説人たちがおりなす(a)実績､(b)共感的批判､

(C)継続､､の3つの側面から説明できると考えられる｡

②弁証法的矛盾克服のフレームワークを提案した

日常の業務の中で発生する矛盾や葛藤を克服するにあたって､経営者､営業

担当者や技術担当者によって､矛盾をどのようにとらえるのか､あるいはそれ

に対する解決策についての考えはそれぞれに異なるのが普通である｡

その際､(a)組織の上位目的､(b)付加価値の提供先 (顧客)､(C)社会的 (級

織的)側面などの論理的な視点からの検討に加え､何としてでも実現したいと

いう情熱のような非論理的なものが鍵となる場合があることを事例で示した｡

矛盾が発生した場合において､この弁証法的矛盾克服のフレームワークを用

いて対話を深めることにより､利害関係者､相対立する実践者たちが前提とす

る考えやこだわりをえぐりだし､複眼的視点から検討を加えることによって､

矛盾克服に資することが期待できる｡(*5-4)

③戦略形成の鍵概念と実践者志向の事業変革モデルを提案した

競争優位を構築する上で､そして戦略が形成されていくプロセスを見る上で

事業全体を見る枠組みを持ち､全体を把握することが重要である｡
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具体的には､実践者たちは事業の拠りどころとして事業の定義を軸足としな

がらも､企業間関係､企業内部 (事業システム)および日常の論理 (業界の常

識)に目配せをしながら､自ら責任をもって能動的に行為していく姿をとらえ

る事業変革モデル (BトQM)について検討した｡そして､本論文では､実践者た

ちが自らの事業を変革していく様を時間的なひろがりをとりいれた事業変革モ

デル (BI-CQM)と､さらには所属する業界を変革していく様を空間的なひろが

りに着目してあらわした業界変革モデル (ⅠトMLM)を提案した｡

事業変革さらに業界変革は､それぞれの実践者たちによる企業間､企業内の

組織をまたがった複数の学習プロセスとしてとらえることができ∴これらの取

り組みいかんが競争優位をもたらす｡

④創発的な戦略形成を期待､活用する恥y･Who戦略を提案した

why･恥o戦略とは､詰まるところ人材育成と活用であり､そしてそれは換言

すれば "現場回帰"であり "修行"に相通じる｡その視点 ･視座は､実践者全

員がそれぞれの担当する範囲､場合によってはその範囲を時には越境しながら

も戦略実現に対して責任をもつというものであり､そういう意味で実践者の全

員が戦略の実現においては主人公である｡事業に対する責任は経営者､事業部

長しか持ち得ないという前提にたった上で､経営者､事業部長､また現場の営

業担当者や技術担当者それぞれが､自ら学び､構想をもって挑戦していくこと

の重要性を指摘した｡

｢三直三現主義｣､｢事件は現場でおきている｣､｢現場 100回｣､｢現場から理

論は生まれる｣と言われるように､生の現場にたって現実をとらえ､そこから

能動的に問いかけ (恥y)､課題を解決していくという実践の中心は人 (Who)で

しかあり得ない｡問いかけと実践は終わりのない修行としてとらえられ､この

修行自体が戦略形成プロセスを形成するととらえたい｡(*5-5)

5.2 課題

3.4.2で述べたとおり､本研究においては､研究の方法論上､事例研究の対象

範囲が限定されていること､分析データの客観性をめぐる問題､業績との関連

が詳細に述べられていないことからくるある種の物足りなさがつきまとってい

る｡また､事例研究で取り扱った業界､企業はひとつだけであり､この結果を

もってただちに他の業界や企業-適用できると断言はできない｡

また､提案した分析フレームワーク､弁証法的矛盾克服のフレームワークや

事業変革のモデルも提案と適用だけにとどまっており､適用結果をさらにフレ

ームワークやモデルに反映するとともに､何よりも戦略形成を見る目が研かれ､

そして競争優位構築に資することかできたという実証まではいたっていない｡
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さらに､本研究では業界の常識を手がかりとしながら､それぞれの実践者た

ちの行為に着目して､｢受注までの流れ｣､｢矛盾とその解決策｣として事例分析

を行なったが､受注に至るまで平均6-9ケ月にもおよぶ営業活動における実践

者たちの姿をわずか数枚の紙で言い尽くすことは至難の業である｡何を "重要

なイベント"として記述するかという点において､研究者の見方や考え方が入

り込んでしまう危険性がつきまとう.その一方で､経営の現場においては､少

ない記述量で最も重要な課題は何なのかを簡潔に言い尽くすことが常に要請さ

れている｡その意味でも､事例分析や案件分析のフレームワークとその具体的

な活用方法についてはさらなる検討が必要と考えられる｡

5.3 今後の展望

上述のとおり本研究をめぐる課題は山積しているものの､それゆえ今後の展

望が期待できる面を併せ持っていると考えられる｡

ひとつには､提案した分析フレームワークなどを他の業界､他の企業におい

て活用することにより､その有効性を確認するとともにそれらの適用結果をふ

まえて分析フレームワークを研き上げていくこととしたい｡

ふたっめは､矛盾解決を図っている構図を弁証法的矛盾克服のフレームワー

クとして提案したが､現場で活用するためには多くの改良が必要だと考えられ

る｡すなわち､矛盾を克服していく上での検討 (の視点)をより具体的に示し

ていく方向の研究である｡その際､AやBという実践者たちが持っているまだ共

有されるに至っていない "業界の常識"や彼らのこだわりや前提となっている

ものの見方や考え方をえぐりだす方法を見出し､そして稲盛和夫 (1996)が指

摘するように実践者自身が情熱を持ちさらに他の実践者の情熱をかきたてると

いう面からの研究が必要と考えられる｡

みっつめは､本論文で提案する事業変革モデルと業界変革モデルは抽象度の

高いモデルであり､立場､見方の異なる理論を寄せ集めて構成したモデルであ

ることからくる課題である｡複数の理論を集めて使ったモデルでは､その前提

なり条件をどのように設定するとかにより､悉意的な要素が入り込みやすい欠

点を持つ｡ そのためには､悉意的な要素をできるだけ排除する方向 (各理論を

統合化する方向)の検討が引き続き必要となる｡

そういう状況にもかかわらずこれらのモデルを提案したい理由は､これらの

図表を使いながら､それぞれの現場の実践者たちが対話を重ねることによって

新しい視点を見出したりしながら矛盾を克服し､競争優位をもたらすことを期

待しているためである｡提案している作業仮説人という人間観､事例フレーム

ワークや案件分析フレームワーク､弁証法的矛盾克服のフレームワーク､事業

変革モデルや業界変革モデルは､それ自体が競争優位をもたらすことはないで
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あろう｡研究者がモデルやフレームワークを提案し､現場の実践者たちがこれ

らの枠組みや型に現実をあてはめ検討するという形態は想定していない｡本論

文で提案するフレームワークやモデルは､完成されたものではなくて､現場の

実践者と研究者が育てていくものとして位置づけている｡そのため､現場の実

践者たちがこれらのフレームワークやモデルをひとつの雛形として参考にしな

がら､矛盾克服や課題解決にあたって編集を加えながら､問いかけ､検討に活

用することによって､結果的に競争優位をもたらすことは可能と考えたい｡
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注釈 (第5章)

*5-1:D.F.Abell(1993)邦訳 p126.図7-1. D.F.Abellは､競争者の氷山モデル

によって､事業の定義が企業間の競争力の格差を左右するひとつの要因に過ぎ

ないと説明している｡本研究では､競争力の格差を左右する要因として､氷山

モデルであらわされる隠れた相違としてあげられている資源､能力､組織の仕

組み､戦略意図だけでなく､M.E.Porter(1980)が指摘する利害関係者の間に

生じる脅威や A.M.Brandenburger&B.∫.Nalebuff(1997)が指摘する企業間関

係や補完製品などもあげている｡業界の常識は､業界の定義に直接関係する事

項だけでなく､競争力を左右するこれらの要因にまで及んでいる｡

*5-2:JayB.Barney(2002)邦訳上巻 p264.JayB.Barneyはこれまでの企業戦

略論が大きな意思決定 (bigdecisions)を正しく行なうことが中心テーマであ

ったと指摘する一方で､無数の小さな意思決定 (numeroussmalldecisions)

が単独ではなんら大きな成果を生むわけではないが､それらの決定が集まった

時､全体としては模倣コストの高い競争優位をもたらす､と指摘している｡本

研究は､｢それは戦術レベルの問題｣､｢それは戦闘レベルの問題｣ として ｢戦略

としては軽んじられがちな日常の小さな意思決定｣を拾い上げ､その集積が次

第に創発的に戦略を形成していく模様 (戦略形成プロセス)を事例として取り

上げている｡

*5-3:JayB.Barney(2002)邦訳上巻 p46.JayB.Barneyは､｢当初の意図的戦

略を非常に早く修正したり､あえて迅速に捨て去ることによって創発戦略-莱

り換えることができる能力は､企業にとって重要な競争優位と見なすことがで

きるのではないか｣ と同様の指摘をしている｡本研究では､この能力の源泉と

して実践を通して研かれた業界の常識 (身体的な共通感覚も含めてコモン･セ

ンスととらえる)に注目している｡

*5-4:苅谷剛彦(1996)は､常識にどっぷりと浸かったものの見方･考え方を ｢単

眼思考｣ と呼び､ありきたりの常識や紋切り型の考え方にとらわれずに､｢自分

の頭で考える｣ ことを ｢複眼思考｣と呼んでいる｡そのためには､相対化する

視点をもっこと､｢正解｣がどこにあるかという発想から抜け出ることが重要で

ある趣旨のことを述べている｡(同書 p36)そのためには､問いの立てかたと展

開のしかたや論理的に自分の考えを展開すること､何よりも問いをずらしてい

くことで隠れた問題を探っていくといった方法を述べている｡この複眼的思考

法は､本研究で提案した弁証法的矛盾克服のフレームワークにおける矛盾を克

服するための "検討の視点"に応用することができる｡また､Why･恥o戦略と

して提示した ｢なぜ ･なぜ｣の問いかけが重要であることを同書の説明を借り

れば､｢｢なぜ｣という問いかけは､正解探しの発想ではなかなか答えが得られ
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ない問いのかたちだからです｡｢なぜ｣ という問いがさらなる考えを誘発するの

は､その答え､｢なぜなら･･･｣についての予想や見込みを､とりあえず考え

てみること自体に意味があるからです｡｣(同書 p126)そして､この ｢とりあえ

ず考えてみる｣､そして ｢とりあえず試しにやってみる｣実践者のイメージは､

本論文で提案する作業仮説人にはかならない｡

*5-5:問いかけと実践を一定の業を習いおさめることで卒業すれば資格がつく

修業と区別し､卒行のない修行としてとらえたのは､道元のいう修行にあやか

りたいとしたためである｡道元のいう修行とは､無常の中にある人間の生であ

った｡その生にたち現われるのは人間の世界であろう｡(春日佑芳 (1989)p187)

道元は､こうしたわれわれの判断 ･行動の一致の中に､人間の世界に見る事物

が立ち現われる､といっているのである｡その行動が全く違ったものであれば､

いま見ている水はまた違ったものになるだろう｡ 人間の行動の一致の中に､私

たちのいま見ている人間の世界がある｡(同書p188)また､佐藤俊明 (1986)は､

｢人の物を盗む訓練を重ねて泥棒になるのではなく､人の物を盗んだ時がすで

にりっぱな泥棒だ (沢木興道老師)｣と説明している｡これらの見方や考え方に

よれば､｢問いかけや実践と戦略形成は別物であって､商いかけと実践は手段で

あり戦略形成は目的であり､問いかけと実践が先で戦略形成は後､つまり問い

かけと実践の結果戦略が形成される｣という常識な見方ではなくて､｢問いかけ

と実践という修行自体が戦略形成プロセスそのものである｣ ということであり､

Why･Who戦略ではなによりも現場における実践を重要視するものである0
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あとがき

本論文の底流にある思想を一言であらわすとすれば､それは里山理論または

雑木林理論とでも呼ぶべきものであろう｡多様な木々 (理論)が集まって里山

(理論群)を構成している｡野原にぽっんと立っ 1本の木 (単独の理論)は美

しくもあり凄々しくもあるが､往々にして雷や竜巻で一瞬にして消え去ること

もある｡最小多様度の法則を持ち出すまでもなく､戦略における多様性の視点

は重要である｡持続的競争優位とは､つきつめれば企業が形を変えながらも顧

客に付加価値を提供し続けながら生き残ることである｡

里山は､単に自然にまかせて雑木林が形成されたのではなくて､人々が折々

に､手を入れて育ててきたものである｡里山は地域の人々が作り上げた人工林

であっても､それが人工林であると感じさせないところに里山の魅力がある｡

里山 (戦略理論)は一日にしては育たない｡長い年月をかけてゆっくりとしか

も着実に育つ､育てるものである｡まさに､自社にとっての戦略の形成､戦略

の実践とは､日常の事業活動をとおして自分たちの戦略理論を時間とともに育

てていくことであり､その戦略を不断に再構築していくプロセスそのものが企

業の生き残りにとって致命的に重要なのである｡その戦略が凝縮されたものと

しての ｢事業の定義｣が再構築されるプロセスを本論文では ｢戦略形成プロセ

ス｣ と呼んでいる｡

里山理論の課題は､いかにして多様性 (多様な理論)を企業として統制､秩

序を保ちながら活用していくか､ということになる｡マネジメントは､manage

からきている｡manageには､｢権限を持つ人が巧みに人を使用し､細かな所まで

気を配ってある目的を達する｡またはある事業を行う｣という意味がある｡そ

して､manageto[+do]には､｢どうにかして～する､うまく～する｣の意味

がある｡すなわち､この多様性をどうにかしてやりくりをすることがマネジメ

ントであり､それを支えるのが戦略理論であり､そのための方向性を提供する

のが戦略思考である｡事業変革モデルや業界変革モデルでいえば､このやりく

りする主体者は､モデルの中心に位置する現場の実践者たちにはかならない｡

本研究を進めていく中で戦略論以外の分野で大きな影響を受けたのは､哲学

者の中村雄二郎であり､もうひとりは社会学者のアンソニー･ギデンズである｡

『哲学の現在』､『共通感覚論』､『臨床の知とは何か』などを著された中村が

『臨床の知とは何か』を発表されてから13年を経た今､現場の知を改めてあら

わすとしたらどういうものになるのだろうか､と考えながら事例研究を進めて

いった｡ヒントは現場そのものにあるのだろう｡現場の実務を経験しながら､

一方で先達の研究を手がかりに思考をめぐらす､そういう時空を遡りながら現

場を見つめなおすことによって､目の前に繰りひろげられている ｢見えざるシ
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ステム(invisib16system/hiddensystem)｣､｢複雑なシステム(complexsystem)｣

を解きほぐし､一層､見えるものにできるのではなかろうか｡

『NewRulesofSociologicalMethod(1976,1993)』(邦訳 :社会学の新しい

方法規準)､構造化理論を集大成したと言われる 『TheConstitutionofSociety

(1984)』が発刊されてからすでに20年から30年が経過する｡もしもギデンズ

が現時点で ｢社会学の方法規準｣や ｢社会の構成｣を改めて提示するとしたら

どのようなものになっているのだろうか｡本論文では､ギデンズの構造化理論

(TheStructurationTheory)については直接的には言及していないものの､

戦略形成プロセスの再生産と再構成においての基本的なとらえ方では､構造化

理論に依拠 していると考えている｡ただし､｢構造の二重性(Dualityof

structure)｣の枠組みを持ち出してきて､それに現実を当てはめて見るという

やり方は採用していない｡

本研究を進めていく中で得られたものを一言で述べるならば､現場における

戦略形成も､また戦略研究も一朝一夕で達成されるものではないということで

あり､職場の先輩 ･同僚たち､あるいは学界の先達たちの長きにわたる経験と

研究に学びつつ､目の前でくりひろげられている現実に対して､自らの考えを

持ちながら挑戦し続けていくことの大切さであったように思う｡
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謝辞

本研究は､1998年 3月 18日､産能大学の社会人大学院 (経営情報学研究科修

士課程)を修了した筆者が同年 4月 1日に設立されたNTTサテライ トコミュニ

ケーションズ株式会社に NTTから故鮫島秀一社長とともに出向したことがきっ

かけとなっている｡新規事業会社における事業の立上げにあたっては､多くの

制約があったにも拘わらず､自社の製品 ･サービスが顧客に受け入れられるよ

うにさまざまな取 り組みが行なわれたが､これらの取り組みに果敢に挑戦して

いった職場の仲間たちの活躍をいかにしたら企業の競争力に結びつけ､社会に

役立てることができるのだろうかという思いが本研究を開始する動機となって

いる｡結果を求められる厳しい事業活動に従事しながら､これらの思いを明ら

かにすべく研究は開始された｡現場の実践者を作業仮説人としてとらえるアイ

デアは､新規事業を立ち上げるという営業経験の中から湧いてきたものである｡

本研究を進めていく上で多くの方々からご指導を頂いた｡研究の基礎的な枠

組みは､産能大学大学院経営情報学研究科の根来龍之先生 (現在､早稲田大学

大学院商学研究科教授､IT戦略研究所所長)から､｢ヒトがからんだシステムを

扱 うソフ トシステム方法論 (SSM)､競争戦略における事業の定義 ･こだわりの

大切さ｣を学んだことに負っている｡また､新規事業の立上げに従事しながら､

経営情報学会の解釈学的経営情報学研究部会､解釈的アプローチ研究部会に参

加 し､主査の高橋正泰先生をはじめ､小坂武先生､杉野周先生､高井俊次先生､

竹田昌弘先生､青木克生先生他､また産業界から参加された研究会メンバ各位

には､経営現場における解釈学的アプローチの重要性とそのための方法論を学

ばせて頂き､また多くの示唆を頂いたことに深く感謝する次第である0

また､経営情報学会､経営戦略学会の全国大会ならびに､主に情報部門の技

術士や自治体の情報関係者などが集まる (樵)竹野内情報工学研究所主催? IT
論文発表セミナー･(IT懸賞論文)においては､研究途上の発表にもかかわらず

熱心に議論して頂いたことに感謝します｡とらえどころのない "業界の常識"

を手がかりとしながら､目に見えにくい事業活動の実態､競争戦略が形成され

ていく姿を捉まえてみよう､という冒険はこれらの研究会等に参加する中から

生まれてきたものである｡

戦略の鍵概念で取り上げた学界の先達たちには､直接お会いし指導を受けた

わけではないが､この研究を通して身近に感 じるようになったような気がして

いる｡そして､競争戦略論や競争戦略形成プロセスの研究を通してあらためて､

戦略研究の奥の深さと広がりを感 じるとともに ｢①現場が原点｡そして思考と

主体的な実践の両面を持つことが重要である､②長年にわたる研究と実践の積

み重ねがあってこそ｡時代とか歴史の重みを感 じるとともにささやかながらそ
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のひとこまを創り上げていくことに参加 している｣という充実感を得たように

思う｡

新規事業を立ち上げるという実務経験の中で生じた数々の思いや疑問を解き

明かすべく､研究会活動等で進めてきた研究を博士課程論文としてまとめるた

めに研究の機会と場を与えてくれた埼玉大学大学院経済科学研究科の先生方､

事務室各位ならびに西山賢一先生をはじめ研究室各位のご支援と協力に対して

深く感謝する次第である｡

博士課程に進学する以前から､論文指導の主査を担当して頂くこととなった

西山賢一先生の著書を読む機会があり関心を抱いていたところ､経営情報学会

ポスト知識ビジネス研究部会の第1回会合 (2002年 7月26日)において､西山

賢一先生の講演 ｢多様性と競争優位の持続性｣を聴講する機会に恵まれ､これ

が縁となって埼玉大学大学院博士課程の門をたた､くこととなった｡｢暗黙知を見

える世界に引上げる｣ために現場人である社会人学生が不得意な ｢言葉の戦場｣

に引っ張り出し､既存の経済学の中に埋没せずに理系 ･文系といった型にはま

った見方を取り払い､経営学､認知科学､生命科学､社会学や哲学などにわた

る幅広い分野から現実の世界にアプローチするという研究方法は､まさに本研

究の目指す方向であった｡また､ゼミで学習したェンゲス トロームの活動理論

やウェンガ-たちの学習理論などは､本論文ではほとんど直接的には言及して

いないが､これらの見方や考え方は､本研究の中心をなす ｢事例分析フレーム

ワーク｣､｢弁証法的矛盾克服の構図｣や ｢事業変革モデル｣のアイデアを生み

出す上でその土台をなしている｡また､副 主査の菰田文男先生には､プロジェ

クト研究や紀要論文 (経済科学論究)をとりまとめる上で､貴重なア ドバイス

を頂いた｡同じく副主査の並河永先生には､大学､大学院で経済学を専攻して

いない小生に対して新産業組織特論の講義や論文指導を通し､経済学的な見方

と研究の進め方､そして学問の厳しさを教えて頂いたことに感謝します｡

また､西和彦先生には､ベンチャー ･ビジネス特論の講義において､｢①自分

の体験､言葉で語ることの大切さ､②時間の大切さ｡時間は唯一の残された企

業の資源である､③ 『失敗の定義<失敗とはこうするとうまく行かないことを

発見しただけ､人生に失敗といえるものはない｡あるとすれば､人生の中での

少しのグチぐらい>』に見るしたたかさ､しなやかさ､④経営は技術であり論

理である｣を学んだ.『経営とは､｢ヒト｣､｢もめ｣､｢かね｣､｢システム｣を使

って限られた ｢時間｣のうちに利益を創 り上げること』という経営の定義は､

誰にでも平等に与えられている時間に着目している点で､そして実践の大切さ

を指摘している点で新鮮であり本研究を進めていく上で原動力となった｡深謝

いたします｡

博士課程を受験する際に抱いていたぼんやりとしたイメージが埼玉大学での'
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3年間にわたる研究を通してやっと形になってきたように思う.今､一度､この

研究の中で新たに誕生したフレームワークやモデルを現場で活用し､時間とい

う資源を大切にしながら､自らの成長と若手の育成に役立てていきたい｡

本研究は新規事業､なかんずく法人営業の現場から生まれたものであり､志

半ばに先立たれた NTTサテライ トコミュニケーションズ株式会社の初代社長で

ある故鮫島秀一博士､二代目社長である小川喜祥氏､また個別に名前をあげる

ことは控えさせて頂きますが､事例に登場する苦労を共にした職場の上司､同

僚たち､NTTグループ関係者にはたい-んお世話になった｡心から感謝します｡

また､事例研究の最初に登場する実質最初の顧客となった株式会社フランクリ

ン ･ジャパンの長田取締役営業本部長 (役職は当時)をはじめ､多くの顧客や

関係企業の皆様には､現場の中で相互に緊張しあいながらも生きた学習をさせ

て頂いたことに対して感謝いたします｡

最後に､社会人学生が論文をまとめるにあたって家族の支えと支援が何より

も大きな存在であった｡論文をまとめることができた喜びを大学院修士1年生

の長女明菜､大学1年生の長男真､そして 3人の学生を快くかつ叱畦激励しっ

づけてくれた妻ゆきに心から感謝するものである｡

2006年 3月 10日

埼玉大学大学院経済科学研究科博士後期課程

03VE104 小林 満男
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資料
参考資料1:衛星受信ルータ(XSR2000)

参考資料2:TCP/IP高速化装置 (BSR2000)

参考資料3:衛星Ⅰp-VPNマ)呼キャストサービス

参考資料4:MegaWavePro-Ⅴ&IPサービス

参考資料5:MegaWavePro-Mobileサービス

育請･湖,監=.'J■:, 参考資料1衛星受信ルづ (ⅩSR2000) T>bJ=

地上回線と衛星回線を組み合わせた非対称 .双方向通信サービス.

衛星の高速性 (最大30Mbps) .同報性を活かした高速ファイル転送､ -旋法草当長音 嵩 rtL.."_A.=:_=.=:_. --/三p

Ⅰp(インターネットプロトコル)の利用により､イントラネットの ==1二三===.i- ≡.==-(..:=:二':こ..=

1.MegaVavePro-ⅠPサービス対応の衛星受信ルータ.

2.LinuXOSと衛星受信ボードを組合せたアプライアンス製品. 舶 受借部 変硯方式 QPSK

3.汎用性の高いLinuxの採用により､ⅠPフィルタリング.ⅠPマルチ 通信方式 TDJu

キャス ト.IPマスカレード等の機能に併せ､各種アプリケーション適用 伝送嵐賢 42.192.Wbps

などの拡張が可能○ 映り訂正 t一夕ヒ.､9イ桝 摘 号

4,上り回線にダイアルアップ機能を持ち､ ｢DoPa｣にも対応｡ デスクランブル ブロック暗号方式

5.6恥p頻 度のⅠPパケット転送処理能力を有し､10Mbps超の高速化 受借周轍 950-2150批

-の拡張も可能.更にTCP通信の高速化対応も考慮. ′L,-タ軒 Tygづエース RGB(a-SU825),トよ●-r､シ
LJUqボー ト lO′100Base一丁

†ホ'-け 叫コル ⅠP(RlPyl)

～.- マPfキ†スけい,入 盛大16pH指定可健､lGlpvl

運用′管理機能 `syslog､TelneL rTP横臥 満



契約出所 :N 参考資料4MegaWaVePro-Ⅴ&ⅠPサービス 間

Ⅴ&Ⅰpサービスとは､契約固定帯域中にVideo(映像)パケットとⅠP(データ)
パケットを同時に且つ効率的に多重伝送するサービスです○

<映像 .データ多重イメージ>
I■■■■R

●特徴 .
Ⅴ&Ⅰpサービスを実現するために以下の2つの新規技術を採用しました○
･映像パケットス トリーム中の速度調整用無効パケットをデータ転送パケットに置き換える
ことにより映像 .データ同時多重伝送を実現しましたo (映像 .データ多重技術)
･映像晶質を極力落とさずに無駄な映像パケット出力を抑えて映像エンコードすることにより

多くの速度調整用無効パケット (-データ転送パケット)を生成することを可能としましたo
(高効率h伊EG2エンコー ド技術)

●効果
･契約固定帯域内で映像サービスとデータサービスを同時に利用することが可能となります○
･映像パケットを優先的に出力するので映像晶質を低下することはありません○
･映像パケットがない時には契約固定帯域を全てデータパケット転送に利用できます○

･契約固定帯域内であれば映像及びデータを切 り替え無しで自由に転送できます○

出所 :NT 参考資料5MegaWaVe戸ro-Mobileサゼ ス E

移動体の中のユーザに対し､インターネット/イントラネット-の高速アクセス環境､
動画を含む大容量データの受信環境を提供するシステムですo下り回線には衛星回線
(MegaWaVePro-ⅠP)を用い､移動体に取り付けた衛星追尾アンテナで受信します○
また､上り回線として携帯電話や衛星携帯電話などの移動通信網を用いることにより､
早期にサービス提供が可能です○

･壬.さ捜.= ㈱ 圏 謬



12 参考資料2TCP/ⅠP高速化装置 (BSR2000) でt.

高帯域の衛星を利用することにより最大約20Mbpsの高速 諾.,.. 訂.A.玖
インターネット環境を実現することが可能となりますo

3. 衛星通信における伝送遅延を克服し､TCP/ⅠPによるデータ 二三㌢こき三二1<≡~

ソフトウエアは不要であり､またネットワークの大幅な変更

せずに高速インターネット環境を実現することが可能です. ._..ヾヾここ

5. 多地点-の同報配信に適したマルチキャストプロトコルも

サポートしております○

*5W .抄◆-/織 物 tatH棚 娼 て㌔あク､脚 ぽこの鰍 よク兵罪L,た此LAN BSR2000 JsKYXPr.t.collBSR2000J LAN
TCPProtoco1 (sKYXGatevay) (XTP) (SKYXGateway) TCPProtocol

XTP(eXpreSStranSPOrtprOtOCO1).TCPクルドりすイス◆に相当するウルドゥを動的に設定し､

応答州 をまたずに大如 デ→を翻 ることにより轍 を図っています○)MegaYavePro-出所 :NTTSC7(ンフレ.}ト(BSR2000)よ｡.一部追紀､修正.

辛i出所 :N 参考資料3衛星Ⅰp-VPNマ′げキヤス伸一ビス

ArcstarⅠp-VP,Yl衛星マルチキャストサ-ビスは､同報性 .高速性の特徴を持つMegaVave-Pro*1をArcstarⅠp-VPN*28こ組み合わせることで､マルチキャストサービスをⅠp-VPN上で実現し､マルチキャストデータを高セキュアかつ､経済的に多拠点に配信することが可能となります'_ .,==U/●経済的なマルチキャストを実現篤謡 詳 言讐 宗吾墨壷S.#蓋監 査慧霊芝蒜 ヲ憲 妄認 tQ, 灘 三:

漸言コストは軽減されます. :-O-''l=Jr ､′J

!慧慧rlB悪莞諾篭 芸与完野 望悪貨こからでも柵雛 朋 するこ 憲 二<' -̂ stq p

三富詣 霊芝;レチ軸 ス ト*3 ....諸 蚕 ::_----.I..I.

帯域制御機能により､発信拠点から多地点の安倍拠点まで安定した cb.̀Q . I...1-甲 叫 一;去ヱ=-三享讐 霊 妄三票 能耽 槻 - 1- ≡ .≡Ⅰp-VPNのCUG(ClosedUserGroLJP)及びllepVaye-Proの秘匿機能に ーより､高度なセキュリティのもとでグル-プ間をまたいだ配信が可 FT'yBp-

能ですo 柚 ;用■■岩≡ヨ-■Tl,T1■m ln -■m】■

…喜蓋芸子芸嘉 蓋妄言票差蒜話芸警 抜TVに. 臣 を巌 ≦巌 毒 墓 欝 等芸 斤.
贋売店 .代理店等-の商品案内 .カタログ配布に.
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